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● 都市交通の領域的整備に向けて
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技術報文 ● 地域公共交通活性化再生法に基づく取組と課題
● コンパクト・プラス・ネットワークの取組に関する最近の動向
● 水素基本戦略の決定
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〒540-0012   大阪市中央区谷町2-7-4 谷町スリースリーズビル

〒730-0013   広島市中区八丁堀12-22 築地ビル

〒760-0066   高松市福岡町3-11-22 建設クリエイトビル

〒812-0013   福岡市博多区博多駅東2-4-30 いわきビル

支部名 XAFLET住　　　所

日 月 年 成平。すまみ込申を書図記上

●お問合せ及びお申込先

●お申込方法

（　　　　　）単価に送料を含む 　 （　　　　　）単価と送料を２段書きにする  （該当に○）

【指定用紙がある場合は、申込書とともにご送付下さい】

見積書（　　　　　）通　　　　　請求書（　　　　　）通　　　　　納品書（　　　　　）通

〒

T E L

F A X

官 公 庁 名
会 社 名

所 属

担当者氏名

住 所

必 要 書 類

送料の取扱

印

ICTを活用した建設技術（情報化施工）

FAXにて、当協会本部または最寄りの各支部あてにお申込み下さい。
（注）沖縄地区は、本部へお申込みください。
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　本協会では、国内における建設機械の実態を網羅した『日本建設機械要覧』を1950

年より3年ごとに刊行し、現場技術者の工事計画の立案、積算、機械技術者の建設機械の

データ収集等に活用頂き、好評を頂いております。

　本書は、専門家で構成する編集委員会の審査に基づき、良好な使用実績を示した国産

および輸入の各種建設機械、作業船、工事用機械等を選択して写真、図面等のほか、主

要緒元、性能、特長等の技術的事項、データを網羅しております。購読者の方々には欠

かすことのできない実務必携書となるものと確信しております。

　2016年版日本建設機械要覧購入の方への特典として、当協会が運営するWebサイト

（要覧クラブ）上において2001年版、2004年版、2007年版、2010年版及び2013

年版日本建設機械要覧のPDF版が閲覧及びダウンロードできます。これによって2016年

版を含めると1998年から2015年までの建設機械データが活用いただけます。

B5判、約1,340頁／写真、図面多数／表紙特製

一般価格　52,920円（本体49,000円）

会員価格　44,280円（本体41,000円）

（注）送料は1冊900円（税込）となります。

　　（複数冊の場合別途）

2016年版

発刊ご案内

2016年版　内容目次

WJ工法、CSG工法、タイヤ、ワ

イヤロープ、燃料油、潤滑剤およ

び作動油、検査機器等

　「日本建設機械要覧」の電子版も作成し、より利便性の高い資料とするべく準備してお

ります。御期待下さい。

今後の予定

平成28年3月末

発 刊 日
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2016年版

〒980-0014　仙台市青葉区本町3-4-18　太陽生命仙台本町ビル5F

さつけんビル

2-4-30 いわきビル

http://www.jcmanet.or.jp/?page_id=422
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1 商品名
日本建設機械要覧2016

電子書籍（PDF）版
建設機械スペック一覧表、

電子書籍（PDF）版

2 形態 電子書籍（PDF） 電子書籍（PDF）

3 閲覧
Web上で閲覧

パソコン、タブレット、
スマートフォンからアクセス

Web上で閲覧
パソコン、タブレット、

スマートフォンからアクセス

4 内容 要覧全頁 spec一覧表

5 改訂 3年毎 3年毎

6 新機種情報 要覧クラブで対応 要覧クラブで対応

7 検索機能 1.単語検索 1.単語検索

8

附属機能
注）‌�タブレット・ス

マートフォンは、
一部機能が使え
ません。

・しおり　・拡大・縮小　・付箋機能 ‌
・ペン機能　・目次からのリンク　・各
章ごと目次からのリンク　・索引からの
リンク　・メーカHPへのリンク

・しおり　・拡大・縮小　・付箋機能 ‌
・ペン機能　・メーカHPへのリンク

9
予定販売
価格

（円・税込）

会員 54,000（3年間） 48,600（3年間）

非会員 64,800（3年間） 59,400（3年間）

10 利用期間 3年間 3年間

11 同時ログイン 3台 3台

12 認証方法 ID＋パスワード ID＋パスワード

13 購入方法 WEB上にて申込み（HP参照下さい） WEB上にて申込み（HP参照下さい）

お問合せ先：業務部　鈴木英隆　TEL：03-3433-1501　E-mail：suzuki@jcmanet.or.jp

関係部署に回覧ください。新製品
平成28年6月

一般社団法人 日本建設機械施工協会

　当協会では、国内における建設機械を網羅した『日本建設機械要覧』を2016年3月に刊行し、現場技術者の

工事計画の立案、積算、機械技術者の建設機械のデータ収集等に活用頂き、好評を頂いております。

　このたびこの建設機械要覧に関して更に便利に活用いただくよう新たに次の2種類の電子書籍（PDF）版を発

売いたしますので、ここにご案内申し上げます。

　是非とも活用いただきたく、お願い申し上げます。

発売時期

平成28年5月末　HP：http://www.jcmanet.or.jp/

Webサイト　要覧クラブ

　2016年版日本建設機械要覧およびスペック一覧表電

子書籍（PDF）版購入の方への特典として、当協会が運

営するWebサイト（要覧クラブ）上において2001年

版、2004年版、2007年版、2010年版及び2013年版

日本建設機械要覧のPDF版が閲覧及びダウンロードでき

ます。これによって2016年版を含めると1998年から

2015年までの建設機械データが活用いただけます。

　また、同じ要覧クラブ上で新機種情報も閲覧およびダ

ウンロードできます。

今後の予定

　更に高機能の「日本建設機械要覧」の検索

システム版も作成し、より利便性の高い資料

とするべく準備しております。御期待下さい。

様々な環境で閲覧できます。

タブレット、スマートフォンで外出先でもデータ

にアクセス

2016年版

日本建設機械要覧 電子書籍（PDF）版
発売通知
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一般社団法人日本建設機械施工協会　発行図書一覧表（平成 30年 8月現在）

№ 発行年月 図　　　　書　　　　名 一般価格
（税込）

会員価格
（税込） 送料

  1 H30 年 5 月 よくわかる建設機械と損料  2018 6,480 5,508 700
  2 H30 年 5 月 大口径岩盤削孔工法の積算　平成 30 年度版 6,480 5,508 700
  3 H30 年 5 月 橋梁架設工事の積算　平成 30 年度版 10,800 9,180 900
  4 H30 年 5 月 平成 30 年度版　建設機械等損料表 8,640 7,344 700
  5 H29 年 5 月 橋梁架設工事の積算　平成 29 年度版 10,800 9,180 900
  6 H29 年 4 月 平成 29 年度版　建設機械等損料表 8,640 7,344 700
  7 H29 年 4 月 ICT を活用した建設技術（情報化施工） 1,296 1,080 700
  8 H28 年 9 月 道路除雪オペレータの手引 3,240 2,160 700
  9 H28 年 5 月 よくわかる建設機械と損料 2016 6,480 5,508 700
10 H28 年 5 月 大口径岩盤削孔工法の積算　平成 28 年度版 6,480 5,508 700
11 H28 年 5 月 橋梁架設工事の積算　平成 28 年度版 10,800 9,180 900
12 H28 年 5 月 平成 28 年度版　建設機械等損料表※ 8,640 7,344 900
13 H28 年 3 月 日本建設機械要覧　2016 年版 52,920 44,280 700
14 H26 年 3 月 情報化施工デジタルガイドブック【DVD 版】 2,160 1,944 250
15 H25 年 6 月 機械除草安全作業の手引き 972 864 700
16 H23 年 4 月 建設機械施工ハンドブック　（改訂 4 版） 6,480 5,502 700
17 H22 年 9 月 アスファルトフィニッシャの変遷　　 3,240 250
18 H22 年 9 月 アスファルトフィニッシャの変遷【CD】 3,240 700
19 H22 年 7 月 情報化施工の実務 2,160 1,851 700
20 H21 年 11 月 情報化施工ガイドブック 2009 2,376 2,160 700
21 H20 年 6 月 写真でたどる建設機械 200 年 3,024 2,560 700
22 H19 年 12 月 除雪機械技術ハンドブック 3,086 700
23 H18 年 2 月 建設機械施工安全技術指針・指針本文とその解説 3,456 2,880 250
24 H17 年 9 月 建設機械ポケットブック　（除雪機械編）※ 1,029 250
25 H16 年 12 月 2005 「除雪・防雪ハンドブック」 （除雪編）※ 5,142 250
26 H15 年 7 月 建設施工における地球温暖化対策の手引き　 1,620 1,512 700
27 H15 年 6 月 道路機械設備 遠隔操作監視技術マニュアル（案） 1,944 700
28 H15 年 6 月 機械設備点検整備共通仕様書（案）・機械設備点検整備特記仕様書作成要領（案） 1,944 700
29 H15 年 6 月 地球温暖化対策　省エネ運転マニュアル 540 250
30 H13 年 2 月 建設工事に伴う騒音振動対策ハンドブック（第 3 版） 6,480 6,048 700
31 H12 年 3 月 移動式クレーン、杭打機等の支持地盤養生マニュアル（第 2 版） 2,675 2,366 700
32 H11 年 10 月 機械工事施工ハンドブック　平成 11 年度版 8,208 700
33 H11 年 5 月 建設機械化の 50 年 4,320 700
34 H11 年 4 月 建設機械図鑑 2,700 700
35 H10 年 3 月 大型建設機械の分解輸送マニュアル※ 3,888 3,456 250
36 H9 年 5 月 建設機械用語集 2,160 1,944 700
37 H6 年 8 月 ジオスペースの開発と建設機械 8,229 7,714 700
38 H6 年 4 月 建設作業振動対策マニュアル 6,172 5,554 700
39 H3 年 4 月 最近の軟弱地盤工法と施工例 10,079 9,565 700
40 Ｓ 63 年 3 月 新編　防雪工学ハンドブック【POD 版】 10,800 9,720 700
41 Ｓ 60 年 1 月 建設工事に伴う濁水対策ハンドブック※ 6,480 250
42 建設機械履歴簿 411 250

43 毎月　25 日 建設機械施工【H25.6 月号より図書名変更】 864 777 700
定期購読料　年12冊　9,252円（税・送料込）

購入のお申し込みは当協会 HP　http://www.jcmanet.or.jp の出版図書欄の「ご購入方法」の「図書購入申込書」をプリン
トアウトし，必要事項を記入してお申し込みください。
※については当協会 HP　http://www.jcmanet.or.jp の出版図書欄を参照下さい。

消費税 8％
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巻頭言 4 超スマート社会 Society 5.0 によるスマートシティ
柏木　孝夫　�東京工業大学　特命教授・名誉教授，先進エネルギー国際研究センター長

行政情報 5 地域公共交通活性化再生法に基づく取組と課題
酒井　達朗　�国土交通省　総合政策局　公共交通政策部　交通計画課　課長補佐

12 コンパクト・プラス・ネットワークの取組に関する最近の動向
国土交通省　都市局　都市計画課

17 水素基本戦略の決定
水素社会の実現に向けた取組と課題
田場　盛裕　��経済産業省　資源エネルギー庁　省エネルギー・新エネルギー部　新エネルギーシステム課 

水素・燃料電池戦略室　課長補佐
木村　祐輝　��経済産業省　資源エネルギー庁　省エネルギー・新エネルギー部　新エネルギーシステム課 

水素・燃料電池戦略室　係長

特集・�
技術報文

23 宇都宮市が取り組む LRT 整備事業の紹介
ネットワーク型コンパクトシティの実現に向けて
宇都宮市　建設部　LRT整備課

29 気仙沼線・大船渡線の BRT による復旧
大口　　豊　�東日本旅客鉄道㈱　執行役員，総合企画本部　復興企画部長

34 新潟市における BRT と新バスシステム
持続可能な公共交通体系の構築を目指して
小林　久剛　�新潟市都市政策部　都市交通政策課　新交通推進室　室長

39 鉄道廃線敷を活用した新交通（BRT）の導入
茨城県日立市での導入事例の紹介
佐藤　祐一　�日立市都市建設部　参事補（兼）新交通推進課長
田所　邦友　�日立市都市建設部　新交通推進課　副参事
広瀬　悠介　�日立市都市建設部　新交通推進課　主事

45 マイカー空席「見える化」による過疎地の交通課題解決
天塩～稚内「相乗り交通」取り組み
齊藤　啓輔　�天塩町　副町長
菅原　英人　�天塩町　総務課　地方創生係　商工観光課　主任（実務担当）

50 スマートにエネルギーマネジメントするマイクログリッド技術
沼田　茂生　�清水建設㈱　技術研究所　エネルギー技術センター　センター所長

54 柏の葉スマートシティ概要と我々の取り組み
エリアエネルギー管理システムを活用した柏の葉スマートシティの街づくりプロ
ジェクトに参画して
戸辺　昭彦　�㈱日立製作所　社会イノベーション事業推進本部　アーバン＆ソサエティ推進本部　本部主管
長井　卓也　�㈱日立製作所　社会イノベーション事業推進本部　アーバン＆ソサエティ推進本部　担当部長

62 首都高速道路のスマートインフラマネジメントシステム 
i-DREAMs Ⓡ

維持管理の大幅な生産性向上を実現
長田　隆信　�首都高速道路㈱　保全・交通部　点検・補修推進室　点検推進課　担当課長

68 都市交通の領域的整備に向けて
モーダルシフト促進への技術開発とその評価
大野　寛之　� 自動車技術総合機構　交通安全環境研究所　交通システム研究部　主席研究員

目　　次
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73 ラストマイル自動走行の実証評価（石川県輪島市）
加藤　　晋　��国立研究開発法人　産業技術総合研究所　情報・人間工学領域　知能システム研究部門　首席研究員 

兼　端末交通システム研究ラボ長

78 群馬大学における次世代モビリティの研究
自動運転とスローモビリティの社会実装
太田　直哉　�群馬大学次世代モビリティ社会実装研究センター　センター長・教授

84 都市交通課題への交通シミュレーションの適用
交通検討からスマートシティのマネジメント技術へ
永田　尚人　�㈱熊谷組　技術本部　執行役員　本部長

投稿論文 90 ICT の活用による地盤改良工事の施工管理技術と施工機械
のモータ電流値に基づく N 値の推定
稲積　真哉　�芝浦工業大学　工学部土木工学科　准教授
足立　有史　�㈱安藤・間
木付　拓磨　�㈱安藤・間
土屋　潤一　�計測ネットサービス㈱
舟橋　宗毅　�明石工業高等専門学校　専攻科　学生

交流の広場 101 交通空間の地下化が都市に価値を生む
田島　夏与　�立教大学　経済学部　経済政策学科　教授，Ph.D.

ずいそう 105 ドイツ駐在の思い出
余喜多　仁　�コマツ開発本部　車両第二開発センタ　油圧ショベル第二開発グループ

107 福井川橋梁を訪ねて
松嶋　憲昭　�㈱富士ピー・エス　顧問

JCMA報告 108 平成 30 年度　日本建設機械施工大賞　受賞業績（その 2）
部会報告 115 デンカ㈱ 青海工場見学会報告

機械部会　基礎工事用機械技術委員会

統計 117 建設企業の海外展開　機関誌編集委員会

121 建設工事受注額・建設機械受注額の推移　機関誌編集委員会

122 行事一覧（2018 年 6月）

132 編集後記（中川・岡田）

◇表紙写真説明◇

普及が期待される新たな公共交通機関
写真提供： 自動車技術総合機構 交通安全環境研究所

LRT（Light Rail Transit：写真上）はヨーロッパで普及が始まり，自動車社会のアメリカ合衆国で
も広がりつつある。日本でも栃木県の宇都宮市～芳賀町間で新設工事が始まり，本格的な普及が期待さ
れている。小型低速モビリティ（写真下）は，本格導入に向けて各地で公道での実験が進んでいる。人
口が密集する都市部でも，過疎と高齢化が進む地方でも「ラストワンマイル」の移動手段として注目さ
れている。

2018年（平成 30年）8月号 PR目次
【ア】 
朝日音響㈱…………………… 後付 1

【カ】
カヤバシステムマシナリー㈱…後付 6

コベルコ建機㈱……………… 表紙 2
【サ】
サイテックジャパン㈱……… 表紙 4

【タ】
デンヨー㈱…………………… 後付 3

大和機工㈱…………………… 表紙 3
【マ】
マルマテクニカ㈱…………… 後付 5
三笠産業㈱…………………… 後付 4

㈱三井三池製作所…………… 表紙 3
 【ヤ】
吉永機械㈱…………………… 後付 2
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巻頭言

超スマート社会Society 5.0 による
スマートシティ

柏　木　孝　夫

超スマート社会 Society 5.0 は，サイバー層と物理
層を高度に融合させたシステムにより人類がゆとりと
豊かさを実感出来る社会と定義している。人類史にお
ける狩猟社会（Society 1.0），農耕社会（Society 2.0），
工業社会（Society 3.0），情報社会（Society 4.0）に
続く，人間中心のネットワーク社会を指すものであり，
日本が目指すべき未来社会の姿として 2016 ～ 2020 年
までの第 5 期科学技術基本計画において提唱された。

その要は，最先端の技術を駆使して“System of 
Systems”の構築を目指すことにある。

これは，特定のシステムの構築のみで多様な課題を
解決するのではなく，大きなシステムの枠組みの中に
個別のシステム分野が内包され，相互関連しあって相
乗効果を発揮するという考え方で，各種インフラから
AI，エネルギーまであらゆるものを包含する概念で
ある。

特にエネルギーシステムの観点から考えると，IoT
（モノのインターネット），ビッグデータ，AI（人工
知能）に代表されるサイバー層と燃料電池・蓄電池・
太陽光や風力発電，EV（電気自動車）や次世代型家
電などを高度に制御し，IoS（サービスのインターネッ
ト化）を実現することにある。これまで我が国は車両
に代表されるように“One of the Systems”は得意で
あったが“System of Systems”については諸外国に
遅れを取っていた。Society 5.0 により，その遅れを一
気に取り戻す可能性があるものと期待されている。
“System of Systems”が具体化されたイメージと

しては，都市づくり，まちづくりが分かりやすいと思
われる。ビルから工場，一般住居などの各種建屋があ
り，それら建築群には太陽光発電，蓄電池，熱電供給
を行うコージェネレーションなどの仕組みが導入さ
れ，さらにはクルマや鉄道などの交通網も含めて IoT

や IoS で結びつくことで，さまざまなサービスや機能
を提供するということである。すなわち，利便性，融
通性が担保され，そして環境にやさしく長期にわたっ
て維持・継続が見込まれる暮らし方，その実現が
Society 5.0 の目指すところである。

車の技術革新では AI による自動運転と同時に，電
化や水素利用も進む。ただ水素はインフラ整備がネッ
クなので，当面はプラグインハイブリッド（PHV）
が普及する。そうなると，蓄電池を設置したパーキン
グビルで利用者が PHV から電気を売ることもできる。
電力自由化の中で，パーキングビルも仮想発電所とし
て IoT に入り込んでいくだろう。

ライフスタイルの安全性，多様性を充足させるため
にも，IoT や AI などのサイバー層と，インフラ設備
や乗り物の物理層を一体化させることで，人間中心の
社会を構築する必要がある。たとえば，現在 E－モビ
リティの波が急激に進み，クルマ自体がセンサーの塊
になると，そこに自動運転技術があいまって，いずれ
は運転せずとも寝ている間にクルマが目的地に運んで
くれるという世界が実現するかもしれない。運転する
クルマから運んでくれるクルマへ，今われわれは次の
社会の姿が実現される，その大きな転換期を迎えよう
としているわけである。これはまさに，サイバー層と
物理層が融合した一例だといえるだろう。

このように後世につながるゆとりと豊かさのある暮
らし方，それが“超スマート社会”である。世界は一
様にこの社会の実現を目指しているため，日本も日本
の良さを生かした社会を構築していかなくてはならな
い。

─かしわぎ　たかお　東京工業大学　特命教授・名誉教授，� �
先進エネルギー国際研究センター長─
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地域公共交通活性化再生法に基づく取組と課題
行政情報

酒　井　達　朗

持続的に地域の移動手段の確保及び維持を図っていくためには，地域全体で主体的に取り組むことが重
要である。このため，国においては，平成 19 年に地域公共交通活性化再生法を制定し，平成 26 年の改正
等を経て，地方公共団体が主体となり，地域の関係者が一体となって，持続可能な地域公共交通ネットワー
クの形成を図っていくことを支援する枠組みを構築している。本稿では，地域公共交通活性化再生法の制
定に至った経緯を振り返ると共に，現在地域公共交通が抱える課題やそれに対する今後の対応の方向性に
ついて，昨年 6 月に「地域公共交通の活性化及び再生の将来像を考える懇談会」においてとりまとめられ
た提言を踏まえて解説していきたい。
キーワード：地域公共交通，地域公共交通活性化再生法，コンパクト・プラス・ネットワーク

1．はじめに

地域公共交通は，地域住民や来訪者の移動手段であ
るのみならず，まちの賑わいの創出や国内外の観光客
を含む地域内外の交流人口の増加などを通じ，様々な
面から地域経済を支えているものである。

しかし，モータリゼーションの進行や都市のスプ
ロール化に伴い，移動手段としての公共交通の位置づ
けは，特に地方都市や過疎地域などにおいて，顕著に
低下してきている。鉄道・乗合バス事業者などの交通
事業者が不採算路線から撤退するなど，輸送人員の減
少やサービス水準の低下が見られ，そうしたサービス
水準の低下がさらに利用減を招くという悪循環に陥る
例が少なくない。

このような地域公共交通の状況に対処するべく，平
成 19 年に「地域公共交通の活性化及び再生に関する
法律」（以下「地域公共交通活性化再生法」という。）
が制定され，市町村が中心となって地域公共交通の活
性化及び再生に取り組む枠組みが創設された。その
後，平成 26 年に同法が一部改正され，まちづくりや
観光振興などの地域戦略と連携しつつ，面的に地域公
共交通ネットワークを再構築するための枠組を強化し
ており，各地で取組が進められている。

本稿では，地域公共交通活性化再生法の制定に至っ
た経緯を振り返ると共に，現在地域公共交通が抱える
課題やそれに対する今後の対応の方向性について，昨
年 6 月に「地域公共交通の活性化及び再生の将来像を

考える懇談会」においてとりまとめられた提言を踏ま
えて解説していきたい。

2． 地域公共交通とまちづくりの連携の重要性

我が国では，少子化と高齢化が進行し，特に地方部
において，今後急速に人口が減少していくことが予想
されている。加えて，過去 40 年あまりの地方都市に
おける人口の動向を見ると，人口増加とともに郊外部
の開発が進展するなど，市街地の拡大が進んでおり，
三大都市圏及び政令指定都市を除く県庁所在地におい
ては，1970 年から 2010 年までに DID 面積 1 は 2 倍以
上に拡大している。

今後，このように拡散した市街地を抱えたまま人口
が減少することとなれば，ますます市街地の低密度化
が進み，その結果，市民の日常生活を支える都市機能
の維持が困難となることで都市の衰退が進行してしま
うおそれがある。

このような背景も踏まえ，国土交通省では 2050 年
を見据えた長期的な国土づくりの理念を示す「国土の
グランドデザイン 2050」において，コンパクト・プ
ラス・ネットワークの考え方を提示している。これは，

1　人口集中地区（DID）の設定に当たっては，国勢調査基本単位区及び基
本単位区内に複数の調査区がある場合は調査区（以下「基本単位区等」と
いう。）を基礎単位として，1）原則として人口密度が 1平方キロメートル
当たり4,000人以上の基本単位区等が市区町村の境域内で互いに隣接して，
2）それらの隣接した地域の人口が国勢調査時に 5,000 人以上を有するこ
の地域を「人口集中地区（DID）」とした。

特集＞＞＞　地域交通，スマートシティ，自動運転
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地域構造を「コンパクト」（機能集約）＋「ネットワーク」
（拠点間連携）という考え方に基づいて捉え，国全体
の生産性，機能性，居住性の向上を目指した取組を進
めていくという考え方である。すなわち，人口減少が
進む中，行政や医療・介護，福祉，商業，金融，エネ
ルギー供給等生活に必要な各種サービスが効率的に提
供できるよう，これらの機能を一定の地域に集約する
ことで「まとまり」をつくり，交通や情報ネットワー
クによって「まとまり」同士を結ぶ「つながり」をつ
くることを意味している。

このようなコンパクト・プラス・ネットワークの考
え方において，交通政策は，都市の集約化といった都
市政策と同様に非常に重要なものと位置付けられるの
である。

3．地域公共交通活性化再生法の枠組

（1）法制定までの経緯
先述したように，モータリゼーションの急速な進行

等に伴い，公共交通機関の利用は地方部を中心に徐々
に減少が見られ，こうした需要の減少を受けて，交通
事業者のみの力では，多くの路線の維持が困難となっ
ていった。また，制度面でも 1990 年代後半から 2000
年代前半の規制緩和の流れに沿って，交通分野におい
ても需給調整規制が廃止されたことで，路線の廃止等
についても届出制となり，交通事業者の経営判断に委

ねる形となった。
しかし，交通事業者のみの判断では，事業採算性は

低くとも地域にとって必要な地域公共交通サービスを
確保していくという観点から課題を生じることとな
り，何らかの対応の必要に迫られた。その方策として，
地域公共交通の問題を，地域の課題として捉え，地域
が自ら主体的に取り組んでいくという制度設計が示さ
れることとなった。

それが，「地方公共団体が先頭に立ち，地域の多様
な関係者の協働の下，地域公共交通の活性化及び再生
を図る取組を一体的に推進する」という理念の下に，
平成 19 年に制定された，地域公共交通活性化再生法
である。

（2）法の理念
地域公共交通活性化再生法は，上記の制定経緯も踏

まえ，民間事業者による事業運営に多くを依存してき
た従来の枠組みから脱却し，総合行政を担う市町村が
幅広い施策の中に地域公共交通を位置づけて取組を進
めるための枠組みを定めた。制定当初は，「地域公共
交通総合連携計画」による計画制度を中心とし，これ
により，地方公共団体が中心となって地域公共交通の
活性化及び再生に取り組む土壌の形成を図ることとし
た。こうした取組は，平成 26 年度までに作成された「地
域公共交通総合連携計画」の数が 601 件に上るなど，
一定の成果を挙げてきた。しかしながら，期待されて

図─ 1　改正地域公共交通活性化再生法（平成 26年 5月）の概要
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いた広い視野で交通体系を捉え直す施策や，地域戦略
と一体となった施策等が含まれる計画は少なく，例え
ば民間バスの廃止路線をコミュニティバスで代替する
といった個別的・局所的な取組にとどまる計画が多く
を占めるなど，制度として改善すべき問題点・課題が
浮き彫りになった。こうした課題を克服するべく，平
成 26 年に同法を一部改正し，地域が主体となって地
域の公共交通ビジョン「地域公共交通網形成計画」を
作成し，これを実現していくための新たな制度を創設
した。主な改正のポイントは以下の 3 点である（図─
1）。
・地域公共交通の活性化及び再生に向けた取組と，ま

ちづくりや観光振興などの地域戦略との一体性の確
保を求める。

・地域全体の公共交通をネットワークとして総合的に
捉え，「面的」に再構築することを求める。

・計画の作成主体について，従来の市町村に都道府県
を追加し，市域を跨ぐ広域での検討を可能とする。
さらに，作成したビジョンを実現するために必要な

場合には，具体的な事業の細目を盛り込んだ「地域公
共交通再編実施計画」を作成する制度が設けられ，国
土交通大臣の認定を受けた場合には，支援策の拡充（要
件緩和や補助率の嵩上げ）や関連事業に関する手続き
の簡素化等が受けられることとした。

（3）地域公共交通網形成計画の策定状況
地域公共交通網形成計画は，平成 30 年 5 月末時点

で既に 418 件作成されている。これは当初の予想を超
えており，現在もその数は着実に増加している。計画
の作成主体は政令指定都市から小規模な町村まで幅広
く，また計画の内容も様々であるが，それぞれが置か
れた状況を踏まえた「身の丈に合った」計画の作成を
通じ，持続可能な地域公共交通ネットワーク形成に向
けた取組が進められている。

この中には，交通ネットワークの広がりに応じて，
複数市町が連携して作成した計画（例：滋賀県彦根市・
愛荘町・豊郷町・甲良町・多賀町）や，県と市町が連
携して作成した計画（例：佐賀県・唐津市・玄海町）
も見られ，交通ネットワークを面的に広く捉えるとい
う平成 26 年度の改正法の趣旨が反映された例と言え
る。

（4）地域公共交通再編実施計画の認定状況
地域公共交通再編実施計画については平成 27 年 8

月に認定を受けた岐阜市を皮切りに，これまで 23 件
（平成 30 年 5 月末時点）を認定している。認定にあたっ

ては，作成する地方公共団体からの相談に対応し，適
宜意見交換を行いながら作業を進めるとともに，再編
の効果を確保するため，公共交通機関の「面的」な再
編がしっかり検討され織り込まれているか，また利便
性と効率性の双方が向上すると見込まれるか，といっ
た点を重視して，認定を行っている。

4． 地域公共交通活性化再生の将来像を考え
る懇談会の設置

（1）懇談会設置の経緯
地域公共交通活性化再生法の制定から平成 28 年で

10 年となることを踏まえ，これまでの 10 年間を振り
返るとともに，今後 10 年を見据えた中長期的な視野
から考えられる取組の方向性について，様々な観点か
ら議論を行うことを目的として，平成 28 年 6 月に「地
域公共交通の活性化及び再生の将来像を考える懇談
会」を設置した。同懇談会では，平成 29 年 7 月に「地
域公共交通の活性化及び再生の将来像を考える懇談会
提言　～次の 10 年に向かって何をなすべきか～」（以
下「提言」という。）をとりまとめ，公表している（図
─ 2）。

（2）活性化再生法制定からこれまでの 10年
提言においては，この 10 年で，地域公共交通網形

成計画や地域公共交通再編実施計画の策定を通じ，地
域公共交通の課題に正面から取り組む地域が増えつつ
あり，地域公共交通活性化再生法の成果は着実に上
がってきていることを評価している。しかし，その一
方で，地方公共団体の中には地域交通の担当者が存在
しないところもあるなど，体制の不備のため取組に着
手すらできていない地域も未だ多く，地域間の格差が
拡大している実情について，あわせて指摘している。

また，地方公共団体のみならず，交通事業者及び地
域住民というそれぞれの主体についても，自らの地域
公共交通の問題を十分認識していない，又は認識して
いても問題を解決する実行力が不足している，という
ことを指摘し，地域全体となって主体的な取組を進め
るべき地域公共交通の課題のひとつとしている。

各主体が課題をしっかりと認識し，地域全体の問題
として捉え，地域の実情に合った交通体系の構築に協
力して取り組んでいくことの必要性を強調している。

（3）地域公共交通のこれからの 10年
地域公共交通は，域内外の人の移動を支える役割を

持つため，地域経済を支える機能，交通渋滞や環境負
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図─ 2　「地域公共交通の活性化及び再生の将来像を考える懇談会」提言概要
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荷の緩和，地域住民の健康増進，都市機能の骨格を形
成する機能などの分野横断的な機能を発揮することが
可能であり，地域社会全体の活力の維持・向上のため
の重要な要素として捉えるべきものである。しかしな
がら，このような地域公共交通の役割は広く認識され
ているとは言いがたく，提言では，これからの 10 年
の方向性として，地域主体で取り組むという枠組みの
下，こうした地域公共交通の多面的な役割を踏まえ，
地域の実情に応じた「あるべき姿」を目指し，「まだ
まだやれることはある」という発想で，各主体が役割
を果たすことが重要である，と示している。

5．提言内容

（1）概要
3．において述べた認識を踏まえ，提言は，今後 10

年を見据えた望ましい地域公共交通のあり方とその課
題として，有機的に結合した，使いやすい地域公共交
通ネットワーク，新技術や ICT を活用した便利で安
定したサービス，関係者が相互に連携し主体的に参画
する取組といったビジョンを掲げつつ，そのために解
決すべき課題を整理し，「地域公共交通を活性化・再
生するための今後の方向性」とその実現のために果た
すべき「地域公共交通に関わる各主体の役割」の 2 本
の柱でとりまとめている。以下にその概要を解説する。

（2） 地域公共交通を活性化・再生するための今後
の方向性

（a）地域公共交通ネットワークの形成のあり方
あるべき地域公共交通ネットワークの形成のために

は，必要なネットワークの方向性を見据えた上で，そ
の形成又は再構築のために何が必要かを地域全体で共
有し，面的な検討と再構築を図る必要がある。

このため，提言では，まず，将来的な地域ビジョン
を明確にしながら，交通圏全体を見据えた地域公共交
通ネットワークの検証・再構築が必要であることを指
摘している。

具体的には，
・需要動向を見据えた上で，ふさわしい交通モードの

選択を図ることが重要であるとともに，利便性と効
率性のバランスを見つつ，持続可能性の向上を図る

・都市機能の配置や土地利用等コンパクトシティへの
取組を支えつつ誘導するという機能を果たすために
も，都市・交通の両面から望ましいコンパクト・プ
ラス・ネットワークを実現する

ことが必要であるとされている。

また，地域公共交通ネットワークは，地域の実情に
あったネットワークである必要がある。そのため，路
線が果たすべき役割を明確にし，地域の実情にあわせ
て路線の強化，需要に応じた運行形態，輸送力や運行
頻度の設定，その他きめこまやかな地域内交通サービ
スの提供を行う必要性や，乗り継ぎ時の利便性（ダイ
ヤの接続強化や運賃の通算化等）とわかりやすさ（動
線の整理や案内表示等）の確保の重要性も合わせて指
摘されている。

一方で，単に利便性が高いだけでなく，効率的で生
産性の高い地域公共交通ネットワークの形成を図るこ
ともネットワークの持続性を高める上で必須であると
され，重複する路線設定のような非効率が生じないよ
う，関係する主体間で情報を共有し，ネットワーク全
体での利便性と効率性の向上を図る必要があるとして
いる。また，スクールバスや病院送迎バス等の，路線
バスへの一本化や，逆にこれらのバスへの一般客の混
乗等の手法により，運転者・車両等の限られた資源の
有効活用と利便性の向上の双方を両立させることが望
ましいことも指摘されている。
（b）公共交通の利便性向上と需要創出
公共交通の利便性向上と更なる需要の創出も，需要

の減少とサービス水準の低下という悪循環に陥りがち
な地域公共交通の活性化と再生のために必要なもので
あり，提言で示された柱のひとつである。

利便性向上のためには，まずは公共交通機関に関す
る情報提供の促進や施設・設備の改善，データ活用を
進めることが重要となる。情報提供面では，経路検索
等の全国網羅的な情報提供の実現とともに，公共交通
マップの作成・配布等の地域での情報提供を充実する
ことが挙げられている。施設整備面では，病院やスー
パー，観光施設や「道の駅」等へバス停を設置するこ
とや，上屋やベンチの整備で快適な待合環境を実現す
ること等が掲げられている。

併せて，様々な手法を活用した旅客の移動データの
収集・共有，データを活用した運行や経営の改善といっ
た取組が，それぞれの地域の実情に応じて必要となる
ことが指摘されている。

需要の創出については，これまで公共交通を利用し
ていなかった層を取り込むことで，人口減少が進む中
でも需要を維持・創出する工夫が必要となってくる。
そのため，提言においては，学生・高齢者といった確
実な需要が見込まれる層に加え，今は地域公共交通を
利用していなくても潜在的な需要が見込まれる層を取
り込むことが必要であることが指摘されている。ま
た，観光資源に着目し，公共交通を利用した観光ルー
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トについて情報提供を行い，域外から旅行客を呼び込
むことも重要な手法として指摘されている。さらに
は，通常の旅客運送に併せて，地域のニーズに応じ買
い物・病院予約代行や高齢者の見守りサービス等，様々
なサービスを提供する「生活総合サービス」化や，貨
客混載について対応することの可能性が示されてい
る。
（c）新たな課題への対応
今後 10 年を見据える上で，社会経済情勢や技術革

新による新たな課題が地域公共交通にも多大な影響を
及ぼすと予測され，これら新たな課題への対応が地域
公共交通の今後の取組の中でもうひとつの大きな柱と
なる。

新たな課題のひとつとしては，運転者確保が挙げら
れる。社会全体で人手不足が大きな課題となっている
中，交通事業の労働環境は総じて厳しく，運転者不足
は深刻な状態にある。このため，福利厚生面も含めた
待遇改善，短時間勤務制度の導入，女性の活用など志
望者・採用者増加に向けた取組の他，限られた人的資
源を有効に活用するための貨客混載やスクールバス等
の一体化が必要になってくると提言では指摘されてい
る。

また，地域公共交通は，車両についても問題を抱え
ている。全国的に車両の老朽化が進み，都市部では
15 年以上，地方部では 25 ～ 30 年車齢の車両が使用
されており，車両故障や火災事故の発生が懸念されて
いる。これを解決するための取組として，提言では，
地方公共団体による車両の保有（上下分離）の促進や，
利用者のニーズに合致した新たな車両の開発・普及の
促進が望まれるとしている。

交通分野における様々な技術革新も対応すべき課題
のひとつである。特に，自動運転技術の進展は著しい
が，市街地や過疎地，観光地等によって，その活用形
態は異なると考えられるため，提言においては，地域
特性に応じた自動運転の実証実験を通じて，持続可能
なビジネスモデルを検討する必要について言及されて
いる。

さらに，社会全体の課題として高齢化が進展してい
く中で，高齢者のニーズに即した移動手段の確保につ
いても一層重要となってくる。高齢者の移動ニーズに
合わせた公共交通の利用促進を図るだけでなく，公共
交通を補完する移動手段の確保も必要であることも意
識する必要があるとしている。

（3）地域公共交通に関わる各主体の役割
地域公共交通が抱える課題を解決するため，制度面

では地域公共交通活性化再生法により，地域公共団体
が中心となって各主体が連携する枠組みがすでに整備
されている。この枠組みを活用し，真に有効な取組を
行うためには，地域公共交通に関わる交通事業者，地
方公共団体，地域住民が，それぞれの立場で公共交通
への理解を深め，自らの役割を自覚し，その実行力を
高めていくことが必要である。提言においても，各主
体が果たすべき役割をとりまとめている。
（a）交通事業者の経営力の強化
我が国においては，交通事業者が地域公共交通を支

える極めて重要な役割を担ってきた経緯があるが，経
営状態の悪化に伴う企画部門の縮小等で，経営力が減
衰してしまっている事例も多く見受けられる。事業者
には，経営力の強化を通じて，効率的で質の高いサー
ビスを提供することにより，地域に密着した企業とし
て活躍していくことが望まれている。

提言は，その実現のためには地域での経営の集約化
や，外部からの経営人材の登用等を通じた企画機能の
向上や，潜在需要の掘り起こし，域外からの旅客の誘
致や地域に密着したサービスの提供による多角化等を
進めて行くことが必要であると指摘している。
（b）地方公共団体の実行力の向上
地域公共交通活性化再生法によって，地域の公共交

通ネットワークの形成は，地方公共団体が主導するこ
ととなったが，一部の地方公共団体では，そもそも交
通担当の部局が無い等，地域公共交通に対する意識が
充分でない事例も見受けられる。

こうした現状を打開するため，提言では地方公共団
体が担い手の充当・育成に力を入れることや，担当者
が地域公共交通の重要性や実態について正しく認識で
きるよう，対処の必要性等を周知することが重要であ
るとしている。また，地域公共交通を地域の活性化策
として位置づけ，地方行政の重要な目的を果たす重要
なツールであるとの認識を持って，対策に取り組むこ
とが必要であると指摘している。
（c）利用者となる地元住民の意識改革
地域公共交通の活性化・再生のためには，利用者た

る住民が，地域公共交通は「乗らなければ無くなる」
ものであり，「乗って残す」必要があるということを
自覚し，自分自身の問題であると認識すること，さら
には主体的にその維持・改善の取組に参画することが
重要である。

そのため提言においては，利用者たる住民自らが「マ
イレール」「マイバス」意識を持ち，利用の促進や運
営への継続的な参画を進める重要性を説いているほ
か，協賛金や広告獲得等，運賃収入以外の多様な収入
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源の開拓への参画についても言及している。
（d）国の果たすべき役割
提言は国に対し，交通政策基本法の理念を踏まえつ

つ，関係者の取組の支援に取り組むとともに，課題解
決に向けた制度面，環境面での施策を進めるよう求め
ている。

上述した交通事業者の経営力の強化を後押しするほ
か，自動運転技術の実装など新たな技術の円滑な活用
や，貨客混載を通じた既存資源の有効活用と生産性の
向上など，関係者の取組支援や環境整備等について取
り組むべき課題が列挙されている。

また，各主体が公共交通への理解を深め，自らの役
割を自覚しその実行力を高めていけるよう，情報提供
の強化やマニュアルの充実，データの共有，人材育成
の推進といった分野横断的な支援を強化することの重
要性に加え，地域における取組への積極的参画，関係
者間の連携が円滑に進むような側面支援の必要性につ
いても言及している。

こうした指摘を受け，国としても，各主体や他省庁
との連携強化や運用改善，予算による各主体に対する
支援等，様々な角度から取組を進めて参りたい。

6．今後の支援

民間事業者を中心とする従来の枠組から脱却し，地
域が自らの地域公共交通の課題に主体的に取り組むと
いう枠組みを提供した地域公共交通活性化再生法は，
その後の各地における取組の進展を見る限り，構造の
転換に概ね成功したと言ってよいと考える。今後は，
本制度を十分に活用し，各地における取り組みをさら
に推進していくことが肝要である。

そのためには，計画策定主体として主導権を握る地
方公共団体をはじめ，交通事業者，利用者たる住民等
の関係者がそれぞれの役割をしっかりと認識した上
で，地域公共交通の計画策定やその運営に積極的に参
加していくことが重要である。

既に述べたように，取組を進めている地域と，必要
性に気づかず未着手のままとなっている地域との間の
格差は確実に広がっている。手遅れにならないうちに
早期着手するよう関係者を支援していくことも国の責
務と考えており，今後一層，取組が進むよう，推進し
てまいりたい。

�

［筆者紹介］
酒井　達朗（さかい　たつお）
国土交通省
総合政策局　公共交通政策部　交通計画課
課長補佐
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コンパクト・プラス・ネットワークの取組に関する
最近の動向

行政情報

国土交通省　都市局　都市計画課

市町村のコンパクト・プラス・ネットワークの形成に向けた取組を推進するため，平成 26 年 8 月に改
正都市再生特別措置法の施行，及び立地適正化計画制度が創設され，既に 161 都市が立地適正化計画を公
表している。本稿は，立地適正化計画制度創設の経緯や作成状況等を紹介するとともに，コンパクト・プ
ラス・ネットワークに向けた最近の動向・取組についても併せて紹介する。
キーワード：コンパクト・プラス・ネットワーク，コンパクトシティ，立地適正化計画

1．はじめに

（1）都市の現状と課題
多くの地方都市では，これまで郊外開発が進み市街地

が拡散してきたが，今後は急速な人口減少が見込まれて
いる。拡散した市街地のままで人口が減少し居住地の人
口密度が低下すれば，一定の人口密度に支えられてきた
医療・福祉・子育て支援・商業等の生活サービスの提
供が将来困難になりかねない状況にある。また，大都市
では，高齢者が急速に増加する中で医療・介護の需要
が急増し，医療・福祉サービスの提供や地域の活力維
持が満足にできなくなることが懸念される。さらに，人
口減少・高齢者の増加という人口動態の変化に加え，大
都市，地方都市を問わず多くの都市では，社会資本の老
朽化が急速に進展し，維持管理費・更新費の増大が見
込まれることから，その対応もあわせて求められている。

このような状況下で，高齢者や子育て世代にとって
安心して暮らせる健康で快適な生活環境を実現すると
ともに，財政面・経済面においても持続可能な都市経
営を推進するためには，医療・福祉・商業等の生活サー
ビス機能や居住が集約したコンパクトな都市構造への
転換を図っていくことが必要である。

（2）コンパクトシティ政策への転換までの経緯
高度経済成長期以降，日本の都市政策は，都市への

急速な人口流入と無秩序な市街地の拡大に対応して，
郊外部での計画的な市街地整備と開発圧力のコント
ロールに主眼が置かれてきた。こうした人口の増加を
前提とした都市の拡大への対応から転換し，都市の内
側に目を向け始める端緒となったのが，平成 9 年の都

市計画中央審議会基本政策部会の中間とりまとめ「今
後の都市政策のあり方について」である。当時，地方
の小規模の都市では既に人口減少が始まりつつある状
況で，都市政策はこの頃から「人口の減少」を前提と
したものに舵を切り始めたと言える。

その後，人口減少への対応の必要性が叫ばれる中
で，平成 15 年の社会資本整備審議会の答申「都市再
生ビジョン」には「市街地のコンパクト化」や「都市
機能の集積」という言葉も使われるようになった。平
成 18 年の大規模集客施設の立地制限などを措置し
た，いわゆる「まちづくり 3 法の見直し」や，平成
24 年の都市の集約化等により都市の低炭素化を図
る，都市の低炭素化の促進に関する法律の制定を経
て，「集約型都市構造」への転換に向けた議論が本格
化し，平成 26 年 8 月に改正都市再生特別措置法が施
行され「立地適正化計画制度」が創設された。これは，
都市計画法を中心とした従来の土地利用に加えて，居
住機能や都市機能の誘導によりコンパクトシティ形成
に向けた取組を推進するものである。

（3）コンパクトシティのねらい
都市のコンパクト化は，居住や都市機能の集積によ

る「密度の経済」の発揮を通じて，住民の生活利便性
の維持・向上，地域経済の活性化等の具体的な行政目
的を実現するための有効な政策手段である。コンパク
トシティが形成されることで，例えば，

・�居住を公共交通沿線や日常生活の拠点に緩やかに
誘導し，人口集積を維持・増加させ居住と生活サー
ビス施設との距離を短縮することにより，生活
サービス施設の立地と経営を支え，住民の生活利

特集＞＞＞　地域交通，スマートシティ，自動運転



13建設機械施工 Vol.70　No.8　August　2018

便性を維持する。
・�訪問介護において，まちなかへの人口の集積と介

護事務所の立地が進むことで，時間当たりのサー
ビス提供件数が増加するとともに，移動に伴うコ
ストが減少し，サービス提供の効率性及び事業者
の生産性が向上する。

・�拠点となる地区周辺の人口集積を高めることによ
り，当該拠点地区における商業等の売り上げが向
上し，経済が活性化する。

・�行政サービスの効率化が図られ，市民一人当たり
の行政経費が縮減する。

・�まちなかの土地利用が増進し，地価が維持され固
定資産税収が確保される。

・�高齢者の外出機会，市民の歩行量が増加し，健康
な住民の増加や医療費の抑制が見込まれる。

・�人口密度が高まることにより，一人当たりの二酸
化炭素排出量が減少する。

といった効果が考えられる。
コンパクトシティの形成に向けた検討においては，

これまで人口減少，財政事情の悪化等への対応として
「守り」の側面を強調して説明されてきているが，「賢
い」土地利用により人口密度を維持することで生産性
向上等「稼ぐ力」の引き出しや「健康寿命延伸」等都
市の課題解決に対して「攻め」の対応で貢献する施策
であることに着目し，都市が抱える様々な課題の解決
に向けて取り組んでいくことが重要である。

（4）コンパクトシティ政策の国における位置づけ
コンパクトシティ政策は，前述した多面的な効果が期

待され，経済成長，財政健全化，地方創生，社会資本
整備の重点化等，政府の多様な重要政策課題への処方
箋として，下記のとおり政府の各種方針に位置づけられ
ており，その効果を大きく期待されているところである。

○「経済財政運営と改革の基本方針 2018」（骨太
方針）（平成 30 年 6 月 15 日閣議決定）

○「未来投資戦略 2018」（成長戦略）（平成 30 年
6 月 15 日閣議決定）

○「まち・ひと・しごと創生基本方針 2018」（平
成 30 年 6 月 15 日閣議決定）

○「第 4 次社会資本整備重点計画」（平成 27 年 9
月 18 日閣議決定）

○「健康・医療戦略」（平成 26 年 7 月 22 日閣議
決定，平成 29 年 2 月 17 日一部変更）

○「国土形成計画（全国計画）」（平成 27 年 8 月
14 日閣議決定）

2．立地適正化計画制度の創設

（1）立地適正化計画制度について
立地適正化計画制度は，市町村の自主性に基づき設

定された居住誘導区域や都市機能誘導区域について，
国の税財政上の支援措置等を通じて，区域内における
施設の整備，居住や都市機能の集約等を緩やかに誘導
していくものである。計画の検討・実施過程を通じて，
今後のまちづくりの方針，目指すべき都市の骨格構
造，取り組むべき課題の整理，課題解決のための施策・
誘導方針等について，総合的に検討されることが重要
である。

そのため，立地適正化計画は，都市全体を見渡した
マスタープランとして位置づけられる「市町村マス
タープランの高度化版」であるとともに，将来の目指
すべき都市像を実現する「戦略」としての意味合いを
もつものである。

図─ 1　立地適正化計画制度のイメージ図

立地適正化計画制度が円滑に運用されるよう，国土
交通省では「改正都市計画運用指針（平成27年1月）」，

「立地適正化計画作成の手引き（平成 30 年 4 月）及び
Q ＆ A（平成 28 年 2 月）」，「まちづくりのための公
的不動産（PRE）有効活用ガイドライン（平成 26 年
4 月）」，「健康・医療・福祉のまちづくりの推進ガイ
ドライン（平成 26 年 8 月）」，「都市構造の評価に関す
るハンドブック（平成 26 年 8 月）」，「鉄道沿線まちづ
くりガイドライン（平成 27 年 12 月）」及び「まちづ
くりにおける健康増進効果を把握するための歩行量

（歩数）調査のガイドライン（平成 29 年 3 月）」等の
各種ガイドラインをとりまとめ，公表している。

（2）立地適正化計画の作成状況
平成 30 年 3 月末時点において，全国で 407 都市が

立地適正化計画の検討を進めており，うち 161 都市が
平成 30 年 5 月 1 日までに計画を公表している（図─
2 参照）。その他の都市においても，計画案のパブリッ
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クコメント等を実施しており，平成 30 年度内に更に
約 100 都市が公表を予定している。

3． コンパクトシティ形成支援チームによる
省庁横断的な支援

（1）コンパクトシティ形成支援チームの設置 

コンパクトシティの形成に向けては，都市全体の観
点から，公共交通ネットワークの再構築をはじめ，地
域包括ケアシステムの実現，公共施設等の再編，中心
市街地活性化等の関係施策との整合性や相乗効果等を
考慮しつつ，総合的な取組として進めていくことが重
要である。このため，まち・ひと・しごと創生総合戦
略（平成 26 年 12 月 27 日閣議決定）に基づき，市町
村の取組が一層円滑に進められるよう，平成 27 年 3
月に関係府省庁で構成する「コンパクトシティ形成支
援チーム」が設置され，省庁横断的な支援体制が構築
された。

現在，国土交通省では，「コンパクトシティ形成支
援チーム」の枠組みを通じ，「現場ニーズに即した支
援施策の充実」，「モデル都市の形成・横展開」，「取組
成果の『見える化』」等に取り組んでいる。

（2）現場ニーズに即した支援施策の充実
国の支援施策については，これまで，コンパクトシ

ティの取組に活用可能な国の支援施策が一覧できる

「支援施策集」を取りまとめている。
平成 29 年度においては，地方公共団体において公

共施設等の適正な管理を実施し，コンパクトシティを
推進するため，長期的なまちづくりの視点に基づき施
設の立地適正化を図る地方単独事業に対する地方財政
措置や，コンパクトシティ形成に資する取組等を行う
地方公共団体の居住誘導区域における，地方公共団体
の住宅の建設・取得に対する財政的支援とあわせた住
宅ローンの金利引き下げ等の拡充が図られることと
なった。

今後も，関係省庁と連携し，現場ニーズに即した支
援施策の充実・連携強化に向けて取り組んでいくこと
としている。

（3）モデル都市の形成・横展開
コンパクトシティの推進に取り組む市町村のうち，

目指す都市像や目標値が明確で他の市町村の参考とな

図─ 2　立地適正化計画の取組状況

表─ 1　コンパクト・プラス・ネットワーク
モデル都市第二弾　一覧

市町村名 都道府県 市町村名 都道府県
① むつ市 青森県 ⑦ 枚方市 大阪府
② 柏　市 千葉県 ⑧ 三原市 広島県
③ 松本市 長野県 ⑨ 高松市 香川県
④ 黒部市 富山県 ⑩ 北九州市 福岡県
⑤ 藤枝市 静岡県 ⑪ 長崎市 長崎県
⑥ 大野市 福井県 � 合計　11 都市
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り得るものについて，モデルケース化を進めることと
している。これらの都市については，関係省庁と連携
して重点的にコンサルティングを行い，取組内容やノ
ウハウの収集・蓄積，情報提供等を進めている。

平成 29 年 5 月に開催された，第 8 回コンパクトシ
ティ形成支援チーム会議にて，初めてコンパクト・プ
ラス・ネットワークのモデル都市が 10 都市選定・公
表し，そして今年 6 月，その第二弾として，新たに
11都市を選定し，公表したところである（表─1参照）。

これらモデル都市については，
・都市が抱える課題を十分分析し把握している
・持続可能な都市として目指す将来像が明確
・�立地適正化計画をツールとして，どのような政策

課題を解決しようとしているかが明確
・定量的な目標値，成果の設定がなされている
・適切な誘導区域の設定がされている
・�都市部局だけでなく政策課題に応じた関係部局を

動員して政策課題の解決に当たっている
・民間プレイヤーを巻き込んだ取組がなされている

などの観点から選定を行っている。各都市の取組等に
ついては，コンパクトシティ形成支援チームのホーム
ページにおいて概要資料を掲載しているので，ご参照
いただきたい。

（4）取組成果の「見える化」
市町村が立地適正化計画を作成・実施するに当たっ

て，目標設定や効果検証を行いやすくするために，コ
ンパクトシティ形成に係る評価指標の開発・提示等，
取組効果の「見える化」を進めている。すでに開発・
提供した評価指標に加え，平成 29 年 3 月に，急激な
高齢化の中にあってまちづくりの重要な指標となる住
民の歩行量について，都市規模別等にその整理・分析
を行うとともに，多様な調査手法等について整理した

「まちづくりにおける健康増進効果を把握するための
歩行量（歩数）調査のガイドライン」を公表し，市町
村に提供している。

このような「見える化」により，国の行政機関にお
いても，各市町村の取組の進捗状況や効果，課題等の
確認・評価を行いやすくなり，支援チームとして，継
続的にモニタリング・検証していくこととしている。

4．都市のスポンジ化への対応

今後の取組として，「都市のスポンジ化」への対応
について紹介する。

現在，多くの都市では，人口減少等の進行に伴い，

空き地や空き家が小さな穴が空くように発生する「都
市のスポンジ化」という事象が生じている。この「都
市のスポンジ化」という減少は，人口減少社会におい
て典型的に生じる都市空間の変化であると考えられる
が，立地適正化計画を通じて都市機能や居住の誘導・
集約を図るべき区域において，多くの低未利用地が散
在し活力が失われていては，当該エリアの価値が低下
し，必要な投資を呼び込むことも困難となる。コンパ
クト・プラス・ネットワーク政策をより一層推進して
いくためにも，都市のスポンジ化への的確な対応が求
められる。

このため，平成 29 年 2 月，社会資本整備審議会に
新たに「都市計画基本問題小委員会」を設け，8 月に「都
市のスポンジ化」への対応方策についてとりまとめ
た。さらに，その制度的アウトプットとして，平成
30 年 1 月に開会した第 196 回国会において，都市の
スポンジ化対策を総合的に推進するための「都市再生
特別措置法等の一部を改正する法律」が成立し，同年
7 月 15 日から施行されたところである。

（1）要因と対策の方向性
スポンジ化は，人口減少・高齢化による土地利用ニー

ズの低下を背景としつつ，主に，
・�地権者の利用動機が乏しい（土地等を相続した

が，自身で使う予定もなく，「そのままでも困らな
い」ことから低未利用のまま放置するような場合）

・�低未利用地が，「小さく」，「散在する」ため，使
い勝手が悪い

といった要因によって，解消が図られないまま進行
する。

このため，その対策には，
・�行政から土地所有者等に能動的に働きかけを行

い，関係者間のコーディネートと土地等の集約に
より，利用促進を図る（所有と利用の分離）

・�地域コミュニティで考えて，身の回りの都市環境
の改善等のために，公共空間を創出する（まずは
使う）

といった視点のほか，さらなるスポンジ化の発生を
予防する観点等から，

・官民連携で都市機能をマネジメントする
といった視点が求められる。

（2）改正の意図
今般の法改正は，上記のような視点に基づき，まち

づくりの現場にスポンジ化対策のための新たなツール
を提供するものであるが，同時に，現行の都市計画手
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法の枠組を，人口減少社会により適応したものへとシ
フトさせることをも企図するものである。

現行の都市計画制度は，人口増加・都市拡大の時代
背景の中で設計されたものであり，土地利用の面で
は，スプロールの防止と市街地における用途純化とを
主たる目的として，個々の開発・建築行為を捉え，計
画や基準に照らして規制的にコントロールを及ぼすこ
とにより，その実現を図ろうとするものである。そこ
では，高い開発圧力の下，土地利用計画に従って個々
の開発・建築が規律され，永続的な土地利用形態によっ
て，都市の空間が埋まっていくことが想定・志向され
ている。

一方，人口減少・都市縮退の時代においては，土地
の過小利用によりもたらされる都市の低密度化をいか
にコントロールするかが重要な政策課題となる。構造
的な対策として，拠点となるべきエリアに居住や都市
機能の誘導・集約を図り，ネットワークでつなぐ，コ
ンパクト・プラス・ネットワークの形成促進を進める
ことが重要であるが，これに加え，個々の低未利用地
がもたらす外部不経済を回避するとともにその有効利
用を図り，特に拠点となるべきエリアの地域価値の維
持・向上を図ることも併せて重要となる。ここで，既
存制度による規制的アプローチは，利用の放棄や不作
為に対して有効に機能するものでないことから，スポ
ンジ化対策のためには，個々の土地利用を積極的に促
していく，そのための能動的な働きかけを行うといっ
た，ポジティブ・プランニングの手法が必要となる。
そこでは，旺盛な開発・建築需要を前提とするのでは
なく，小さな更新・リノベーションを促し，それが面
に広がってゆくことで，時間をかけて拠点となるべき
エリアを再生していくという，いわばミクロな視点に
立つことが必要となる。永続的な土地利用に期待・固
執するのではなく，暫定的な土地利用形態を許容・積
極評価する考え方も必要となる。

以上のような考えの下，下記のような，都市のスポ
ンジ化対策のための新制度の創設・既存制度の改正を
措置しているところである。

■改正事項
〈コーディネート・土地の集約〉
○�低未利用地の利用に向けた行政の能動的な働

きかけ（「低未利用土地権利設定等促進計画」
制度）

○�民間のまちづくりの担い手の活用
○�土地区画整理事業の集約換地の特例
○�低未利用地の利用と管理のための指針

〈身の回りの公共空間の創出〉
○�公共空間（コモンズ）の共同管理（「立地誘導

促進施設協定」制度）
○�住民参加のまちづくりの公的位置付け（「都市

計画協力団体」制度の創設）
〈都市機能のマネジメント〉
○�官民連携による都市機能の確保（「都市施設等

整備協定」制度の創設）
○�誘導すべき施設（商業施設，医療施設等）の

適正配置（休廃止届出制度の創設）

5．おわりに

国土交通省のホームページ※において市町村の ｢立
地適正化計画の取組状況｣ などの立地適正化計画制度
に関する情報を公開している。立地適正化計画の検討
を進めている市町村におかれては，これらの情報等に
配慮いただき，各市町村が抱える課題を解決し，持続
可能なコンパクトなまちづくりの実現に資する立地適
正化計画の作成に取り組んで頂きたいと考えている。

さらに，都市のスポンジ化対策に当たっては，行政
による受動的なコーディネートや地域コミュニティに
よる主体的な公共空間創出など，各プレイヤーにおい
て，従来型の「待ち」の姿勢からの転換が求められる。

全国の都市におけるコンパクト・プラス・ネットワー
クによる持続可能なまちづくりに向けた取組が，より
進むよう，国土交通省としては，引き続き，積極的に
支援を行って参りたい。

※�国土交通省ホームページ（立地適正化計画制度）�  
http://www.mlit.go.jp/en/toshi/city_plan/compactcity_
network.html

�
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水素基本戦略の決定
水素社会の実現に向けた取組と課題

行政情報

田　場　盛　裕・木　村　祐　輝

2017 年 4 月に開催された「第 1 回再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議」において，安倍総理から，
世界に先駆けて水素社会を実現すべく，政府一体となって取り組むための基本戦略を年内に策定するよう
指示がなされた。同指示を受け，関係府省庁は，産学官の有識者会議における議論等を経て戦略案を取り
まとめ，2017 年 12 月に開催された「第 2 回再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議」において，「水
素基本戦略」が決定された。本報では，水素基本戦略が策定された経緯とともに，水素社会の実現に向け
た課題と取組について紹介する。
キーワード：�水素基本戦略，水素社会，国際水素サプライチェーン，再生可能エネルギー由来水素，水素

利活用

1．はじめに

石油，石炭，天然ガスといった化石燃料は，我が国
の近代化，更には戦後の高度成長を支え，巨大経済圏
を形成し，先進国としての地位を築いてきた。一方で，
元来化石燃料を始めとした天然資源に恵まれない我が
国は，1970 年代の二度の石油危機以来，国民生活と
産業活動の血脈であるエネルギーを海外に依存する構
造的脆弱性を抱え続けている。加えて，2017 年 11 月
のパリ協定の発効を受け，深刻化する地球温暖化問題
に対し，我が国としての責任を一層果たしていくこと
が求められている。一方，我が国の温室効果ガス排出
量は，東日本大震災後の原子力発電所の停止等の影響
により，大幅に増加した。一次エネルギーのほぼ全て
を海外の化石燃料に依存する我が国においては，エネ
ルギー安全保障の確保と温室効果ガスの排出削減の課
題を同時並行で解決していくことが必要である。

このため，我が国は，省エネルギーの促進や再生可
能エネルギーの導入拡大，天然ガスや原子力の利用，
国内での二酸化炭素回収・貯留（CCS）の実施検討な
ど，あらゆる手段を講じてきているが，すべてを解決
する単一的な解はなく，これらを総動員し，いわゆる
エネルギー政策における“3E＋S”の実現に取り組ん
でいくことが求められる。特に，温暖化が将来世代に
もたらす負の影響のリスクは大きく，2050 年，そし
て今世紀後半を見据えれば，従来の取組の延長では足
りず，地球温暖化対策計画（2016 年 5 月 13 日閣議決定）

において，「抜本的排出削減を可能とする革新的技術
の開発・普及などイノベーションによる解決を最大限
追求する」としているように，既存のエネルギー供給
構造を変革し，新たなエネルギーシステムへの移行を
図っていかなければならない。

水素は，炭素分を含まず，二酸化炭素（CO2）を排
出しないという環境特性はもちろんのこと，エネル
ギーキャリアとして再生可能エネルギー等を貯め，運
び，利用することができる特性（貯蔵性，可搬性，柔
軟性）を有する。水素技術を用いることで，例えば，
島国であるがゆえにこれまで利用することができな
かった海外の豊富な再生可能エネルギー資源や未利用
エネルギー資源，CCS 適地等を活用することが可能
となる。まさに，エネルギー資源の乏しい我が国にとっ
て，水素はエネルギー安全保障と温暖化対策の切り札
となりうる。

2．水素基本戦略策定に至る経緯

水素の利活用については，2014 年 4 月に策定され
た第 4 次エネルギー基本計画では，「水素をエネルギー
として利用する“水素社会”についての包括的な検討
を進めるべき時期に差し掛かっている」等の記載が盛
り込まれた。更に，同年 6 月には産学官の有識者検討
会議である水素・燃料電池戦略協議会において，水素
社会実現に向けた官民の関係者の取組を示した「水素・
燃料電池戦略ロードマップ」がとりまとめられた。

特集＞＞＞　地域交通，スマートシティ，自動運転
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ロードマップでは，技術的課題の克服と経済性の確
保に要する期間の長短に着目し，3 つのフェーズ

「フェーズ 1：水素利用の飛躍的拡大（現在～）」，
「フェーズ 2：水素発電の本格導入／大規模な水素供
給システムの確立（2020 年代後半に実現）」，「フェー
ズ 3：トータルでの CO2 フリー水素供給システムの確
立（2040 年頃に実現）」に分け，ステップ・バイ・ステッ
プで水素社会の実現を目指すとした。ロードマップに
ついては，その後の取組の進展を踏まえて 2016 年 3
月に改訂され，家庭用燃料電池（エネファーム）や燃
料電池自動車（FCV：Fuel Cell Vehicle）／水素ステー
ションに係る自立化に向けた道筋や定量目標等が盛り
込まれた（図─ 1）。

2017 年 4 月には第 1 回再生可能エネルギー・水素
等関係閣僚会議が開催され，再生可能エネルギーの導
入拡大及び水素社会の実現に向けた取組について議論
が行われた。同会議においては，安倍総理から，世界
に先駆けて水素社会を実現するため，政府一体となっ
て取組を進めるための基本戦略を年内に策定するよう
指示がなされた。これらの経緯を踏まえ，2017 年 12
月に開催された第 2 回再生可能エネルギー・水素等関
係閣僚会議において，水素利活用に係る世界初の国家
戦略となる「水素基本戦略」を策定した。

3．水素基本戦略の概要

基本戦略は，個別技術の導入・普及に係る既存のロー
ドマップの内容を包括しつつ，水素をカーボンフリー
なエネルギーの新たな選択肢として位置づけ，政府全
体として施策を展開していくための方針である。基本
戦略に基づき，エネルギー安全保障の確保と温室効果
ガスの排出削減の課題を同時並行で解決するととも
に，水素利用において世界をリードしていくため，国
を挙げて水素利用に取り組み，世界に先駆けて水素社

会の実現を目指す。
具体的には，本戦略に基づき，ガソリンや LNG な

どの従来エネルギーと同程度の水素製造コスト（20
円 /Nm3）の実現に向け，供給と利用の両面での取組
を進めていく。

供給面では，海外の安価な原料を活用するため，オー
ストラリアの褐炭等から水素を製造し，日本に輸送す
る国際水素サプライチェーンの開発プロジェクトを進
める。また，地域における水素製造の先駆けとして，
福島県浪江町で世界最大級の CO2 フリー水素製造プ
ロジェクトが進行中であり，福島県産の水素を東京オ
リンピック・パラリンピックにおいても活用し，福島
の復興の姿を発信する。

利用面では，運輸部門・発電部門を中心に大規模な
水素利用を進める。FCV の普及拡大に向けては，技
術開発，規制改革，水素ステーションの戦略的整備の
取り組みを三位一体で進め，発電に関しては，神戸で
世界初の水素発電の実証などにより，水素発電の商用
化に向けた取組を進めていく。

4．水素社会実現に向けた取組と課題

前項で述べた取組について，以下で詳細に紹介する。

（1）国際水素サプライチェーンの構築
水素社会の実現には，水素の調達・供給コストの低

減が不可欠である。水素コストの低減に向けた方策と
しては，海外の安価な未利用エネルギーと CCS を組
み合わせる，又は安価な再生可能エネルギーから水素
を大量調達するアプローチが有望であるため，水素の

「製造，貯蔵・輸送，利用」まで一気通貫した国際的
なサプライチェーンの構築を目指す。

具体的には，2030 年頃に商用規模のサプライチェー
ンを構築し，年間 30 万 t 程度の水素を調達するとと

図─ 1　水素社会実現に向けた 3つのフェーズにおける取組の方向性［資源エネルギー庁作成］
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もに，30 円 /Nm3 程度の水素コストの実現を目指す。
その際には，FCV を中心としたモビリティにおける
水素需要の拡大に加え，水素を大量消費する水素発電
を導入することで，水素需要を飛躍的に増加させるこ
とが重要である。

2030 年以降は，供給面で国際水素サプライチェー
ンを拡大するとともに，利用面において産業分野等で
の利用を進めることで，更なるコスト低減を図り，既
存のエネルギーとのコスト差を縮小していく。将来的
に 20 円 /Nm3 程度まで水素コストを低減し，環境価
値も含め，既存のエネルギーコストと同等のコスト競
争力を実現することを目指す。

国際的な水素サプライチェーンの実現には，上流側
の取組として，安価な海外資源を確保すべく，民間ベー
スの取組に加えて政府間レベルでの関係構築を図ると
ともに，効率的な水素の輸送・貯蔵を可能とするエネ
ルギーキャリア技術が必要となる。現在，国内の水素
供給には圧縮水素や液化水素の形態が採用されている
が，国際的なサプライチェーンの構築には，国内にお
ける輸送技術・インフラが確立している液化水素に加
え，有機ハイドライド法によるメチルシクロヘキサン

（MCH），更にはアンモニアやメタンといったエネル
ギーキャリアの活用可能性がある。
（a）液化水素サプライチェーン構築実証
液化水素は，①気体水素に比べて体積が約 1/800 と

なること，②気化することで，純度の高い水素の取り
出しが容易であること，③ LNG と同様のインフラ構
成であり，技術的に連続的であること等の特長を持
つ。一方で，液化水素は LNG より更に低温（－253 ℃）
であるため，海上輸送，荷役・貯蔵に関する新規のイ
ンフラ整備が必要となり，技術開発を要する。

このため，2020 年度までの日豪間の液化水素サプ
ライチェーン構築実証を通じて，基盤技術を確立し，
商用化に向けた道筋を立てることとしている。同実証
においては，安価な未利用エネルギーである褐炭から
CO2 フリー水素を取り出すガス化技術，CO2 分離・回
収技術の確立を図る。

世界初の試みである液化水素の海上輸送について
は，液化水素運搬船の開発実証を行い，日豪間の液化
水素サプライチェーンの構築実証に取り組む。液化水
素運搬船に係る安全基準については，日豪共同で提案
した暫定基準が 2016 年に国際海事機関（IMO）にて
採択されたところであり，上記実証の結果を踏まえ，
将来的に商用船の国際基準を策定し，液化水素の安定
的な輸送の確立を図る。

2030 年頃の商用化に向けて，2020 年初頭までに大
容量の輸送・荷役・貯蔵技術の確立と受入関連施設の
整備を進め，2020 年代半ばまでに商用化実証を行う。
また，水素発電設備側においても，大容量の気化器，
昇圧ポンプ，配管，継手などの付帯設備の開発・実証
を進める。
（b）有機ハイドライドサプライチェーンの開発
メチルシクロヘキサン（MCH）は，①体積が気体

水素の約 1/500 となること，②常温常圧で液体である
ことから取り扱いが容易であり，長期貯蔵が可能であ
ること，③タンカーやタンク等の既存の輸送・荷役イ
ンフラを活用可能であること等の特長を持つ。一方
で，水素化，脱水素化に係る設備が必要であり，技術
開発を要する。また，脱水素にはエネルギーを要する
ため，例えば発電時の排熱を脱水素化プロセスに組み
込むなどの工夫が必要である。

このため，2020 年度までのブルネイとの有機ハイ

図─ 2　有機ハイドライドと液化水素による水素供給チェーン［資源エネルギー庁作成］
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ドライドサプライチェーン構築実証を通じて，基盤技
術を確立し，商用化に向けた道筋を立てることとして
いる。この実証では，ブルネイの天然ガス液化プラン
トのプロセスにて発生するガスから製造した水素を
MCH の形態で日本へ海上輸送し，気体の水素に戻し
て利用する技術の確立を図る。

なお 2025 年以降，国内の水素需要に応じた規模で
の商用サプライチェーン構築に向け，実証終了後よ
り，商用化の計画，建設開始を目指す予定である。商
用サプライチェーンの初期段階においては，供給する
水素の価格低減のため，既存インフラを有効に活用し
つつ，①水素化・脱水素化プラントや輸送用タンカー
の大規模化，②コストダウンに資する技術開発の継続
を進めていく（図─ 2）。

（2）再生可能エネルギー由来水素の利用拡大
IEA（International Energy Agency：国際エネル

ギー機関）等において，一部の国においては，将来の
再生可能エネルギーの大量導入に伴い，年間を通じて
供給過剰が発生し，大規模な出力制御が必要となるこ
とが予測されている。日本においても系統や調整力に
係る問題は既に顕在化しているが，今後，再生可能エ
ネルギー利用を拡大するためには，調整電源の確保の
みならず，余剰電力を貯蔵する技術が必要となる。特
に，蓄電池では対応の難しい季節を超えるような長周
期の変動に対しては，再生可能エネルギー電気を水素
としてエネルギーを貯蔵する Power-to-gas 技術が国
内外で注目されている。

他方で，電気分解を通じて水素を製造する場合に
は，原料である電気の調達コストが最終的な水素のコ
ストの大きな要因となるため，安価に水素を製造する
ためには，例えば再生可能エネルギーの余剰に伴って
生じる安価な電力が必要となる。また，水電解装置に
おけるエネルギー変換効率や耐久性など技術的な課題
の克服に向けた技術開発や実証を進めていくことも必
要である。このため，Power-to-Gas に向けた水素製
造の高効率化等の研究開発や，再生可能エネルギーか
ら水素を大規模に製造する実証を進めている。
（a）再生可能エネルギー由来水素大規模製造実証
福島新エネ社会構想（2016 年 9 月閣議決定）では，

世界最大級となる 1 万 kW の水電解装置により再生
可能エネルギーから大規模に水素を製造し，福島県内
のみならず，2020 年東京オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会の際にも活用することを目指すことが盛り
込まれた。

2017 年 8 月には実証地が浪
なみ

江
え

町
まち

に決定し，同プロ

ジェクトが開始した。2018 年 6 月に実証に向けた土
地造成作業が完了し，2020 年までにプラントの実証
運転開始に向け，現在はプラント建設の準備が進めら
れているところである。

（3）電力分野での水素利活用
水素発電は，天然ガス火力発電等と同様に，電力量

価値に加え，調整力や供給力（容量）の価値の提供も
可能と考えられるため，中長期的には再生可能エネル
ギーの導入拡大に必要となる調整電源・バックアップ
電源としての役割を果たしつつ，低炭素化を図るため
の有力な手段となり得る。また，水素を安定的かつ大
量に消費する水素発電は，国際的なサプライチェーン
の構築とセットで進めるべき最重要のアプリケーショ
ンである。

水素発電については，国際的な水素サプライチェー
ンとともに 2030 年頃の商用化を実現し，その段階で
17 円 /kWh のコストを目指すことを掲げている。そ
のために必要となる水素調達量として，年間 30 万 t
程度を目安とする（発電容量で 1 GW 程度に相当）。
更に，将来的には環境価値も含め，既存の LNG 火力
発電と同等のコスト競争力の実現を目指す。そのため
に必要となる水素調達量として，年間 500 万～ 1,000
万 t 程度を目安とする（発電容量で 15 ～ 30 GW 程度
に相当）。

実際の社会実装に当たっては，水素は天然ガス火力
での混焼も可能であることから，導入初期は既設の天
然ガス火力における混焼発電を中心に，小規模なコー
ジェネレーションシステム等における水素混焼も含
め，導入拡大を図っていく。

2018 年 1 月から兵庫県神戸市のポートアイランド
において，水素をエネルギー源として電気と熱を街区
供給する世界初の実証を開始。同年 4 月下旬に実施し
た実証試験において，水素燃料 100％のガスタービン
発電による熱電併給を世界で初めて達成した。

また，水素の燃焼特性に応じた燃焼器の開発も不可
欠である。拡散燃焼方式や予混合燃焼方式など，従来
の火力発電で実績のある燃焼器を水素混焼発電に転用
するための研究開発や技術実証については，既に一定
の取組が進められている。例えば，2018 年 1 月には
発電事業用規模のガスタービン燃焼器の実証事業とし
て，水素混合割合 30％において安定燃焼できること
を確認したところである。

今後，これらの取組みに加え NOx の低減や発電効
率の向上といった技術課題に対応していくことも必要
である。更に，将来的に水素専焼発電を実現するため
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には，NOx 値の低減，高い発電効率，高濃度な水素
混焼などを同時に達成可能とする新たな燃焼技術の早
期の実用化を目指している。

なお，水素発電の導入に当たっては，電力システム
改革が進展する中での経済性確立に向けた制度設計等
の検討も進めていく。また，水素発電が有する環境価
値を顕在化し，評価・認定，取引可能にしていくこと
が重要であり，他の制度設計に係る議論を注視しつ
つ，省エネ法（エネルギーの使用の合理化等に関する
法律（昭和 54 年法律第 49 号））における水素利用の
位置づけを明確化する，あるいは高度化法（エネルギー
供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石
エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律（平
成 21 年法律第 72 号））における非化石電源として水
素発電を位置づけるといったことを含め，実態も踏ま
えながら検討を進めていく。

（4）モビリティでの水素利活用
モビリティにおける水素利用の中核は，FCV・水

素ステーションの普及である。FCV については 2020
年までに 4 万台程度，2025 年までに 20 万台程度，
2030 年までに 80 万台程度の普及を，水素ステーショ
ンについては 2020 年度までに 160 箇所，2025 年度ま
でに 320 箇所の整備を目標とし，2020 年代後半まで
に水素ステーション事業の自立化を目指している（図
─ 3）。

上記の目標達成に向けては，水素供給コストの低減
（ガソリン等と同等のコスト競争力を実現）はもとよ
り，FCV の量産化や低価格化，航続距離の更なる伸

長，2025 年頃のボリュームゾーン向けの車種の投入
等に加え，安定収益の裏付けのあるステーション整備
と整備・運営コストの低減を通じた自立的な水素販売
ビジネスの展開が必須である。そのため，規制改革，
技術開発，官民一体による水素ステーションの戦略的
整備を三位一体で推進することが重要である。
（a）規制改革
2017 年 6 月 9 日に閣議決定された規制改革実施計

画においては，次世代自動車（燃料電池自動車）関連
規制の見直し事項として計 37 項目が掲げられてお
り，その中には「水素・燃料電池自動車関連規制に関
する公開の場での検討」が盛り込まれている。本計画
に基づき，安全確保を前提に水素・燃料電池自動車に
関連する規制のあるべき姿を幅広く議論し，科学的知
見に基づき規制見直しを進めるべく，2017 年 8 月に
第 1 回目の「水素・燃料電池自動車関連規制に関する
検討会」を開催した。

当該検討会は，現在（2018 年 6 月末）までに計 6
回開催しており，第 5 回までに各項目の詳細議論を一
巡し，第 6 回では，「人」に関する項目についての検
討を行ったところである。既に 37 項目のうち 11 項目
については措置が完了しており，引き続き取組を継続
していく。

また，本検討会においては，水素ステーションの無
人化についても議論が行われている。平成 30 年 5 月
21 日に（一財）石油エネルギー技術センターが策定
した「セルフ水素スタンドガイドライン」に従えば，
セルフ充填が可能になったところであり，今後，セル
フ充填で得られた知見や海外の実態等も踏まえて，無

図─ 3　水素ステーションの整備状況［資源エネルギー庁作成］
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人化の議論を進めていく予定である。
（b）技術開発
ロードマップでは，上記の FCV 及び水素ステーショ

ンの目標が達成されることを前提として，水素ステー
ションの整備費・運営費を 2020 年頃までに導入初期

（2014 年）との比較で半減させ，2025 年頃までには，
現在日本よりもコストが低いと言われる欧米のステー
ションと遜色のない水準まで低減させることを掲げて
いる。これまでの取組としては，経済産業省予算を通
じ，従来よりも低コストな新型圧縮機や新型蓄圧容器
の開発及び水素充填用ホースの使用可能回数の延長等
に成功してきたところであり，今後もコストの低減に
資する技術開発を推進していく。
（c）官民一体による水素ステーションの戦略的整備
水素ステーションについては，経済産業省予算を通

じ，2018 年 7 月時点で 100 箇所が開所しており，11
箇所が整備中である。

更に，今後の FCV 本格普及に伴い，水素ステーショ
ンの本格整備を目的とした新会社の設立について民間
11 社（ステーション事業者，自動車メーカー，金融
機関等）が合意し，平成 30 年 2 月 20 日に日本水素ス
テーションネットワーク合同会社（JHyM）が設立し
た。JHyM は事業期間を 10 年間とし，2021 年度まで
の 4 年間（第Ⅰ期）で合計 80 箇所の水素ステーショ
ンの整備を目指している。

（5） 家庭用燃料電池及び業務・産業用燃料電池の
普及拡大

（a）家庭用燃料電池（エネファーム）の普及拡大
エネファームについては，家庭における従来型のエ

ネルギー利用よりも経済的に優位となることを目指
し，2020 年頃までに，PEFC（固体高分子形燃料電池）
型標準機については 80 万円，SOFC（固体酸化物形
燃料電池）型標準機ついては 100 万円の価格を実現（投
資回収年数を 7 ～ 8 年に短縮）した上で，その後の自
立的普及を図る。それ以降もユーザーメリットの向上
に資する取組を進め，2030 年頃までに投資回収年数
を 5 年に短縮することを目指している。

なお，販売価格については，2018 年 7 月時点では
PEFC が約 95 万円（発売当初 2009 年度：303 万円），
SOFC が約 120 万円（発売当初 2011 年度：244 万円）
と着々と低減しており，また普及台数も 2018 年 7 月
に 25 万台を突破した。

更なる低コスト化・普及拡大に向けては，更なる発
電効率の向上（SOFC），熱利用率の向上（PEFC）に

向けた技術開発を進めるとともに，集合住宅や寒冷
地，更には欧州等の熱需要の大きい地域の市場など，
優位性のある市場を開拓し，民生部門での低炭素化を
促進する。また，余剰電力取引を通じて，高効率発電
電力を他の需要家にも融通する取組を拡大していく。
（b）業務・産業用燃料電池の普及拡大
業務・産業用燃料電池については，2017 年度まで

に 16 台が市場投入された。今後の更なる普及拡大に
向けては，低熱電比需要家への導入を進め，グリッド
パリティの突破を早期に実現するためイニシャルコス
トの低減に資する技術開発を進めていく。また，最新
鋭のガスタービンコンバインドサイクル（GTCC）を
超える発電効率（60％超）の実現に向けた技術開発を
進め，分散型電源による電力供給の可能性を更に切り
開いていく。

5．今後の取組について

水素は次世代のエネルギーとして国際的にも注目を
集めており，欧米をはじめとする先進国のみならず，
中国等のエネルギー需要の増大が続く新興国において
も水素利用に向けた様々な取組が進められている。今
後，各国で大きな注目を集める水素の利活用をグロー
バルな規模で推進していくためには，関係各国が歩調
を合わせ一層連携していくことが重要である。

このため，経済産業省及び国立研究開発法人新エネ
ルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の主催の下，
2018 年 10 月 23 日には水素閣僚会議を開催する。水
素閣僚会議は，来年の G20 日本開催も視野に入れな
がら，各国の革新的な取組や最新の知見，国際連携の
可能性を確認するとともに，グローバルな水素利活用
に向けた政策の方向性を議論し，認識を共有するもの
である。これら国内外の取組を着実に進めながら，水
素社会実現に向けて取組を加速していく。

�
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宇都宮市が取り組む LRT 整備事業の紹介
ネットワーク型コンパクトシティの実現に向けて

宇都宮市　建設部　LRT 整備課

宇都宮市では，人口減少・少子超高齢化社会の中で持続的に発展していくために，「ネットワーク型コ
ンパクトシティ」のまちづくりに取り組んでいる。

この報文では，ネットワーク型コンパクトシティを支える総合的な公共交通ネットワークの基軸となる
LRT（次世代型路面電車システム）について紹介するものである。
キーワード：公共交通，都市計画，路面電車，LRT，コンパクトシティ

1．はじめに

宇都宮市は，栃木県の県庁所在地として東京から北
に約 100 km の距離に位置する北関東の中核都市であ
る。鉄道では，東北新幹線で東京から約 50 分と首都
圏からのアクセスが容易な約 52 万人の人口を有する
都市であり，近年は「餃子のまち」として全国区の知
名度を誇るほか，本市を舞台とするアジア最高位のサ
イクルロードレースである「ジャパンカップサイクル
ロードレース」の開催も 26 回を数え「自転車のまち」
としても自転車ファンを中心に知名度を高めてきてい
る。さらに「カクテル」や「ジャズ」，「大谷」などの
多くの観光資源を最大限に生かしながら交流人口の増
加につなげているところである。

また，本市では，こうした地域資源とともに住み良
さなどの都市の魅力を「住めば愉快だ宇都宮」という
ブランドメッセージにのせ積極的に全国に発信し，ブ
ランド力の向上にも取り組んでいるところである。

2．事業目的

宇都宮市では，少子・超高齢化社会や，地球温暖化
などの環境問題に対応し，子どもから高齢者まで安心
して便利に暮らせる魅力あるまちとして持続的に発展
していくため，都市拠点や産業拠点などの地域特性に
応じた拠点を定め，それらの拠点間を道路や公共交通
で結ぶ「ネットワーク型コンパクトシティ」のまちづ
くりを推進している。

その実現に向けては「都市の骨格となる東西基幹公
共交通」や「地域を面的にカバーする地域内交通」を

整備し，自動車と公共交通，タクシー，自転車など様々
な交通手段が効率よく連携する，階層性のある「公共
交通ネットワーク」の構築が必要であると考えてお
り，南北方向の鉄道（JR 宇都宮線，東武宇都宮線など）
とともに，将来の公共交通ネットワークの要となる東
西方向の基幹公共交通として，「LRT」（Light Rail 
Transit，次世代型路面電車システム）の整備に向け
取り組んでいる。

LRT は，高い輸送力とともに，定時性や速達性な
ど，基幹公共交通にふさわしい機能を備えており，鉄
道やバスなど他の交通との円滑な連携や，低床式車両
の活用，軌道・停留場の改良により誰もが乗り降りし
やすい工夫が図られるなど，優れた特徴を持つ交通シ
ステムである。

また，従来の路面電車と比べ高いデザイン性を備
え，騒音や振動が少なく，乗り心地も快適であるとと
もに，二酸化炭素等を排出しないなど，次世代を見据
えた，人と環境に優しい乗り物である。

3．事業概要

（1）検討の経緯
LRT 事業については，本市東部地域に立地する工

業団地への通勤者の増加による慢性的な交通渋滞の社
会問題化に伴い，県と本市の出資により設立された宇
都宮市街地開発組合が新たな交通システムを検討した
こと（平成 5 年度）が始まりである。その後，県と本
市及び宇都宮都市圏の 3 市 6 町による「宇都宮都市圏
都市交通マスタープラン」の策定（平成 7 年度）や，
県と本市による「新交通システム導入基本計画策定調

特集＞＞＞　地域交通，スマートシティ，自動運転
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査」の実施（平成 13・14 年度），本市による「事業・
運営手法と施設計画に関する調査」（平成 19・20 年度）
などに取り組んできた。

こうした取組を踏まえ，平成 25 年 3 月には，宇都
宮市として「東西基幹公共交通の実現に向けた基本方
針」を策定したところである。

その内容については，
①�東西基幹公共交通の導入システムを LRT とする

こと
②�計画区間を「桜通り十文字付近～宇都宮テクノポ

リスセンター地区（約 15 km）」とすること
③�公共が軌道や停留場等の施設・車両などを整備・

保有し，民間等の営業主体が運行や日常の維持管
理を担う「公設型上下分離方式」とすること

④�計画区間の全体整備には一定期間を要すること
や，JR 宇都宮駅西側と東側では公共交通の整備
状況が大きく異なること，また，東部地域におけ
る慢性的な渋滞の緩和や公共交通空白・不便地域
の解消等で早期に効果発現が期待できることなど
から，JR 宇都宮駅東側の区間（約 12 km）から
優先的に整備に取り組むこと

などを明らかにしたものである。
また，同年 10 月には，隣接する芳賀町から「LRT

事業をともに検討し，同時期での整備を目指したい」
との要望書を受けたところであり，芳賀町域への延伸
は更なる需要を見込めるとともに，県央地域の公共交
通の利便性向上にも資することから，1 市 1 町の合同
プロジェクトとして，JR 宇都宮駅東口から芳賀・高
根沢工業団地付近までの約 15 km の区間を優先整備
区間として改めて設定した（図─ 1）。

（2）事業化に向けて
LRT の事業化に向けては，本市と芳賀町が共同で，

有識者委員や，国・県・警察などの行政アドバイザー，
周辺 2 市 6 町や地元公共交通事業者等のオブザーバー
から構成する「芳賀・宇都宮基幹公共交通検討委員会」
を設置し，具体的・専門的な検討を進めてきた。以下
に具体例を示す。

需要予測については，LRT 導入ルートの特徴から，
より確実に利用が見込める通勤目的を中心に，沿線企
業等へのヒアリング，沿線の工業団地等に勤務する従
業者へのアンケート調査，更に「県央広域都市圏生活
行動実態調査」（パーソントリップ調査）を実施し，
段階的な精査に取り組んできた。これらに基づく需要
予測を踏まえ，事業の採算性について試算したとこ
ろ，採算性が確保できる結果となっている。

導入ルートや導入空間については，安全性や速達
性，周辺交通への影響などを総合的に勘案し，道路管
理者や交通管理者との協議を踏まえ，円滑な交通の確
保に向けた検討を行ってきた。特に既存道路空間への
LRT 導入については，LRT 導入後の円滑な交通を確
保するため，自動車交通に与える影響を十分に見極
め，検討する必要があることから，道路ネットワーク
全体における各路線の混雑度の検証，交差点の需要率
の検証，ミクロ交通シミュレーションの三段階による
検証に取り組み，一部の交差点の高架化や，交差点の
改良などの対策を講じることで，LRT 導入後も円滑
な交通処理ができるものと評価した。

（3）営業主体の確保
「公設型上下分離方式」に基づく LRT の営業主体

図─ 1　LRTの導入ルート
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については，安全な運行や経営の継続性が確保される
とともに，本市や芳賀町のまちづくりに寄与し，地元
に密着したサービスを提供できる組織が望ましい。

本市においては，市内・県内に軌道事業者がいない
ことから，これまで国内の軌道事業者を中心に「LRT
事業に係る事業参画意向調査」や「LRT 事業の運営
を担う意向のある事業者募集」を実施してきた。その
取組を通じ，当事業は開通すれば国内有数規模とな
り，開業に必要な「運転要員などの確保」や「開業前
経費」などについて，民間事業者だけで対応するには
課題が多いことが把握できたことから，平成 27 年 7
月に，本市と芳賀町が行政の信用力を生かし，営業主
体に必要な資金調達や人材確保などに主体的に取り組
む「官民連携による新会社の設立」を明らかにした。
その後，地元経済界や公共交通事業者等から出資に対
する協力の意向が確認できたことや，既存軌道事業者
から運転士の養成を含めた技術協力の意向をいただけ
たことから，運営体制の構築が十分に可能であると判
断し，同年11月9日に新会社として「宇都宮ライトレー
ル㈱」を設立したところである（表─ 1）。

（4）「公共交通網形成計画」の策定
芳賀・宇都宮東部地域における公共交通の充実・強

化に向け，本市と芳賀町において，平成 27 年 11 月に
「芳賀・宇都宮東部地域公共交通網形成計画」を策定
した。

この計画では基幹公共交通としての LRT の導入（軌
道運送高度化事業）とともに，当該地域のバスネット
ワーク再編や交通結節機能の強化，IC カードの導入
などの事業を掲げており，これらの事業を着実に進め
ることで当該地域の公共交通空白・不便地域の解消や
産業拠点の維持・向上などに効果的かつ重点的に取り
組んでいくものである（図─ 2）。

（5）軌道事業の特許取得，工事施行認可申請
LRT 事業については，平成 28 年 5 月末に都市計画

を決定したところであり，また，LRT の整備や運営
に必要となる軌道事業の特許を取得するため，本市と
芳賀町，宇都宮ライトレール㈱の連名で国土交通大臣
に「軌道運送高度化実施計画」の認定申請を行い，同
年 9 月 26 日付けで認定されたところである。これに
より，LRT 整備や運営に要する軌道事業の特許（「地
域公共交通の活性化及び再生に関する法律」第 10 条
第 2 項に基づく軌道法の特例による「みなし特許」）
を取得した。

さらに，平成 29 年 8 月 9 日には，着工に必要とな
る法定手続きである「工事施行認可」を国土交通大臣
に申請し，平成 30 年 3 月 20 日付けで認可されたとこ
ろである。

また，栃木県に，都市計画決定に基づく「都市計画
事業認可」を申請し，平成 30 年 3 月 22 日に認可され
たところである。
「軌道運送高度化実施計画」の概要については（表
─ 2）のとおりである。

LRT の整備効果としては，住民の日常生活におけ
る移動の利便性向上や公共交通空白・不便地域解消へ
の貢献，環境負荷の軽減などが見込まれ，また，軌道
敷設による地価下落抑制効果や沿線の利便性向上によ
る企業の生産活動の向上，地域における雇用の増加な
どが想定され，ひいては自治体として税収増が期待で
き，将来的に行政サービスの維持・向上にもつながる
ものと捉えている。

（6）市民理解の促進
LRT の実現に当たっては，事業に対する市民の理

解が重要であることから，本市では平成 22 年度より
パンフレットの全戸配布や説明会の実施，オープンハ

表─ 1　宇都宮ライトレール㈱の概要

商　　号 宇都宮ライトレール㈱

事業目的
軌道法による運輸事業，車体・車内広告等の広告
業など

設　　立 平成 27 年 11 月 9 日
資 本 金 1 億 5 千万円
出資割合 行政 51％　　民間 49％

出資団体

宇都宮市（40.8％），芳賀町（10.2％）
宇都宮商工会議所（1.0％），とちぎライトレール
支援持株会（22.8％），芳賀町商工会（0.2％），関
東自動車㈱（10.0％），東武鉄道㈱（4.0％），東野
交通㈱（1.0％），㈱足利銀行（5.0％），㈱栃木銀
行（5.0％）

図─ 2　将来公共交通ネットワークのイメージ
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ウス（来場者がパネルや動画等の展示内容を自由に見
学するとともに，常駐する職員からの説明を受けるこ
とができ，気軽に意見交換を行うことができる場）の
開催，出前講座などに取り組み，検討の進捗に応じて
適宜，新しい情報を提供しながら，本市が目指すまち
づくりと交通のビジョン，LRT の必要性・役割など
について説明を行ってきたところである。

また，平成 29 年 8 月からは，LRT 沿線に立地する
大型商業施設「ベルモール」内に設置した常設型情報
発信拠点「交通未来都市うつのみやオープンスクエア」

（写真─ 1）を中心に，VR（ヴァーチャル・リアリティ）

を用いた LRT の疑似体験など，様々な媒体を活用し，
あらゆる機会を捉えながら，正確かつ最新の情報を切
れ目なく発信しているところであり，今後とも，さら
なる理解促進や事業への市民参画を図り，市民のマイ
レール意識の醸成につなげていく。

4．平成 34年の開業に向けて

（1）着工
平成30年3月には着工に必要となる工事施行認可，

都市計画事業認可を取得したことから，平成 30 年 5

表─ 2　「軌道運送高度化実施計画）の概要

営業キロ 約 15 km（複線）
事業方式 公設型上下分離方式
営業主体（上）
整備主体（下）

宇都宮ライトレール㈱
宇都宮市，芳賀町

停留場数 19 カ所（100％バリアフリー）
トランジット
センター想定箇所

5 カ所

導入車両
低床式車両 17 編成

（車両の長さ約 30 m，福井鉄道㈱の FUKURAM を参考に検討）
車両定員 155 人（最大輸送力　232 人）

概算事業費
約 458 億円（消費税含まず）

（内訳）市区間　約 412 億円
　 　　町区間  　約 46 億円

運転最高速度 全線　時速 40 km

需要予測
（平日）16,318 人／日
（休日）5,648 人／日

運転時間帯
午前 6 時台～午後 11 時台

（JR 宇都宮駅の新幹線の始発・終電に対応）

運行間隔
ピーク時　  　　6 分間隔／時
オフピーク時　10 分間隔／時

所要時間
（起終点間）

普通電車（各停留場に停車）　約 44 分
快速電車（追い越し線により，一部停留場を通過）　約 37 ～ 38 分

運賃 初乗り 150 ～ 400 円（対距離制）
運賃収受方法 交通 IC カードシステムの導入

写真─ 1　交通未来都市うつのみやオープンスクエア 写真─ 2　起工式の様子
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月 28 日に，国内初の全線新設による LRT 事業の着
工を市内・外に発信するとともに，関係者への感謝の
意を込め，LRT の始点となる宇都宮駅東口において，
国，県，市，町，周辺市町の関係者を招待し，起工式
を行った（写真─ 2）。

平成 30 年 6 月 4 日には，道路上の中央分離帯の撤
去工事に着手した（写真─ 3）ところであり，今後，
施設の規模が大きい車両基地，施工に 3 渇水期を要す
る鬼怒川橋梁から先行して整備に取り組み，平成 34
年 3 月の開業を目指していく。

（2）トータルデザインの取組
トータルデザインとは，1 つのコンセプトのもと，

建物や車両などのデザインに統一感や整合性を持たせ
ることにより，よりよい空間をつくり出すことができ
る手法であり，本市の LRT 事業においても，LRT が
新たな都市の魅力を創出できるよう，トータルデザイ
ンに取り組んでいるところである。

その取組の根幹となるデザインコンセプトの設定に
当たっては，前述の「芳賀・宇都宮基幹公共交通検討

委員会」の下部組織である LRT デザイン部会におい
て，芳賀・宇都宮をイメージする気候・風土，地形，
産業，歴史・文化などのさまざまな観点から，有識者
や利用者代表を交えた専門的な検討を行い，「雷都を
未来へ」と設定したところである（図─ 3）。

今後は，車両や停留場，トランジットセンターなど
のデザインのつくり込みに取り組むとともに，まちづ
くりの担い手となる市民やバス，タクシー等の交通事
業者など，多くの関係者とデザインコンセプトを共有
し，それを展開していける方策を検討するなど，沿線
のまちづくりと連携しながら，取組を進めていく。

（3）導入車両
導入車両については，前述の「芳賀・宇都宮基幹公

共交通検討委員会」の下部組織である LRT 車両部会
において，その仕様などについて，具体的な検討を行っ
てきたところである。

本市の LRT 事業では，ピーク時 6 分間隔，オフピー
ク時 10 分間隔の運行を計画しており，特に，朝のピー
ク時の最大需要断面は約 1,800 人／時と予測している
ことから，定員 155 人（最大輸送力 232 人），車両長
30 m 級の車両 17 編成を導入することとしている。

車両設計事業者の決定にあたっては，公募型プロ
ポーザル方式による選定を行い，車両設計に取り組む
事業者として，新潟トランシス㈱を選定したところで
ある。

また，車両デザインについては，これまで路面電車
の文化がなかった宇都宮市民・芳賀町民が LRT を身
近に感じることができるよう，また，両地域の個性あ
るまちづくりのきっかけとなるよう，トータルデザイ

写真─ 3　中央分離帯の撤去

図─ 3　デザインコンセプト
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ンのコンセプトを基に，複数の車両外観デザイン案を
作製した上で，市民・町民へのアンケートなどを実施
し，A 案に決定した（図─ 4）。

5．おわりに

国内の LRT 導入事例としては富山市が有名だが，
本市の取組はこれに次ぐものであり，追い越し線等の
整備を含め，全線新設による LRT 整備は国内初とな

る。
本市の LRT 整備は，中長期的な視点のもと，20 年，

30 年先のまちを見据えたプロジェクトであり，将来
にわたり本市が多くの人や企業から選ばれる都市とな
る上で欠かすことのできない事業であることから，今
後とも，LRT の早期開業に向け，各種取組を全力で
進めていく。

�

図─ 4　車両デザイン案
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気仙沼線・大船渡線の BRT による復旧

大　口　　　豊

東日本大震災により甚大な被害を受けた気仙沼線・大船渡線については，早期に安全で利便性の高い輸
送サービスを提供すべく，「BRT による仮復旧」を行ってきた。その後，復興を進めるうえでも，地域の
基幹交通の方向を早く決めるべきという沿線自治体の意見も踏まえ，BRT により本格復旧を行うことを
提案し，沿線の全自治体から同意を得て現在に至っている。本稿では BRT に関するこれまでの経過，今
後の取組み等について述べていくこととしたい。
キーワード：東日本大震災，気仙沼線，大船渡線，復旧，BRT，地域交通

1．はじめに

東日本大震災により大きな被害を受けた沿岸線区の
復旧については，線区ごとに開催される「復興調整会
議（国土交通省東北運輸局主催）」において，国・自
治体等の各関係機関との協議・調整や意見交換を継続
的に行ってきた。その中で気仙沼線と大船渡線は，他
の線区と比べ被害が極めて甚大かつ広範囲にわたり，
鉄道での復旧については，将来発生しうる津波に対す
る安全の確保や，沿線まちづくりとの整合，道路・河
川等との交差に関する調整，多額な復旧工事費の負担
等課題が多く，復旧には長い期間を要することが見込
まれた。

また，これらの線区の輸送量は，震災前の時点で当
社発足時（1987 年）の約 4 ～ 6 割程度に減少しており，
復興によりまちの形も変化するなかで，鉄道が今後ど
の程度お客さまにご利用いただけるかということも課
題であった。

以上のように，両線区の復旧には課題が多く，時間
がかかることが想定されたため，早期に安全で利便性
の高い輸送サービスを提供し，震災復興に貢献すると
いう観点から，気仙沼線柳津～気仙沼間（55.3 km）
および大船渡線気仙沼～盛間（43.7 km）については
BRT（バス高速輸送システム）による仮復旧を行う
こととした。

仮復旧に関する沿線自治体の同意を得て，気仙沼線
では 2012 年 8 月からの暫定的なサービス提供を経て
同年 12 月から，大船渡線では震災から丸 2 年を前に
した 2013 年 3 月から運行を開始した。

2．当社 BRTの概要

（1）BRTとは
BRT はバス・ラピッド・トランジット（Bus Rapid 

Transit）の略で，「連節バス，PTPS（公共車両優先
システム），バス専用道，バスレーン等を組み合わせ
ることで，速達性・定時性の確保や輸送能力の増大が
可能となる高次の機能を備えたバスシステム」（国土
交通省「BRT の導入促進等に関する検討会（2013 年
10 月 24 日開催）」第 1 回資料より）のことを指す。
諸外国においては大都市の交通輸送手段として取り入
れられる事例が多いが，国内においては都市交通の
他，地方交通においても鉄道敷を活用した事例が幾つ
かの路線で存在している。

当社が運行している BRT は，①鉄道敷を活用する
ことにより速達性，定時性が確保できる，②まちづく
りの各段階に合わせたルート設定，駅の増設等の柔軟
な対応が可能である，③地震，津波発生時も可能なと
ころまで自力走行でき，お客さまがより避難しやすく
なる，④専用道と一般道の併用により，早期の運行開
始が可能である，⑤フリークエンシーを高めることで
利便性が向上するなど，様々な利点を有している（図
─ 1）。

（2）運行の枠組み
BRT の事業スキームについては，従来から担って

いた地域の交通サービスを当社が責任を持って提供す
るという観点から，当社が道路運送法第 4 条に基づく
一般乗合旅客自動車運送事業（いわゆる路線バス事業）

特集＞＞＞　地域交通，スマートシティ，自動運転
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の許可を受け運行することとした。
しかしながら当社にはバス運行のノウハウがない

点，また地域のバス事業者との共存を図っていく観点
から，運行関係業務については当社グループ会社では
なく，地域のバス事業者に委託する形態が適当である
と考えた。

このスキームで運行開始するに当たっては，許認可
に時間を要することが予想された。一方，沿線からは
早期に振替輸送の改善を求める声が挙がっていた点，
および一刻も早く地域交通を確保することにより，地
域の復興に貢献していく必要があるという観点から，
気仙沼線においては，沿線の高校の 2 学期の開始に合
わせ 2012 年 8 月から鉄道の代行バスの位置づけで暫
定的なサービスを先行して提供することとした。その
後，手続きを完了して，同線では 2012 年 12 月から，
大船渡線では 2013 年 3 月から，当社がバス事業者と
なり地元バス事業者に委託する形態で運行を開始し
た。

なお，2015 年 6 月には気仙沼線 BRT の石巻・仙台
方面への利便性・速達性向上を目的として，前谷地～
柳津間を延伸している。

（3）設備等の整備
（a）専用自動車道整備
整備区間の選定にあたっては，橋梁などが流失した

箇所を避け，かつ整備効果を期待できる区間とし，
2012 年 8 月の気仙沼線の暫定的サービス提供開始時
には，陸前階上駅～最知駅間の約 2.1 km において供
用を開始した。

専用道の構造は，線路敷は元々単線区間であること
から幅員 4.0 m（1 車線）とし，土工区間においては，
残存したレール，マクラギ，上バラストまでを撤去し
たうえで舗装を行っている。舗装構成は，路床として
道床バラストとセメントの攪拌混合処理を行い，その
上に砕石路盤とアスファルト舗装を施した（図─ 2）。

幅員 4.0 m を確保出来ない橋りょうについては，既
存橋りょうの上部へのプレキャスト床版設置，桁切断・
拡幅や新設等，現地の状況に応じて改良方法を選定し
た。

1 車線のため，乗務員が目視で確認可能な距離に待
避所を設け，トンネル等，待避所の設置が難しい区間
については，合図信号機システムを設けることで，車
両進入を制御することとした（写真─ 1）。なお，従

図─ 1　BRTの利点

図─ 2　専用自動車道の舗装構成と舗装整備状況
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来の踏切は新たな交差点となるが，BRTの速達性確
保及び鉄道の仮復旧という観点から，交通管理者にご
協力頂き，交差道路の幅員や交通量に応じた交差道路
側の一時停止あるいは感応式信号機の設置，現示サイ
クルの調整等により，基本的には BRT車両の交差点
停車なしでの走行が可能となっている（写真─ 2）。
また，専用自動車道の出入口には一般車両の誤進入防
止のため，BRT車両から発信する電波により開閉す

るゲートを設置した。
専用道の延伸については，一般道との接続を考慮し
ながら，工事可能な箇所から随時整備して供用してい
くようにし，2018 年 7 月 1 日時点で，気仙沼線の専
用道延長は 35.5 km（柳津～気仙沼間の鉄道営業キロ
55.3 km に対する専用道整備率：約 64％），大船渡線
の専用道延長は 16.2 km（気仙沼～盛間の鉄道営業キ
ロ 43.7 km に対する専用道整備率：約 37％）となっ
ている。また，気仙沼線においては，宮城県が進める
バック堤整備に合わせ，県と協力して橋りょう改築 ･
復旧を進めているところであり，橋りょう前後の区間
及びその他の計画区間を合わせ，最終的には専用道整
備率を 9割程度まで高めていく計画である。大船渡線
についても，陸前高田市のまちづくり等と調整を行い
ながら，整備率を 5割程度まで高めていくことを計画
している。
（b）駅の整備・ルート変更
BRT は鉄道駅に停車することを基本としている
が，地元自治体からのまちづくり上の要請に基づい
て，駅の新設，移設を行ってきた（図─ 3）。震災後
の仮設の役所や病院などに合わせて駅位置を変更ある
いは新設しており，これまでに両線合わせて 11 駅を
新設し供用している。最近の動きの一例を取り上げる
と，2018 年 4 月 1 日には陸前高田市の新しいまちづ
くりにあわせて，中心市街地に新たに駅舎を建設した
上で陸前高田駅を移設し，暫定的に新設していたまち
なか陸前高田駅を廃止した。また，移設前の陸前高田
駅付近に栃ヶ沢公園駅を新設した。さらに，本設の高
田病院の開業にあわせ，新病院敷地内に高田病院駅を
移設した。加えて，気仙沼～盛間を走行する便につい

図─ 3　施設の整備状況

写真─ 1　専用道上の待避所

写真─ 2　交差点（感応式信号機）
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て，お客さまからの要望等を踏まえて，高田地区のい
くつかの駅を経由せずに短絡ルートを走行させること
で，速達性の高い便を設定するなど BRT の特性を活
かした柔軟な駅の配置やルート設定を行ってきた（図
─ 4）。

また，鉄道線と接続する盛駅，気仙沼駅については，
BRT の駅構内への乗入れを実施して対面乗継を可能
にし，乗換時の利便性向上を図っている（写真─ 3）。

（c）車両調達
BRT の事業者は当社であることから，車両は当社

が自ら調達する必要があった。新車の調達にあたって
は，当時は政府調達協定の手続きを行う必要があり，
一定の期間を要したため，気仙沼線の暫定運行開始時
には中古の大型バス 18 両を購入した。並行して政府
調達協定の手続きに則り新車の調達を行い，気仙沼線
と大船渡線の運行開始に合わせ大型のノンステップ型
ハイブリッド車両を順次投入して，2013 年 6 月中に

は当初計画の新車の投入を完了した。
なお，車両には沿線地域のキャラクターを取り入れ

た様々なラッピングを施して，地域の皆様に親しみを
もってもらえるよう工夫した。さらに，2014 年 4 月
には，乗車することが目的となるような「乗って楽し
い」車両として観光型 BRT や環境性能に優れた電気
BRT も導入している。
（d）運行計画
利便性の高いサービスを地域の皆様に提供し，地域

の復興を後押しするため，震災前の鉄道を大きく上回
るフリークエンシーの確保とパターンダイヤ化を行っ
た。気仙沼線本吉駅～気仙沼駅間においては，現在上
下 65 本，日中 30 分間隔のダイヤを実現し，鉄道が運
行されていた時の約 3 倍の本数を運行している。大船
渡線においても，陸前高田駅～盛駅間において上下
53 本運行しており，約 2.8 倍の本数を提供している。

特に，沿線高校の朝通学時間帯には運転間隔を最小
9 分とするとともに続行便を運行している。さらに試
験期間などには昼間帯でも続行便を設定するなどの柔
軟な対応を行い，輸送力の確保を図っている。
（e）その他のサービス向上に向けた取組み
気仙沼線の暫定運行開始時から，ロケーションシス

テムを導入しており，駅待合室の案内ディスプレイや
携帯電話で BRT の走行位置や遅れ時分などの情報を
確認することができる。

また，2013 年 8 月からは BRT 専用の IC カード
「odeca（オデカ）」のサービスを開始しており，2015
年 3 月からは，Suica をはじめとした交通系 IC カー
ドも BRT でご利用いただける様になっている。

図─ 4　高田地区でのBRT運行ルート

写真─ 3　盛駅における対面乗継
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3．BRTによる本格復旧

当初 BRT は仮復旧として運行してきたが，鉄道復
旧に関する課題解決の見通しが立たない中，両線区の
復旧方針をハイレベルで協議することを目的に気仙沼
線・大船渡線沿線自治体首長会議が国土交通省の主催
で開催された（第 1 回・2015 年 6 月）。沿線自治体か
らは営業主体が復旧方法について考え方を示すべき，
まちづくりとの関係からなるべく早く方向性を決める
べきとの意見を受けた。これを踏まえ，当社でも将来
に向けた考え方についてどのように示せるか検討を進
め，以下のような点を踏まえ，第 2 回会議（2015 年 7
月）において，当社より「復興に貢献する持続可能な
交通手段として，BRT を継続して運行させる」こと
を提案した。

①�道路整備の進捗とモータリゼーションの進行によ
り，震災前の時点で，大船渡線・気仙沼線は地域
の基幹交通としての鉄道特性を十分に発揮できる
水準とは言い難い状況となっていた点

②�新駅設置，復興の進捗に合わせた運行ルートや駅
位置の変更，速達性・定時性・利便性の確保によ
る機能の維持・向上といった事柄を実現し，地域
の実情に合致した交通手段となっている点

③�沿線自治体からの要望に基づく新駅設置，地域の
拠点としての駅の活用，交流人口の拡大に向けた
利便性向上，産業・観光振興による地域活性化等
地域のニーズに柔軟に応え，地域交通としての役
割を果たしていくことが可能である点

④�延伸が図られる三陸道を利用した高速バスとの連
携や，フィダー交通と連携した交通ネットワーク
の確保の観点から，両線の担ってきた機能の提供
には，引き続き BRT が最もふさわしい交通手段
である点

その後，各沿線自治体を中心とした地域の議論を経
て，2016 年 3 月までに全沿線自治体との間で，BRT
を継続して運行すること（本格復旧）を受け入れるこ
とで合意した。合意に至る議論の中で，各自治体から
は専用道整備による速達性・定時性の確保など地域交
通活性化への貢献，交流人口の拡大に向けた取組み，
産業や観光の振興による地域活性化等に関するご要望
をいただいた。

今後も沿線各自治体等と協議を進め，ご利用される
お客さまにとって利便性の高いサービスを提供できる
よう努めていく。

4．おわりに

これまで当社は地域の基幹となる公共交通が機能し
ない状態が長く続くと地域の復興に悪影響を与えるこ
とになるため，BRT の仮復旧により交通手段の確保
を図ることとし，まちづくりの進捗に応じた交通手段
の提供，多くのお客さまにご利用頂ける高い利便性の
提供を実現してきた。

BRT による本格復旧という方向性が固まったが，
今後も引き続き地域のニーズに柔軟にお応えし，ま
た，路線バスやデマンド交通などの二次交通と有機的
な連携を進めることで，より多くのお客さまにご利用
いただける，地域に根差した交通手段として地元と共
に育てていきたいと考えている。

�

［筆者紹介］
大口　豊（おおぐち　ゆたか）
東日本旅客鉄道㈱
執行役員，総合企画本部　復興企画部長
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新潟市における BRT と新バスシステム
持続可能な公共交通体系の構築を目指して

小　林　久　剛

本市の BRT は，従来のバスのイメージを一新する次世代バスシステムのことであり，連節バスを核とし，
より早く，より正確な時間に，より多くの人を運べるシステムを目指している。また，新バスシステムと
は，多くの路線がまちなかで重複していた区間を，BRT の導入により集約・効率化し，それにより生じ
た余力（車両や運転手）を郊外に投資し，郊外路線の増便や路線の新設を含めたバス路線の再編を行うこ
とで，将来にわたって持続可能な公共交通体系の構築を目指すものである。
キーワード：BRT，次世代バスシステム，新バスシステム，バス路線再編，連節バス

1．はじめに

新潟市は，平成の大合併の中でも最大となる 14 市
町村との合併を経て，平成 19 年 4 月 1 日に本州日本
海側初の政令指定都市となった。

人口減少や高齢化の進展など全国的に同様な情勢を
背景に，都市の活力を維持・発展させ，合併各地域の
拠点間の連携を図り都市の一体化を理念とした「田園
に包まれた多核連携型都市」として，新潟らしいコン
パクトなまちづくりを目指しており，これは都心を中
心とした放射状・環状の連携軸を強化することで，各
地域との連携を高める都市の実現を図るものである。

この理念に即した都市を実現するためには，誰もが

利用可能な移動手段である公共交通を維持・拡充する
必要があるが，過度なマイカー依存といった現状を背
景に，バス利用者の減少によって路線の減便や廃止を
繰り返す悪循環が長く続くなか，この悪循環からの転
換を図り，将来にわたって持続可能なバス交通体系を
構築することを目的とした BRT 導入とバス路線再編
について紹介する。

2．総合交通計画「にいがた交通戦略プラン」

多核連携型都市の構築を目指し，本市における交通
政策の基本理念と，短・中期的（平成 20 年度からの
概ね 10 年間）に取り組む基本方針をとりまとめた「に

図─ 1　都市内交通体系の基本概念図

特集＞＞＞　地域交通，スマートシティ，自動運転
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いがた交通戦略プラン」では，①移動しやすい都心を
形成する基幹公共交通軸の形成，②都心と郊外を結ぶ
都心アクセスの強化，③各地域内を移動しやすくする
生活交通の確保といった 3 つの柱を基本としている。

ここで位置付けられている基幹公共交通軸とは，
JR 新潟駅を起点に，大型商業地「万代」，信濃川に架
かる重要文化財「萬代橋」，港町の歴史が漂う中心街「古
町」のほか，多数の主要施設が集積する「鳥屋野潟南
部地区」などの主要拠点を結ぶ日の字型のルートと
なっている（図─ 1）。

本市の公共交通は，JR と民間バス事業者 1 社で主
なネットワークが構築されているが，この基幹公共交
通軸においては，中量輸送公共交通をイメージした新
たな交通システムの導入を目指し，まずは既存バスの
機能を高めていくこととして，これまでに「オムニバ
スタウン事業（平成 19 ～ 24 年度）」などにより，バ
ス IC カードの導入支援をはじめ，循環バス路線の新
設やバス停上屋整備など，バス利用環境の向上施策を
進めてきた。

しかしながら，バス利用者数の減少は長く続き，こ
のことが郊外路線の減便や廃止につながるという悪循
環を繰り返すなか，高齢者をはじめとしたマイカーを
運転し難い方々の移動手段を確保することは，引き続
き喫緊に解消すべき課題となっていた。

なお，この原稿を執筆している時点においては，現
行戦略プラン策定から概ね 10 年が経過するなか，こ
れまでの取り組みの検証を行い，今後の 10 年間を見
据えた新たなプランの策定に取り組んでいる。

3．BRTとバス路線再編

（1）「新たな交通システム導入基本方針」
本市では，基幹公共交通軸への新たな交通システム

の導入に向け，有識者からなる「新たな交通システム
導入検討委員会」を平成 22 年度に設置し，ルートや
システム，導入シナリオなどの提言を基に「新たな交

通システム導入基本方針」を平成24年2月に策定した。
この基本方針では，BRT を「次世代型バスシステム」

と定義し，早期の BRT 導入を目指し，事業方式は公
設民営方式とするほか，トータルデザインを取り入れ
るなど，この後実現化される方向性が明確にされた。

（2）公設民営方式と事業者提案
基本方針で示された事業方式である公設民営方式

は，市が車両・走行空間・BRT 駅・運行管理設備な
どを整備・所有し，民間バス会社が車両や施設等を用
いて運行を担うものである（図─ 2）。

このなかで導入する BRT は，既存バス路線を包含
する新たなネットワークの構築になることから，既存
バス路線の運行事業者に第一提案権を付与して事業内
容を公募した。

事業者からの提案は，BRT 導入に伴う新しいバス
路線網の考え方として，多くのバス路線が新潟駅と郊
外を結ぶ長大路線であり，まちなかでは路線が重複し
て過剰な台数が走行している一方で，郊外では減便や
廃止が続いている現状を踏まえ，バス路線を再編する
としたものであった。

具体的には，まちなかにおいては BRT を幹線とし
て位置づけ，BRT 路線上に整備する交通結節点の機
能を活かし，交通結節点で郊外バス路線から BRT に
乗り継ぐことによって路線を集約・短距離化し，まち
なかでの過剰な運行を効率化させ，余力となった運転
手や車両を郊外路線の増便に充てることで，バスサー
ビスの向上を図るものであった（図─ 3）。

この提案により BRT の事業者を新潟交通株式会社
に決定するとともに，「新潟市 BRT 第 1 期導入計画」
を平成 25 年 2 月に策定した。

（3）「新潟市 BRT第 1期導入計画」
策定した導入計画では，BRT 導入とバス路線再編

をあわせて「新バスシステム」と名称づけ，早期の導
入を目指すこととした。

図─ 2　公設民営方式の事業スキーム
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BRT の運行区間については，まちなかの路線集約
と既存のバス路線との関係から，新潟駅前から古町・
本町，市役所を経由し青山までの約 7 km とし，鉄道
および郊外バスとの接続が可能となるよう，4 か所の
交通結節点を位置付けた。また BRT 路線には輸送力
の高い連節バスを導入し，まちなかの運行のさらなる
効率化を図った（図─ 4）。

BRT 路線は，時刻表を気にせず利用できる運行頻
度を確保することとして，朝夕ピーク時間は 3 分間
隔，日中は 10 分間隔の運行とし，車両は当初，連節
バス 4 台と一般バス 20 台でスタートさせ，その後連
節バスを追加し，最終的に 8 台の導入を目指すことと
した。

走行空間は，新潟駅から古町間の約2 kmにおいて，
現状が右折可能な交差点が少ない道路環境であるこ
と，また歩行者の道路横断による左折車両の滞留など
を踏まえ，一般車両との交錯を回避して BRT の走行
性・速達性を高めるため，道路中央部への専用走行路
の設置を目指すこととした。

しかしながら，道路中央部への専用走行路の設置は
本市では設置事例がなく，市民の不安や懸念もあった
ことから，既存の交通規制のなかで運行を開始し，運
行開始以降に現地検証や交通の流れを確認しながら段
階的に取り組むこととなった。

図─ 3　新バスシステムのねらい

図─ 4　BRT第 1期導入区間
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（4）運行事業協定とバス路線再編
BRT・新バスシステムを進めるにあたり，市民や

バス利用者からの理解を深めることが最重要と捉え，
平成 25 年度は市報での連載のほか，市民向けの説明
会などを繰り返し延べ 119 回開催し，5,048 人から参
加いただき，乗り換え負担の軽減や運行面などさまざ
まな意見を，施設の設計や情報案内の強化などに反映
した。

これを経て平成 26 年 4 月に締結した「新バスシス
テム運行事業協定」では，便数など運行サービスを確
保することを大きな目的とし，バス事業者が営業する
総走行距離の維持や，バス事業者との役割分担などを
明記することにより，事業開始に向けての取り組みを
加速させていった。

本市で初めてとなる連節バスの導入にあたっては，
外国社製であることなどを理由に市民からさまざまな
意見をいただいたことから，他都市で運行している連
節バス車両を試走させ，本市の道路環境下での状況を
確認したことをはじめ，障がい者をはじめ市民が参加
した試乗会での意見を，座席の向きやステップの高
さ，手すりなど車内環境の仕様に取り入れた。さらに
は，国内の標準値に適合した車両幅や軸重を求めたほ
か，当時の国内で適用されていた最新の排出ガス規制
である「ポスト新長期規制」に，連節バスとして初め
て適合させることで，本市 BRT の象徴的な車両とな
るよう設計・製造した。

バスを乗り継ぐ交通結節点については，乗り換えに
よる移動時間や利用者の負担軽減を考慮し，乗り換え
のために横断歩道を渡ることのない歩行者導線を基本
とし，風雨を防ぐための上屋や暴風壁，バスの位置情
報や次発時刻を発信する情報案内システムなどを整備
した。特に市役所ターミナルでは 20 座席を有する待
合所を設置した（写真─ 1）。

また，青山結節点では隣接する大型小売店舗の協力
により，店舗内のイートインスペースにバスインフォ
メーション施設を設置し，乗り継ぎ時間の有効活用が
可能な環境を作ることができた。

BRT 路線は名称「萬代橋ライン」として，平成 27
年 9 月 5 日の開業時においては 309 本／日（平日）を
運行し，郊外バス路線の重複区間を BRT との乗り継
ぎにより解消することで，長期的に減便が続いていた
状況から，郊外バス路線を中心に 452 本増便すること
ができた（計画策定時である平成 24 年比）。

4．開業以降の状況

新バスシステムの開業以降，路線が使いやすくなっ
たという評価や連節バスに高い興味・関心を抱いてい
ただいた一方で，開業直後は連節バスへの利用者の集
中と運賃システムの不具合によって運行ダイヤに遅れ
が発生した。

運賃システムは早期に復旧したが，運行ダイヤへの
対応はバス事業者と協議を重ね，当面はすべてのバス
停に停車していた連節バスを，停車バス停を限定的に
する快速運行とすることで利用者の集中を回避させ，
さらに運行実態に適合したダイヤ改正を平成 27 年 12
月に行うことで，定時性の確保を図った。

また，郊外バス路線については開業時に大幅な増便
が図られた一方で，まちなかを運行する BRT との乗
り継ぎが新たに必要となったことで，中心市街地であ
る古町地区へ行きにくくなったという声を特に多くの
高齢者からいただいた。

このことを受け，翌年 3 月のダイヤ改正では，増便
した郊外バス本数を 144 本減らす代わりに，平日の朝
夕ピーク時に集中する利用者への対応として運行して
いた，乗り換え無しで郊外とまちなかとを直行するダ

写真─ 1　連節バス「ツインくる」と市役所ターミナル
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イレクト便について，主に高齢者の買い物や通院利用
に対応するため，日中や土休日にも設定するなどの改
善を行った。

このほか，日常的に運行する連節バスについても，
懸念のあった本市の地域的な特性である積雪時での運
行（写真─ 2）に特に問題がなかったことなどから，
BRT に対しての批判的な意見も徐々に少なくなり，
また公募による愛称「ツインくる」として子供たちに
親しまれるなど，新バスシステムは幹線である BRT
の高い定時性による運行の安定化とともに，利用者か
らの信頼性も高まりつつあると考えている。

新バスシステムの開業後 1 年間のバス利用者数につ
いては，開業前と比較して 0.8％増加し，2 年目にお
いても 1 年目と比較して 2.5％増加したことをはじ
め，古町地区のバス停利用者数についても，開始から
約半年経過した平成 28 年 3 月以降は前年の同月比較
で前年並みの利用者数で推移し，さらに郊外部でのバ
ス利用者数も前年を上回ってきていることから，これ

まで長く続いてきたバス利用者の減少による悪循環か
らの転換を図り，持続可能な公共交通体系を構築する
ための土台ができつつある。

5．今後の取り組み

第 1 期導入区間において，さらなるバスの集約と効
率化による機能向上を目指すなか，専用走行路の設置
に向け，平成 28 年 11 月に BRT 運行区間内の駅前通
バス停において，市民から実際に設置状況を体験して
いただくとともに，周辺道路交通への影響を確認する
ため，路上バス停を設置する社会実験を行い，現在で
はこの検証結果に基づき，関係機関とともに今後の交
通量の変化やバス利用の視点などを踏まえ，実現に向
けた検討を進めている。

これと併せ，本市の拠点性強化に向けた起点として
整備を進めている新潟駅付近連続立体交差事業による
高架下交通広場の供用を見据え，新潟駅南口から鳥屋
野潟南部方面への BRT 第 2 期計画を進めるなど，基
幹公共交通軸のさらなる強化を図るとともに，これに
結び付くフィーダー線の整備によって，将来にわたっ
て誰もが移動しやすい公共交通体系を持続させていき
たいと考えている（図─ 5）。

�

写真─ 2　積雪時の連節バスの走行

図─ 5　今後の事業展開イメージ

［筆者紹介］
小林　久剛（こばやし　ひさよし）
新潟市都市政策部
都市交通政策課　新交通推進室
室長
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鉄道廃線敷を活用した新交通（BRT）の導入
茨城県日立市での導入事例の紹介

佐　藤　祐　一・田　所　邦　友・広　瀬　悠　介

現代社会において，人口減少や少子高齢化，ライフスタイルの多様化が進む中，地域公共交通の確保 ･
維持は非常に喫緊な課題となっている。

本報では，2005 年 3 月に廃線となった地方鉄道「日立電鉄線」の廃線敷を活用し，従来の路線バスよ
り定時性 ･ 速達性に優れ，鉄道より運行ルートや停留所などの設定に自由度が高い交通システムである
BRT（Bus Rapid Transit：バス高速輸送システム）を導入した日立市の事例を紹介するとともに，今後
の課題について報告するものである。
キーワード：鉄道廃線敷，BRT，バス専用道路，公共交通，公設民営方式

1．BRT導入の目的と背景

日立市は，茨城県の北東部に位置し，東に太平洋を
望み，西に阿武隈山系の山々が連なる豊かな自然に恵
まれた人口約 17.9 万人の都市である。

鉱業，電気機械産業を中心に発展してきたものづく
りのまちであり，JR 常磐線の各駅を中心に形成され
ている市街地に大規模事業所が立地している。

都市構造上，海と山に挟まれた臨海部に人口と交通
が集中しており，国道 6 号の旅行速度が県内最下位で
あるなど，慢性的な交通渋滞が課題となっている。

また，近年では，大規模事業所の分社化や人員配置
転換等により，人口減少が加速している。

2005 年 3 月までは，日立市中南部の臨海部と常陸
太田市の中心市街地とを結ぶ全長 18.1 km の地方鉄道

「日立電鉄線」が運行（図─ 1）しており，長年通勤
通学者の足として親しまれてきたが，利用者の減少及
び鉄道施設の老朽化により経営が悪化し，廃線となっ
ている。

また，路線バスについても，利用者の減少が顕著で
あり，図─ 2 に示すように，1995 年度から 2014 年度
までの 20 年間で利用者が約 1/4 に減っている。 

これは，人口減少や少子高齢化，モータリゼーショ
ンの進展，ライフスタイルの多様化など全国共通の要
因だけではなく，南北の主要幹線道路で慢性的に発生
する道路交通渋滞に伴い路線バスの利便性が損なわれ
ているという日立市固有の要因も内在していると想定
される。

そこで，地方鉄道の廃線を契機に，南北方向に新た
な公共交通幹線軸を形成し，交通渋滞の軽減を図ると
ともに，今後の更なる高齢化を見据え，過度に自動車
に依存しない歩いて暮らせるまちづくりを進めるた
め，BRT を導入することとした。

図─ 1　日立電鉄線　路線略図

図─ 2　路線バス利用者の推移

特集＞＞＞　地域交通，スマートシティ，自動運転
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新たに導入する交通システムを BRT とした理由
は，専用の走行空間を有することで，従来の路線バス
より定時性や速達性に優れ，また，鉄道より整備費用
が安く運行ルート設定や停留所設置などの自由度が高
いという優位性を有しており，将来にわたって持続可
能な交通手段であると考えられるためである。

2．全体計画（表─ 1，図─ 3）

（1）専用道の法的位置付け
車両の走行空間を位置付ける法律には，道路法（第

2 条第 1 項）と道路運送法（第 2 条第 8 項）があるが，
道路運送法では，交通事業者が基盤整備を行わなけれ
ばならず，また，一般の道路との平面交差が原則不可
となることから，道路法に基づき整備を進めている。

なお，道路法上の道路は，一般交通の用に供する道
路であるため，BRT 車両以外の通行を制限する目的
で，道路交通法（第 4 条）に基づく交通規制（路線バ
スを除く車両通行止め）を適用することとした。

（2）段階的整備計画
BRT 導入の基本的枠組みを定めた新交通導入計画を

策定した 2011 年当時は，専用走行空間を有する BRT
の導入事例が少なく，整備手法や事業効果の検証が必
要であったこと，また，市民の理解を深めるため早期
に効果を発現する必要があったことなどから，全区間
を同時に整備するのではなく，優先性や事業性などの
観点からⅢ期に分け，段階的に整備を進めている。

なお，ルートについては，鉄道廃線敷の活用を基本
としながら，生活利便施設等の都市機能及び居住機能

が集約する拠点を経由することとし，各期の整備着手
時における社会状況や交通状況を踏まえ検討すること
とした。

（3）事業主体
BRT の運行は，利用者負担に基づく独立採算制が

原則であるが，地方都市では，交通事業者の自主的な
努力のみでは維持が困難な状況にあるため，公設民営
方式を採用し，施設整備については行政が行い，交通
事業者による効率的かつ経済的な運行と質の高いサー
ビスの提供を可能とした。

（4）運行区間
鉄道廃線敷のうち，南北方向 8.5 km の区間（旧久

慈浜駅⇔旧鮎川駅）に専用走行空間を有する BRT を
整備することとした。

また，鉄道運行時から要望が多かった日立駅までの
延伸についても，新たに専用道を整備する方針で検討
を進めている。

（5）横断構成
鉄道廃線敷の標準的な用地幅が 7.5 m であったた

め，4.0 m の専用道と 3.5 m の歩道を整備することと

表─ 1　BRT全体計画概要

計画区間 日立おさかなセンター～ JR 日立駅
距離 約 14 km（うち専用道約 13 km）

標準幅員 7.5 m（バス専用道路 4 m，歩道 3.5 m）
停留所配置 旧鉄道駅及び旧鉄道駅間に 1 箇所以上
交差点処理 専用道側に遮断機を設置

運行頻度
（平日）

朝ピーク時：6 分間隔
夕方ピーク時：12 分間隔
オフピーク時：15 分間隔

運行本数
平日 77 本／日（往復 154 本／日）
休日 68 本／日（往復 136 本／日）

運行時間帯 5 時台～ 23 時台
表定速度 20 km／時（一般道 15 km／時）
整備方式 公設民営方式

法的位置付け
道路法（道路交通法の交通規制によるバス専
用道路） 図─ 3　BRT概要図
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した。
全線に歩道を併設することとした理由は，安心して

通行できる歩行者空間を確保することにより，高齢者
などの健康増進及び交流促進の効果が期待されるため
である。

（6）サービスレベルの向上
鉄道時代より高いサービスレベルを確保するため，

停留所については，旧鉄道駅に加え旧鉄道駅間に最低
1 箇所設けることとした。

また，通勤者等の早朝や深夜の利用，鉄道との乗り
継ぎ利用を考慮した 5 時台から 23 時台の運行時間を
設定するとともに，オフピーク時間帯でも 15 分間隔
の運行頻度を確保することとした。

さらに，通勤通学先となる大規模事業所や学校，商
業観光施設等への接続性を強化するため，一般道への
乗入れを行うこととした。

3．第Ⅰ期計画（表─ 2）

2013 年 3 月に第Ⅰ期区間での運行を開始し，また，
2018 年 3 月には第Ⅱ期区間での暫定運行を開始した。
第Ⅱ期区間については，JR 大甕駅舎改築工事等の影
響により，一部未整備区間があるため一般道を経由す
る暫定ルートでの運行を行っており，2019 年春頃に
本格ルートでの運行を予定している。

そのため，本稿では，整備が完了し，利用者の動向
等が明らかになっている，第Ⅰ期区間に関して紹介す
る。

第Ⅰ期区間は，BRT の利便性等を PR するトライ
アル区間に位置づけており，JR 横断構造物などの施

設整備が必要なく短期間で整備ができ，沿線に学校や
リゾートホテルなどの施設があり短い区間でも一定の
利用者が見込まれることから，JR 大甕駅と道の駅「日
立おさかなセンター」とを結ぶ 3.2 km の区間とした。

（1）専用道の整備（写真─ 1）
第Ⅰ期区間 3.2 km のうち，1.3 km に専用道を整備

し，停留所を 6 箇所，視距確保が困難な場所 2 箇所に
待避所を設けた。

また，トライアル区間であることから，より安全な
歩行者空間を確保するため歩車道間に防護柵を設置
し，物理的に歩車道を分離することとした。

（2） 交通ターミナル，交通広場の整備（図─ 4，5，
写真─ 2，3）

起終点となる道の駅「日立おさかなセンター」には，
新鮮な地魚を提供する飲食店等があり，道路利用者の
ための休憩施設としてだけではなく，それ自体が観光
拠点となり，交流人口の拡大が期待される施設であっ
た。

しかし，駐車場やイベントスペースが不足していた
ことから，バスターミナルの整備に併せて大型車も利
用可能な駐車場やイベント開催が可能な多目的広場，表─ 2　第Ⅰ期計画概要

運行区間 日立おさかなセンター～大甕駅
運行距離 3.2 km（うち専用道 1.3 km）

停留所配置 12 箇所（専用道内 6 箇所）
運行本数 平日 34 本／日（往復 68 本／日）

休日 25 本／日（往復 50 本／日）
運賃 190 円～ 200 円

整備内容 ・バス専用道路
・�交通ターミナル（バスターミナル，多目的広

場，駐車場 69 台，トイレ等）
・�交通広場（P ＆ BR 用駐車場 19 台，駐輪場

48 台，モニュメント）
・運行管理システム
・車両（2 台）
・付帯施設（バスシェルター等） 図─ 4　交通ターミナル配置図

写真─ 1　BRT専用道
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地域の観光情報の発信機能を備えたシェルターやトイ
レなどを整備し，地域の魅力づくりに努めた。

また，鉄道時代に車両基地があった旧久慈浜駅跡地
には，鉄道の歴史を後世に残すため，車両のレリーフ
や路線図を配した鉄道記念モニュメントを建造したほ
か，実際のレールや転轍機を置き，縮小版のホームを
再現した。

そのほか，車や自転車から BRT に乗り換えできる
パーク＆バスライド用の駐車場を設けた。

（3）運行管理システムの導入（図─ 6）
車両の安全な運行及び利用者の利便性向上等を支援

するため，一般車両の誤侵入防止と専用車両のスムー
ズな通行を実現するバーゲート制御機能，対向車の存
在を知らせるすれ違い支援機能及び停留所への車両接
近案内機能を備えたシステムを導入した。

（4）トータルデザインの採用（図─ 7）
従来の路線バスとの差別化を図り，BRT の新規性

を PR するため，車両やバスシェルター，停留所サイ
ンなどの施設から，時刻表や関連グッズに至るまで，
日立市の特徴である海と桜をモチーフとしたトータル
デザインを採用した。

（5）サポーターズクラブの設置
第Ⅰ期区間は，東日本大震災による津波被害を受け

た地域であり，BRT については，単なる公共交通と
してではなく，地域活性化策としても大きな期待が寄
せられていた。

そこで，行政や交通事業者など供給側が中心となり
進めてきたこれまでの公共交通の反省を活かし，地域
住民が主体的に BRT 及び BRT を活かしたまちづく
りを計画段階から検討することとし，沿線住民や企
業，高校，産業団体など，計 22 団体で構成するサポー
ターズクラブを設置した。

サポーターズクラブでは，車両や停留所のデザイン
をはじめ，バス停の位置や名称，運行ダイヤなどにつ
いて，検討を行ったほか，BRT を利用して地域へ訪
れる方を増やすため，イベントでの名産品の販売や沿
線マップの発行を行うなど，利用促進活動も行ってい
る。

図─ 5　交通広場配置図

写真─ 2　交通広場（南部図書館）

写真─ 3　鉄道記念モニュメント

図─ 6　運行管理システム概要図
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4．第Ⅰ期計画の効果及び課題

（1）利用者数
2013 年度の利用者数は，BRT 運行前の鉄道代替バ

ス利用者の約 4 倍に当たる約 13.7 万人であった。
また，2014 年度が約 14.3 万人（前年比 4.4％増），

2015 年度が約 15.3 万人（前年比 7.0％増），2016 年度が
約 15.7 万人（前年比 2.6％増）と，順調に利用者を増
やしている。

（2）アンケート調査
2013 年 10 月に実施した地域住民を対象とした

BRT 第Ⅰ期区間に関するアンケート調査において，
80％を超える方が，時間通りの運行及び目的地への所
要時間について，満足していると回答している。

その一方で，BRT を利用していない理由として最
も多かったのが，主に車で移動しているからの 35％
であり，いかに自家用車から BRT への転換を図って
いくかが課題である。 

（3）考察
一定以上の利用者と評価を得られた要因としては，

計画段階から地域のニーズを把握し，協働の取り組み
を進めてきたことに加え，定時性・速達性を有する
BRT が移動手段として信用と信頼を得られたことと
評価している。

しかし，第Ⅰ期区間は運行距離が短く，主要幹線道
路における交通渋滞の解消及び渋滞の解消による環境
負荷の低減，あるいは，沿線地域の活性化などの効果
については，検証に至っていない。

今後は，第Ⅱ・Ⅲ期計画の推進により BRT の利便
性向上を図るとともに，BRT を活かしたまちづくり
を進めることでマイカー中心のライフスタイルからの
脱却を図っていくことが求められている。

5．今後の方針

現在は，2019 年春頃の本格運行開始を目指し，第
Ⅱ期計画である JR 大甕駅と JR 常陸多賀駅を結ぶ約
6.2 km の区間において，専用道約 4.8 km の整備を進
めている（図─ 8）。

第Ⅱ期区間は，住宅地を縦貫し，沿線に多くの企業
や事業所が立地するなど交通需要が多いことなどから
専用道の他に並走する一般道の新設，交通結節点とな
る大甕駅に自由通路や駅前広場を新設するなど，交通
結節機能の強化を図っている。

また，利便性の向上を図るため，一般道への乗り入
れを含め，複数の運行ルートを設ける予定であり，安
全かつ円滑な専用車両の通行及び利用者への分かりや
すい運行情報提供を可能とする運行管理システムの機
能拡充を行っている。

さらに，誰でも健康で生き生きと暮らせる持続可能
な都市の実現を目指し，コンパクトシティ・アンド・

図─ 7　トータルデザインされたデザイン群

図─ 8　大甕駅西口完成イメージ
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ネットワークの考え方から，まちづくりと連携した公
共交通ネットワークの再編や，BRT 沿線への都市機
能や居住機能の集積を誘導する取り組みを検討してい
る。

6．おわりに

BRT は，鉄道より整備費，維持費が安く，柔軟性
もある交通システムであるため，地方都市における鉄
道廃線敷の活用方法として有効であると考える。

ただし，将来にわたって持続可能な公共交通とする
ためには，地域住民等との協働体制を構築し，全線活
用ありきではない，地域のニーズに合った運行ルート
や停留所配置を検討するとともに，鉄道より高いサー
ビスレベルを確保し，今まで公共交通を利用していな
かった人の潜在的な需要を喚起することが重要であ
る。

�

広瀬　悠介（ひろせ　ゆうすけ）
日立市都市建設部　新交通推進課
主事

田所　邦友（たどころ　くにとも）
日立市都市建設部　新交通推進課
副参事

［筆者紹介］
佐藤　祐一（さとう　ゆういち）
日立市都市建設部
参事補（兼）新交通推進課長
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マイカー空席「見える化」による 
過疎地の交通課題解決
天塩～稚内「相乗り交通」取り組み

齊　藤　啓　輔・菅　原　英　人

人口減少，少子高齢化，公共交通の脆弱化がトレンドとなっている過疎地において，生活インフラ拠点
まで高齢者等の移動制約者のための新たな地域モビリティを ICT 活用によるマイカーの空席を可視化す
ることで実施した全国初の中長距離コストシェア型ライドシェア（相乗り交通）による新たな地域モビリ
ティ構築について紹介する。
キーワード：ライドシェア，地域モビリティ，シェアリングエコノミー，プラットフォーム

1．はじめに（取り組みの背景）

今後，人口減少社会に直面しつつあるわが国におい
て，地域の持続可能性を維持し高めるためには，地域
内及び地域間で人やモノの循環を生み出し，流動性を
高めることが必要である。2015 年に閣議決定された
第二次国土形成計画では，対流促進型国土の形成が示
され，地域内における生活機能の維持が求められてい
る。人口と財政規模が縮小する地域での生活維持のた
めの移動インフラとしての公共交通のあり方が問われ
ている。地方部の中山間地や大都市圏から離れた人口
低密度地域の多くは公共交通が空白または極めて不便
な地区を抱えているが，そのような地域では，自家用
乗用車を利用することができない高齢者などの移動制
約者のモビリティをいかに確保するかが早急に求めら
れている。北海道天塩町は，北海道の北西部に位置し，
最北の稚内市から南に約70 kmに位置する人口約3,200
人の酪農と漁業の町である（図─ 1）。国内 4 番目の

長流「天塩川」の河口に位置し，かつて明治後期から
大正期にかけては，流域の豊富な森林資源の木材集積
地として発展し，当該地域における中核都市の一つと
なった（写真─ 1）。しかし，森林資源の減少と安価
な輸入木材，ニシンの不漁から 1955 年を人口ピーク
に 60 年間で約 3 分の 1 に減少した。町内を通ってい
た鉄道（国鉄羽幌線）は 1987 年に廃止され，以降，
移動するための町内から出発する公共交通機関は路線
バスのみである。道路整備の進展とモータリゼーショ
ンの普及により今日では自家用車が多くの住民の移動
手段となっている。しかし，自家用乗用車を単独で利
用することができない高齢者など移動制約者にとって
喫緊の課題となっていたのが，病院へ通うための移動
であった。町内にも町立の病院が存在するが，内科と
整形外科のみであり，一番近い総合病院のある稚内市
まで，直行する公共交通機関は無く，路線バスと鉄道
を乗り継いで片道約 3 時間を要し，日帰りすることが
不可能であった。自家用車であれば，片道約 1 時間程

図─ 1　天塩町の位置 1 写真─ 1　最北の長流「天塩川」の河口に位置する天塩町

特集＞＞＞　地域交通，スマートシティ，自動運転
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度で移動することが可能である（図─ 2）。取り組み
開始前の住民アンケートでは，「自分が自動車の運転
や利用ができなくなったら？」という質問に対して「非
常に困る 57％」，「ある程度，困る 41％」と殆どの住
民が自家用車による移動に依存し，それが自力で不可
能になった場合の不安感を持っていることがうかがえ
た。

このような既存の公共交通機関による移動制約者の
モビリティ確保が困難な場合，自治体の運営でコミュ
ニティバスやデマンドバスを用いて補完しようする取
り組みが全国的に散見される。また，既存の公共交通
事業者や国に対して既設路線網の存続維持，不便性を
解消するための要望，陳情といった活動に終始するこ
とが少なくない。しかし，前者においては複数の利用
がある時間帯が極めて少なく，乗合率を向上させるこ
とは現実的に困難であり，結果的に車両一人当たりの
運行コストは上昇し個別輸送と等価になってしまう傾
向にある。天塩町の場合においては，既存スキームに
よれば 70 km 先のインフラ拠点まで町が直行バスを
運行させるということになるが，財政力の限られた小
規模自治体にとって巨費を投じ，運行を持続させるこ
とは財政的に困難である。また，本来的に採算性や収
益性が見込めない運行を交通事業者や自治体への補助
金の追加や増額などで存続させること自体が今後の人
口減少トレンドの中で現実的ではない。

こういった状況をもとに，既に住民が生活の足とし
て日常的に移動させている「自家用車の空席を有効活
用できないか」という切り口で着想に至った。

2．相乗り交通のスキーム構築と運用指針

近年，シェアリングエコノミー（個人等が保有する
活用可能な未利用・遊休資産等をインターネット上の
プラットフォームを介し，他の個人等も利用可能とす
る経済活性化活動）により，地域の課題解決や活性化

のため国（総務省，内閣府）が導入及び普及推進を検
討している。相乗り（ライドシェア）もこの中に含ま
れ，個人が所有する自家用車の遊休及び未利用の車両
や空席を活用することで課題解決を図ろうとするもの
である。全国的な統計では，移動する車両の 97％が
空席のある状態で移動しており，生産性の向上や環境
問題の要素も内包している。一括りにライドシェアと
いっても「乗りたい人が，乗りたい車両を，乗りたい
時，行きたい場所まで手配する『オンデマンド型』」
と「ドライバーに予め，移動目的と予定があり，移動
に要したガソリン代等の実費相当分を同乗者で折半す
るヒッチハイクのような『コストシェア型』」がある。
天塩町においては，既に実際的な生活圏となっている
稚内市までの移動に限定し，後者の仕組みを導入する
こととした。このことで，ライドシェア導入で論議の
一つとなるタクシーなど既存旅客事業者の民業圧迫と
ならない配慮（※ 1）を講じた。また，取り組みを開
始するにあたっては自動車による運送における運用面
で既存法制度において，どのような取り扱いの下で行
うか協議検討を行った結果，既存法制度において公共
交通が脆弱である過疎地において公共交通空白地域有
償運送制度（道路運送法第 79 条）等に基づいた運用
形態では運行業務を担う事業組織の設置など仕組みの
構築，運行管理業務などの維持にコストや労力を著し
く要すことでの人的・財政的負担に加え，実際的に利
便性の高い仕組みを作ることが困難であると判断し，
道路運送法の適用外（※ 2）による運用によるものと
した。

3．移動車両の可視化とマッチングの仕組み

総合病院など生活インフラ機能のある稚内市まで日
常的に移動する自家用車の空席を利活用する仕組みを
運用するために必要なプロセスとして，移動車両の可
視化とマッチングであった。天塩町においては，イン

図─ 2　天塩町と稚内市の移動手段模式図
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ターネット上で国内最大級の中長距離コストシェア型
の相乗りマッチングサービスに特化して運営している
事業者（N 社）と提携し，当該プラットフォーム（WEB
ページ）に天塩―稚内間の特設ページを構築し，登録
ドライバーが事前にドライブ予定を登録することで，
移動予定のある車両を可視化する（図─ 3，4）。次に，
通院などで移動したい高齢者など移動制約者が，適
宜，ドライブ予定から都合の合致する移動車両を選択
し，相乗り申請を行う。ドライバーの承認が得られれ
ばマッチングが成立し実際に相乗りによる移動が行わ
れる。ここで課題となったのは，デジタル・ディバイ
ド（情報格差）である。自家用自動車を保有若しくは
運転できない高齢者など移動制約者のほとんどはイン
ターネットやスマートフォンなどの通信デバイス機器
を使用または保有しておらず，また，当該目的のため
に購入，操作することが困難でありインターネット上
に可視化された移動車両情報を自ら閲覧参照すること
が不可能であった。この点を解消するため，同乗を希
望する町民が，町役場に電話または窓口にて担当ス
タッフが希望する日時・目的地などの移動内容を聞
き，相応しいドライブ予定を参照・抽出し，担当者が
代理でマッチングを行う仕組みを築いた。

4．運用（実証実験）の開始

2017 年 3 月，天塩―稚内間相乗り交通の実証実験
を開始した（写真─ 2）。開始に際して，町民ドライバー
を募集し，登録説明会にて 19 名がドライバーとして
登録した。ドライバー登録の条件として① 70 歳未満

（年齢条件）②自動車任意保険に加入していること③
インターネット利用が可能（スマートフォン，タブレッ
ト，パソコンの保有）を設定し，車検証・自動車任意
保険加入証明書・運転免許証の確認を行った。一方，
同乗利用者については，当初 13 名の町民が登録を行っ
た。また，運用及び提供サービスについて国の産業競
争力強化法による「グレーゾーン解消制度」を活用し，
予め設定した実費の範囲内の金額を同乗者が負担する
ことで相乗りさせる事業について照会し，国土交通省
及び経済産業省から「旅客運送事業」（道路運送法第
2 条第 3 項）に該当せず，道路運送法上の許可または
登録を要しないとの回答を受け適法性を公式に担保し
た。

5．運用，実施から見えてきた課題と対応

同乗者側の課題として認知の不足が挙げられた。全
国的にも前例の無い取り組みであることから，「専用
のバスやタクシーのようなもの」「病院に通院するた
めだけに利用できるもの」と誤解されることが散見さ
れ運用開始直後の利用頻度・人数は少なかった。取り
組み内容を印刷したチラシを住民回覧，配布などによ
り周知を図っていたが，仕組みの認知，理解は容易で
なかった。担当スタッフが老人クラブなど高齢者の集
まる場に出向き直接説明を行ったり，相乗りツアーを
企画実施し通院以外の目的でも利用できることを広報
した。同乗する側の不安要因であった「知らない人」
の運転するクルマに乗車することについては，ドライ

図─ 3　相乗りマッチングの概念図

図─ 4　可視化された天塩―稚内間を移動予定の車両

写真─ 2　相乗りの様子
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バーとの交流会を開催することで顔の見えるコミュニ
ケーション機会をつくり軽減させた。これらの取り組
みにより，開始当初 19 名だった同乗者登録者が 69 名
に増加した。一方，ドライバー側の課題としては，実
際にドライブ予定を登録し，相乗り対応するドライ
バーが，登録された全ドライバーのうちの少数に限ら
れている。ドライバー参加が少ない要因として，実費
相当分のみの料金収受が参加インセンティブとして低
いこと，天塩―稚内間の約 70 km の中長距離の移動
であるにもかかわらず，実際には計画性の低い突発的
な移動傾向が高く，ドライブ予定の登録につながって
いない。また，万が一事故などが発生した場合，ドラ
イバーの加入する保険によって対処するため，心理的
に不安や忌避を抱くということもある。今後，これら

の課題を解決に導くための方策を検討している。

6．取り組みによる実績と効果

運用による実績（2017 年 3 月～ 2018 年 3 月）は，
延べ同乗者利用が 173 名，成立ドライブ数は 119 件と
なった（図─ 5，6）。同乗利用者の約 8 割が 65 歳以
上の高齢者であり，利用目的で一番多かったのが通院

（46％）であった。このことにより，自家用自動車を
運転及び保有できない高齢者等の移動制約者にとって
の最大の不安であった通院のための移動が解消され
た。また従来，公共交通機関の乗り継ぎによって稚内
まで行っていた際は片道約 3 時間，1,800 円～ 2,930
円（片道交通料金）と宿泊代を要した移動が片道 1 時

図─ 6　相乗り利用実績（月別）2017 年 3月～ 2018 年 3月

図─ 5　相乗り利用者数の推移（2017 年 3月～ 2018 年 3月）
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間 600 円～ 800 円（相乗り料金）となることで利便性
が増し，移動制約者の金銭的負担が減った。同乗利用
者からは「この仕組みがあるおかげで，町に住み続け
ることができる」という声が聞かれ，人口流出の抑制
効果にも寄与したと推測される。また，取り組みの開
始及び維持にかかる運営側の効用として，インター
ネット上の相乗りマッチングプラットフォームを無償
で利用し，新規に専用機器や通信デバイスの購入設置
などが一切不要であることから，低コストでの初期導
入と運営が可能であった。相乗り交通による輸送実績
をベースに従来型の公共交通機関（バス）を借り上げ
し，費用を町が賄った場合の試算では年間約 2,600 万
円相当の費用に対して相乗りによる運用経費では，年
間約 120 万円（広報周知，説明登録会開催のための経
費）で約2,500万円の圧倒的な費用削減効果があった。

7．おわりに

海外では約 70 カ国以上で普及が拡大している相乗
り（ライドシェア）であるが，わが国においては，既
存の法制度による規制，安全性の担保，既存業界との
競合の観点から，ライドシェアへの新たな法制度的枠
組の議論，調整が進んでおらず，著しい普及が困難な
状況下にある。しかし，今後，地域において一層の人
口減少・少子高齢化により，これまで以上に限られた

財源と人，モノによる持続可能な自治体運営と生活イ
ンフラ基盤の存続を行っていくためには，ライドシェ
アをはじめとしたシェアリングエコノミーのフレーム
により旧来より地域コミュニティ内にあった相互扶助
の精神や仕組みを情報テクノロジーの活用により現代
版にアレンジ，再構築することで再興し，課題を解決
に導くことが望ましいと考えている。

�

（※ 1）�天塩―稚内間（片道約 70 km）をタクシー利用した場合，概ね片道
の料金は 25,000 円であり，同乗利用想定者が日常的に利用する実態
は無く，相乗りによる輸送行為が競合対象とはならない

（※ 2）�「道路運送法における登録又は許可を要しない運送の態様について」
（国土交通省自動車交通局旅客課長平成 18 年 9 月 29 日通達，平成
30 年 3 月 30 日改正通達）に準拠

菅原　英人（すがわら　ひでと）
天塩町
総務課　地方創生係　商工観光課
主任（実務担当）

［筆者紹介］
齊藤　啓輔（さいとう　けいすけ）
天塩町
副町長
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スマートにエネルギーマネジメントする 
マイクログリッド技術

沼　田　茂　生

マイクログリッドは，熱電併給するコージェネレーションシステム（以下，CGS）や蓄電池などの分散
型電源をネットワークし，情報通信技術（以下，ICT）を用いて特定エリア内での需要変化に合わせて最
適制御することで，既存商用系統から独立可能な電力供給システムである。その制御戦略として CGS を
蓄電・蓄熱設備がアシストすることにより平常時に CGS を高効率で稼働させて，電力ピーク削減と一次
エネルギー消費量最小化を同時に実現し，加えて商用系統の停電等の非常時にも CGS による安定した自
立運転を実現するエネルギーマネジメントシステム（以下，EMS）を開発した。
キーワード：�マイクログリッド，分散型電源，コージェネレーション，蓄電池，エネルギーマネジメント

システム

1．はじめに

電力市場自由化や地球環境問題への対応を目指した
エネルギーの有効利用の観点から，2000 年代初頭，
需要家側に再生可能エネルギー電源などの分散型電源
を導入して，電力品質や電力供給信頼度の維持向上，
環境負荷の低減，エネルギー効率・経済性の向上を目
的とする「新電力供給システム」の議論が始まった。
自立・分散型エネルギーシステムの一形態である，マ
イクログリッドの実証試験が国内外で進められた。そ
の構築目的は，米国では既存電力系統の供給信頼度が
低いため，主として需要家側における供給信頼度の向
上対策として位置付けられた。欧州では風力発電，太
陽光発電，CGS の導入割合が高まるにつれて既存電
力系統との調和をとることが主たる目的であった。

わが国におけるマイクログリッドは分散型電源を中
心とした小規模電力系統（ミニ電力会社）を意味して
おり，太陽光や風力を始めとする出力変動の大きな再
生可能エネルギー電源が大量連系された場合でも，そ
の影響を既存電力系統に与えないよう蓄電池や CGS
などの複数の分散型電源をネットワークし，ICT を
用いて特定エリア内での需要変化に合わせて設備群を
最適制御することで，既存商用系統から独立可能なオ
ンサイト型の電力供給システムである 1）。

2003 年度から NEDO による委託事業「新エネルギー
等地域集中実証研究」が進められ，例えば再生可能エ
ネルギー電源のみで構成する八戸市「水の流れを電気

で返すプロジェクト」，回転機を含まないインバータ
連携型の発電設備で構成された愛知県「日本国際博覧
会プロジェクト」等の特徴を有するプロジェクトが
2007 年度まで実施された。

その後，再生可能エネルギーを始めとする多様な分
散型エネルギー資源をネットワークして無駄なく使う
ことを目指すスマートコミュニティ構想が動き出し，
国内では 2010 年から横浜市，愛知県豊田市，けいは
んな学研都市，北九州市の 4 プロジェクトにて実証実
験 2）が進められた。

2． CGSを蓄電・蓄熱設備がアシストするマ
イクログリッド制御

（1）当社のマイクログリッド開発
当社では，個別建物や都市再開発等，都市部に適用

するマイクログリッド実用化を目的に，技術研究所の
一つの実験棟を対象にマイクログリッド試験設備を構
築した。自然エネルギーとして太陽光発電（最大出力
10 kW），一定の出力運転を得意とするマイクロガス
タービン（同 27 kW），緩やかな需要変化に追従可能
なガスエンジン（同 22 kW），非常に速い変化にも追
従可能な蓄電池（同 20 kW）を組み合わせた合計最大
出力 79 kW のシステムの実証運転を 2004 年 1 月から
開始した。各電源が有する応答速度に応じて電源を順
序付けて，順番に，分担する周波数帯域を変動補償す
る分散型電源制御技術（つまり，CGS を蓄電・蓄熱

特集＞＞＞　地域交通，スマートシティ，自動運転
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設備がアシスト）を開発・適用し，負荷追従運転を実
現した。

2006 年 7 月からは，この分散型電源制御技術を適
用してガスエンジン CGS2 基（発電容量合計 440 kW）
を主要電源にした発電出力 600 kW 級の実用規模の都
市型マイクログリッドを構築し，所内エネルギーイン
フラとして実用運転し実験棟 12 棟に電力・熱の供給
を開始した。図─ 1 に，CGS を蓄電・蓄熱設備がア
シストすることにより，平常時には CGS を高効率で
稼働させ，商用系統の停電時などの非常時には CGS
による安定した自立運転を実現するシステムの代表的
な構成設備を示す。

（2） 電力ピーク削減と省エネ性を向上させるエネ
ルギーマネジメント

当社は建設業界で唯一，1970 年代より建物内の電
気設備，空調設備，給排水衛生設備などの安定的，効
率的な稼働状況を常時監視する中央監視システムを自
社開発してきた実績を持つ。この従来型監視システム
を ICT 基盤として，マイクログリッド制御ならびに
空調機や照明などの設備機器の動的制御によるデマン
ドレスポンスに準拠したピークシフト／カットを一体
化して統合制御する EMS を開発し，2010 年 10 月に
技術研究所のエネルギーマネジメントを開始した。

その半年後，東日本大震災によって引き起こされた
電力需給ひっ迫では，建物・街区など需要家側でのエ
ネルギーマネジメント，特に「確実な節電」＝電力ピー
ク対策の重要性が強く認識された。600 kW 級マイクロ
グリッドによる電力ピーク削減が，2011 年夏期の電力
使用制限令への対策として大きな効果を発揮した 3）。

翌 2012 年夏期には実験棟群 12 棟を対象に複数建物
間で消費電力の情報を共有し使用電力の調整能力の低

い建物と協調することによって，全体での電力ピーク
削減と同時に熱供給システムの効率向上による一次エ
ネルギー消費量最小化を実現する電力・熱マネジメン
トが一定の成果を収めた。

2013 年 2 月の新実験棟竣工に伴う電力・熱需要の
増大による熱源設備の運用管理の複雑化が懸念され
た。これまでは CGS 排熱の有効活用を左右する蓄熱
設備の運転管理を，建物管理者が経験を基に行ってお
り，予想外れ，安全率を確保し過ぎ等，の理由で蓄熱
量を使い切る運用が十分には実現できていなかった。
2013 年夏期に向けて電力ピーク対策ならびに一次エ
ネルギー消費量最小化を同時に満足させるためには，
電力・熱の需要予測と，予測された電力・熱の必要量
をどの設備を稼働させて賄うか？を決定する「予測／
計画」の自動運転ロジックが必要と判断し，図─ 1 の
各設備を制御対象とする自動運転ロジックを EMS に
実装した。

2013 年夏期の当社技術研究所のエネルギーマネジ
メント結果の電力プロファイルを図─ 2 に示す。大
型実験設備約 800 kW が午前／午後に稼働するため，
フタコブ型を示している。9：00 ～ 11：30 のピーク
時間帯には CGS と蓄電設備による創エネと，その後
蓄電池枯渇後は CGS と設備機器（空調機，照明等）
の目標値に対する電力自動抑制により，商用系統から
の買電を目標値（1000 kW）内に維持している。11：
30 ～ 14：30 も CGS は排熱回収を利用し冷熱製造す
る事前計画に従い運転している。14：30 以降は午前
中より電力需要が少ないため CGS のみで買電を目標
値以下に抑えている。

2012 年ならびに 2013 年の夏期三カ月間で，一日の
電力ピークを最も削減できた状況を比較して図─ 3 に
示す。買電抑制すべき時間帯に熱源設備を可能な限り
停止して電力消費を約 120 kW 低減したことなどに

図─ 1　�CGSを蓄電・蓄熱設備がアシストし，省エネ性・防災性を向上さ
せるシステム構成

図─ 2　電力・熱マネジメントによる電力ピーク削減（2013 年 8月 8日）
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よって，2013 年には前年に比べて 160 kW 削減して
買電削減 456.5 kW を創出した。さらに 2013 年夏期は
CGS 排熱利用の増加と，それに伴い排熱投入型吸収
式冷温水発生機の高効率運転，そして蓄熱を余すこと
なく使い切る効率利用が可能になったことで，一次エ
ネルギー消費量が 2012 年と比べて 12％削減された。
2013 年は地域冷暖房施設の上位クラスに匹敵する総
合エネルギー効率（熱供給システムの生産熱量を一次
エネルギー消費量で除した値）1.31 を達成した 4）。

（3） 自立運転の安定化・低コスト化させるエネル
ギーマネジメント

都市型マイクログリッドのもう一つの重要機能は，
災害時における万一の商用系統停電時のバックアップ
電源として個別建物や街区を電力供給範囲とする自立
電力供給機能である。商用系統の停電時に CGS のガ
スエンジン発電機をブラックアウトスタートさせる場
合，発電定格容量の 20 ～ 30％以上の急激な負荷投入
を行うと，異常停止や電力品質の悪化を引き起こすこ
とが知られている。安定的な自立運転を実現するには
発電容量を 5 倍程度に増強せざるを得ず，平常時の経
済的運用と齟齬をきたした。

当社技術研究所では 2014 年 11 月に最大消費電力
1100 kW の大型振動台を有する先端地震防災研究棟
竣工が予定され，電力需要の大幅増加が想定された。
電力ピーク対策として 700 kW ガスエンジン発電機を
新規導入し，技術開発方針を平常時の経済的運用に見
合う CGS 容量での大型負荷設備への自立電力供給と
した。

先端地震防災研究棟に設置された大型振動台を利用
して 700 kW 発電機定格出力の約 40％に相当する急
激な負荷変動 260 kW を発生させて，蓄電設備（リチ
ウムイオンキャパシタ；定格出力 250 kW，蓄電容量
4.2 kWh）の最大充放電出力を 134 kW（負荷変動の

約 50％）に設定してアシストさせた。ガスエンジン
発電機を供給範囲の電圧と周波数が安定的に確立でき
る出力変動の範囲内で稼働させることができ，周波数
の最大変動幅は 0.175 Hz となり，電力会社の管理基
準（50 ± 0.2 Hz）内の電力品質を実現した 4）。

3． 省エネ性・防災性に優れたスマートコミュ
ニティ／シティの実現

2014 年 6 月に ｢国土強靭化基本計画｣ が発表され，
政策の柱として CGS や再生可能エネルギー等の地域
における自立・分散型エネルギーの導入促進や地域間
におけるエネルギーの相互融通能力の強化などが位置
付けられた。前章に記したマイクログリッド制御技術
を適用して，2014 年 10 月に東京都港区にてオフィス
2 棟と集合住宅 1 棟から構成される 3 街区連携のス
マートコミュニティが実現 5）された。中核となるオ
フィス棟に CGS25 kW × 4 基が設置され，公道下に
自営ライフラインを敷設することで，平常時はコミュ
ニティ EMS による 3 街区合計の電力と熱需要に合わ
せた最適制御により優れた省エネ性能を発揮する。ま
た非常時は CGS の自立電力供給により業務維持・生
活継続することで，街区全体が防災拠点として機能さ
せることができ，帰宅困難者の一時滞在スペースや防
災備蓄倉庫などの地域の防災性能向上に大きく貢献す
る。この 3 街区連携の取組みは，省エネ性・防災性が
評価されて国土交通省，関東経済産業局，港区などの
行政機関と連携すると共に許認可を取得し市街地で初
めて CGS による「街区間の電力と熱エネルギーの面
的利用」を行うスマートコミュニティ事例になった。

そして東京・日本橋地区にて 2019 年運用開始予定
で進められている「（仮称）日本橋室町三丁目地区市
街地再開発計画」では大型 CGS による地域への電気・
熱供給事業が計画されている。新規開発ビルの地下に
大型 CGS を配置し，災害に強い中圧ガスを燃料にし
て広域停電が発生した場合でも継続的に既存オフィス
や商業施設を含むエリアにピーク使用量の 50％相当
分の電力を供給する。CGS からの排熱利用により空
調も稼働可能である。街区でのエネルギー地産地消の
取組みにより，従来に比べ CO2 排出量を約 30％削減
する都市型スマートシティ構築が目標に掲げられてい
る。

また東京都は 2017 年 6 月に「低炭素」・「快適性」・「防
災力」を兼ね備えたスマートエネルギー都市の実現を
目指し，特に水素を活用したスマートエネルギーエリ
アの形成を推進する，と発表した。燃料電池 CGS 等

図─ 3　�予測／計画に基づく電源・熱源設備の運用による電力ピーク削減
量の拡大
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によりエネルギーマネジメントを実施しエネルギー効
率の向上による省エネ実現と，災害時等にもエネル
ギー供給を維持する街区形成が促進されている。

4．おわりに

わが国は 2016 年 11 月に発効した「パリ協定」を着
実に実施していくことを表明しており，温室効果ガス
排出量を 2030 年度に 26％削減（2013 年度比），2050
年度に 80％削減を目指す目標を掲げている。これに
伴い 2050 年に向けた長期のエネルギー戦略を策定す
る「エネルギー基本計画」の見直しが進められている。
徹底した省エネルギー社会の実現や，効率的で脱炭素
化した分散型エネルギーシステムの成立の可能性を追
求する方針が記されており，スマートコミュニティ／
シティの構築はその具体的ソリューションの有力な一
つである。

CGS 導入ならびに電力自営線や熱導管，通信用光
ファイバ敷設などのインフラ構築，それに加えて IoT
や AI 等の最新デジタル技術を活用した EMS の実用

化さらには街区での水素利用技術の実装など，スマー
トコミュニティ／シティ実現は建設業の総合力を発揮
する重要な舞台である。

�
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柏の葉スマートシティ概要と我々の取り組み
エリアエネルギー管理システムを活用した柏の葉スマートシティの 
街づくりプロジェクトに参画して

戸　辺　昭　彦・長　井　卓　也

本報では，千葉県柏市で進められている柏の葉スマートシティの概要を述べる。次に柏の葉スマートシ
ティに導入されたエリアエネルギー管理システム（AEMS）の概要と特徴及びその経緯を述べる。最後に，
本システム導入を通して街づくりに参画した経験より得られた知見と我々が進めている社会イノベーショ
ン事業の関係につき報告する。
キーワード：‌�都市開発，街作り，スマートシティ，社会イノベーション，エネルギー管理

1．はじめに

千葉県柏市の柏の葉スマートシティに我々は初期
（計画）段階から参画させて頂いた。このプロジェク
トを通じて，我々は種々の知見を得た。本論文では，
柏の葉スマートシティの概要と我々の取り組みや知見
について纏める。

2． 柏の葉スマートシティ概要と我々の取り
組み

先ず（1）から（3）で，三井不動産㈱殿のニュース
リリース（2014 年 4 月 24 日及び 2014 年 6 月 5 日）
を基にしながら，柏の葉スマートシティ概要を記述す
る。

（1）柏の葉エリア開発経緯
柏の葉エリアは柏市の都市計画に基づき，2000 年

より約 273 ha の区画整理事業が開始されている。東
京大学や千葉大学のキャンパス開設に続き，2005 年
につくばエクスプレスが開業，柏の葉キャンパス駅が
開業し，利便性の向上とともに，柏の葉エリアは新た
な時代を迎えることになった。

三井不動産グループは街づくりの計画段階から参画
し，ハードとソフトの両面から様々な街づくり事業を
展開している。2006 年に大規模商業施設「ららぽー
と柏の葉」を開業し，また同日，公民学が連携した街
づくりの中核拠点として「柏の葉アーバンデザインセ
ンター（UDCK）」を開設した。UDCK は，東京大学，
千葉大学，柏市，三井不動産，柏商工会議所，田中地

域ふるさと協議会，首都圏新都市鉄道が構成団体とな
り，共同で運営，協働しながら街づくりの構想，計画，
推進するシンクタンク機能も備えた組織である。2008
年，環境共生，交通システム，空間デザイン，新産業・
文化創造，国際教育環境などの，8 つの街づくり方針
を中心とした「柏の葉国際キャンパスタウン構想」が
策定された。次世代のモデル都市として国内外から評
価を得て，2011 年には日本政府による「環境未来都市」

「総合特区（地域活性化総合特別区域）」の対象地域と
して選定された。世界最先端の知と技術の結集によっ
て課題解決型の街づくりとして，規制緩和をはじめと
する政府の支援を受けて，スマートシティの開発はは
じまった。

2014 年 7 月，「ゲートスクエア」のグランドオープ
ンによって，柏の葉スマートシティの地域一帯での運
営が本格的にはじまり，柏の葉エリアの街づくりは新
たなステージを迎え，今後さらにスマートシティの機
能・エリアを拡張させてイノベーションを加速させて
いく。

■ 柏の葉エリアの主な街づくり動向年表
2000 年	 2 月	 東京大学柏キャンパス 開設
2000 年	 8 月	 柏北部中央地区一体型特定土地区画

整理事業の認可
2001 年	 9 月	 三井不動産「柏ゴルフ倶楽部」を閉

鎖（現在の柏の葉キャンパス駅周辺
一体）

2003 年	 4 月	 千葉大学環境健康フィールド科学セ
ンター 開設 （千葉大学柏の葉キャ
ンパス）

特集＞＞＞　地域交通，スマートシティ，自動運転
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2005 年	 8 月	 つくばエクスプレス 開業
2006 年	11 月	 「ららぽーと柏の葉」オープン
2006 年	11 月	 柏の葉アーバンデザインセンター

（UDCK）開設
2008 年	 3 月	 柏の葉国際キャンパスタウン構想を

千葉県，柏市，東京大学，千葉大学
が策定

2009 年	 3 月	 「パークシティ柏の葉キャンパス一
番街」全体竣工

2009 年	 6 月	 内閣府より ITS 実証実験モデル都
市に選定

2009 年	11 月	 ベンチャー支援組織「TX アントレ
プレナーパートナーズ」設立

2011 年	 3 月	 経団連より未来都市モデルプロジェ
クトに選定

2011 年	 5 月	 マルチ交通シェアリング 運用開始
2011 年	12 月	 総合特区，環境未来都市に認定
2012 年	 4 月	 食と農の体験型レジャー施設「オー

クビレッジ柏の葉」オープン（KCJ 
GROUP 運営）

2012 年	 5 月	 国際ビジネスコンテスト「アジア・
アントレプレナーシップ・アワード」
創設

2012 年	12 月	 「パークシティ柏の葉キャンパス二
番街」全体竣工

2013 年	 2 月	 健康状態の見える化サービス実証事
業「柏の葉スマートヘルス」プロジェ
クトスタート

2013 年	 3 月	 「柏の葉スマートシティミュージア
ム」オープン

2013 年	 3 月	 柏の葉キャンパスカート／柏の葉地
域ポイントプログラム運用開始

2014 年	 4 月	 東京大学 柏の葉キャンパス駅前サ
テライト 開設

2014 年	 6 月	 国内最大級の植物工場「柏の葉 第 2 
グリーンルーム」本格稼動

2014 年	 7 月	 「ゲートスクエア」グランドオープ
ンに併せて柏の葉スマートシティ街
開きイベント開催

（2）柏の葉スマートシティ概要
柏の葉スマートシティは，第一ステージとして千葉

県柏市・つくばエクスプレス「柏の葉キャンパス駅」
周辺中核エリアである 4 つの街区を複合的に開発され
た街であり，特に 148 駅前街区のネーミングを「ゲー

トスクエア（GATE SQUARE）」とし，2014 年 7 月
にオープンした。

「ゲートスクエア」は，多彩な都市機能を集積させ
たスマートシティの玄関口となっている。ここでは，
エネルギー，防災，交通，健康，疾病・介護予防，ビ
ジネス環境，国際交流空間など，様々な都市機能の高
度化を進めており，周辺街区も含めたスマートシティ
のマネジメント機能が集約されている。

街づくりのテーマは「環境共生」，「健康長寿」，「新
産業創造」であり「世界の未来像を作る街」をめざし
ている。日立は「環境共生」プロジェクトから入った。
2011 年，東日本大震災もひとつの契機となり，人と
地球に優しく，災害に強い街づくりとなっていった。
その中で，日立が提供したソリューションが AEMS
である。柏の葉キャンパス駅周辺の先行開発街区とし
て集合住宅や商業施設が先に開業していたが，その中
核機能を担う「ゲートスクエア」の誕生により，地域
一帯（約 12.7 ha）でのスマートシティ運営が本格的
に始まった。約2,000戸の住宅に人々が住まい，約1,000
人のワーカーがオフィスで働き，年間約 700 万人が商
業エリアに集う，日本初の複合開発型スマートシティ
として，この地から新たな価値・産業・イノベーショ
ンが創出されていく。
「ゲートスクエア」は 2014 年 4 月より各施設が順次

開業し，ショップ＆オフィス棟では，イノベーション
オフィス「KOIL（コイル：Kashiwa-no-ha Open 
Innovation Lab）」と，飲食・ファッション・健康関
連の店舗が集まる商業施設「ららぽーと柏の葉 北館」
が4月より段階的にオープンしている（図─1）。また，
ホテル＆レジデンス棟では，最新型 HEMS（ホーム

図─ 1　「ゲートスクエア」の外観
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エネルギー管理システム）を標準装備した賃貸住宅と
シェア型の国際交流住宅からなる「パークアクシス柏
の葉」，エリア一帯のエネルギーをマネジメントする

「柏の葉スマートセンター」の入居・運用が 4 月から
始まり，7 月には，同じくホテル＆レジデンス棟にお
いて，中期滞在にも対応する天然温泉大浴場を備えた
宿泊施設「三井ガーデンホテル柏の葉」と，小規模ミー
ティングから国際会議まで対応する「柏の葉カンファ
レンスセンター」が開業し，街区全体がグランドオー
プンした。さらに，2014 年 1 月には，公民学連携に
よる新しい社会モデルを創成する教育研究拠点「東京
大学柏の葉駅前総合研究棟」が当エリアに開設された。
（a）「ゲートスクエア」の主な特長
①�地域一帯のエネルギーを管理する「柏の葉スマー

トセンター」
「ゲートスクエア」を含む柏の葉キャンパス駅周辺一

帯（約 12.7 ha）の各施設や電源設備をつなぐ AEMS（エ
リアエネルギー管理システム）を構築。このエネルギー
管理拠点として「柏の葉スマートセンター」を設置し，
街区を越えて電力を融通しあう日本初の本格的なス
マートグリッドの運用をオープンと同時に開始。「柏
の葉スマートセンター」では日々の電力使用状況を分
析して光熱費の削減につなげる具体的な省エネ・アド
バイスを各テナントに提供。

②�災害発生時にもビジネスと生活が継続できる防災
対策

免震工法の採用※とともに，太陽光発電（発電出力：
約 220 kW），大規模リチウム蓄電池（蓄電容量：約
3,800 kWh，出力：約 500 kW），非常用ガス発電機（発
電出力：約 2,000 kW）などを導入してエネルギー供
給網を複線化。電力会社が停電しても「ゲートスクエ
ア」全体で平時ピーク使用量の約 6 割の電力を継続供
給することが可能。また「柏の葉スマートセンター」
では災害情報を集約して，非常時は地域のライフライ
ンとなる設備に電力を優先供給するエネルギー制御を
行う。さらにカンファレンスセンターを緊急避難所と
して利用するなど，街全体の安全・安心を支える地域
防災拠点でもある。（※ホテル＆レジデンス棟は全体
免震，ショップ＆オフィス棟は一部免震）

③ �CO2 を約 40 ～ 50％削減する快適な環境と多彩な
交流空間

各施設において最先端の環境技術を数多く盛り込み，
また緑や風の自然環境調整力を取り入れたパッシブデ
ザインを採用。「ゲートスクエア」全体で約 40％，

「KOIL」単体では約 50％の CO2 排出量を削減※する
ハーフカーボンビルである（※ 2005 年度東京都平均

値比）。ゲートスクエアの中心部は各建物をつなげる
「センタープラザ」を配置し，水と緑を感じる空間で
多彩な交流・創造を創出している。

④�オープン・イノベーションを追求するオフィス
「KOIL」

「KOIL」は，創造力を生み出すイノベーションフロ
ア（6 階）とビジネス効率向上に寄与するオフィスフ
ロア（4 ～ 5 階）で構成されている。6 階は，多様な
人との交流から新たなアイデアを生み出すコワーキン
グスペース，カフェ，3D プリンターやレーザーカッ
ターといった電子工作ツールが配備された共用ファク
トリー，イベントスペースとしても使えるスタジオ
ルームなどを設え，ビジネスのあらゆるシーンを支え
るフロア。国内および海外の起業家，投資家，行政，
専門家などが集まる多彩なネットワーキングプログラ
ムも展開するなど，新たな価値創造を全方位でサポー
トしている。

またオフィスフロアには，都心にはない解放感あふ
れるバルコニーがあり，業務への集中力と密度の高い
コミュニケーションを生み出す。イノベーションフロ
アのサービスや設備も一部利用可能で，自由度の高い
ビジネス空間が整っている。 

⑤�街の賑わいと健康づくりの拠点となる「ららぽー
と柏の葉（北館）」

駅前通を挟んで向かいの「ららぽーと柏の葉」との
ブリッジ接続により，一大商業エリアとなっている。
館内にはショップやレストランだけでなく，疾病予防・
健康増進の観点から歯科・健康診断・料理教室・運動
アドバイスなど健康に関する各種サービスをワンス
トップで提供する「街の健康すこやかステーション」
を開設。

⑥�スマートで国際性豊かな暮らしを叶える「パーク
アクシス柏の葉」

最新型の「柏の葉 HEMS」（ホームエネルギー管理
システム）を賃貸住宅に標準装備。エネルギー使用量
の見える化はもちろん，AI 機能（人工知能）の搭載
により快適性を損なわずに省エネを実現する具体的な
アドバイス提供や家電制御を実現。また，最上階は，
国内外から集まる研究者や留学生などが空間をシェア
して居住する「国際交流住宅」である。

⑦�世界最先端のスマートシティを舞台とした会議，
研修，滞在，観光をプロデュース

「三井ガーデンホテル柏の葉」と「柏の葉カンファ
レンスセンター」の連携により，宿泊機能と会議機能
をあわせたプランを提供している。ホテルは短期宿泊
のみならず中期滞在ニーズにも対応。カンファレンス
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センターは 20 名程度から最大 400 名まで対応する大
小様々な会議スペースを提供。

（3） 柏の葉エリアエネルギーマネージメントシス
テム（AEMS）の概要

柏の葉 AEMS は，千葉県柏市「柏の葉スマートシ
ティ」において，環境共生都市・健康長寿都市・新産
業創造都市をめざして街づくりを進めている三井不動
産株式会社が太陽光発電や蓄電池などの分散電源エネ
ルギーを街区間で相互に融通するスマートグリッドと
して 2014 年 7 月より段階的に運用を開始した。自営
の分散電源や送電線を使い，公道をまたいで街区間で
電力相互融通を行う日本初のケースとなる。今般，本
取り組みの実現に向けて電力制御技術を確立するとと
もに，経済産業省より災害時において「特定供給」に
よって既存の住宅街区に電力供給を行うことに対する
許可を受けている。
（a）柏の葉スマートシティにおける電力融通の概要 
①平常時の電力ピークカット
各街区内の建物で電力会社の系統電力と太陽光発電

や蓄電池などの分散電源を併用し，分散電源の電力を
街区間で融通しあうことで街全体の電力ピークカット
を実現する。

平日ではオフィスでの電力需要が高まり，契約電力
を超えそうな場合に「ららぽーと柏の葉」（商業施設）
から「ゲートスクエア」（オフィス・ホテルなど）に電
気を供給し，休日では商業施設での電力需要が高まり，
契約電力を超えそうな場合に「ゲートスクエア」から

「ららぽーと柏の葉」に電気を供給する計画である。
開発計画時点でこれらの取り組みにより地域レベル

で約 26％の電力ピークカットを行い，省エネルギー・
CO2 削減に貢献するとともに，両施設合計で電力料金
削減など年間約 1,000 万円の経済的なメリットを見込
んでいる。

②非常時の防災力強化
系統電力が停電した際は，地域に分散設置した発電・

蓄電設備の電力を「特定供給」として住民生活の維持
に必要な施設・設備にまで供給し，街の防災力を高め
ている。

具体的には，「ゲートスクエア」の発電・蓄電エネ
ルギーを，「パークシティ柏の葉キャンパス一番街」（集
合住宅）および「パークシティ柏の葉キャンパス二番
街」（集合住宅）のエレベーター（各棟 1 基），共用照
明，集会場などの共用設備に供給している。
（b）�柏の葉エリアエネルギーマネージメントシステ

ムの特長 

①多様な電源を地域に分散設置
「ららぽーと柏の葉」には，ハーフメガソーラーと

して太陽光発電（発電出力：約 500 kW，設置済み）
と大規模蓄電池（蓄電容量：約 11,850 kWh，出力：
約 1,800 kW）を設置，複合施設「ゲートスクエア」
にも，太陽光発電（発電出力：約 220 kW）と蓄電池（蓄
電容量：約 3,800 kWh，出力：約 500 kW）を設置し，
さらに非常時に稼働させるガス発電機（発電出力：約
2,000 kW）を設置している（図─ 2，3）。

②系統電力と協調したモデル
街区間で分散電源の電力を融通する際に，電力会社

の系統電力と混ざることがないように制御を行う「電
力融通装置」を設置している。また，天候により発電
出力が変動する太陽光発電を，大規模蓄電池と組み合
わせて電力量の安定性を確保することで，太陽光発電
設備が電気事業法上の特定供給における「発電設備」
として国内で初めて許可された。これらの仕組みによ
り，系統電力網に負担をかけずに区域内で分散電源の
電力供給を行うことが可能となった。

③地域エネルギーマネジメントを実現
各施設や分散電源を ICT ネットワークでつなぐ柏

の葉 AEMS を構築した。AEMS は各施設の発電量や
蓄電量，電力使用量，地域の気象情報や災害情報など
のデータを収集・分析して今後の電力需要や発電・蓄
電量を予測し，地域における最適な電力供給計画を策
定している。

④「柏の葉スマートセンター」の設置
AEMS による地域エネルギーマネジメントの拠点

として，ゲートスクエア内に「柏の葉スマートセン
ター」がある。柏の葉スマートセンターでは，地域電
力の監視や発電・蓄電設備の制御，電力融通量の調整
などを行う。また，各施設のエネルギー利用傾向を分
析し，省エネにつながるアドバイスを発信する「行動
ナビゲーション」を行う。
（c）�電力融通における従来課題と柏の葉スマートシ

ティの新規性
電気事業法上の「特定供給」はこれまで，自営発電

設備を有する大規模工業団地などで敷地内の各施設に
電気を供給する際に用いられてきた制度である。特定
供給には経済産業大臣の許可が必要であり，その許可
基準は，供給先となる場所の電力需要に対して 50％
以上を満たす発電設備の保有（自己電源保有比率）が
条件となっている。このためスマートシティで電力供
給を実現するためには，過大な設備投資が必要となる
課題があった。また太陽光発電などの再生可能エネル
ギーは，気象条件による発電出力の不安定性から，こ
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れまでは発電設備として認められていなかった。
柏の葉スマートシティではこれらの従来課題の解決

に向けて関係各所と協議を続けた結果，今回以下 4 点
の特長がある電力供給を具現化することとなった。

①�特定した一つの建物内への供給により実現する電
力融通

「ららぽーと柏の葉」と「ゲートスクエア」のよう
に異なる街区であっても，特定した一つの建物内への
電力供給の場合，自営の送電線を利用することで電力
融通を行うことが可能となった。このため両施設間で
は平常時でも電力融通を行うことが可能となり，地域
レベルでの電力ピークカットを実現。 

②特定供給における需要の考え方
特定供給の許可が必要となる集合住宅街区への非常

時（系統電力が途絶えた状態）の電力供給に関しては，
供給先をエレベーター，共用照明，集会場などの共用
設備に限定することで，「非常時に需要家が必要とす
る共用設備部分の電力」を基準に算出され，供給許可
を受けた。

③太陽光発電設備を「発電設備」に認定
2014 年 3 月，電気事業法に基づく経済産業大臣の

処分に係る審査基準等の一部改正が行われ，自然環境
の影響等により出力が変動する太陽光発電設備や風力
発電設備については，蓄電池または燃料電池発電設備

図─ 2　柏の葉スマートグリッドの全体イメージ ＜平常時＞

図─ 3　柏の葉スマートグリッドの全体イメージ ＜非常時＞
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と組み合わせることで安定的な供給を確保できる場合
に限り，一定量を供給能力として認められることと
なった。柏の葉スマートシティでは，天候により発電
出力が変動する太陽光発電を，蓄電池と組み合わせて
使用し電力量を管理することにより，発電出力の安定
性を確保することが可能となった。この有効性が評価
され，審査基準改正後，国内で初めて特定供給の発電
設備として太陽光発電設備が許可された。 

④�供給先と協定書を締結することで，電気事業法が
定める「密接な関係」を構築

経済産業省との協議により，2012 年 12 月，電気事
業法に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等の
一部改正が行われた。改正前は特定供給の許可を行う
に当たり，供給元と供給先が組合を設立して「密接な
関係」を有することが要件の 1 つとされており，組合
の構成員が原則として金銭による出資を行うことを求
めていた。改正ではこの要件を緩和し，組合の構成員
による出資の有無にかかわらず，供給元である三井不
動産株式会社が供給先であるマンション管理組合と電
力供給に係る条件を明記した協定を締結することで特
定供給の許可を受けることが可能となった。 

これらの認定は，過大な設備投資負担を抑えてス
マートグリッドを実現することにつながるため，全国
の既存都市においても今後スマート化の取り組みが一
層加速するものと考えられる。また分散電源を地域で
有効活用してピークカット効果や防災機能を高める柏
の葉スマートシティの取り組みは，環境に優しく災害
に強い街づくりが求められる被災地や，急速な経済成
長で新たな都市開発やエネルギー不足の課題が顕在化
している新興国など，幅広い地域に展開可能なモデル
となりえる。

（4） 柏の葉エリアエネルギーマネージメントシス
テム（AEMS）構築経緯と取り組み

我々が柏の葉スマートシティの開発プロジェクトに
参画したのは，今から 8 年前の 2010 年である。当初
から目標として掲げられたのが，現在の社会が抱える
さまざまな課題を解決し，あるべき未来につなげてい
く活動である。周知のとおり現在わが国は，少子高齢
化，地方の衰退，環境・エネルギーなど多くの難題に
直面している。新興国は言うに及ばず先進国において
も類を見ない，まさに課題先進国である。裏を返せば，
これから日本が取り組むチャレンジとその成果は，や
がて同様の課題と向き合うことになる多くの国々に対
しても示唆を与えるモデルとなる可能性がある。その

先行事例のひとつとなるのが柏の葉モデルなのである。
地域で暮らす人々，自治体，企業，大学・研究機関

といった多様なステークホルダーが，この柏の葉モデ
ルという旗のもとに集い，議論を重ねながら，いかな
る課題解決の方策を打ち出し，その先にどんな街の姿
を描き出していくのか。そして我々が，このプロジェ
クトの一員としてどんな役割を担っていくべきかとい
うことが課題であった。仮に今あるソリューションで
は解決が困難だとしても，そこに課題がある限り，共
に考え，共に汗をかくのが我々の使命。エネルギーや
水など社会インフラ構築に深く関わってきた実績と知
見から，さまざまなアイデアを出して，「マーケット
イン」の姿勢でプロジェクトに臨むべきとなったこと
が，このプロジェクトにおける我々にとっての本当の
意味での出発点となった。2011 年 3 月 11 日の東日本
大震災を契機に，数々の問題が明らかになった。「35
階立てのマンションの最上階近くにお住まいの方々
は，停電時エレベーターが動かず，外への非難ができ
なかった。（最上階に住んでいた方は，年配の方が多
く，非常階段を使った非難が難しかった。）」さらに住
民の声を聞くうちに，さまざまな課題を見つけること
ができた。「ショッピングセンターは独自に地下水を
くみ上げるポンプを持っているにもかかわらず，誰も
その設備の存在を知らず有効利用がなされなかった」

「各ビルはそれぞれバックアップ電源を備えている
が，相互に電力を融通しあうことができなかった」「ビ
ルの防災センターを設置する予定であったオフィスビ
ルの耐震・免震が十分ではなかった」など，足元を固
めることの大切さを，あらためて思い知らされた。た
だ，本当の課題が認識できたことは決して悪いことで
はない。安心・安全を阻害する具体的要因が明らかに
なったならば，必ず打ち手も見えてくるからだ。この
課題解決へのアプローチこそが，社会イノベーション
につながっていくのである。

日本という国で生活している以上，我々は決して災
害から逃れることができない。大震災を経験し，現地
で多くの課題に気付いた時，この柏の葉スマートシ
ティから変革を起こしていこうという機運が一気に形
成されたのである。その課題を解決させるために，知
恵を絞ったことで，街区を越えた地域全体で運用する
エリアエネルギー管理システム（AEMS）実現の背景
となったのである。AEMS は，オフィスビルや商業
施設，住居や公共施設などに個別設置された家庭エネ
ルギー管理システム（HEMS），ビルエネルギー管理
システム（BEMS），中央監視システムから収集した
情報をもとに，電力のみならず水やガスなどの需給を
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地域全体で“見える化”することで，エネルギーの一
元管理や需要予測を実現する。さらに，蓄電池システ
ムを中核とした分散電源関連設備と，系統電力に太陽
光発電や風力発電などの再生可能エネルギーを組み合
わせた安定運用を支える基盤とする。こうした高機能
な設備をつなぎ最大限に活用していくのが，柏の葉ス
マートシティにおける AEMS というわけだ。その実
現に向けて日立は，システム構築と運用サポートおよ
びリチウムイオン蓄電池システム，受変電設備，大型
マルチビジョンの設計・製作といった役割を担うこと
になった。この AEMS によって達成された最大の成
果は，日本で初めて街区を越えた電力融通を実現した
ことにある。一見すると何が画期的なのか理解しづら
い面があるかもしれないが，この仕組みを実現するま
でには，乗り越えなければならない多くの壁が立ちは
だかっていたのである。住居棟，オフィスエリア，商
業施設といった街区を越えて電力を融通するために
は，柏の葉スマートシティとして独自の電力網を構築
する必要があるが，そもそも各々電力会社から受電し
ているビル間で，需要者側が独自の送電線を敷設して
融通を行うことは保安上許されていない。もちろん，
この法制度にも理由がある。勝手に送電線を設けた場
合，送電線を流れる電力は制御できず，最悪の場合広
域にわたる大規模障害を発生させてしまう危険性があ
る。そこで電力会社には，変電設備の配下に位置する
加入者に対して木の枝のような送電線を敷設し，個別
に配電を行う権限と責任が与えられていたわけだ。実
際，世界で最も安定していると言われる日本の高品質
な電力供給が，この仕組みによって支えられてきた。
だが，先にも述べたように東日本大震災のような激甚
災害が発生して系統電力が停止してしまった場合，需
要家側ではどうにもならない状況に陥ることになる。
そこで震災後に電力自由化，発送電分離といった議論
が盛んに行われるようになり，電気事業法が一部緩和
された。こうした法制度の改正や行政を含めた世の中
の変化を先取りする形で，柏の葉スマートシティの
AEMS は実現に至ったのである。

また，平常時に電力網が乱れてしまうような事態は
絶対に起こしてはならない。そこに日立が持ち込んだ
のが，交流直流変換の仕組みである。これは 50 ヘルツ
の東日本と 60 ヘルツの西日本の間で電力融通を可能
とするために，静岡県の東清水変電所などに設置され
ている周波数変換設備とほぼ同じ原理を採用したもの。
柏の葉スマートシティの街区間で電力を融通する際に
周波数を変換する必要はないのだが，交流―直流―交
流と，いったん直流をはさむことで，2 つのエリア間

での電気的な影響を完全に排除することができる。
こうして AEMS のもとで実現された街区間の電力

融通の仕組みにより，もし災害が発生した時は大きな
効力を発揮することになる。例えば系統電力がストッ
プした際に，オフィスエリアのエネルギー棟に設置さ
れたリチウムイオン蓄電池システムから住居エリアの
各マンションの避難誘導灯やエレベーターに，あるい
は商業施設で地下水を汲み上げているポンプなどに向
けて優先的に電力を送り，人々の生命の安全を守るこ
とができるのである。実は，災害などの非常時だけで
なく平常時にも AEMS は大きなメリットをもたら
す。電力需要の一日の動きを追ってみると，自設備の
電力ピークカットを蓄電池に蓄えていた電力で実現す
る。また蓄電池電力が余っている場合には，さらに他
設備の電力ピークをカットするために利用する。これ
により省エネや電力料金の削減を実現できる。先にも
述べたように AEMS は，電力のみならず水やガスな
どの需給についても地域全体での効率的な運用・監視
を担い，エネルギー利用を最適化することが可能であ
る。あらためて考えると，我々が現在の日本で豊かな
生活ができているのは，祖先がそれぞれの時代に暮し
がどうあるべきかを模索し，築いてきた礎が受け継が
れているからに他ならない。では，我々は子や孫の世
代に，どんなものを残していくことができるか。単に
経済的な合理性や高機能を追求するといったことだけ
でなく，今の人々の暮らしの維持や公共性にも配慮し
ながら，より良い答えを探し続けることが大切だ。劇
的な革新ではなく，継続的な課題解決や改善，進化を
支えていく基盤を提供することが，社会イノベーショ
ンの本質であると考えている。

本プロジェクトに参画して，我々が得た知見は以下
である。

（a）	 街づくりには，テーマ（目的）と優先順位をまず
決めることが大切。自分たちの出来ることを持ち
寄ることが今まで多かったが街づくりには，その
地域でのテーマと優先順位を決め，関係者で共有
することが大切。その後，参加する組織，企業が
何に貢献できるかを考えていくことが重要である。

（b）	街づくりでは，その関係者（ステークホルダー）
が方向感を決めていく公，民，学（地方政府，民
間企業，住民，学術機関）で話し合う場が重要で
ある。また，その地域で，住む，学ぶ，働く人々
等：人間を中心に考えることが重要である。

（c）	 シーズ先行の取り組みは，定着が難しい。（例え
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ば AI，ビッグデータ等は，解決手段であって目
的ではない。使うことが目的化しないようにする
ことが重要である。）

（d）	新しいサービス，インフラを一度に適用すること
はできない。既存のものと新しいものを統一的に
混在させながら適用していくことが重要である。

（e）	 課題解決には，新しい技術やシステムだけでなく
既存の制度，規制の変更も必要。

	 これらに取り組むには，複数の関係部署（企業，
自治体，行政機関等）間の協力，協創が重要であ
る。

スマートシティ建設にあたっては，上記を踏まえる
ことが大切と感じた。（単なるソリューション（やれ
ること）の集合では街は作れないということを学ん
だ。）

3．おわりに

柏の葉プロジェクトは，2030 年を目指して第 2
フェーズが開始されている。この過程において新たな
課題，阻害要因が浮上してくると思われる。しかしこ
うした課題こそが地域社会のニーズそのものなのだ。
我々は，「住民のひとり」となってこの街に暮らし，
さまざまな課題をマーケットインで受け止めながら引
き続き，解決に貢献し事業創生をして行く。このよう
な活動の原点は，日立の創業者である小平浪平の示し
た創業の理念にある。以下に日立創業者　小平浪平の

「新入社員に対する訓示」（1935 年）を引用する。
「私の真意を申上げますと云ふと，日本の機械工業

を進展さして，さうして日本の隆々たる国運に副うて
行きたい，是が私の希望であります。

詰り会社の仕事と云ふものは，決して唯単なる金儲
ばかりやって居るのではないと云ふことは能く皆さん
の頭に入れて戴きたいのであります。此一つを申上げ
て置きましたら，日立精神と云ふものはどういう風に
醸成されて居るかと云ふことは能くお分りになるだろ
うと思ふのであります。」

今後も我々は，さまざまな地域の住民や多くのス
テークホルダーと連携・協力しながら街の一員とな
り，「まずは課題を共有し，その上で我々に何ができ
るかを考える」という姿勢で我々のめざす社会イノ
ベーション事業開拓に取り組んでいく所存である。

�
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首都高速道路のスマートインフラマネジメントシステム 
i-DREAMs Ⓡ

維持管理の大幅な生産性向上を実現

長　田　隆　信

高齢化した膨大なインフラの確実な維持管理への要求に対し，それを担う技術者不足が大きな社会問題
となっている。このため，ICT（情報通信技術）等を活用し，点検の効率化・高度化を図るとともに，適時・
適切な補修・補強を可能とするインフラマネジメントシステムの構築が必要である。本稿では，運用を開
始したシステムについて紹介する。
キーワード：GIS プラットフォーム，3 次元点群データ，3D モデル，維持管理

1．はじめに

首都高速道路は，維持管理に手間のかかる高架橋や
トンネル等の構造物の比率が 95％と高いことに加
え，総延長約 320 km のうち 50 年以上を経過した路
線が全体の約 40％，30 年以上を経過した路線が 60％
以上と構造物の高齢化が進んでいる。

このように高度経済成長期以降に集中的に整備され
た社会インフラの高齢化が急速に進むなか，生産年齢
人口の減少に伴い，インフラの維持管理などを担う技
術者の数が減少することが懸念されている。

そこで，当社では，近年目覚ましい進歩をとげている

ICT（情報通信技術）等を積極的に活用し，維持管理の
生産性の向上を図ることで持続可能なインフラを実現す
るスマートインフラマネジメントシステム（i-DREAMs：
intelligence-Dynamic Revolution for Asset Management 
system）（以下「本システム」という）のビジョンを
定め，2017年度より運用を開始しているところである。

2．インフラマネジメントシステム

当社では，ICT（情報通信技術）を活用し，さまざ
まな情報を IoT（Internet of Things）により有機的
に連携し，課題の見える化，AI（人工知能）の活用，

図─ 1　本システム全体概要図

特集＞＞＞　地域交通，スマートシティ，自動運転
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複眼的な判断により，ライフサイクルコストを最適化
し，持続可能なインフラを実現することが可能となる
スマートインフラマネジメントシステムを開発した。
図─ 1 に全体概要図を示す。

本システムは，調査・設計（DIM），建設（CIM），
維持管理（MIM）のプロセスにおいて様々な判断に
資するデータを速やかに確認できる等，維持管理業務
をトータルに支援するシステムである。また，点検デー
タ，センシングデータや交通量等の環境条件データを
含めて蓄積されたビッグデータから AI による機械学
習を通して損傷の推定をより効率化することで，適時
適切なインフラの維持管理が可能となる。

さらに一連のプロセスで得られる情報を再度蓄積す
ることで，維持管理サイクルのスパイラルアップに繋
げることができる。

ここでは，CIM（Construction Information Modeling）
を設計段階（DIM），施工段階（CIM）に区分している。
続いて，本システムの中核技術で，インフラの維持管
理業務の生産性を飛躍的に向上させる InfraDoctor（イ
ンフラドクター：図─ 1 の中央点線範囲）について
紹介する。

3．InfraDoctorによる維持管理

InfraDoctor は，図─ 2 に示すように GIS（地理情
報システム）プラットフォームにて各種台帳を統合管
理するとともに，3 次元点群データの活用により維持
管理計画作成を支援するシステムである。

（1）GISプラットフォーム
従来，紙ベースのデータを電子化し，検索機能を追

加したものに留まっていた維持管理システムを，図─
3 に示すように，GIS プラットフォーム上で統合する
ことで，構造物の図面や点検・補修履歴のデータを同

時または瞬時に検索することが可能となった。

（2）3次元点群データの取得
GIS プラットフォームには，図─ 4 に示す MMS

（Mobile Mapping System）等で，図─ 5 に示すよう
な 3 次元点群データを取得し，連携させている。
MMS は交通規制を行うことなく，一般車両と同じ速
度で道路を走行しながら効率的にデータ収集すること
が可能である。

図─ 3　GIS プラットフォーム動作画面

図─ 2　InfraDoctor システム概要図

図─ 4　MMS（Mobile Mapping System）

図─ 5　MMSで取得した点群データ
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（3）3D寸法計測
道路構造物の補修や補強の設計，点検や工事の施工

計画の立案等の維持管理業務において，道路幅員や構
造物の各種寸法を正確に把握することが求められる。
点群データを構成する各点は，それぞれが測量と同じ
精度を持っているため，これを利用することで正確に
寸法を計測することができる。図─ 6，7 に，道路幅
員計測や高さ計測の事例を示す。これらの寸法計測機
能を応用することで，図─ 8 のような道路建築限界
の確認もシステム上で行うことが可能となる。

このように，従来では現場に赴き，目視による確認
と簡易な測量を行っていた現場確認業務がシステム上
で全て行うことが可能となり，従来手法と比べて
1/10 程度まで縮減することができる。

（4）2D及び 3D図面の作成
3 次元点群データから構造物の輪郭線，平面，曲面

を自動抽出する機能を実装した。これにより，図面の
無い構造物や，個別の図面はあるものの，統合された
図面が無い構造物に対して，図─ 9 や図─ 10 に示す
ように 2D や 3D 図面を容易に作成することができる
ようになった。

特に 3D 図面の作成が容易となったことから，図─
11 に示すような FEM（Finite Element Method）モ
デルも簡単に作成でき，高度な解析技術と組み合わせ
ることで，的確かつ効率的な構造物の劣化診断・予測
へと繋げることができる。

図─ 6　3D寸法計測（道路幅員）

図─ 7　3D寸法計測（高さ）

図─ 8　道路建築限界の確認

図─ 10　3D図面作成

図─ 11　FEMモデル作成

図─ 9　2D図面作成
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（5）変状検出
点群データから構造物の基準面を作成し，その基準

面から個々の点との差分を求めることで変状を検出す
る機能を実装した。これにより，コンクリートの浮き・
剥離損傷等の早期発見やスクリーニング点検を実用化
し，点検業務の高度化が図られる。図─ 12 に，近接
目視点検により発見されたコンクリート剥離箇所にお
いて，点群データを MMS により取得し，どの程度ま
での変状が検出できるか検証を行った。その結果，コ
ンクリートの剥離は，壁面から 3 ～ 7 mm 程度突出し
ている状況であったが，点群データから変状として検
出することができ，有効性を確認できた。今後は，画
像解析技術等との組み合わせることで，より高度な変
状検出に繋げていきたいと考えている。

また，MMS から測定距離が一定で，精度の高く安
定した点群や画像データが取得できる舗装を対象に，
図─ 13 に示すような損傷ランク判定から補修費算出
までの自動化に向けて，システムの開発・検証を進め
ている。

特に，点群データを用いることで，わだち掘れ量や
平坦性については，従来手法より精度よく効率的に算
出できることに加え，局所的なポットホールも自動抽
出することができる。また，画像診断技術を組合せる
ことで，ひび割れも自動抽出することができ，これら
の詳細なデータを蓄積・分析していくことで，ポット

ホール等の局所的な損傷の劣化メカニズムの解明にも
繋げることができる。

（6）交通規制シミュレーション及び協議図作成
工事等により交通規制を行う際，3 次元点群データ

上で，パイロン等の規制資材を定められているルール
に基づき半自動で配置し，図─ 14 に示すシミュレー
ションを容易にできる機能を実装した。これにより，
運転者の視点から，事前に適切な規制かチェックが可
能である。

また，このシミュレーションした 3D デジタルデー
タを，半自動で平面に投影した協議用規制図を効率的
に作成できる。

（7）点検車シミュレーション
これまで，橋梁点検車や高所作業車等の重機を使っ

て構造物点検作業を行う際には，対象となる現場の
しゅん功図や写真により事前検討を行ったうえで，現
場にて現況に合わせながら作業を行ってきた。そこ
で，図─ 15 に示すように，用いる重機の事前検討を
システム上で行えるよう橋梁点検車両等を予め 3D モ
デル化し，点群データ上で容易に動的シミュレーショ
ンを行う機能を実装した。これにより，最適な点検車

図─ 13　舗装マネジメントシステム（赤線部を自動化予定）

図─ 14　交通規制時のシミュレーション

図─ 15　橋梁点検車シミュレーション

図─ 12　コンクリートの剥離の変状検出
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の選定，配置場所の確認，周辺構造物との干渉チェッ
クを事前に行うことができる。

（8）設計シミュレーション
既設構造物の補強設計を行う場合，対象構造物周辺

の支障物の有無を含めた現場状況の確認を行い，測量
したうえで補強図面の作成を行っていた。図─ 16 に
示すように，点群データをベースとして使用すること
で，システム上で既設構造物と補強部材の配置検討や
現場での部材設置時の取り回し検討などが可能とな
る。

（9）点検新技術やモニタリング技術との連携
タブレット等による点検，ドローンやロボットを用

いた点検，AI を用いた新打音検査，デジタル画像解
析によるひび割れ自動抽出等，効率的に点検すること
ができる新技術の開発も目覚ましく進んできている。
これらの新技術や構造物に設置されたセンサーから得
られるモニタリングデータを IoT を活用して統合し
ていくことで，よりリアルタイムに近いデータとし
て，維持管理に繋げることが可能となる。

4．総合防災情報システム

首都直下地震などに備え，災害時の情報収集や共
有，配信に加えて，復旧計画を含めた速やかな道路啓
開を可能にする総合防災情報システムを 2018 年度の
運用開始を目指して本システムのプラットフォームに
搭載すべく開発を進めている。

総合防災情報システムは，図─ 17 に示すように道
路啓開優先路線やハザードマップ等の基本情報と点検
進捗や現場状況を確認できるリアルタイム情報で構成
される。

リアルタイム情報としては，図─ 18 に示すように，
路線ごとの交通パトロールや高架下点検の進捗状況が
確認できるとともに，発見された損傷の内容（位置，

状況，写真），また復旧に至るまでの情報を搭載して
いく予定である。

5．今後の展望

今後建設する構造物には，維持管理段階で得られた
知見を反映し，より高耐久で維持管理性の優れた構造
物としていく必要がある。そのためにも，設計から施
工，維持管理に至るまでの段階で密な連携が図れるよ

図─ 17　総合防災情報システムの構成

図─ 18　交通パトロール等の進捗確認機能

図─ 16　補強設計時の部材配置検討
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うに，点群データを共通ツールとする等の仕組みを整
備していくことが望まれる。例えば，完成時には確認
が難しくなるコンクリートの配筋状況を，点群データ
を用いて施工管理し，鉄筋の詳細位置が分かるデータ
を維持管理へ引き継ぐことができれば，構造物の補修・
補強を行う際の非常に有効な情報とすることができ
る。

6．おわりに

膨大なインフラの高齢化，技術者不足といった問題
に対して，首都高速道路では維持管理業務の生産性の
向上を図るために。スマートインフラマネジメントシ
ステム（i-DREAMs）の運用を開始した。これにより，
計画・設計段階から施工，維持管理段階までの全体の
プロセスがシームレスにシステム上で繋がり，維持管
理段階で得られた知見を設計にフィードバックする等
の仕組みが出来上がった。また，MMS により高精細

な点群データを取得・活用等，現場作業の効率化を図
ることで安全性の向上ならびに交通規制回数の減少に
伴う社会的損失の削減にも繋げることができる。

本システムは，国内外を問わずインフラ構造物の維
持管理に適用できる可能性を有しており，特に GIS
と 3 次元点群データを活用する InfraDoctor の技術
は，共通のコミュニケーションツールのひとつになる
ものと考えている。

今後も，本システム i-DREAMs の取り組み状況に
ついて，様々な機会を通じて報告していく予定である。

�

［筆者紹介］
長田　隆信（おさだ　たかのぶ）
首都高速道路㈱
保全・交通部　点検・補修推進室　点検推進課
担当課長
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都市交通の領域的整備に向けて
モーダルシフト促進への技術開発とその評価

大　野　寛　之

高齢化と人口減少が進む中，公共交通の役割が見直されつつある。運転手不足解消に向けた自動運転技
術の開発や，ドア・トゥ・ドアの利便性を目指した「ラストワンマイル」を埋める小型公共交通車両の開
発も進んでいる。

交通需要の発生は都市構造とも関係することから，一つの地域での成功事例がそのまま他地域へ当ては
まるとは限らない。それぞれの地域特性に応じ，街づくりと一体となった領域的な公共交通の整備が求め
られている。
キーワード：公共交通，バイモーダル，スローモビリティ，自動運転

1．はじめに

高齢化の進展を伴う人口減少社会を迎え，交通に関
する問題も，これまでとは異なる様相を呈するように
なってきている。生産年齢人口の減少は社会全体の労
働力不足をもたらし，運輸事業についても例外ではな
い。大型車の運転手不足も深刻で，公共交通事業者と
物流業界共に，運転手の確保に努力している。中には，
運転手不足が原因で，黒字路線でありながら路線の再
編や便数の削減を余儀なくされているバス事業者さえ
存在している 1）。その一方で，高齢者の運転による事
故が増える中，運転免許を自主的に返納する高齢者も
増加しており 2），その受け皿として公共交通の充実が
必要だと考えられる。

近年，交通機器の分野では自動運転をはじめとする
様々な技術開発が進み，地域の需要に応じた公共交通
に適用可能な新たな交通システムが生まれつつある。
それらの内のいくつかは，今月号の本誌に掲載されて
おり本稿で詳述することは避けるが，一部重複する内
容がある場合はご容赦頂きたい。

2．都市の構造と地域交通

人口減少社会を迎え，都市の構造と公共交通のあり
方について再考が迫られてきている。公共交通網の発
達した大都市圏を除いては，多くの都市で自家用車の
利用を前提とした郊外の住宅開発が進んできた。公共
施設やショッピングセンターも，広い駐車場の確保が

可能な郊外へ移転する一方，利用者の少なくなった駅
前が寂れる風景が多く見られた。広く拡散した都市構
造は，一定の需要により支えられる公共交通機関には
適さず，公共交通の衰退を招いてしまった。

しかし，近年の高齢化と人口減少にともない，こう
した拡散型の都市は維持が難しくなりつつある。そこ
で国としても都市のコンパクト化を進める施策を採る
ようになり，コンパクト化した都市の中で公共交通の
果たす役割が再評価されつつある。

公共交通の需要は都市構造や住民の年齢構成によっ
ても異なり，一つの都市で成功した事例がそのまま他
の都市へ適用できるとは限らない。一つの例として，
東京都武蔵野市でのコミュニティバス「ムーバス」の
成功事例を皮切りに，全国に広まったコミュニティバ
スが挙げられる。多くの自治体で導入されたものの，
経費ばかりがかかり利用の少ない，いわば「空気を運
ぶ」状況の事例も見受けられた 3）。また，隣接自治体
の駅の方が利便性が高いにもかかわらず，そうした旅
客の移動需要を無視して自治体をまたがる運行をせ
ず，利用が伸びない事例もあった。

地域に応じた適切な公共交通を整備するためには，
その地域の特性を把握することが不可欠である。その
第一歩は交通需要の把握である。需要に応じた適切な
交通手段が選択されることが重要である。需要の基礎
となるものは人口の集中度合いであり，さらに細かく
言えば，居住者の属性も需要に影響する。

近年は様々な GIS データが手に入ることから，大
まかな需要予測は比較的容易に行うことができるよう

特集＞＞＞　地域交通，スマートシティ，自動運転
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になってきている。図─ 1 および図─ 2 に交通安全
環境研究所（以下，当研究所と表記）が開発した需要
予測システムの画面を示す。

入手可能な人口データの位置情報は町丁字別であ
り，一つの字が広い面積である場合，本当はどこに人
口が集中しているか分かりにくい場合もあり得る。そ
こで，建物データを利用して建物のある場所に人口を
貼り付ける処理をする。こうすることで，農地や山林
のエリアは人口データが空白となり，正確ではないも
のの，おおよその人口集中度合いを見ることができる

（図─ 1）。このデータを基に適切なバス停配置や，路
線設定後の周辺人口に基づいた需要予測が可能となる

（図─ 2）。年齢階層で人口データを分ければ，子ども
世代や高齢者等，対象を絞った需要予測も可能となる。

今日では，携帯電話の位置情報を利用することで，
単なる居住人口に留まらず，利用者属性も含めた動的
な人口分布状況を見ることも可能であるが，個人情報
の保護と利用の観点から，その利用の可否は今後の課
題である。

ある程度の需要予想がついた後，適切な交通システ
ムの選択のため，当研究所では人口の年齢構成を考慮
した階層的意志決定法（Analytic Hierarchy Process：
以下 AHP と表記）の手法を導入した 4）。例えば，高
齢者は時間がかかっても座って移動できる交通手段を
選ぶ傾向があればそれを数値として重み付けを行い，
年齢別の交通選択行動を予測する。AHP に導入する
階層構造には，導入コストやインフラ整備の容易性等
の事業者の視点や，CO2 排出量のような社会的環境的
視点も導入可能であり（図─ 3），それぞれを重み付
けした上で計算を行い，地域に適した交通機関の選択
に適用することができる。

公共交通の整備には計画段階から開業に至るまでに
かなりの時間を要し，その間に人口の年齢構成も変化
していく。過去においては右肩上がりの需要予測でも
良かったかもしれないが，これからは将来の人口動態
変化を考慮した上で整備することが重要である。その
ためにはここに紹介したような計算手法が有効である
と考える。

図─ 1　需要予測のための人口データ
（上：未加工データ，下：建物に人口割付）

図─ 2　路線沿線の需要予測の計算画面

図─ 3　AHPにおける階層構造の例
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3．新しい技術開発とその評価

近年の自動運転技術の開発は加速度的に進んでお
り，自動車メーカに留まらず大手 IT 企業の参入もあ
り，数年先にどのような技術が実用化しているかも予
測が難しい状況にある。公共交通は旅客の安全の確保
が重要であり，新技術の安全性評価は欠かすことがで
きない。当研究所ではこれまでも様々な公共交通機関
の安全性の評価を行ってきており，今後も利用者の安
全の確保のための研究評価を続けていく。

自動運転による公共交通の開発事例としては，2005
年の愛知万博で運行された磁気誘導方式による IMTS

（Intelligent Multimode Transit System：写真─ 1）
が挙げられる。

IMTS のコンセプトは軌道上に敷設された磁気マー
カを読み取って自動運転による隊列走行ができること
に加え，運転手が乗れば単独のバスとしてマーカのな
い道路上も運行可能なバイモーダルシステムとなって
いる。なお，愛知万博では IMTS の法律上の位置付
けは鉄道として運行されており，バイモーダルな運用
はなされていない。

比較的に需要の多い路線では隊列走行を行い，末端
交通では単独のバスとして運用するバイモーダルシス
テムは，幹線と末端とで旅客が車両を乗り換える必要
がない。自家用車と比べて公共交通が選択されにくい
背景には乗り換え抵抗があるが，バイモーダルシステ
ムはその弱点を克服することができる。そのため，高

齢化の進展するこれからの地域交通手段として，こう
したシステムの活用が期待される。

運転手不足に悩む物流分野では隊列走行の技術開発
が進んできており，先頭車両のみに運転手が乗った状
態で後続車両が自動で追随して走行する実験が進めら
れている（写真─ 2）。こうした技術が直ちに旅客輸
送への適用ができるとは考えられないが，今後の技術
開発に注視が必要である。

大型のバス車両だけでなく，小型の車両が低速で移
動するスローモビリティを公共交通に適用する研究も
進められている。ベース車両にゴルフカートを利用し
たシステムや，多数の車輪を備えた小型電動バス車両

（写真─ 3）が一部の地域で試験運用されている。こ
れらの車両は最高速度を 20 km/h 未満とすること
で，万一衝突した場合の衝撃を少なくし，簡素な車両
構造を可能としている。

写真─ 1　愛知万博会場における IMTS車両

写真─ 2　自動運転によるトラックの隊列走行試験

写真─ 3　小型電動バス後部の注意喚起の表示
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一般車両とスローモビリティ車両が混在して走行す
る場合，渋滞の発生する懸念がある。そこで当研究所
では交通流シミュレータを用いて，小型電動バスと一
般乗用車が住宅地内の道路を走行する状況を再現した

（図─ 4）。平日の日中を想定したシミュレーションで
は，小型電動バスが停留所で旅客の取扱いをする間に
一般乗用車が追い越すことと，住宅地には迂回可能な
道路があることとで，大きな渋滞は発生しなかった。

こうした小型のスローモビリティは低速であるが故
に，異常時にはすぐに停止できる上，万一の衝突時に
も衝撃が小さくすむことから，自動運転の技術開発と
も相性が良い。開発には IT 企業も参入しており様々
なタイプのものが開発され，各地で実証実験が進めら
れている（写真─ 4）。自動運転であれば運転手確保
の心配がなく，過疎や高齢化により労働力不足となっ
ているような地域での，小規模な交通需要を満たすた
めの有力なツールとなり得る。

ここに紹介してきた新しい公共交通システムや，既
に実用化されている LRT や BRT も含めて，自家用
車から公共交通へのモーダルシフトが環境改善にどの
程度有効であるかの評価も欠かすことはできない 5）。

例えば路線バスでは捌ききれないほど交通需要が多
く，BRT あるいは LRT に転換する場合，どの程度

CO2 削減効果が見込めるか検討する場合を考える。単
純に走行中の排出量だけを考えれば LRT が有利であ
るが，LRT はインフラ建設時に多くの工事を要する
ことから，それらも含めたライフサイクルにわたる
CO2 排出量を推計する必要がある。さらには，新しい
公共交通が導入された場合の，自動車から公共交通へ
転換する旅客の比率も検討が必要であり，単純に製品
としてのライフサイクルを考えるだけでなく，周辺も
含め拡張したライフサイクルでの CO2 排出量を検討
する必要がある（図─ 5）。

本年より栃木県の宇都宮市～芳賀町の間では，既存
路線の LRT 化ではなくゼロからスタートする，完全
に新設となる LRT の建設が始まっている。完成した
後に，自動車からのモーダルシフトやそれに伴う渋滞
の解消，CO2 排出量の削減効果が検証可能となり，今
後の精度の高い予測評価にもつながることが期待され
る。

4．おわりに

上に述べてきたように，これまでの概念とは異なる
新しい公共交通の手段が開発されてきており，とりわ
け自動運転の技術は交通業界に新たなパラダイムシフ
トをもたらす可能性がある。動力源もエンジンから電
気モータへ転換しつつあり，高効率化や環境負荷低減
が期待されている。

また，公共交通機関が担う分野も，長距離・大量輸
送に留まらず，個別輸送に近い分野まで進出し，利便
性が高まる傾向にある。

加えて IT の発達も，自動運転だけではなく，様々
な分野で公共交通に影響を与えている。かつては居住
地以外を訪問する場合，地理不案内で苦労をすること
が多かったが，今日では目的地までの公共交通利用
ルートの情報を一瞬で手にすることができる。携帯電
話保有者の位置情報は，通常時の旅客移動需要を把握
することにも利用できる他，異常時のリアルタイムな

図─ 4　小型電動バスの走行シミュレーション

写真─ 4　自動運転のスローモビリティ車両

図─ 5　公共交通のライフサイクルCO2 検討の概念
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旅客行動も把握可能である。ただし，個人情報の取り
扱いについては慎重さが求められる。

今後の技術開発いかんでは，かつて SF や夢物語で
しかなかった世界が実現する可能性もある。星新一氏
の SF 短編 6）では，自動運転のベッド兼コンテナが主
人公が眠っている間に移動して，列車にも自動で乗車
して目的地の会社まで運ぶ世界が描かれている。自動
運転のバイモーダルシステムの実現により，小説と同
じような世界も夢ではなくなりつつある。

これからの技術開発に期待しつつ，公共交通の安全
性の確保については気を引き締めて取り組んでいきた
い。

�
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ラストマイル自動走行の実証評価（石川県輪島市）

加　藤　　　晋

日本では，近年，超高齢社会となり地方では過疎化が進んでおり，ドライバ等の人手不足も相まってバ
スや鉄道などの路線の縮小や廃止が行われ，また，高齢ドライバによる事故も増加している。そのため，
高齢過疎地や交通弱者の移動手段の確保が課題となっており，人手不足解消やコスト削減などに対して自
動運転技術の活用が期待されている。本稿では，自宅近くと最寄り駅間や地域内などの短中距離を補完す
る自動運転技術を活用した新たな交通手段であるラストマイル自動走行（端末交通システム）における
2017 年 12 月から開始した石川県輪島市での地域実証評価について，プロジェクト概要，実証技術や実証
状況，今後の取り組み等を紹介する。
キーワード：‌�自動運転，ラストマイル自動走行，遠隔型自動運転システム，端末交通システム，地域実証

1．はじめに

日本は，超高齢社会，地方の過疎化，人手不足等の
課題先進国であり，交通分野においても，高齢過疎地
や交通弱者等に対する移動手段の確保が課題となって
いる。一方，近年の自動運転の技術開発の進展により，
これらの技術を活用した新たな移動サービス等に対す
る期待が高まっている。しかし，自動運転技術を用い
た高度な自動走行の社会実装に向けては，技術開発と
共に，社会制度や事業環境等の整備に課題が存在して
いる。このような状況を踏まえ，経済産業省および国
土交通省は，2016 年度から「高度な自動走行システ
ムの社会実装に向けた研究開発・実証事業」（2016 年
度の事業名称は「スマートモビリティシステム研究開
発・実証事業」）を開始している。その中の 1 つであ
る「専用空間における自動走行等を活用した端末交通
システムの社会実装に向けた実証」のプロジェクト

を，国立研究開発法人 産業技術総合研究所（以後，
産総研）が幹事機関として受託し，民間企業や大学等
と共に研究開発と実証を進めている。

端末交通システムとは，基幹交通システム（鉄道や
バスなど）と自宅や目的地との間，地域内といった短
中距離を補完するラストマイルモビリティとも呼ばれ
る次世代の交通システムのことである（図─ 1）。本
プロジェクトでは，公共的な利用を前提とし，地域の
活性化などにつながる端末交通システムとして，自動
走行技術を取り入れた運行管理システムなどの研究開
発を行っている。なお，「『日本再興戦略』改訂 2015」
において「改革 2020」プロジェクトとして位置づけ
られている，高齢者等の移動手段（専用空間における
自動走行等を活用した端末交通システムを含む）につ
いては，この技術開発や実証等を通じて，2020 年に
ショーケース化することを目指している。そのため，
本プロジェクトでは，2018 年度には実際に端末交通

図─ 1　端末交通システムのイメージ図

特集＞＞＞　地域交通，スマートシティ，自動運転
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システムの導入が求められている地域の実環境で研究
開発された端末交通システムの実証評価を行うことと
し，開発や環境整備などを進めてきた。本稿では，端
末交通システムの実証地域の 1 つとして選定された石
川県輪島市における 2017 年 12 月から開始した実証評
価について，プロジェクトの概要，実証技術や実証状
況，今後の取り組み等を紹介する。

2． ラストマイル自動走行の実証評価プロジェ
クト

（1）プロジェクト概要
本プロジェクトでは，2020 ～ 2030 年頃の実現が期

待される自動走行等を活用した端末交通システムを対
象として，安全性・社会受容性・経済性の観点や，国
際動向等を踏まえつつ，必要な技術開発と実証を通じ
て，その社会実装に必要な技術や事業環境等を整備す
ることを目的としている。端末交通システムについて
は，標準化等の協調領域が大きく，事業モデルが存在
していないため，2020 年以降の実用化に必要な技術
開発と実証，社会受容性，事業面での検討を実施する
ものとし，社会実装にあたっての目指すところとし
て，以下の 4 つの柱を掲げて進めている。

①自動走行技術の確立
　：�無人自動走行，遠隔運行の安全性，信頼性等を

実環境で実証
②事業性（ビジネスモデル）の明確化
　：�サービス事業の成立性，継続性の道筋を実地域

モデルで実証
③社会システムの確立
　：�新たな交通システムとして法制度や責任，イン

フラの整備を実証
④社会受容性の確立
　：�実地域の利用価値と利害関係者（ステークホル

ダ）への高い受容性の実証
これらの 4 つは相互に関連しており，全体を見通し

たシステム構築とバランス調整が重要である。例えば，
技術的には最先端のものであっても，コストや信頼性，
耐久性に問題がある場合は事業性に支障が生じること
になる。また，運用を想定した責任や法制度が明確に
なっていなかったり，利用者や運行事業者，地域の受
容性が低いものであれば，新たな移動サービスとして
成り立たないと考えられる。さらに，実地域における
実証評価の事例を示すことは，このような端末交通シ
ステムのモデルとして，他の地域への社会実装の拡大
に必須な情報となると考えられる。本プロジェクトで

は，端末交通システムの導入が想定される場所や事業
性などを鑑みて，小型電動カートと小型バスという乗
車人数の異なる自動運転車両の開発を進め，地域の利
用実態に対応でき，コスト削減を見通せるようにして
いる。端末交通システムの自動運転車両としては，小
型電動カートを応用したものを「スマート E カート」
とし，小型バスを応用したものを「スマートバス」と
して車両をイメージしている（写真─ 1）。本プロジェ
クトは，このように技術の最先端ではなく，事業化の
最先端を目指すものである。本プロジェクトの正式名
称が長いこともあり，「ラストマイル自動走行の実証
評価」プロジェクトと略している。

（2）実証地域の公募と選定
端末交通システムを社会実装する計画に向けて，産

総研では，2018 年度中までに研究開発された端末交
通システムの実証評価を行う地域の公募を，2016 年
11 月 7 日から 12 月 26 日まで行った。短い公募期間
であったにもかかわらず，北は北海道から南は沖縄ま
で，全国 33 の自治体等からの応募（提案としては
44）があり，地域における移動手段の確保に対する関
心の高さをあらためて実感することとなった。この中
から，本プロジェクトに参画する企業や大学等のコン
ソーシアム内での厳正な審査と，外部有識者により審
査プロセスの確認を行い，2017 年 3 月 14 日に下記の
選定地域を決定した。なお，選定の基準は，場所の適
性，的確性，実行性，具体性，継続性，地域の受容性
とし，短い事業期間で導入の規範モデルとなりうる事
例地域として選定している。

ラストマイル自動走行の実証評価の選定地域
〇小型電動カート応用：スマート E カート
　（提案：23 地域中，選定：3 地域）

【過疎地モデル】�福井県永平寺町（永平寺町，福井県）：
廃線跡地利用

【市街地モデル】�石川県輪島市（輪島商工会議所）：
電動カート実績あり

写真─ 1　�端末交通システムの車両イメージ�
（左：スマートEカート，右：スマートバス）
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【観光地モデル】�沖縄県北谷町（北谷町役場）：電動
カート実績あり

〇小型バス応用：スマートバス
　（提案：21 地域中，選定：1 地域）

【コミュニティバス】�茨城県日立市（日立市役所）：
廃線跡 BRT 路線の活用（BRT: 
bus rapid transit, バス高速輸
送システム）

　※�上記の記載は，【地域モデル名称】選定実証地
域（応募主体）：地域の特徴を示している。

現在，自動運転技術を用いた移動サービスについて
は，世界各国で研究開発や実証が行われている。しか
し，まだ，公道においての持続可能なサービス事業へ
の移行例はほとんどなく，超高齢社会，過疎化，人手
不足等の進む課題先進国の日本での事業化に期待が向
けられている。また，日本国内においても，現在，民
間企業や大学，内閣府なども含めて，数多くの実証実
験が行われている。これらの多くが上記の選定発表後
に活発化しており，産総研での地域実証の公募に対す
る応募数の多さとして移動サービスへの期待を示され
たことが 1 つの要因となったと考えられる。

3． 石川県輪島市でのラストマイル自動走行
の実証評価

（1）走路環境と端末交通システムの構成
石川県輪島市は，輪島商工会議所の応募により，小

型電動カートを応用した実証評価を行う地域の一つと
して選定している。輪島商工会議所では，かねてより
次世代交通対策事業として，地域住民の生活の安全，
安心を守ることや観光客の市内中心部での回遊性向上
を図る新たな移動手段に，ゴルフ場などで使われてい
る電動カートを活用した新交通システム WA-MO

（ワーモ）を開発し，全国で初めて公道走行で必要な
ナンバーを 2015 年 11 月に取得して，現在も市内中心
部をドライバによる運転で運行している実績を持って
いる。また，走路の一部区間（約 1 km）において，
電磁誘導線等を用いた自動運転による公道走行を
2016 年 11 月から開始している。ただし，これは障害
物停止や回避，先行車追従，発進等の対応はドライバ
の対応が必要であり，ドライバの乗車が必須となる自
動運転レベル 1）では，レベル2程度にあたるものであっ
た。これは，輪島商工会議所の描く次世代交通の運用
方法として，ボランティアのドライバによる運用が含
まれており，必ずしも完全自動運転である必要性はな

いためでもある。輪島市は，このように公道での電動
カートの走行実績があり，実際に他の一般車両と共存
して運行していることから社会受容性が高いと見込ま
れることなどが，大きな選定理由となっている。

輪島市におけるラストマイル自動走行の実証評価は，
実証環境の特徴から市街地モデルと分類し，生活施設
や観光施設などを巡回する一般公道の走路において，
他の一般車両や横断歩行者などとの共存空間における
自動走行を，遠隔監視・操作システムを搭載した車両
を用いて行う社会実験となると想定している。また，
輪島市は，高齢化率が 40％を超えており，交通弱者
への安心な交通手段の確保と共に，観光客の需要促進

（沿道施設の利用）による地域活性化も目標としてい
る。実証実験の走行経路は，WA-MO の自動走行区間

（電磁誘導線が埋設された約 1 km）を借用し，ラスト
マイル自動走行の実証評価用の走路としての改修を
行って利用することとした（図─ 2）。この走路には
信号機はなく，一時停止の交差点が 3 か所あり，10
か所の横断歩道があり，5 か所の停留所を設けた左折
のみの周回路となっている。小型電動カートを用いた
スマート E カートは，今回の実証では電磁誘導線を
用いた自動運転時の最高速度を 12 km/h としてお
り，他の車両と比べて低速である。そのため，停留所
のうち，1 か所は交通量の多い道路での追従車両に配
慮した退避所となっている。走路には，停留所や一時
停止，加減速位置に差し掛かる前に制御用磁石が埋設
されており，磁石の極配置によるパターンを車両のセ
ンサが読み取ることにより，停止や加減速，方向指示
器の操作などを自動制御している。走路から 100 m
程離れたところに，遠隔監視・操作室を設けている。

端末交通システムとしては，小型電動カートをベー
スとした自動走行車両と遠隔監視・操作装置で構成し

図─ 2　走行経路（約 1 kmの周回路：一般公道）
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た（図─ 3）。電磁誘導線上を自動走行する車両の自動
運転機能をベースに，障害物への自動ブレーキ機能や
先行車への衝突回避と追従の機能を備えた自動走行車
両と，遠隔地で車両の状態や車内外の映像を監視でき
る装置と遠隔操作を可能とするゲーム機用のステアリ
ングコントローラを備えた遠隔制御装置を，通信装置
で結ぶことで，遠隔型自動運転システム 2）を構築して
いる。遠隔型自動運転システムとは，自動車から遠隔
に存在する運転者が電気通信技術を利用して監視し，
必要に応じその運転操作を行うことができるシステム
のことを指している。今回の構成では，電磁誘導線の
埋設が必要となるが，メンテナンスや運用コストが低
く，無人搬送車やゴルフカート等での長年の実績のあ
る機能であることや走路逸脱時には確実に停止するこ
とが可能であることなどから，事業性や安全性が高い
ことを考慮して採用している。通信装置には LTE

（Long Term Evolution）ルータ，Wi-Fi 無線 LAN 通
信機，UHF ディジタル無線機等を用いており，制御
信号，映像信号，音声，位置等の送受信を可能とした。
遠隔操作機能を装備した理由は主に 2 つあり，1 つは
電磁誘導線上に駐車車両などがあった場合の対応のた
めである。自動運転車両をさらに自律化し，自動で障
害物回避を行わせる機能を装備することも技術的には
可能であるが，センサ装置や制御装置のコスト増加，
実交通下における走路の制約や他車両の挙動等による
難しい走行制御が求められることなどから，遠隔ドラ
イバにこのような状態時には，遠隔運転操作を任せる
仕様としている。ただし，遠隔ドライバの運転操作も
負担を軽減するようにある程度の自動化を図るものと
している。もう 1 つの理由は，現在の日本の道路交通
法の下で，無人回送などの実証を公道において規制を
かけないで行うには，遠隔ドライバが責任を持つ遠隔
型自動運転システムとしての車両の基準緩和を受け，

道路使用許可を受ける必要があるためである。今回の
実証に用いた小型電動カートは 4 人乗りの軽自動車仕
様のもので，乗車人数が少ない。このことから将来的
に移動サービスとしての実運用では，ドライバが搭乗
しないことと共に無人回送ができるようにし，さらに
少人数で多数の車両を運用できるようにすることでコ
スト削減を図ることが求められるためである。端末交
通システムの構成は，導入する地域の環境や交通状況
に合わせて，モジュール的に組み合わせることで必要
機能を構成するものとし，コスト削減を図ることが可
能と考える。

（2）実証評価の開始と実証状況
輪島市においては，2017 年 12 月 18 日に出発式を

行い，遠隔監視・操作技術と自動走行技術を組み合わ
せた遠隔型自動走行の実証評価を開始した。実証実験
にあたっては，12 月 1 日に国土交通省 北陸信越運輸
局より遠隔自動運転車両の基準緩和の認定を受けてい
る。これは，遠隔自動運転車両は，車両外（遠隔）に
ドライバの運転席にあたるものが存在することになる
ため，一般の車両とは異なり道路運送車両法によって
規定されている保安基準を緩和の認定を受ける必要が
あるためである。また，本認定を基に警察庁が策定し
た「遠隔型自動運転システムの公道実証実験に係る道
路使用許可の申請に対する取扱いの基準」における石
川県警察本部による走行審査を 12 月 12 日に受け，公
道実証実験に関する道路使用許可を 12 月 15 日に取得
している。これにより，一般公道において規制をかけ
ずに，自動運転のレベル 4 相当の機能を持った車両と
遠隔型自動走行を組み合わせた実証評価を推進し，安
全性や受容性の向上と自動運転による移動サービスの
早期実現を目指している。

出発式では，電磁誘導線などによる自動走行や，セ
ンサによる自動ブレーキ機能，遠隔監視・操作システ
ムによる遠隔ドライバの操作による発進停止や，横断
歩行者を優先するための一時停止と発進などの走行デ
モを行った。前日までの雪が路面に残った状態では
あったが，遠隔型自動走行のデモは問題なく終えるこ
とができた。また，一部の走路区間においては，保安
要員を車外には配置するものの，車両内完全無人での
自動走行デモを，全国に先駆けて行った（写真─ 2～
4）。これは，事業性向上に資する無人回送を想定し
たもので，今後，自動運転機能や安全性，信頼性の向
上を図り，車両内無人車両との遭遇に対する他の道路
利用者の反応等を収集解析していく予定である。

これまでの実証評価において，いくつかの課題も明図─ 3　端末交通システムの装置構成例
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らかになってきている。まず一つは，降雪時の雪や路
肩に積み上げた排雪を，センサが障害物として誤検知
するという問題である。今回，センサとしてレーザー
レンジファインダを用いたが，今後，カメラなども併
用することで，誤検知を減らす予定である。また，自
動運転車両が一時停止交差点からの発進時に，左から
の右折車両と譲り合いが生じ，先行するタイミングが
合わないという問題もあった。ドライバ同士では，ア
イコンタクトやライトでの意思表示ができるところで
はあるが，自動運転車両の場合に難しい問題である。
外部への意思表示を示す機器などの導入が試されると
ころではあるが，電光掲示での提示には，法規性もあ
り検討が必要である。さらに，路上駐車車両への対応

も課題である。自車の走路に駐車車両がある場合に
は，遠隔操縦で行うことになるが，実走路においては，
対向車の接近なども考慮する必要があり，難しい運転
操作となる。また，対向車の走路に駐車車両がある場
合には，駐車車両を追い抜く対向車が走路をはみ出し
て走行してくることもあり，そのタイミングによって
は危険となることが想定される。電動カートを用いた
低速な自動運転車両への追い越しは，何度も起きてい
ることから，低速車両が走行することや自動運転車両
に優先権を持たせることのルール化や走路に示すこと
等の検討が，必要であると感じている。

4．おわりに

課題先進国である日本の超高齢社会，地方の過疎
化，人手不足等により，交通分野で課題となっている
高齢過疎地や交通弱者等に対する移動手段の確保に対
し，自動運転技術を活用した移動サービスの実現によ
る解決を目指したラストマイル自動走行の実証評価プ
ロジェクトを紹介した。実地域での実証評価として，
石川県輪島市における 2017 年 12 月から開始された実
証技術や実証状況などの説明を行った。

今後は，さらに自動運転機能の向上を図り，遠隔監
視・操縦者の負担を軽減することや，少人数の遠隔監
視・操縦者での複数車両の運行を目指した遠隔型自動
運転の拡張，利用者や事業者などの受容性の実証評価
を行う予定である。

本実証評価を通じ，端末交通システムの社会実装が
加速され，高齢化市街の活性化に資する交通弱者への
安心な交通手段の確保や沿道施設の利用による観光客
の需要促進につながることを期待している。

�
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群馬大学における次世代モビリティの研究
自動運転とスローモビリティの社会実装

太　田　直　哉

群馬大学の次世代モビリティ社会実装研究センターは次世代の交通手段を研究する組織である。現在そ
の活動の中心となっているのは自動運転の研究とスローモビリティの研究である。自動運転の研究で特徴
的なのは，レベル 4 と呼ばれる走行地域は限定されるが，人間のドライバーの関与しない完全な自動運転
技術に特化していることである。またスローモビリティの研究では，企業と協力して実際に目的に適した
車両を作成していることが強みとなっている。どちらの研究も技術や車両の開発だけを行うのではなく，
それらを社会の中でどのように生かせば効果的かを検証する社会実験にも力を入れている。これらの活動
を行うため，多業種の企業や行政との協力の下で研究を遂行している。当センターは共同研究を通じて様々
な団体に使用していただける設備や実験コースを保持しているほか，企業・行政との協力関係を育み，維
持していく枠組みとして，協議会や研究会を運営している。
キーワード：自動運転技術，スローモビリティ，産学官協力，社会実験，地域振興

1．はじめに

群馬大学には次世代の交通手段を研究し社会へ実践
する組織として，次世代モビリティ社会実装研究セン
ターが設置されている。その設立時期は平成 28 年 12
月であるが，本年 5 月には専用の試験路を備えた研究
施設が完成し，活動を本格化させた。現在の当センター
の活動で，大きな部分を占めているのが自動運転の研
究と低速モビリティの研究である。本稿ではこれらの
活動を紹介する。

まず最初に自動運転技術の研究について述べる。自
動運転にはその程度によってレベルが規定されている
が，それについて説明した後，群馬大学が目指すレベ
ルと社会での運用方法，さらにそのような戦略を採る
理由について説明する。また自動運転自動車の構造お
よびその車両を用いた社会での実験にも触れる。次に
スローモビリティの研究について報告する。スローモ
ビリティとは通常の自動車よりも歩行者に近いスピー
ドの乗り物とそれを生かした交通のことを言う。群馬
大学がスローモビリティの乗り物として地元のベン
チャー企業とともに開発したバスは最高速が 19 km/h
である。このバスを用いた社会実験によって，特に高
齢者の生活にとって，この交通手段が単に遅いバス以
上の意味を持つことが分かった。このような社会での
実践は群馬大学のみの力では不可能で，多くの企業や

行政との協力関係により成り立っている。本稿の最後
に企業や行政との共同研究で使われる設備と，協議
会，研究会についても触れる。

2．自動運転技術

（1）群馬大学の研究戦略
現在，社会的に自動運転技術は大きな注目を浴びて

いる。この技術は現在問題となりつつあるタクシーや
バスの運転手の不足を解消する手段になり得ると考え
られる。また地方では日常の足として自動車は不可欠
であるが，高齢になっても運転をせざるを得ないこと
も社会問題となっている。自動運転技術はこれに対し
ても有効な解決策になる可能性がある。

自動運転にはその程度によって 5 つのレベルが設定
されているが，群馬大学の自動運転技術の開発戦略
は，レベル 4 に特化していることが特徴である。レベ
ル 4 とは路線バスのように運用地域は限定されている
が，その地域内では人間のドライバーが不必要な自動
運転技術である。以下でまず自動運転のレベルについ
て説明し，その後群馬大学がなぜレベル 4 に特化した
研究をしているのかについて解説する。
表─ 1 に示すように，レベル 1，レベル 2 は人間の

ドライバーの補助であり，アクセル，ハンドル，ブレー
キのいずれか一つ，あるいは複数の操作を機械が行う

特集＞＞＞　地域交通，スマートシティ，自動運転
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が，走行の安全を確保し，危険があれば機械に代わっ
て自動車を操作することはドライバーの責任である。
一方レベル 3 では，アクセル，ハンドル，ブレーキの
全てを機械が操作し，この自動運転の状態ではレベル
2 までと異なりドライバーは安全な走行を監視する必
要は無い。しかし機械が運転を続行不可能と判断した
時はドライバーが機械に代わって運転を行う。一方レ
ベル 4，レベル 5 では，人間のドライバーが不必要に
なる。先に述べたように，レベル 4 では運用条件（領域）
が限られているが，レベル 5 ではそのような制限が無
い完全に人間のドライバーに代わる自動運転である。

自動運転のレベルが高くなるに従って技術的困難度
が増すので，技術の開発とそれを用いた車両の社会へ
の導入でも，このレベルに従って段階的に行うという
考えが一般的である。しかし我々はレベル 1，レベル
2 は良いがレベル 3 は機能しないと考えている 1）。そ
の理由は人間の特性による。人間は長時間運転に対す
る注意を払わないでいた後に，急に運転可能な意識の
状態になることは基本的に困難であるからである。し
たがって技術開発としてはレベル 4 以上の完全な自動
運転を最初から目指すべきである。一方技術の困難さ
という点から見れば，走行環境に関する情報を必要と
せずにどこにでも走行することができるレベル 5 は，
近未来を考えた場合，実用的に実現するのは難しいと
考えている。この理由によって我々はレベル 4 に特化
した技術開発を行っている。

運用地域が限られるレベル 4 でも，ドライバーが居

ないことによる社会へのインパクトは大きい。この自
動運転技術の典型的な適用例は路線バスであるが，ド
ライバーが居なくなれば大きな車両はなくなると考え
られる。バスが大型である理由は，一人のドライバー
に対して多くの乗客を運ぶ必要性からである。ドライ
バーのコストがなくなれば乗客の数に応じて小さな乗
り物が必要なだけ来れば良い。また深夜など乗客が居
ないのに走っているバスがあるが，これもなくなる。
時刻表があるのはドライバーの労務管理をする必要性
からであり，ドライバーが居なくなれば乗客がいない
場合にはバスは走らないし，居る場合には深夜でも早
朝でもボタンを押せばバスは来る。

なお以上では，我々の戦略をバス路線の自動運転化
として説明したが，走行地域を限定すれば，その中で
あればタクシーの機能は実現可能である。

（2）自動運転車両
群馬大学は乗用車（トヨタプリウス，アルファード

など）をはじめ，バスやトラックなどを含む合計 18
台の自動運転車両を保持しており，様々な社会環境で
の自動運転実験に対応できるようになっている。典型
的な車両の例を写真─ 1 に示す。これらの中でも特

表─ 1　自動運転のレベル

レベル 0
　�ドライバーが常にすべての主制御系統（加速・操舵・制動）

の操作を行う。
レベル 1
　�加速・操舵・制動のいずれか一つをシステムが支援する。 

自動ブレーキ など。
レベル 2
　�加速・操舵・制動のうち，同時に複数の操作をシステムが

支援する。
　先行車追従＋レーンキープ など。
レベル 3
　加速・操舵・制動の全ての操作をシステムが操作する。
　システムが要請した時，ドライバーが操作を代行。
レベル 4（地域限定完全自動運転：ドライバー不要）
　�動作条件（地域）を限定するが，加速・操舵・制動の全て

の操作をシステムが操作する。
レベル 5（完全自動運転：ドライバー不要）
　�動作条件を限定せず，加速・操舵・制動の全ての操作をシ

ステムが操作する。

写真─ 1　自動運転車両の一例（ベース車両はトヨタアルファード）

写真─ 2　自動運転化された低速電動バス eCOM-10
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徴的な車両は写真─ 2 に示す車両で，車体は後に述
べるスローモビリティの研究で開発された e-COM10
と呼ばれる電動バスを自動運転化したものである。こ
の車両本体も含めて群馬大学のオリジナルである。
写真─ 3 は写真─ 1 に示した自動運転車両のセン

サー部分の写真である。屋根にはレーザで周囲の形状
を計測する LIDER，人工衛星からの電波で現在位置
を計算する GNSS（GPS），全方位の画像を撮影する
カメラが付いている。バスなどの大型車両では屋根の
LIDER だけでは死角を生じるため，車体の 4 つの側
面に一つずつ障害物検出用 LIDER が付いている。車
両の現在位置の計算は屋上の LIDER により計測され
た周囲環境形状の照合と GNSS の情報によっている。
また障害物検出は屋上及び側面のすべての LIDER を
用いている。カメラは，現在のところ信号の色の判定
のみに使用している。

自動運転を行うにはまず走行経路を手動で走行して
周囲形状と位置情報が記録された地図を作る。その地
図に車線情報や走行速度，止まれなどの標識情報，信
号の位置情報などを付加する。その後，この地図の情
報と走行中に得られるセンサ情報とを照合しながら走
行する。

（3）社会実験
現在まで北は札幌から南は福岡まで，多くの場所で

自動運転車両のデモおよび走行実験を行ってきたが，
長期にわたっての住民へのサービス実験として最初に
行った実験は神戸市北区にある筑紫が丘ニュータウン
での社会実験である。筑紫が丘ニュータウンは高度成
長期時代に盛んに作られたニュータウンの一つであ
る。現在住民の高齢化が進み，最寄りのバス停から自
宅までの交通手段，いわゆるラストマイルの交通手段
が必要とされている。群馬大学では地元のバス会社や
シンクタンク系の企業などと協力して，平成 29 年 11

月から一ヶ月ほど，写真─ 1 に示したミニバンを改
造した自動運転車両を用いて，ラストマイルの交通手
段を提供する社会実験を行った。そのコースを図─ 1

に示す。この実験での群馬大学の役割は自動運転車両
を提供することであるが，そこで特徴的なことは安全
のために同乗する安全監視ドライバーが開発元の群馬
大学の人間ではなく，地元のバス会社のドライバーが
務めたことである。このために自動運転を監視するド
ライバーの教育カリキュラムと修了試験を開発した。
この実験ではその試験に合格したドライバーのみで運
行した。

また現在行っている社会実験で大きなものは，群馬
県の JR 前橋駅と上毛電鉄中央前橋駅を結ぶシャトル

図─ 1　神戸市北区，筑紫が丘ニュータウンでの実験コース

図─ 2　前橋市での実験コース

写真─ 3　自動運転車両のセンサー（LIDER, GNSS, カメラ）
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バスを自動運転化する計画である。図─ 2 に示すよ
うに，この路線は 700 m ほどの直線に近い路線であ
るが，この路線を自動運転化した小型バス（日野ポン
チョ（写真─ 4））を用いて営業運行する。現在緑ナ
ンバーの取得を終了して営業運転に向けた環境データ
の取得を行っている。今年の終わりには乗客を乗せた
営業運転を行う予定であり，自動運転車両による営業
運転は日本初の試みである。

3．スローモビリティ

（1）スローモビリティ研究の発祥
群馬大学でのスローモビリティの研究は，平成 21

年に設立された次世代 EV 研究会を発祥としている。
この研究会の設立当時の趣旨では，地球環境問題の解
決に貢献する二酸化炭素ガス排出の少ない交通手段を
提供することに力点が置かれていたが，その後低速電
動バスを開発し社会実験を行う過程から得られた知見
をもとに，低速な交通手段が地域住民にもたらす文化
的な効果にも注目して活動するようになった。次世代
EV 研究会は次世代モビリティ社会実装研究センター
設立後にはその一部門として組み入れられ，電動車両

（EV）だけに限らず環境負荷が少なく人間にやさしい
低速の交通手段を研究する部門として現在に至ってい
る。以下に記す内容の内，社会実験までは次世代 EV
研究会時代の活動である。

（2）低速電動バスの開発
群馬大学では平成 24 年に一般道路を走行可能な低

速電動バスとして eCOM-8（愛称 MAYU（まゆ））を
開発しているが，これは平成 21 年，科学技術振興機
構（JST）社会技術研究開発センター（RISTEX）の
研究開発領域「地域に根ざした脱温暖化・環境共生社

会」の援助を受けて構想された計画が実現したもので
ある 2）。

開発されたバスの外見を写真─ 5 に示す。このバ
スは全長 4405 mm，全幅 1900 mm，全高 2455 mm で，
車内の車則両側に対面式の座席を備え，10 人の乗客
を運ぶことができる。窓の部分は開放されており，外
気に触れながら走行する。雨天時には透明なビニール
のシートを設置して雨滴の侵入を防ぐ。また車輪は片
側 4 輪の計 8 輪で，車輪の中に備えられたモーター（イ
ンフォイールモーター）で駆動される。最高速は 19 
km/h で，一回の充電で 40 km の距離を走行すること
ができる。バッテリーは交換式の構造を採っているた
め，充電済みのバッテリーに交換することで 40 km
を超えて連続走行可能になっている。このバスの設計・
製作は桐生市のベンチャー企業シンクトゥギャザーが
行っているが，群馬県内の様々な機械メーカー約 30
社の部品が使われており，地域産業の活性化にも貢献
している。

（3）社会実験
平成 24 年に低速電動バス eCOM-8 が完成しナン

バーを取得して一般公道での走行が可能になると，群
馬県桐生市で走行実証実験が行われた。桐生市は関東
平野北端に位置する人口約 12 万人の中規模地方都市
で，織物産業で日本の近代化を支えた都市として知ら
れている。現在では織物産業に関連する多くの歴史的
建造物を生かした観光都市でもある。まずこの桐生市
での観光の交通手段として eCOM-8 の有用性を検証
した。

低速バスが一般車両に混じって公道を走行すること
になると，渋滞の原因になるなど一般車両の交通の障
害になる懸念がある。そのため eCOM-8 の完成に先
立ち，低速の車両が桐生市の交通に与える影響を住民
の協力の下で調査している。一般の小型バスを 20 

写真─ 4　�前橋市での実験で使われる自動運転化された小型バス（ヒノ ポ
ンチョ）

写真─ 5　スローモビリティのための電動バス eCOM-8
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km/h で走らせてその障害の程度を計測したところ，
後続車両が 10 台程度溜まった場合はバスを路側に停
車させて後続車両を前に行かせることにより，後続車
両のドライバーの感情も含めて大きな障害にならない
ことが分かっている。

桐生市の観光中の交通手段としての eCOM-8 の活
用は概ね好評で，快適性を問うた全数 92 のアンケー
トによれば，82％が快適である，16％がどちらでもな
い，2％が快適ではないという結果になっている。快
適ではないという回答の原因はモーターの音が意外と
大きいなどであり，低速で開放された乗り物の特徴と
は別の要因であった。一方快適であるという回答の意
見では風の気持ちよさや景色の見えやすさなど，
eCOM-8 の設計時に意図した特徴が効果を生んだ。

eCOM-8 はこの他，桐生周辺で路線バスが運行され
ていない比較的居住者が少なく高齢者が多い地域と桐
生市中心を結ぶ交通手段として活用する実験も行っ
た。その結果は単なる交通手段ではなく，地域住民の
交流を促進する場としての機能も果たし，住民の安否
確認の効果もあることが分かっている。ここで開発さ
れた eCOM-8 はシンクトゥギャザーによって継続生
産され，現在桐生で 4 台が様々な用途に活用されてい
る他，本原稿執筆時点で国内では 14 台，国外ではマ
レーシアで 3 台が運行されている。また車椅子用のリ
フターの付いた新型も開発されている。

（4）低速電動バスの自動運転化
スローモビリティの実践車両として低速電動バス

eCOM-8 が一定の成功を納めたので，シンクトゥギャ
ザーによってその大型バージョンとして eCOM-10 が
開発されている。車輪が片側 5 輪，合計 10 輪となり，
乗客の定員も 10 名から 16 名に増加している。この車
両は設計時から自動運転化されることが考慮されてお
り，昨年の 10 月に完成した第 1 号車は群馬大学で自
動運転化され，今年 3 月に富岡製糸場で有名な群馬県
富岡市でデモ走行をした他，5 月には福岡県福岡市で
行われたアジア太平洋地域 ITS フォーラムでもデモ
走行を行っている（図─ 2）。

4．企業と行政との協力

（1）次世代モビリティ開発の施設と専用試験路
先にも書いたとおり次世代モビリティ社会実装研究

センターは次世代の交通手段を開発し，社会で実践し
て行くことを目的としている。そのためには企業や行
政との協力が不可欠であるので，そのための施設や設

備を保持している。写真─ 6 に示すのが群馬県前橋
市の群馬大学荒牧キャンパスにある施設である。建物
には車両の改造・整備を行う車両整備設備（写真─ 7

（a）），管制・遠隔操縦を行うための設備（写真─ 7

（b）），人工知能の研究にも適した高速並列計算機や
多量の実験データを蓄えられる記憶装置を備えたデー
タセンター（写真─ 7（c）），また円筒形のスクリー
ンに周囲 360 度の画像を投影でき，車両の周囲の環境
が乗客の感情に与える影響を解析できるシミュレー
ション装置（写真─ 7（d））などが設置されているほ
か，共同研究先が研究室や実験室として使用できる部
屋を多数備えている。また建物の前には車両の走行実
験を行う専用試験路がある。試験路の面積は約 6000 
m2 で，信号や標識などの道路要素は可動式になって
いる。そのため試験内容に応じて最適な道路条件が整
えられる。これらの設備は共同研究先など，群馬大学
と関係がある団体ならば使用していただける共用研究
施設となっている。

（2）協議会・研究会
企業や行政との協力を推進するための枠組みとし

て，当センターが主体となって協議会と 3 つの研究会
を運営している。協議会はその名前を次世代モビリ
ティオープンイノベーション協議会と言い，群馬大学
と協議会の会員および会員相互の交流の場を提供して
いる。具体的な活動として年一回の総会を行う他，適
宜群馬大学の次世代モビリティに関する情報を提供し
ている。この協議会への参加は無料である。

研究会は群馬大学と会員，あるいは会員相互の更に
密な情報交換および議論の場として設置されている。
研究会には次世代モビリティの技術に焦点を当てた研
究会である（1）要素技術開発研究会，ビジネス展開
を視点とした（2）製造・生産システム研究会，社会ニー
ズや社会の課題に焦点を当てた（3）社会実装連携研

写真─ 6　次世代モビリティ社会実装研究センターの外見と試験路
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究会の 3 つがあり，それぞれ 1 ヶ月ずつずらして 3 ヶ
月に一度開催している。したがって，1 ヶ月に 1 度は
どれかの研究会が開催されることになる。この研究会
への参加は有料（年 50 万円）であるが，研究会会員
になれば全ての研究会に参加できる。これらの研究会
により様々な交流が生まれ，新たな交通手段が早期に
実現されることを期待している。

5．おわりに

本稿では，群馬大学の次世代の交通手段研究とし
て，次世代モビリティ社会実装研究センターの活動を
紹介した。センターの現在の活動としては自動運転の
研究とスローモビリティの研究が大きな部分を占め
る。どちらの研究も技術を開発するだけに留まらず，
多くの企業や行政との協力の下，その社会での実践ま
で行うことが大きな特徴となっている。今後はこれら

の研究をさらに進め，真に実用的で社会のインフラと
なり得る交通システムを完成させるとともに，これら
以外の先進的な交通手段の研究にも力を入れていきた
いと考えている。

�
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写真─ 7　次世代モビリティ社会実装研究センターの設備

（a）車両整備設備 （b）管制・遠隔操縦設備

（c）データセンター （d）シミュレーション装置
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都市交通課題への交通シミュレーションの適用
交通検討からスマートシティのマネジメント技術へ

永　田　尚　人

建設企業は，開発，保有する様々な技術やノウハウを活用して住宅施設，商業施設，物流・流通等の施
設から道路，社会基盤施設に至るまで幅広い分野の建設事業に取り組むだけでなく，住民の多様化する価
値観やニーズに対して，人・モノなどの流れを効率化・高度化するための新しい技術を取り入れた提案を
行ってきている。本稿では，ソフト技術の代表的な取り組みとして，大規模都市開発等の事業を円滑に進
めるための交通シミュレーションを活用した課題解決事例を紹介するとともに，首都直下地震等の大規模
災害への対応をはじめとする社会課題解決に向けての評価ツールへの発展性についても報告する。
キーワード：交通マネジメント，シミュレーション，合意形成，ITS，社会課題

1．はじめに

慢性的に発生する渋滞対策や市民参加によるまちづ
くりなど，様々な場面で交通シミュレーションシステ
ムが適用されている。特に渋滞対策においては，ITS

（注 1）や TDM（注 2）などのシステムの導入，複雑
な交通運用施策が検討，既に導入されているだけでな
く，行政と地域住民との協働によって渋滞緩和を実現
させていこうという動きも出てきている 1）。動的な交
通シミュレーションは，旅行時間や渋滞長，交通状況
のアニメーションなど誰にでもわかりやすい指標で評
価でき，かつ車線運用や信号制御，イベント時の交通
対策立案など様々な交通施策をモデル化して柔軟に対
応できるため，交通マネジメントの評価に対して有益
なツールであるといえる。

近年，市街地における大規模な建設工事に際して
は，周辺住民の理解を得ながら建設計画から工事まで
進めていくことが求められている。近隣住民の多様化
する価値観やニーズの中では利害が広範囲に及ぶこと
から，円滑に建設事業を進めるためには，効率的な事
業実施への要請と同時にコミュニケーションによる合
意形成が課題となってきている。特に工事計画説明会
の段階では，情報の透明性や関係する地域住民を尊重
した丁寧な対応など，プロセスの公正さを重視した説
明に交通シミュレーションが活用されてきている 2）。

本稿では，大規模都市開発等の事業を円滑に進める
ための交通シミュレーションを活用した課題解決事例
を紹介するとともに，今後の社会課題解決に向けての
評価への適用についても提案する。

2．都市開発等における検討事例

（1）大規模開発の交通シミュレーション
大規模都市開発計画に関して，街区レベルでのミク

ロなアプローチと大規模開発関連地区レベルでの検討
に交通シミュレーションを活用した事例を紹介する。
（a）東戸塚駅東口開発計画
ニューシティ東戸塚中央街区は，商業施設，高層住

宅 4 棟などから構成されるニューシティ東戸塚の中心
的な街区である。東戸塚駅東口開発は，民間による国
内最大級の都市開発事業であり，1980 年の JR 横須賀
線東戸塚駅の開業（旧国鉄への請願駅）から今日に至
るまで約 40 年間，「ニューシティ東戸塚」の事業が進
められ，超高層住宅 4 棟を含めた開発では住宅 4,500
戸，商業施設なども入れると約 100 棟もの建物が建設
されている（写真─ 1）。

この開発の核となる商業施設は，百貨店，スーパー
の 2 つの核店舗と専門店街からなり，多くの来店車両
を駅前交通との調和を保ちつつ円滑に捌くことが，こ
の地区での交通計画の重要な課題であった（写真─2）。

特に，商業施設の開店に伴う来店車両の左折入庫と
左折出庫を実現するためには，中央街区の周辺街路の
一方通行規制を従前から逆方向の一方通行規制に変更

（注 1）ITS=Intelligent Transport Systems（高度道路交通システム）� �
（注 2）�TDM=Transportation Demand Management（交通需要マネジメント）

特集＞＞＞　地域交通，スマートシティ，自動運転
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する必要があったため，安全面を含めて十分な対策が
求められた（図─ 1）。この交通規制の変更に関して
は，交差点処理，交通の流れ，安全面等多角的な視点
での検討のほか，自治体，警察，道路管理者等の関係
機関との交通協議で要求された数多くの課題に対して

の検討を行った。この対応を円滑に進めるために，交
通シミュレーション技術を駆使して街区周辺の交差
点，道路への影響等の評価を行い，1999 年 9 月に一
方通行の変更が認められ，1 ヶ月後の同年 10 月に商
業施設が開店している。
（b）札幌駅南口開発計画
札幌駅南口開発は，札幌駅の高架化に伴う旧地上駅

跡地の再開発事業により2003年に開業した。JRグルー
プによる駅ビルとしては 1997 年開業の京都駅ビル，
1999 年開業の名古屋 JR セントラルタワーズに次ぐ大
規模再開発であり，北海道内最大となるショッピング
エリアを形成している（写真─ 3）。

建設にあたっては周辺の道路混雑緩和のため，敷地
内に自動車専用道路を設置するほか，付置義務約 1,000
台の駐車場，高架上屋屋上にも約 300 台の駐車場が整
備されている。2011 年には札幌駅周辺地域と大通・
すすきの地区を地下で結んだ札幌駅前通地下歩行空間
が開通している。

当該エリアは，札幌市内でも有数の交通混雑エリア
であった。行政機関等による再開発協議会が行った交
差点飽和度（交差点需要率）の検討では大きな問題は
指摘されていなかったが，大規模開発による周辺道路
交通への影響が懸念されていた。このため事業者サイ
ドでは，当該エリアの交通状況を確認することを目的
として，静的手法に追加して動的なシミュレーション
システムを活用した検討を実施した。

対象範囲は，図─ 2 に示すように 1,000 m×600 m，
11 信号交差点であり，商業施設利用の多い休日の午
前 10 時から 16 時までの 6 時間を対象として実施して
いる。
（c）検討結果
図─ 3 は検討結果の一例であるが，現状の信号現

示による検討結果を左図に，再開発後の北 5 条手稲通

写真─ 1　東戸塚駅東口開発完成鳥瞰写真

写真─ 2　オーロラシティー商業棟完成時

図─ 1　東戸塚中央街区の検討交差点と変更後の一方通行規制

写真─ 3　�札幌駅南口開発完成写真（引用：http://skysky7.com/001-01�
sapporo/01.html）
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りの渋滞対策のために，交通量に合わせた配分に基づ
き変更した信号現示を用いて再検証した結果を右図に
示している。

左図（現状現示の場合）では，再開発により需要が
増加するため，現状の信号現示を用いるとピーク時（16
時～ 17 時）に，旅行時間が大きくて増加する。右図（改
良後現示の場合）では，北 5 条手稲通りの信号現示（ス
プリット）を見直した結果，対策前後と比較すると，
東進旅行時間も西進旅行時間も，大幅に短縮すること
の可能性を示すことができた。

（2）ITSの導入効果測定
ITS のアプリケーションを効率的に地域へ展開し，

IT 技術を適用した新たなまちづくりを行うために
は，地域の交通課題の把握と各サービスの導入効果を
事前に検討していく必要がある。各施策の合意形成と
ITS メニューの導入妥当性の評価に対して，交通シ
ミュレーションシステムは，ビジュアルで分かりやす
くかつ高い分析能力により社会全体の便益向上に大き
な力を発揮している。

ITS の各アプリケーションへの適用について，図─
4，5 にその一例を示している。

●�交通関連情報の提供・動的案内誘導�  
VICS のような交通情報を提供するシステムだ
けでなく，双方向通信を利用したより高度な
サービスの導入効果などについても，周辺交通
に与える影響を評価可能である。

図─ 4　交通情報の提供効果の評価例

●�自動料金収受システム（ETC）の導入効果測定� 
ETC を評価する場合には，ゲート単独での運
用形態や性能評価だけでなく，道路システムと
して道路形状や車線運用，車載器の普及率，イ
ンターチェンジを出た先の周辺街路網を含めた
総合的な評価を実施してきている。

図─ 5　ETCの導入効果の評価例

図─ 2　シミュレーションによる検討概要

図─ 3　シミュレーションによる検討結果
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これまでの ITS は，自動車のもたらした負の遺産
である渋滞，交通事故，環境問題の解決を目標として，
VICS，ETC，路車協調システムである ITS スポット
などの社会システムが構築されてきた。

近年，ITS の基盤技術である情報通信技術の進化は
目覚ましく，スマートフォンに代表される IT デバイ
スは社会を大きく変容させてきている。セカンドス
テージに入ったといわれている ITS は，エネルギー
や高齢者対応も含めた地域や社会的な課題を解決する
ことが求められており，ダイナミックな交通計画策定
を可能とする動的交通シミュレーションシステムへの
ニーズが高まってきている 1）。

（3） 合意形成ツールとしての交通シミュレーション
市街地における建設工事に際しては，周辺住民の理

解を得ながら建設計画から工事まで進めていく必要が
ある。近隣住民の多様化する価値観やニーズの中で円
滑に建設事業を進めるためには，効率的に事業を実施
するだけでなく，地域住民との円滑なコミュニケー
ションによる合意形成が求められてきている。特に，
工事計画段階では，建設関連の大型車両走行に対する
地域住民の安全確保が大きな争点となる場合が多いた
め，住民説明会においては合意形成を目途とした論点
の明確化が重要となる 2）。

道路建設のような社会資本整備の場合と異なり，写
真─ 4 に示すような住宅地における大規模な建築工
事では利害関係者は明確であるが，住民の関心は事業
規模の大小ではなく建設によって受ける影響が直接的
であるか間接的であるかによって相当変化する。本稿
では，工事車両の安全性確保に対する合意形成ツール
としての交通シミュレーション評価とその特徴を紹介
する。

本事例では，残土搬出ダンプトラック等の大型工事
車両の多頻度運行による周辺道路や交差点の混雑回

避，搬入ルート沿線住民に及ぼす影響や迷惑の分散，
現状の交通規制を解除する運行ルートの優位性等，を
分析するために交通流シミュレーション解析による定
量分析を行っている。図─ 6 に示すように，③ Y 交
差点の右折待ちによる混雑回避，④商業施設出入口へ
の入場待ちによる混雑回避，⑥右折が隘路となる K
交差点での混雑回避等を論点に，以下の 3 ケースに示
す大型車両運行ルートについて検討を行った。

Case-1：大型商業施設横の道路を往復
Case-2：一方通行（計画地域を時計回り）
Case-3：一方通行（計画地域を反時計回り）
検討にあたっては，工程計画上「コンクリート工事」

と「残土搬出工事」が同日に実施される状況を考慮し
た最大 270 台（45 台 / 時間）大型車両の運行を従前
の一般交通量に付加して影響を分析し，Case-2 を採
用している。

3． Society 5.0実現に向けた社会課題解決へ
の適用事例

Society 5.0 においては，わが国が積み上げてきた社
会基盤を最大限に活用しつつ，IoT や AI などによる
新たな社会サービス基盤を活用して都市の進化を支え
ていくことが求められている。都市を取り巻く様々な
課題や活力ある社会を目指すために，官民でのデータ
の交流や市民参加等も含む新たな官民連携によって，
快適性・経済性・安全性を兼ね備えた新しい都市の創
造を目指すことが重要である。

新たな社会サービス基盤においては，都市全体を最
適化し，都市交通やエネルギーなどの刻一刻と変化す
るデータを分野横断で分析・制御することで，少子高
齢社会であっても持続可能な都市を実現するシステム
構築が必要となる。一方で，この社会を実現するうえ写真─ 4　地域との合意形成が求められた大規模建築工事事例

図─ 6　当該地域での交通シミュレーション検討概要
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での課題は，交通渋滞による損失（全国年 12 兆円），
多頻度小口物流問題（トラック積載率 5 割未満），大規
模災害時の事業・経済継続及び帰宅困難者（首都直下
地震で想定 650 万人），食品廃棄ロス（国内年 632 万ト
ン，世界食料援助量の約2倍）など多岐に及んでいる3）。
本稿では，都市交通における新たな交通システムの導
入や大規模災害に対象を絞り，課題解決に向けた交通
シミュレーション技術適用の取組について報告する。

（1）スマートインフラへの取組み
先進諸国では，社会インフラや生活インフラは整備

されているものの，それらの老朽化が課題となってお
り，建築物，道路等のインフラや設備の維持・更新を
メインとした都市の再開発が進められている。

また，老朽化に加え，世界的なエネルギー不足問題，
超高齢化社会，経済の再活性化などの課題が山積して
いる。その課題を解決するものとして期待されている
のが，スマートシティであり，交通課題を解決するも
のが第 2 世代の ITS 技術である。人々の移動に関す
るあらゆる情報がモニタリング機能を通して収集さ
れ，交通シミュレーション等を活用して施策評価を行
い，その結果を可視化することで，市民に分かり易い
かたちで交通状況をフィードバックするものである。

自動運転の普及は，渋滞と交通事故を大幅に減少さ
せ，無人走行車が人々の生活に合わせて送迎し，人も
荷物もスムーズかつ安全に目的地まで届けることを可
能にする。

国土交通省では，2020 年度の社会実装に向け，自
動走行する小型モビリティを用いた移動サービスの実
証実験を進めている。第 2 章で紹介した東戸塚駅周辺
地区は，街の成熟にあわせて上記の課題が顕在化して
おり，写真─ 5 に示すような自動運転車両導入等に
向けた地域の交通マネジメント施策への交通シミュ
レーションの適用が求められるであろう。

（2） 首都直下地震を対象とした災害廃棄物輸送シ
ミュレーション

経団連による行動計画では，「快適性」・「経済性」・「安
全性」を兼ね備えた新しい都市の創造に向けて，建物
や道路等を中心に，様々な都市インフラの稼働状態を
モニタリングする機能を組み込むことを提言されてい
る。その中で 2020 年を目途とした第一ステップでは，

図─ 7　首都直下地震における災害廃棄物処理のあり方検討結果（JAPIC）

写真─ 5　無人走行車両（DeNAロボットシャトル）
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東京圏で重要度が高いと考えられる「モビリティ分野
（人流・交通・物流等）」と「防災分野」を先行モデル
事業（重点分野）として選定されている 3）。

首都直下地震に対する被害想定とその直後の対策
は，すでに様々な検討が行われている一方，都市機能
回復に向けた中長期的な計画や戦略，例えば災害に
よって発生する膨大な災害廃棄物の処理計画は，道路
交通に多大な影響を与える重要課題であるため検討が
必要とされる。

一般社団法人日本プロジェクト産業協議会（以下，
JAPIC）防災委員会では，迅速な災害廃棄物処理を実
現するには，有事はもとより平時からの官民の緊密な
連携，現行法規の枠組みを越えた対応，広域処理を実
現する円滑な輸送ネットワークの 3 点を事前策定する
ことが急務であるとの提言を行っている。この検討で
は，東京 23 区の道路ネットワークを対象に広域的な
動的交通シミュレーションを実施し，図─ 7 に示す
ような評価を行っている 4）。

4．おわりに

本稿では，建設業におけるソフト技術の取り組み事
例として，大規模都市開発等の事業を円滑に進めるた
めの交通シミュレーションを活用した課題解決事例や
首都直下地震等の大規模地震災害への交通シミュレー
ション技術を活用した社会課題解決に向けての評価事
例について概説した。

Society 5.0 を支える IoT，AI などの技術の進展は，
人間の行動データ，交通データなどの情報を適切に収
集・分析し産官学横断的に活用することで，スマート
シティ構築や新しい交通ビジネスへの展開が可能にな
るものと考えられる。交通シミュレーション技術に関
しても，センサ類から得られる大量データ等を基に高

精度の実証，予測精度向上，最適化を図ることができ
るものと考えられ，「モビリティ分野」や「防災分野」
等のさまざまな社会課題のより効率的な解決にも貢献
することが可能になる。

課題先進国の我が国がレジリエンスな社会を実現す
るためには，IoT を活用する人間側の連携の仕組みも
重要となる。さまざまな関係者がさまざまなレベルで
連携を推進できるような仕組み作りの推進が求められ
ている。
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地盤改良工事では地中に改良体を造成するため，施工状況や出来形を目視により確認・評価すること
が困難である．そこで，地盤改良工事の施工管理における改良体の施工情報をリアルタイムに記録，見
える化し，評価するための施工情報可視化システムを開発している．また，従来の限られた地盤改良工
事の事前調査では，地盤状況に応じた改良体の設計値に対する実際の施工仕様の妥当性やその見直しを
迅速に判断することは困難であった．しかし，上記のシステム内に，事前に実施する標準貫入試験の結
果と支持層や地盤性状を評価するために計測する施工機械が負荷として受けるアースオーガーのモータ
による電流値との相関関係に基づいた N 値の推定式を有することで，限られた地盤調査から設定した施
工仕様の妥当性の確認や追加対策の必要性の判断が容易となる．本研究では施工情報可視化システムの
概要と事前調査としての標準貫入試験結果と施工管理で得られる電流値から N 値を推定する手法を検討
する．

キーワード：  Ground Improvement Works, Information and Communication Technology, Visualization, Kinetic 

Measurement, Estimated N-value

1．はじめに

現在，土木分野では基礎工，ダム工ならびにトンネル
工等において，施工状況をリアルタイムにモニタリングし
て施工する技術が適用されている．また，土工や舗装工
においても設計データや現場計測データを建設機械に入
力して施工する技術が実用化されている 1）．一方，地盤
改良工事においてもリモートセンシングや傾斜計のよう
な種々のセンサ類や画像処理等で代表される Information 
and Communication Technology（ICT） や Information 
Technology（IT）が適用されつつある．すなわち，施工
現場の省人化，施工管理の効率化ならびに生産性を向上
させることを目的とした魅力ある建設現場を目指す新し
い取り組みである i-Construction が推進されている 2）．
しかし，地盤改良工事にて各種技術を有効に活用するま
でには解決しなければならない課題が存在する．例え

投稿論文

ば，地盤改良工事は地中を対象とした工事のため，施工
状況をリアルタイムに目視で確認・評価することが困難
である．このため，改良体の品質や出来形，地盤状況な
らびに支持層の変化をリアルタイムに評価し，施工に
フィードバックする点に課題がある．

上記した課題を解決するため，一連の研究では地盤改
良工事の施工管理において改良体施工時の掘削深度，掘
削速度，スラリー量および電流値等の改良体の施工情報
をリアルタイムに計測・記録し，地盤を見える化，評価
および共有することが可能な施工情報可視化システムを
開発している．当該システムにより，今日まで課題であっ
た目視が困難な地中にて改良体の各種施工情報をリアル
タイムに判りやすく可視化し，現場関係者に共有できる
ため，地盤改良工事の施工管理の効率化を図ることが可
能になる．現在，当該システムは実際の施工現場へも展
開している状況である 3）．
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地盤改良工事の事前調査では，施工エリアに対して限
られた本数でのみ実施されることが多い．そのため，事
前調査位置から離れた施工箇所に対する支持層到達の確
認，地盤性状から固化材量の調整ならびに施工順序等，
設計時に対する施工時の妥当性や見直し確認を迅速に判
断することが難しい．そこで，地盤性状や支持層評価の
ため，施工時に計測・記録する電流値と事前調査として
実施する標準貫入試験結果に関する各々の相関関係から
N 値をリアルタイムに推定する機能を新たに施工情報可
視化システムに追加する．なお，施工機械に取り付けら
れた攪拌翼を回転させるためには地盤の抵抗に応じて電
流値を変化させることが不可欠であるため，電流値の変
化は地盤を掘削する際に施工機械が受ける負荷を表現し
ていると考えることができる 4）．上記機能の追加によっ
て，施工中の地盤状況に合わせてリアルタイムに固化材
量を調整することで改良体の強度は調整でき，かつ原地
盤と固化材が確実に混合されることにより，品質の良い
改良体を造成することが可能であると考えている．

本研究では，様々な地盤改良工事の施工管理に適用さ
れた計測技術や ICT について述べる．また，一連の研
究で開発した施工情報可視化システムの概要とともに，
地盤改良工事において施工管理に必要な電流値を計測す
ることで，その電流値から N 値をリアルタイムに推定
する手法，N 値の推定式，N 値の推定結果および実現場
への適用の可能性について述べる．

2．地盤改良工事の施工管理例

現在における地盤改良工事の施工管理について，埋戻
し工法の場合では原地盤と固化材の混合攪拌状態等，薬
液注入工法の場合では薬液の注入量やエアー量等，高圧
噴射攪拌工法の場合では噴射圧力や噴射量等，各々工法
に合わせた管理項目を計測機器を用いてリアルタイムに
計測し，臨機応変に施工することが可能になるため，改
良体の品質を確保することができる．また，地中の施工
状況をリアルタイムに把握し，施工するシステムも開発
されている．以下に，様々な地盤改良工事に導入されて
いる施工管理事例について述べる．

2.1　埋戻し工法

埋戻し工法はセメント系固化材と混錬水を用いて埋戻
し処理を施すことで，ブロック状の均質な改良体を造成
する地盤改良工事の一種である．ただし，改良体は地中
に造成されるため，施工中に改良範囲や混合攪拌状態を
目視で確認することができず，混合攪拌状態が管理基準
値を正確に満たしているかの判定が困難であった．そこ

で，施工中に改良範囲や混合攪拌度合をモニタで監視で
きる施工管理装置が開発されている（図-1参照）5）．図-1
はポンプに設置した流動計にて使用混錬水量を計測し，
施工機械のバケットに設置した回転計および電気比抵抗
値計測センサーにて混合攪拌回数と混合攪拌の度合を計
測し確認するものである．また，図-2は電気比抵抗値
計測の測定例を示しており 5），左側の電気比抵抗値をリ
アルタイムに計測した結果が施工機械のモニタに表示さ
れるため改良体の攪拌混合度合や出来形を把握し易く
なっている．計測位置は改良体平面形状に関して実施す
るものである．また，電気比抵抗値は電気比抵抗計測セ
ンサーによって改良体方向に毎秒 5 cm 程度の速度で挿
入し，改良体中の抵抗値の変化を計測間隔 10 cm 毎に
計測し，計測結果を電気信号によりロッド内ケーブルを
通じて地上までリアルタイムに送信する仕組みである

（図-3参照）5）．電気比抵抗値の変化は大きなばらつきが
確認された場合，土塊等の未攪拌の割合が多い状態であ
ると推測し，埋戻し工法による地盤改良工事は攪拌混合
された地盤の電気比抵抗値が小さくなる傾向にあること
がわかっている 6）．一般に混合攪拌度合が良いとされる
判定基準は改良体強度および電気比抵抗の変動係数が管
理目標値の 30％以下 7）であり，この状態であれば改良
強度のばらつきは少ないものとされている．

図-1　埋戻し工法における施工管理装置

図-2　電気比抵抗値の測定例
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2.2　薬液注入工法

薬液注入工法は地盤中に薬液を注入して，地盤の透水
性を減少させたり，地盤の強化を図る地盤改良工法の一
種である．この工法では注入に伴い，地盤の間隙水圧が
上昇し易くなることがある．深度が浅い既設構造物直下
の地盤の薬液注入工事を行う際は，躯体（既設構造物）が
動かないように確認しながら作業を行う必要がある．し
たがって，躯体の動きは目地部の変形集中や注入材の
リークの可能性があり，改良地盤の品質が低下する恐れ
もあるため，リアルタイムに施工状況を確認できるシス
テムが必要である．そこで，薬液注入工法の施工管理に
おいて重要な計測項目は掘削位置，注入状況および躯体
の変状の把握である．掘削位置はボーリング試験機に挿
入式の位置計測器を取り付け，削孔先端位置を計画線に
合わせ実施する．注入状況は地表面上に圧力流量測定装
置や間隙水圧計を設置することで，薬液を浸透注入でき
る適切な量を予め考慮して注入速度，注入圧ならびに間
隙水圧を計測する．また，躯体の変状は躯体自身に傾斜
計および変位計を設置し，躯体の傾斜角度，継目の目開
き量ならびに目違い量を管理基準値を満たすように計測
することで躯体の動きをモニタリングする．

上記した施工管理に重要な現場計測データを管理帳票
に取り込むことで，3 次元の CAD 注入データおよび地
質・構造物データとともに組み合わせた 3 次元注入管理・
支援システムが開発されている（図-4参照）8）．図-4にお
いて，左側は注入計画における構造物データと薬液の注
入予定位置を鳥瞰図として表現している．右側は実施工
における薬液の注入実績として注入圧を可視化してい
る．以上より，注入圧のみならず施工中に得られる様々

なデータ（変状データ，地盤データおよびボーリングデー
タ）を鳥瞰図，平面図ならびに断面図等の形式でリアル
タイムに可視化することができる．また，障害物のある
地盤を対象とした場合においても，障害物の影となり注
入されない箇所の見落とし防止，効率的な注入孔の配
置，施工計画の立案ならびに現場の省力化につながるも
のとして実現場へ導入されている．

2.3　高圧噴射攪拌工法

高圧噴射攪拌工法はボーリングマシンを用いてセメン
トミルクとエアーを混合，超高圧で地中に噴射し原地盤
と混合攪拌することで改良体を造成する地盤改良工事の
一種である．特に，既存構造物を対象とした工事では，
狭隘な箇所での施工や構造物を供用しつつ施工を行う場
合も多く，地中を確認しながら既存構造物への影響の低
減や改良体の品質管理の向上が求められる．また，通常
の施工では噴射エネルギーのパラメータである固化材噴
射量，噴射圧力および噴射時間（引上速度）が一定に固定
されているため，改良地盤の同一が想定される場合は改
良径を 1 ケースに設定する．しかし，地中では想定外の
地盤状況である可能性もあるため，上記のパラメータを
適切に調整することが望まれる．そこで，高圧噴射攪拌
工法の施工管理においては改良体の出来形ならびに品質
管理の向上を目的として，施工速度，回転速度，固化材
の噴射圧力，噴射量ならびに空気量の管理項目をリアル
タイムに制御し表示する専用管理装置が開発されている

（図-5参照）9）．図-5における装置モニターに表示された
①～⑤の設定値と実測値により施工状況を把握し，上記
の管理項目をリアルタイムに調整しながら施工すること

図-3　電気比抵抗計測装置（先端コーン貫入型センサー） 図-4　3次元注入管理・支援システム
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が可能である．また，施工深度が 50 m を超える場合，
掘削の鉛直精度を保てない可能性がある．そこで，図-6
に示されるように掘削位置をリアルタイムに計測するた
めの孔曲り専用計測装置も開発されている．これより，
掘削 1m 毎に直交 2 方向の傾斜計と絶対方位計で計測
し，掘削時の孔曲り形状をリアルタイムで確認すること
ができる．先端位置の計測データは赤外線通信により無
線化し，無線ルーターにより現場内事務所や関係者の

ノート PC に送信できるため，施工ロスのない効率的な
計測管理が可能になる．

2.4　機械攪拌工法

機械攪拌工法は攪拌翼により原地盤とスラリーや粉体
系の改良材を混合攪拌し，地中に改良体を造成する地盤
改良工事の一種である．一般的に地盤沈下や液状化対策
等に利用されている．しかし，地中を目視できないため
施工状況の見える化を図りながら施工するシステムが必
要であった．そこで，地盤改良工事の施工管理に情報化
施工を組み合わせることで計画から維持管理に至る一連
のプロセスにおける施工情報を見える化し，施工現場全
体の最適化や品質管理の高度化を図る品質・出来形可視
化システムが開発されている（図-7参照）10）．なお，本節
での見える化とは地盤内における施工が目視で確認でき
ないといった条件があるため，施工中の改良体の位置や
変位を，現場計測したデータに基づき地盤内に造成中の
改良体を 3 次元的にモデル化しイメージし易くする意味
を持つものである．また，図-7に示されたシステムは
以下の 1）～ 3）で構成されている．
1）�施工情報（深度，スラリー量，攪拌翼回転数および電

流値等）を見える化するとともに，管理単位毎にオー
トで記録・保存する施工管理システム

2）�品質情報（改良体の形状，寸法，強度の計画値および
その実績値），施工仕様，日時ならびに施工位置等の
施工に関する情報を一元的に集約し，3 次元表示する
情報管理システム

3）�予め設計図書から取得した地盤改良工事の平面におけ
る杭芯位置に GPS 情報を利用して施工機械を誘導・

図-5　専用管理装置のモニター

図-6　孔曲り専用計測装置

図-7　品質・出来形可視化システム
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操作する機械誘導システム
上記 1）～ 3）のシステムにより，施工管理を実施して

いる．一方，本研究の一連で開発した施工情報可視化シ
ステムは施工情報を現場内部と外部における関係者にイ
ンターネット環境（Cloud）を利用したリアルタイムに共
有する技術を取り入れている．それに対し，品質・出来
形可視化システム内の施工情報は現場内のみの情報共有
となるため，現場内の施工管理の効率化向上は期待でき
ると考えられる．しかし，今後は地盤改良工事に計測技
術や遠隔支援を提供する IoT 等を導入し，現場内の省
人化を図る意味においても現場外の工事関係者にもリア
ルタイムに施工情報を共有できる環境が必要になる．

3．施工情報可視化システム

地盤改良工事では，地盤性状や支持層の位置等を各施
工箇所にて把握しながら進めることが重要である．一連
の研究では地盤改良工事の施工管理においてリアルタイ
ムに各種現場計測データを計測・記録し，施工状況を見
える化するシステムを開発している．また，実際に機械
攪拌工法や砂杭置換工法を使用した施工現場に導入して
いる状況でもある．ここでは，実際の施工現場に導入し
ている施工情報可視化システム（図-8参照）について述
べる．図-8より，施工情報可視化システムは施工現場
と施工現場の外部を網羅するものであり，以下の機能か
ら構成されている．

3.1　施工機械の位置誘導機能

従来の地盤改良工事では改良体の施工位置を測量によ
り確認し，誘導する方法がとられている．また，改良深
さが大きい場合，改良体同士をオーバーラップさせるこ
ともあり，施工開始前に実施する杭芯セットの精度が高
く要求される．上記の課題を解決するため，予め改良体
や杭の 3 次元の設計情報をシステムに登録しておき，施
工時にリーダー上部に設置した全球測位衛星システム

（GNSS 受信），トータルステーション（TS）およびリー

ダー下部に設置した傾斜計を利用し，杭芯位置の誘導を
正確に行うものである（図-9参照）．図-9において改良
体施工時の計測データは，施工機械から図-8に示した
施工管理室内のメイン PC に送信される仕組みである．
また，杭芯位置の誘導に関しては，施工機械のオペレー
タ室に表示されたキャビン用モニタの施工情報に従うこ
とで杭芯位置を設計値に誘導する（図-10参照）．キャビ
ン用モニタには上記した位置誘導機能により，造成する
杭の番号や座標位置，杭長およびスラリー等の使用材料
や施工仕様等が登録されており，施工中の改良体情報を
リアルタイムで視覚的に確認することができる 11）．す
なわち，これまで課題として挙げられていた目杭（従来
の測量や施工位置のマーキングに使用する杭）のずれや
オペレータの見誤りによるヒューマンエラーの防止を期
待することができる．

3.2　施工情報の可視化・記録・共有機能

従来の地盤改良工事では，施工機械のオーガーの掘削
速度や攪拌翼の回転等を操作するオペレータとプラント
での材料の残量を確認し調整する作業員や施工管理室に
て施工機械に指示を送る作業員が最低限必要であり，そ

図-9　地盤改良工事の施工状況

図-10　キャビン用モニタ例

図-8　施工情報可視化システム
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の後の出来形や品質確認等を目的に管理していた 12）．
しかし，上記の状況では効率が良くないため，目視にて
地中を把握し，改良体の状況を確認しながら施工できる
システムが必須であった．そこで，施工情報可視化シス
テムでは，施工管理における様々な施工情報（深度，電
流値，速度，スラリー量および攪拌翼先端軌跡等）を動
態計測により 0.5 秒毎に記録する．その後，電気信号に
よりリアルタイムに施工管理室へと送信し，計測データ
を 3 次元で見える化，図-11のようにモニタに表示する．
図-11より，モニタ右側は改良体 1 本毎の施工情報（深
度，電流値，速度，スラリー量ならびに攪拌翼先端軌跡
等）を縦軸に施工深度・横軸に計測量としてグラフ表示
する．また，グラフ中には予め現場毎に設定した上記の
施工情報の上限値や許容範囲値が示してあり，それらの
管理値を逸脱すると視覚的に認識することが可能にな
る．さらに，施工管理における全ての施工情報は図-8
の施工管理室内のメイン PC を経由し，構築されたイン
ターネット環境（Cloud）を通じて工事関係者間でリアル
タイムに共有することも可能である 13）．

上記の機能により，予め設定した施工情報の上限値や
許容範囲値に対する現状値を把握することができ，目杭
による位置誘導と比較して高精度の改良体出来形および
品質を確保することが可能となった．また，従来の数値
情報のみでは把握することが困難であった改良体の施工
状況から一変し，地中における改良体の施工情報をリア
ルタイムに計測し，3 次元的に見える化することが可能
となるため，地中での改良体の施工状況をイメージとし
て確認することができる．

3.3　施工情報可視化システムの導入事例

地盤改良工事のうち，機械撹拌工法を使用した施工現
場において施工情報可視化システムを導入した事例を述
べる．施工する改良体については，改良長さが深度方向
に 3 パターンあり，隣り合う改良体は長さが異なる．ま

た，設計基準強度についても海側と陸側で異なる事例で
ある．そのため，改良体どうしをオーバーラップさせる
ため，施工開始前に行う杭芯セットの精度が要求される
こともあり，改良体の出来形や品質管理値を 3 次元的に
見える化するためのシステムを試験的に導入した．

改良体の天端高，杭径および改良深度の出来形につい
ては全施工本数で施工計画時に決定した天端高，杭径お
よび改良深度の設計値を満たし，施工位置や改良体どう
しの間隔，長さについても全施工本数で許容値以内での
出来形を確保できている 14）．また，施工中に発生する
盛上り土量についても固化材吐出量の 70 ～ 80％程度と
されているが 15），本工事でも約 70％程度の盛上り土量
となることがわかり，適切な盛上り土量の管理を行うこ
とができている．

4． 機械攪拌工法による支持層・地盤性状の
リアルタイム評価

地盤改良工事における施工管理では支持層の位置や地
盤性状を評価するため，随時各施工箇所にて電流値また
は積分電流値 16）を計測する．本研究では地盤改良工事
のうち，機械撹拌工法に対して各施工箇所で計測する電
流値と標準貫入試験の N 値に基づき，リアルタイムに
N 値を推定する手法を提案するものである．当該地盤に
応じた N 値の推定手法から導かれた推定式を施工情報
可視化システムに入力することで，標準貫入試験の結果
に頼らなくてもリアルタイムに N 値を推定することが
可能になる．以下に，N 値の推定手法とその手法により
立案した N 値の推定式について述べる．

4.1　施工機械の制御条件

本研究において事例として取り上げた施工機械（アー
スオーガー）の制御条件としては，表-1のとおりトルク
と回転速度がある．表-1では出力量 90 kW のモータが
2 基あり，内翼と外翼の相対攪拌翼で構成されている．
また，内翼と外翼のモータによるトルクや回転速度は異
なる値である．そのうち，外翼回転速度は 4.84 rpm，
内翼回転速度は 13.1 rpm と全施工本数において施工開
始から施工が終了するまで一定値に管理されている．そ
こで，N 値の推定式立案の際，回転速度については考慮

表-1　施工機械の制御条件

施工機械（アースオーガのモータ） 制御条件

出力（kW） 攪拌翼 回転速度（rpm） トルク（kN・m）

90 × 2
内翼 13.1 131.94

外翼 4.84 355.44

図-11　施工情報可視化システム
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しないものとする．なお，本研究で使用した施工機械
（アースオーガー）は，モータの電流値が最低 400 A お
よび最大 800 A を出力するものである．

一方，表-1には示していないものの掘削速度につい
ては掘削速度を一定に保持しながら施工するべきである
が，施工機械のオペレータが掘削箇所に応じて掘削速度
を調整しながら施工していることが全施工本数で確認さ
れた事例である．例として図-12は改良体番号 c50 にお
ける掘削速度の深度分布を示している．これより，電流
値は掘削速度の影響を受けると考えられる．ただし，改
良体番号 c50 を含め，図-13に示す全ての改良体位置に
おいて掘削速度 1 ～ 1.5 m/min の範囲内で極力一定に保

ちながら施工している．また，深度 11 ～ 12 m 付近で
は大深度施工のためのロッドの継足しを行ったため，掘
削速度が 0 m/min 付近に低下している箇所もある．以
上より，N 値の推定式立案の際は，図-12の橙色の枠で
囲んだ箇所のように掘削速度が 1.5 m/min を超える箇所
や 1 m/min よりも低下した箇所における電流値につい
ては除くものとする．

4.2　N値の推定手法

本研究において事例検討する地盤改良工事では，図- 
13に示されるように施工エリアに対して事前調査とし
て 1 本のみの標準貫入試験の実施であった 17）．また，
施工する改良体の径は 2300 mm と大口径であり，改良
体番号 c04 ～ c50 までの計 40 本を施工する工事である

（図-13参照）．図-14は改良体番号 c50 を例として，標
準貫入試験の結果と電流値の深度方向分布を示す．これ
より，対象地盤の改良範囲は TP＋8.59 m ～ TP－7.62 m
の長さ 16.21 m と大深度であり，粘土やシルトを主とし
た軟弱地盤である．ここで，本研究では図-14のとおり
施工開始から支持層に着底した箇所までの電流値を使用
し，標準貫入試験で得られた N 値と改良体を施工する
際に得られる電流値の相関関係を統計的処理によって分
析する．

以下では N 値の推定手順を示す．
1）�改良範囲に関する標準貫入試験の N 値は 0 ～ 7 まで

あり（図-14参照），シルトや粘土を主体とした土質区
分である．また，電流値は 400 ～ 800A の範囲かつ 0.5
秒間隔で計測している．電流値は貫入開始から支持層
と想定される位置まで貫入攪拌を実施した場合のみの
計測データを採用する．以上より，標準貫入試験の N

図-12　掘削速度の深度分布図例（c50）

図-13　対象地盤の施工状況

図-14　標準貫入試験結果と電流値の深度方向分布例（c50）
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値を 0，1，3，5 および 7 の 5 段階のステージに区別し，
電流値と対応するように分類する．

2）�各 N 値のステージに対応付けた電流値に関するヒス
トグラムを作成する．作成例として改良体番号 c50（図- 
13参照）の N 値が 0 のステージにおけるヒストグラ
ムを図-15に示す．なお，電流値の分布形は正規分布
であると仮定する．

3）�各 N 値のステージに対応付けた電流値のヒストグラ
ムに関して，電流値の平均と標準偏差を求める．さら
に，各 N 値のステージから求めた電流値の平均と標
準偏差および標準貫入試験の N 値を用いてグラフ化
する．

4.3　N値の推定式の立案結果

4.2 で示した N 値の推定手順に従い，N 値の推定式を
求めた結果を表-2に示す．表-2においてケース 2 以降
はケース 1 の計測データを網羅した上で，ケース 1 と比
較して周辺の改良体の計測データの影響を考慮した際の
変化傾向を確認する．そこで，ケース 1 を含んだ周辺改
良体の計測データをケース 2 からケース 4 へと増やすこ
とで，推定式の構造（本研究では一次式として仮定の上，
傾きと切片）が一定の値に収束することを考慮するため
に計測データを平均化している．なお，表-2では N 値
の推定式について独立変数 x を電流値，従属変数 y を N
値として示している．図-16 ～図-19は N 値の推定式の
立案結果を図化しており，標準貫入試験の実施位置（図- 
13参照）に最も近い改良体である改良体番号 c50 の 1 本

図-15　電流値のヒストグラム作成例（c50，N値＝ 0）

表-2　N値の推定式の立案結果

N 値の推定式

N－σ（式（1）） N（式（2）） N＋σ（式（3））

ケース 1 y＝0.028x－12.827 y＝0.031x－16.511 y＝0.035x－20.647

ケース 2 y＝0.016x－6.236 y＝0.022x－11.129 y＝0.031x－18.133

ケース 3 y＝0.023x－9.650 y＝0.028x－14.255 y＝0.033x－19.183

ケース 4 y＝0.027x－11.98 y＝0.031x－16.15 y＝0.035x－20.165

図-16　N値の推定式（ケース 1）

図-17　N値の推定式（ケース 2）

図-18　N値の推定式（ケース 3）

図-19　N値の推定式（ケース 4）
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を対象としたケース 1，さらに周辺の改良体を含んだ
ケース 2（2 × 2 本），ケース 3（4 × 4 本）およびケース 4（6
× 5 本）の範囲に区別して示している．また，式（2）は施
工において最も計測し得る可能性の高い電流値から N
値を推定する式として設定している．さらに，式（1）と
式（3）は式（2）を基準として電流値の正と負の方向に標準
偏差の大きさを電流値を計測し得るであろう範囲として
設定している．表-3 ～表-6は，図-16 ～図-19から得ら
れた電流値から推定される N 値を示している．

4.4　考察

ケース 2 およびケース 3 は改良体の施工本数をそれぞ
れ 4 および 16 本に増加させているため，ケース 1 にお
ける N 値の推定式を構成する傾きと切片の値に収束す
ると考えられるものの，傾きと切片ともに値は収束せず
減少する傾向である（表-2参照）．特に，ケース 1 とケー
ス 2 の式（1）を比較すると，最大で傾きが 0.012，切片が
約 6.6 の減少が確認される．一方，ケース 4 では式（1）
～式（3）において傾きと切片がケース 2 およびケース 3
の場合よりもケース 1 に収束する傾向がある．

ケース 1 において N 値が 0 に対応した電流値の範囲
は608 Aを中心に556～660 Aの幅を有し（図-16参照），

表-3　N値の推定結果（ケース 1）

N 値の推定式
電流値（A）

400 450 500 550 600 650 700 750 800

N＋σ（式（3）） －7 －5 －3 －1 0 2 4 6 7

ケース 1 N（式（2）） －4 －3 －1 1 2 4 5 7 8

N－σ（式（1）） －2 0 1 3 4 5 7 8 10

表-4　N値の推定結果（ケース 2）

N 値の推定式
電流値（A）

400 450 500 550 600 650 700 750 800

　 N＋σ（式（3）） －6 －4 －3 －1 0 2 4 5 7

ケース 2 N（式（2）） －2 －1 0 1 2 3 4 5 6

N－σ（式（1）） 0 1 2 3 3 4 5 6 7

表-5　N値の推定結果（ケース 3）

N 値の推定式
電流値（A）

400 450 500 550 600 650 700 750 800

　 N＋σ（式（3）） －6 －4 －3 －1 1 2 4 6 7

ケース 3 N（式（2）） －3 －2 0 1 3 4 5 7 8

N－σ（式（1）） 0 1 2 3 4 5 6 8 9

表-6　N値の推定結果（ケース 4）

N 値の推定式
電流値（A）

400 450 500 550 600 650 700 750 800

　 N＋σ（式（3）） －6 －4 －3 －1 1 3 4 6 8

ケース 4 N（式（2）） －4 －2 －1 1 2 4 6 7 9

N－σ（式（1）） －1 0 2 3 4 6 7 8 10

N 値として 0 ～ 5 の広範囲を推定する結果である（表-3
参照）．また，N 値が 1 に対応した電流値の範囲につい
ても 557 A を中心に 482 ～ 632 A の幅を有し，N 値と
して 1 ～ 4 の範囲を推定する結果である．一方，ケース
2 において N 値が 0 に対応した電流値の範囲は 668 A
を中心に 630 ～ 706 A の幅を有し（図-17参照），N 値と
して 1 ～ 5 の範囲を推定する結果である（表-4参照）．
同様に，N 値が 1 に対応した電流値の範囲では 526 A
を中心に 447 ～ 605 A の幅を有し，N 値として 1 ～ 3
の範囲を推定する結果であり，ケース 2 はケース 1（図- 
16および表-3参照）よりも約 50 A 大きくかつ正の方向
に分布しているため，ケース 2 の N 値の推定式は傾き
と切片が減少する傾向にある．なお，図-16では N 値が
7 に対応した電流値の範囲が 751 A を中心に 704 ～
800 A の幅を有しており，また N 値が 5 に対応した電
流値の範囲は 671A を中心に 613 ～ 729 A の幅を有す
る．一方，図-17～図-19に共通して N 値が 5 および 7
に対応した電流値の取り得る範囲はほぼ同じであり，式

（2）を構成するプロットが 700 A 周辺に分布している．
図-16および表-3ではケース 1 において計測する電流

値が 400 ～ 450 A の場合，式（1）～式（3）において N 値
が－7 ～－2 であるため，この範囲において N 値を推定
することができない．ただし，式（1）では電流値が
450 A よりも大きい計測結果である場合において N 値
を推定することが可能である．また，ケース 2 における
式（3）では電流値が 400 ～ 550 A の場合，式（3）で N 値
が－6 ～－1 となり N 値を推定することができない（図- 
16 ～図-19および表-3 ～表-6参照）．しかし，電流値が
450 A 以上であれば式（1）を用いることで N 値を推定す
ることが可能である． 
表-2に示されるようにケース 2 およびケース 3 にお

ける N 値の推定式の傾きと切片の値がケース 1 のよう
に収束せず減少する傾向になった要因は，ケース 1 では
標準貫入試験の位置から中心位置まで 1.63 m，同様の
条件でケース 2 では 3.25 m ならびにケース 3 では 6.51 m
と離れており，標準貫入試験での結果と比較して地中の
層厚や土質構成が変動している可能性があると考えられ
る．

ケース 1 ～ケース 4 における N 値の推定式より，標
準貫入試験の位置から最も近い位置での改良体（改良体
番号 c50）で施工する際の計測データのみを利用した
ケース 1 を実際の施工現場全体で一律に適用することは
必ずしも正しいとはいえない．したがって，標準貫入試
験の位置から離れた各施工箇所においてはケース 1 のよ
うな標準貫入試験の位置から近い場所での計測データも
考慮しつつ N 値の推定式を立案することが望ましく，
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この立案手順であれば効率的な現場管理に即した評価手
法になると考えられる．

5．おわりに

本研究では地中にて目視が困難な箇所で行われる地盤
改良工事において，施工時に地盤状況や支持層の変化を
確認するために必要なデータを計測し，計測データの見
える化を図り，施工管理にフィードバックが容易な施工
情報可視化システムを開発した．

また，標準貫入試験で得られる N 値と改良体の施工
中に得られる電流値の相関関係に着目し，N 値の推定式
を立案した．本研究で事例検討した施工エリアではケー
ス 1 からケース 4 に検討領域を設定し，ケース毎に N
値の推定式を比較した．その結果として，ケース 1 から
ケース 4 へ検討領域内の改良体施工本数を増加させて
も，ケース 2 ～ケース 4 の推定式が標準貫入試験位置に
近いケース 1 の推定式の構造に必ずしも収束しないこと
を確認した．したがって，いずれのケースを施工現場で
適用していくかについては，他の施工現場における計測
データも検討の視野に入れることで計測データを蓄積
し，いずれの検討領域における N 値の推定式を適用す
るかを追究する必要がある．

電流値から N 値を推定する手法を確立していくこと
は，現場管理に応じた効率的な地盤性状，改良体の施工
状況および新たな品質の評価・検討につながると考えら
れる．また，施工現場の地盤状況によっては，地盤の種
類別に応じた N 値の推定式も立案することにつながる
と期待できる．
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In the ground improvement work, it is difficult to visually check and evaluate the construction situation and the 
finished shape in order to construct a structure under the ground. Therfore, we have developed a construction infor-
mation visualization system which visualizes, evaluates and records the construction information of the soil im-
provement body in construction control of ground improvement work in real time. In addition, it was difficult to 
quickly judge the validity of the actual construction specifications against the design values of the improvement 
body according to the ground condition and the review thereof, in advance in the limited investigation of ground 
improvement work. However, by having the N-value estimation formula based on the correlation between the cur-
rent penetration test results and the current values by the earth auger motor which the measuring machine to be 
measured as the load to evaluate the support layer and the ground property, in the above system, it is easy to confirm 
the validity of the construction specifications set from the limited ground survey and judge the necessity of addi-
tional measures. In this manuscript, we estimate N-value from the developed system and standard penetration test 
results and current value and describe its possibility.



101建設機械施工 Vol.70　No.8　August　2018

1． 2度の東京オリンピックと交通インフラ整備

1964 年に行われた前回の東京オリンピック開催に
向けては，東海道新幹線や首都高速道路，羽田空港国
際線ターミナルに代表される多くの建設工事が行われ
た。これらの施設は，東京の都市としての成長を支え，
現在にいたるまでその骨格を形作ってきた。2020 年
の東京オリンピックパラリンピック開催に向け，現在
も様々な都市整備事業が進められているが，半世紀の
間を空けて開催されるオリンピックに向けた建設事業
を取り巻く環境には大きな違いがある。

高度経済成長期の 1960 年代，オリンピックを前に
急いで整備された首都高速道路や鉄道の多くは，既存
の道路や河川の上部空間に高架道路や高架鉄道・モノ
レール等の形で建設された。高度成長期に急激に値上
がりした民有地の買収を手間と時間をかけて進めるよ
りも，既に公有の土地にある都市施設の上部空間を利
用するほうが迅速かつ安価に建設を進めることができ
たためだ。さらに，河川や道路は既にネットワーク状
に結ばれていることから，結節点を持った使いやすい
交通ネットワークを作る上でも都合がよかったといわ
れている。その一方で，日本橋川の上空に首都高速道
路を建設したことによって日本の商業，経済活動及び
道路交通の中心地として歴史的にも重要な日本橋の水
辺景観が失われるなど，地表部から見た都市空間には
多くの禍根を残すことになった。

2020 年オリンピックを前にした交通インフラの整
備には，半世紀前とは異なるいくつかの特徴がある。
その一つが，地下空間における道路の建設が増えてい

田　島　夏　与

近年のトンネル施工技術と自動車そのものの技術の進歩により，20 世紀であれば高架で建設されてい
たような道路が地下に建設される事例が増えている。特に土地利用が高密に集中する都心部においてその
傾向が顕著であり，地表部での都市空間の利用に新たな可能性をもたらしている。2018年5月に地下化ルー
トが示された首都高速道路の日本橋付近区間と立地条件が類似した米国ボストンのビッグディッグ事業を
例に，道路空間の地下化が地表の都市空間にもたらす価値を紹介する。
キーワード：道路空間，地下施工，ビッグディッグ

交通空間の地下化が都市に�
価値を生む

ることである。2018 年 5 月 22 日には国土交通省，東
京都，中央区，首都高速道路で構成する検討会によっ
て首都高速都心環状線の日本橋付近の約 1 km を地下
化する具体的なルートが示された。この事業の着工は
オリンピック後となる予定だが，これまで実現しな
かった事業が次々と現実的になっているのは，大規模
な地下施工を迅速に行うための技術の発展によるとこ
ろが大きい。

本稿では，近年のトンネル施工技術やこれに伴う各
種制度の活用によって道路や鉄道といった交通空間が
地下に設けられる事例が増えていることを確認し，こ
のことが地表部の都市空間に及ぼす変化と経済的価値
について考えたい。

2．20世紀には難しかった地下道路の建設

地下における交通事業には，トンネル施工技術が不
可欠である。鉄道については 1890 年に開通したロン
ドンの City & South London Railway が世界初の地
下鉄として実用化しており，20 世紀前半のうちに世
界中の多くの都市に普及した。今田（2011）は，「地
下鉄という構造形式が既成の市街地に鉄道による交通
手段を整備する上で適した構造であったと言うことで
あり，これを可能にしたのはトンネル技術である」と
評価している。

一方，1964 年のオリンピックを前にした東京のよう
に本格的な自動車交通の時代を迎えても，道路には地
下鉄のような本格的な地下化の動きは見られなかっ
た。例えば 1960 年代に首都高速道路が計画された際，
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トンネル区間は隣接する皇居の警備上の理由から高架
道路建設が認められなかった千代田区三宅坂や羽田空
港の滑走路への影響が懸念されたわずかな区間に限ら
れていた（NHK プロジェクト X 制作班 2005）。

米国北東部の主要都市ボストンでは，1955 年に都
心部を貫く形で建設された高架高速道路（I-93）が完
成した。1980 年代にこの道路を約 2.5 km にわたって
地下化することを中心とした大規模な土木プロジェク
ト「ビッグディッグ」が計画され，1991 年から 2008
年にかけて工事が行われたが，1950 年代の当初計画
の時点では地下ルートは議論もされなかったようであ
る（石丸・田島，2002）。

今田（2011）は 20 世紀中に道路の大規模な地下化
が進まなかった要因を「道路は鉄道に比べて規模が大
きく，また，自動車からの排出ガスに対応するため大
規模な換気設備，自動車火災に対応するための非常用
設備を必要とし，莫大な費用とともに技術的に多くの
問題があったため」と指摘している。

3．技術進歩と地下道路建設

1970 年代以降には道路交通による大気汚染などの
環境問題が深刻化し，道路を計画・管理する際に配慮
する必要が生じるようになった。ボストンのビッグ
ディッグは地表の環境や地域コミュニティのつながり
を取り戻すために道路を地下化することに対する社会
的・政治的な要求が高まったことにより実現した（石
丸・田島，2002）。わが国においても，1990 年代以降
に計画された中央環状新宿線，品川線，横浜環状北線
などは，当初からその大半が地下を通るルートで計画
された。

地下道路が多く計画されるようになった背景には，
トンネル施工技術の進歩，特に大断面シールドを用い
た施工技術の進歩があった。さらに，自動車の排出ガ
ス規制の強化や対策技術が進んだことも，トンネル内
の排気に伴う問題を軽減し，地下道路を計画する後押
しをした。今田（2011）が指摘するように，「地下空
間の利用が進めば，近接する構造物との限られた空間
にトンネルを設ける必要性や，断面形状が変化する大
規模な地下空間を設ける必要性が高くなる。必要性と
技術の発展が相互に作用して，より望ましい基盤施設
とそれを造る技術が発展」したといえるだろう。日本
の都市部の高密な都市空間から生まれた必要性が，他
国に先駆けての技術的な発展を進めることとなった。
さらに大口径シールドによる地下施工技術は，都心部
における河川の調節池機能を地下に設ける「神田川・

環状七号線地下調節池」のような事業でも活用されて
いる。東京都の地下は，従来の鉄道と上下水道，電力・
ガス・通信施設に加え，道路・河川（洪水調節機能）
を担うよう変化を遂げてきた。

4．立体道路制度による後押し

1980 年代のバブル期に都市部の地価が高騰したこ
とは，法制度の面でも立体道路制度の創設を促した。
これはそれまで地図上の平面区域として定義すると

「天上天下にわたっていた道路の区域」を，道路法の
改正で「道路の区域を上下方向に限定し立体的に定め

（道路の立体的区域）」，さらに都市計画法の地区計画
に「建築物の敷地として併せて利用すべき区域（重複
利用区域）」と，「建築物の建築の限界の範囲（建築限
界）」を定め，さらに建築基準法では「道路内の建築
制限を緩和」することで道路区域の上下を他の用途に
用いる道を開いた。

とりわけ地価が高く既存の建物が密集していて用地
の取得が困難な都心部において，立体道路制度の効果
は顕著に現れている。戦後すぐに地上の道路として都
市計画決定されたまま事業化に至らなかった東京都道
環状 2 号線の虎ノ門付近区間は，立体道路制度を活用
することによって道路を地下に，上部空間を複合再開
発ビル（虎ノ門ヒルズ）とする形で実現に至った（図
─ 1）。今後とも，新たな路線の新設にあっては地下
への建設が増えることが予想される。また，最近中央
高速環状線の日本橋区間において計画が進められてい
るように，老朽化や耐震面で問題のある既存の高架道

図─ 1　環状 2号線と虎ノ門ヒルズ（出典：国土交通省立体道路制度事例集）
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路の更新に合わせて地下化する計画も増えるだろう。

5． 道路の地下化が地表の都市空間に価値を
生む

ここまで見てきたように，道路や鉄軌道といった交
通空間の地下への移設により，地表部には新たな空間
が生まれる。このことにより，新たに住宅や商業その
他交流のための施設を建設することも可能になる。こ
こでは，先に述べたボストンのビッグディッグ事業地
周辺を例に，道路の地下化が長い時間をかけ，また周
辺の不動産や人口に影響を及ぼしながら地表の都市空
間に生み出す価値を考えてみたい。写真─ 1 は，2000
年にボストン市の都市計画部局に当たるボストン再開
発局（Boston Redevelopment Authority）で著者が
撮影した街区模型である。BRA ではすべての開発・
建築許可申請に際して決まった材質・縮尺での模型の
提出を義務づけていて，これにより計画中の建物等の
完成後の街の様子を把握している。この写真の手前に
見える帯状の緑地が，ビッグディッグによって高架高
速道路 I-93 が地下化され，地表に公園（ローズ・ケ
ネディ・グリーンウェイ）が整備された約 2.5 km の
区間である。写真手前の港湾エリアと奥の都心地区（ボ
ストン市役所や米国東北部の中心となる金融機関の集
中する地区）を結ぶ重要なロケーションであることが
わかる。
写真─ 2 は 2000 年夏，供用中の高架高速道路の下

部で地下道路の建設が進行中の様子である。高架道路
が存在した半世紀の間，背後の建物はその陰になって
いたことがわかる。写真─ 3 は 2005 年 5 月，地下道
路が開通して高架高速道路が取り壊されて間もない時

期の同じ場所の様子である。公園はまだ姿を現してい
ないが，背後の（正面が五角形の）建物ではリニュー
アルが始まり，囲いには大きな窓を備えた高級分譲マ
ンションとして売り出す広告が張りだされている。写
真─ 4 は 2010 年頃，地表に新たに整備された公園側
から同じ建物を撮影した様子である。五角形の建物の
リニューアルが完成し，またその左後方には既存の住
宅や商店を再開発して建設された新たなオフィスビル
が見える。

I-93 が高架道路として存在していた 20 世紀後半に
は，この道路に隣接する区画は渋滞や騒音，自動車か
らの大気汚染に悩まされる「望まれない立地」であっ
た。写真─ 3，4 でリニューアルされた建物も，工事
前には眺望もなく，雑居商業ビルとして税務・会計事
務所，診療所，小規模な飲食店が入居していた。リ
ニューアル後には公園とその向こうの海への眺望が望

写真─ 1　�ボストン再開発局の建築計画模型のビッグディッグ事業地周辺部
分（2000 年に著者撮影）

写真─ 2　�2000 年 8 月　高架道路を供用しつつ，地下トンネル工事が進
められた。（著者撮影）

写真─ 3　�2005 年 5 月　高架道路が撤去され，地表部の工事が行われて
いた。隣接するビルでは高級マンションへのリノベーション工
事が進んでいた。（著者撮影）
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める一等地として，上階は高級マンション，下階は高
級レストランやブティックなどが入居するようにな
り，賃料も大幅に上昇したということである。ボスト
ンにおいて，高架道路の地下化はこの近隣一体，ひい
てはボストンの都市全体のイメージを一新する効果を
あげ，商業地・住宅地としての価値を大きく向上させ
ていることがわかる。

20 世紀の後半に進んだモータリゼーションは，都
市における土地利用を自動車中心のものに変えてき
た。しかし，21 世紀には地下施工と低排出・EV 化な
ど自動車そのものの技術進歩によって，再び都市の地
表における土地利用が歩行者や景観を優先したものに
戻る例が増加している。高層の建物から地下街に至る

［筆者紹介］
田島　夏与（たじま　かよ）
立教大学　経済学部　経済政策学科
教授，Ph.D.

写真─ 4　�2010 年頃　地表部の公園整備が終わり公開された。背後では新
たなオフィスビルの建設も進んだ。（出典：Copley Wolff Design 
Group）

垂直方向での都市空間の広がりと合わせ，人にとって
魅力的な都市空間を生む原動力となっていることに今
後とも注目していきたい。

�
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ドイツ駐在の思い出
余喜多　　　仁

2014 年 7 月に，2 度目のドイツ駐在を拝命しました。
1 度目は 1999 年から 2004 年の 4 年半，ドイツのライ
ン河畔のデュッセルドルフという街にある Komatsu 
Germany（以下 KG と呼ぶ）という 250 t ～ 800 t の
超大型鉱山ショベルを生産しているコマツの関係会社
に担当技術者として赴任しました。当時は独身で比較
的，自由気ままに駐在期間をすごしました。2 度目も
同じ会社に開発部門の副部長という立場で 2014 年か
ら 2017 年の 3 年 3 ヶ月間赴任しました。正直，内示
を受けたときは“またか”という気持ちもありました
が，赴任してみると，役職が前回と異なっており，私
生活でも妻と 3 人の娘を帯同したことで前回とは異な
る経験をさせていただきました。その仕事とプライ
ベートの思い出を少し記したいと思います。

思い出の 2機種（PC7000-6，PC4000-11）
1 度目の駐在の時に机を並べたドイツ人の何人かが

部下となり，上司にはドイツ人の部長がいるという組
織でいくつかの開発プロジェクトを担当しました。そ
の中で駐在中に完結したのが次の 2 つのプロジェクト
です。

・PC7000-6
これまでに KG になかった機種で赴任したときには

ドイツの工場の中で性能試験を実施している段階でし
た。その後，一号機をオーストラリアの鉱山に納入し
ドイツ人と様々な問題を解決しました。KG の社員は
鉱山機械のプロです。鉱山機械は世界各地に配備され
ているため，彼らは抵抗なく現地に張り付いて問題解
決に当たってくれます。英語も彼らの母国語とルーツ
が同じということもあり，我々日本人より比較的容易
に習得できるようで，くせのあるオーストラリア英語
も難なく理解していました。第一号機が客先で一年間
稼働した頃，ミュンヘンで 3 年に一度開催される欧州
最大の建機展 Bauma に PC7000-6 をもう一機製作し，
出展することになりました。本機は，Bauma 史上最
大の機械となり，納入，展示に困難を伴いましたが，
無事機械の搬入を終わり，展示は大盛況のうちに終わ
りました。ドイツ人の同僚とともに展示員を務め，来

場者の写真を何千枚と撮りました。来場したドイツの
少年少女に“この車は何トンですか？”，“何馬力です
か？”と輝いた目で質問を受ける度，仕事にやりがい
を感じ，うれしい気持ちになった事を今でも覚えてい
ます。

・PC4000-11
250 t 以上の鉱山ショベルで米国排ガス 4 次規制 

（Tier4）に適合したショベルを世界に先駆けて開発し
て市場投入しました。この車両もタイミングよく米国
のラスベガスで開催される世界最大の鉱山機械の展示
会 MinExpo に展示することができました。展示員は
担当しませんでしたが，KG からの調査団として訪問
し会場を訪れることができました。世界初ということ
もあり本機は大きな注目を浴びました。この機会にア
メリカの顧客への納入が決まり，展示車両はアメリカ
の鉱山で今も稼働しています。この車に搭載している
のは米国の会社のエンジンであるため米国人とも技術
的交流を図りました。この機会にドイツ人，米国人の
仕事の仕方の特徴を垣間見ることができました。簡単
には言い尽くせませんが，じっくり計画を練って目標
を定めたら猪突猛進でぶれずに進むドイツ人，色々な
アイデアをフットワーク軽く提案し，時には納期が守
られないこともある米国人，非常に細かいところまで
綿密に計算し，多少の無理，無駄をいとわず納期最優
先で仕事をするわれわれ日本人。それぞれのよいとこ
ろを上手く持ち合えば，素晴らしい成果が出せるチー
ムになると感じました。

私が感じた仕事面でのドイツ人の特徴は，次のよう
なものがあります。
・上司，部下の関係がフラットである

何でも話し合える関係で，こちらの指示に合理性が
ないと部下であっても従ってはもらえません。KG と
いうのは本体のコマツが創業する前からの歴史がある
会社で，ドイツ工業規格 （DIN）に従って超大型ショ
ベルを開発，生産してきた自負があるのでコマツの社
内規格を持ち込む際は相当な議論が必要でした。
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・小回りが利かない
前述しましたが，やり直しや計画変更を非常に嫌う

傾向があります。かなり綿密に事前検討を行ってから
仕事に着手するため，初動が遅く，一旦動き始めたら
軌道修正はなかなか利きません。“走りながら考えろ”
とか“PDCA を小刻みに回して”などのやり方はあ
まり好まれないようです。
・休むために働く

とにかく早く帰ります。よほどの事がなければ残業
はやりません。5 時をまわるとほとんど人がいなく
なって一人で事務所に残るということも多々ありまし
た。早く帰るためにはどうすればよいのかを考えさせ
られるよい機会になりました。また，病欠は医者の診
断書さえあれば年休とは別枠で有給で認められるた
め，全てのドイツ人は 30 日の年休を全て消化します。

（ドイツの国民休日は日本より約 10 日少ない。）　必ず
しもよいことばかりではありませんが，時短，働き方
改革が問われる今，日本はドイツに学ぶところが多く
あると思います。

ここからはプライベートで感じた事です。
前述のようにドイツ人は業後，休暇の時間を大切に

します。今回，家族を帯同したことで家族ぐるみの付
き合いもいくつかあり，1 回目の駐在に比べてそのこ
とを理解する機会に多く恵まれました。
・ドイツの幼稚園

せっかくの機会なのでと末の娘をドイツの現地幼稚
園に入園させました。全くドイツ語も話せない状態で
の入園でしたが，2 年後にはなんとかクラスの子と意
思疎通ができるようになっていました。我が子の対応
力にも驚かされましたが，ドイツの先生，子供たちが
日本人の我が子に言葉の通じない状態でも上手に接し
てくださっていることに感心しました。また，ごくた
まに迎えに行くと，父親の迎えの多さに驚かされます。

（半数かそれ以上が男性です。）　男女平等社会という
面で先を行っていると感じます。
・豊富な仕事以外の話題

ドイツ人のパーティーは長丁場で，仕事以外の話題

が豊富です。皆さん，自分の趣味を持っており，とり
とめもない暮らしの話から休暇の思い出，予定と彼ら
の話は尽きることがありません。多くの場合，夫婦が
一緒になって共通の話題で盛り上がることができるの
は素敵だと思いました。
・乗り物天国のドイツ

有名なアウトバーンが東西南北に張り巡らされ，全
線無料，一部区間は速度制限なしと大変恵まれた環境
にあります。それでいて渋滞が少なく 100 km/h の平
均速度で旅行の予定を立てることができます。家族が
多いためもっぱら移動は車でした。ドイツ人は皆，運
転が上手なこともあり，2017 年の交通事故死者数は
約 3200 人と少ないのも驚きです。自転車道も完全に
歩道，車道と分離されており，サイクリングも快適で
す。このことも交通事故死者数が少ないことに関係し
ているように思います。交通など社会インフラでも学
ばされることが多い国です。

このようにドイツは外国人の私にとって非常に住み
やすい国で，2 度の駐在を快適に過ごすことができ，
非常によい経験をさせていただきました。この経験を
今後の業務や働き方の改善などに活かして行きたいと
思います。グローバル化が当たり前となった今，若い
人には，是非機会があれば海外に出て経験を積んでい
ただきたいと思います。また，英語圏以外に行くこと
があれば，片言でもよいので現地の言葉も少しでも覚
えることをお勧めします。入ってくる情報がぐっと増
えますし，現地の方とより親密になれます。本稿を執
筆している今，巷はサッカーの 2018 年のワールドカッ
プで盛り上がっています。2014 年 7 月に赴任した時
もドイツが優勝した回のワールドカップで，大変な盛
り上がりだったのを思い出します。あの時と同じ，ラ
イン川河畔のオープンテラスでの彼らの盛り上がりに
思いを馳せ，ドイツと日本チームの健闘を祈りながら
筆を置きます。

─よぎた　じん　コマツ開発本部　　　　　　　　　　　　�
� 車両第二開発センタ　油圧ショベル第二開発グループ─
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福井川橋梁を訪ねて
松　嶋　憲　昭

長崎県の JR 佐世保駅の構内に「日本最西端」の大
きな木製看板があります。JR としてはここが終点なの
ですが，線路はさらに西に向かって伸び，北松浦半島
をまわって平戸市から佐賀県伊万里市に至る，第三セ
クターの松浦鉄道西九州線に続いています。この松浦
鉄道の，たびら平戸口駅が本当の日本最西端です。松
浦鉄道には他にも日本一があり，佐世保中央駅と中佐
世保駅の距離はわずか 200 m。路面電車を除いた鉄道
としては日本で最も短い駅間です。さらに，支間長 20 m
の無筋コンクリート 3 連アーチ橋「福井川橋梁」もあ
ります。この橋は，佐世保市の北，吉井駅と潜

せんりゅうがたき

竜ヶ滝
駅の間にあり，北

ほくしょう

松炭田の石炭輸送のために昭和 14
年に造られた橋で，隣接する吉田橋梁，吉井川橋梁と
ともに国登録有形文化財になっています。

数年前，PC 建設業協会の広報誌の取材で，この福
井川橋梁を訪れました。福井川と県道をまたいでかか
る橋梁は，黒ずんだ姿が異様でしたが，どっしりとし
ていて，ヨーロッパの古城のような風格がありました。
橋脚の上に明かり窓のような小さな 3 つのアーチがあ
り，デザインも洒落ています。

橋の下に佐世保市教育委員会の説明板があり，「こ
れらの橋梁はいずれもコンクリートアーチ橋で，資材
不足から鉄筋の代わりに竹筋を用いたといわれてい
る」との解説が載っていました。本当でしょうか？

竹を使ったという話の真偽を確かめるために，2006
年に松浦鉄道と工学院大学が，電磁波の反射強度に
よって材質や位置を特定し，さらにコアも採取して調
査を行ったのですが，竹は確認できませんでした。

竹は，鉄の半分程度の引張強度を有しており，しか
も入手が容易であるため，鉄が不足していた戦時中，

いろいろなところに使われていました。ただ，コンク
リートのアルカリ性の水分を吸収すると組織が破壊さ
れて強度が低下するため，竹の表面に吸水防止の塗料
を塗るなどの対策を講じる必要があります。

戦局の悪化に伴い，鉄不足が深刻化してきたため，
竹の使用の拡大が検討されたのですが，構造部材とし
て本格的な使用にまでは至らなかったようです。昭和
18 年に発行された内務省土木試験所編の『時局下に
於ける土木施工法』に，竹筋コンクリートの使用例が
紹介されています。道路橋は，基礎が主で，短スパン
の桁でも使用されたようですが，最大でも支間長 4 m
と使用範囲は限られていたようです。

この『時局下に於ける土木施工法』に，福井川橋梁
が「無筋コンクリート拱

きょうきょう

橋」と紹介されています。「拱
橋」は，聞きなれない言葉ですが，「アーチ橋」のこ
とです。鉄道省は昭和 10 年から鉄筋を使わないアー
チ橋の建設をはじめ，昭和 18 年までに 208 径間を建
設しています。支間長は 10 m が多いのですが，20 m
の橋もあり，福井川橋梁の他に，熊本県小国町の宮原
線（廃線）幸野川橋梁，岩手県遠野市の釜石線宮守川
橋梁があります。なお，幸野川橋梁は無筋なのですが，
宮守川橋梁は工事中の収縮・熱応力を防ぐために，一
部，鉄筋を用いています。

図のとおり，福井川橋梁のアーチ部分は 3 回に分け
てコンクリートを打設しています。アーチ部分には
引っ張り力が生じませんので鉄筋は必要ありません
が，打ち継ぎ部に短いレールを埋め込んで補強するよ
うにしています。また，隣のアーチとの接続部も同じ
ように補強しています。福井川橋梁に，もし竹が使わ
れていたとしたら，このレールや型枠を固定するため
に使われた竹ではないでしょうか。

─まつしま　のりあき　㈱富士ピー・エス　顧問─
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ロックフィルダム堤体工事でのA4CSEL 稼働イメージ

業績の概要

省人化，生産性・安全性向上を同時に実現することを目
的に自動化施工システム A4CSEL を開発した。本システ
ムは，汎用建設機械を自動化する技術，及び熟練オペレー
タの操作データをベースに開発した運転制御技術で構成さ
れている。自動化した振動ローラ，ブルドーザ，ダンプト
ラックの 3 機種を用いて，ダム工事や造成工事における，
いわゆる土工事の基本作業である，運搬・敷き均し・転圧
という一連の作業を自動化し，これまでに 2 件のダム工事
に導入した。

鹿島建設㈱，㈱小松製作所

建設機械の自動化による次世代建設生産システム
（A4CSEL Ⓡ：クワッドアクセル）

平成30年度　日本建設機械施工大賞　受賞業績（その2）
大賞部門　最優秀賞

業績の特徴

A4CSEL は従来のリモコン等による建設機械の遠隔操作
とは異なり，タブレット端末から作業を指示すると機械が
自律的自動運転によって作業を行うため，一人で多くの建
設機械を同時に稼働させることを可能とするこれまでにな
い建設生産システムである。建設現場の省人化と生産性を
飛躍的に向上させるとともに，施工フィールド内の人員削
減によって安全性向上を実現するという建設業の重要課題
を抜本的に解決するポテンシャルを有する。汎用機械に市
販の計測装置や制御装置を搭載して自動化することによ
り，専用機械に比べ開発コストを抑制するとともに，熟練
者の運転技術を基にした自動運転によって，現場状況の変
化にも対応できる機能を持つなどの特徴を持っている。

自動ダンプトラック 自動ブルドーザ 自動振動ローラ

JCMA報告
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清水建設㈱，岡本　修，㈱菱友システムズ

地下埋設物可視化システム（Shimz AR Eye 埋設ビュー）の開発

大賞部門　優秀賞

業績の概要

近年では工事に伴う埋設物の損傷事故防止が緊急の課題
となっている。そこで，タブレット端末のカメラで映して
いる風景画像に埋設物の平面図を重ねて投影することで，
埋設物の存在や位置を可視化できる AR（拡張現実）技術
を開発した。本システムにより，埋設物の情報を関係者全
員が事前に共有し，見落としなどのミスを未然に防ぐこと
ができる。さらに，建設分野での ICT，IoT の普及を推進
し，建設現場の働き方改革にも貢献できる。また，埋設物
だけでなく地上構造物の AR や CIM への展開，建設重機
の動態管理技術として広い汎用性，発展性がある。

業績の特徴

本システムは，高精度の衛星測位法を導入し，埋設物に
対する自分の位置をインターネット通信で常時補正しなが
ら認識できる。また，埋設物の図面データはクラウドサー
バに保存・管理され，必要時にタブレット端末にインター
ネットでダウンロードする。その埋設図面をタブレット端
末のカメラ映像に重ねて投影し，可視化する。

本システムの特徴を以下にまとめる。
・AR（拡張現実）表示により地下を可視化
・�高精度衛星測位法の採用により測位精度 5 cm 以下を

実現
・携帯する測位機器（アンテナ，受信機）は小型・軽量
・�図面管理の一元化による省力化，システム補助による

作業の省人化を実現
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㈱奥村組

天井用車載型乾式研掃装置

大賞部門　選考委員会賞

業績の概要

供用中の道路トンネル補修・補強工事でのコンクリート
天井面の目荒らしや塗膜除去を行う研掃作業は，限られた
時間内で，高所作業台車上で吸引式ディスクサンダーを用
いた上向き姿勢での人力作業となるため，作業の効率化や
安全性の改善が求められている。

この研掃作業を機械化し，発生した粉塵の飛散を防止で
き，地上から全ての操作が行える「天井用車載型乾式研掃
装置」を開発した。本装置は，装置本体，集塵機，発電機，
コンプレッサーから構成されている。装置本体には，研掃
を行うケレン機，ケレン機を前後左右に移動させる架台お
よび昇降させる多段式リフターからなり，ケレン機には 2
重の防止枠と吸引により粉塵の飛散が防止できる。

業績の特徴

本装置を，道路トンネルおよび地下鉄駅等の構築補修工
事に適用した。これらの適用実績より，従来の人力施工に
比して以下の効果を確認した。

項　　目 効　　果

研掃作業の機械化

・�施工能力が 1.5 ～ 3 倍向上し，作業の
省力化が可能

・�研掃処理面の品質が均一化され，付着
強度が向上

・�高所での作業がなくなり，安全性が向上

粉塵の飛散防止
・�作業中に発生した粉塵が確実に吸引さ

れ，作業環境が改善

車載型の研掃装置
・�作業の準備と撤収時間の短縮による実

作業時間の増加

天井用車載型乾式研掃装置

ケレン機

機械施工

人力施工
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㈱大林組，㈱巴技研

大型風車組立リフトアップ工法「ウインドリフト」

業績の概要

大型風車組立において台数に限りがある 1200 t 級油圧
クレーンを使用する従来工法では，広大な施工ヤードが必
要になり，風の影響により工程遅延のリスクが高いことが
課題であった。そのため，塔体に沿って上下する昇降ステー
ジを利用して大型風車を組み立てる今までにない技術を用
いた「ウインドリフト工法」を開発し，三種浜田風力発電
所建設工事に適用した。

業績の特徴

超大型クレーンが不要で，ローターを立木上空で組立て，
風の影響を受け難い「ウインドリフト工法」は，以下の特
徴を持つ。

・超大型クレーンの調達リスクを回避
・施工ヤードの最小限化
・工程遅延リスク軽減

大賞部門　選考委員会賞
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戸田建設㈱

鉄骨工事における情報化施工技術

業績の概要

鉄骨工事の楊重から部材組立までの情報化技術を開発し
て施工した。

接合作業に必要な作業員の人工削減と高所作業の軽減に
つながる，接合作業に必要な作業員の人工削減と高所作業
の軽減につながる，『複数柱の自動計測建入れ調整システ
ム』『歪み直しシステム』『柱鉄骨と梁鉄骨梁の接続方法を
工夫して，柱鉄骨と大梁鉄骨を簡単に仮固定する方法』や
クレーンのジブ先端と基部に衛星測位システムのアンテナ
を設置。モバイルパソコンに表示された現場平面図上でリ

アルタイムで吊荷の位置を把握し，熟練したオペレーター
でなくても，荷取位置と取付け位置を選択するだけでタ
ワークレーンの能力を最大限に発揮できる『タワークレー
ンの 2 元自動誘導』，その他に，接合に係る取り付け位置
決めに有効な『吊荷旋回制御装置』を開発した。

業績の特徴

・作業人員は 5 割減する。
・�柱 2 本・梁 1 本の取り付けにかかる時間を 1/3 に削減

する。

大賞部門　選考委員会賞

全体概要図
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㈱山口土木

YDN（やんちゃな土木ネットワーク）の取り組みについて

地域賞部門　地域貢献賞

業績の概要

YDN（やんちゃな土木ネットワーク）では自社の技術
を向上させるべく，やる気のある中小土木建設業者が相互
扶助的に新技術や新事業を自ら考え且つメンバーに発信
し，常に現状に満足することなく，楽しみながら向上を目
指し交流する「ネットワーク」である。

土木業界に革命を起こすことを目標とし，常に挑戦しイ
ンフラの新しいカタチを創造していく。

現場での困ったを解決するために積極的に異業種とも交
流を持ち，今までの建設業界には無かった新技術を積極的
に取り入れ現場での実証実験を行なっている。

また，国交省が推進しております i-Construction におい

ても発表される前から先行して市発注工事で実施してい
る。

現場の生データを使った実例セミナーを日本全国で行い
地場の中小企業の技術底上げに努め，また，自治体のアド
バイザー，オブザーバーにもなっており現場データを提供
して協力している。

無いものは自分たちで作ってしまおうと，誰でも簡単に
操作できる i-Construction に対応したドローン自動航行ア
プリ「Drone-ize × YDN PRO」もソフトメーカと共同開
発し NETIS 登録（KT-170084-A）も行った。

この様に業界の活性化と魅力を発信し，業界の新しいビ
ジネスモデルを造りあげる。

i-Construction 対応ドローン自動航行アプリ「Drone-ize × YDN PRO」（NETIS 登録番号：KT-170084-A）

事業者向けのセミナー及び事例発表

行政の協議会にアドバイザー参加及び行政職員向けの現場見学会

大学，各種メーカー，異業種との合同合宿実験
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奥村組土木興業㈱

舗装工における 3 次元データによる出来形管理方法について
（実証及び検証）

地域賞部門　地域貢献賞

業績の概要

国土交通省では全ての建設生産プロセスで ICT 等を活
用する「i-Construction」を推進し，生産性を 2025 年度ま
でに 2 割向上させることを目指すとしている。このような
中，当社は，地上型レーザースキャナ（TLS）を用いた出
来形計測の 3 次元データの活用による簡易で効率的な「面
的な出来形管理」の方法について，いち早く実証的な取り
組みや検証を行い，任意の位置において即時かつ容易に舗
装厚の出来形計測を行う方法を確立したものである。

業績の特徴

本方法は，目的とする簡易で効率的な「面的な出来形管

理」を実現しており，施工管理の効率化に大きな効果が期
待できる。これは，豊富な現場経験と考察に基づいたもの
であるとともに，新たな開発を伴わず早期に実用化を図る
ことを基本として既存の機器やシステムの有効活用と適用
性を見極める着眼点の良さに加えて，積極的な取組み体制
から生まれたものであり，高く評価されるものである。同
時に，早期の開通が期待される島根県中央部の山陰道の舗
装工事において，先進的，実用的な活用事例として，その
生産性向上に大きく寄与することが期待できる。また，完
成検査での出来形確認検査において検証を行ったところ，
検測位置の自由度や計測値の即時確認など受発注者でその
利便性の良さを確認したものである。
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デンカ㈱ 青海工場見学会報告

機械部会　基礎工事用機械技術委員会

1．はじめに

JCMA 機械部会の基礎工事用機械技術委員会では，
平成 29 年度現場見学会を 2018 年 6 月 13 日（水）に
新潟県糸魚川市にあるデンカ青海工場で実施した。

参加者は 12 社 13 名であった。

2．青海工場の概要

・工場名	 デンカ㈱　青海工場
・場所　	 新潟県糸魚川市大字青海 2209
・工場用地	 385 万 m2

・石灰石鉱区	 埋蔵量 50 億トン（推定）
	 採掘 400 万トン／年
	 鉱区面積 120,000 アール
・電力設備	 自家用発電所 186,100 kW
	 外部受電能力 160,000 kW

3．工場見学

（1）工事概要説明
（a）青海工場のあゆみ
青海工場は，1921 年の創業以来，デンカ㈱の主力

生産拠点として，日本のカーバイド化学の先端を拓く
数々の製品を製造してきた。化学企業が多くの輸入原
料に依存する中，青海工場は自社の石灰石原石山と自
家用発電所を所有し，自給自足に近い体制で原料から

エネルギーまでをまかなっている。
（b）青海工場で生産される製品
石灰石はわが国で自給できる数少ない資源のひとつ

である。青海工場は，石灰石鉱山から採掘された石灰
石を原料とし様々な製品を作り出している。

主な製造製品を，以下に示す。
・セメント…年間 240 万トン出荷され，主に建築・土

木用として使用される。売上の 10％を占める。
・クロロプレン…特殊合成ゴムで，自動車部品として

使用されており，天然ゴムや汎用ゴムをはるかにし
のぐ耐久性を発揮する。デンカ社はクロロプレンゴ
ムの世界シェア No.1 の生産量を有する。

・石灰窒素…農薬登録を受けている唯一の農薬肥料
で，国内シェアの約 75％を占めている。

・特殊混和材…コンクリートに付加価値を付与する混
和材で，ひび割れを抑制する膨張材，硬化時間を
短くする急結材，強度を高める高強度材などがあ
り，中でもトンネル吹付け用の急結剤は国内シェア
90％以上を占める。

・ポバール…合成樹脂のひとつで，水に溶ける強い接
着力を持つことから，主に接着剤として使用されて
いる。

・ヒアルロン酸…ヒアルロン酸製剤として関節リュウ
マチに係る効能を有しており，化粧品原料にも使用
されている。

（2）石灰石鉱区見学
石灰石原石山は，黒姫山に位置し，この石灰石は 3

億年前にハワイ諸島から移動して，山口県の秋芳鉱山，
広島県の帝釈台，岡山県の白川阿哲鉱山と同時代の石
灰石と言われている。

石灰石の埋蔵量は 50 億トンと推定されており，こ
れを年間 400 トン採掘している。

毎日の作業の流れは，下記の通り。
・削孔…削孔機（古河ロックドリル㈱製）で削孔径φ

13 mm ×長 15 m を 3 ～ 4 本削孔する。
・装薬，発破…装薬の後に，定刻の昼 12 時に発破を

行う。
・積込…発破により崩された石灰石は，超大型油圧

写真─ 1　青海工場全景
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ショベル EX3600 （20 m3）により超大型ダンプト
ラックに積込む。

・�運搬…超大型ダンプトラック CAT793C（218 t 積み）
により破砕場所まで運搬し，作業は昼夜間行われる。

・�破砕，移動…クラッシャーで直径40 mmまで破砕し，
ベルトコンベアにて製造プラントまで移動される。

4．おわりに

建設会社からみるデンカ㈱の製品のセメントや山岳
トンネルで使用する吹付コンクリート用急結剤は，な
じみのある製品だが，それはデンカで製造されている
製品のほんの一部であり，石灰石を原料とし多彩な製
品を創り出す化学製品製造工場であった。

今回の現場説明，案内をして頂いたデンカ㈱職員各
位には当委員会見学を快くお受け頂き，石灰石鉱山と
青海工場内を拝見させて頂きましたことに心より厚く
感謝し御礼申し上げます。

�

［筆者紹介］
森山　茂（もりやま　しげる）
前田建設工業㈱
土木事業本部　機械部　機械技術グループ
シニアマネージャー

写真─ 2　石灰石採掘状況

図─ 1　製造工程
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建設企業の海外展開

1．はじめに

わが国の建設企業や建設コンサルタントなどにより構成される建

設産業は，60 年以上前に戦後初の海外工事が行われて以来，世界

140 か国以上で事業展開してきている。

インフラシステム海外展開は，わが国の成長戦略の最重要施策の

一つに位置づけられてきており，人口減少，少子高齢化が進行する

わが国の成長戦略の柱であり，政府を挙げて取り組むこととしてい

る。安部総理大臣は，「第 21 回国際交流会議　アジアの未来」にお

いて，「質の高いインフラパートナーシップ」を発表した。「質の高

いインフラパートナーシップ」を通じてわが国政府は各国・国際機

関と協働し，「質の高いインフラ投資」を推進していくこととして

いる。このため，機能を強化したアジア開発銀行（ADB）と連携し，

今後 5 年間で総額約 1,100 億ドル（13 兆円規模）の「質の高いイン

フラ投資」をアジア地域に提供していくこととしている。また，

2016 年 5 月に開催された G7 伊勢志摩サミットに際して発表された

「質の高いインフラ輸出拡大イニシアティブ」では，今後 5 年間に

約 2,000 億ドルのリスクマネーを供給するなど，本邦企業の受注獲

得を支援するための措置をこうじることとしている。

このような状況の中，わが国建設企業の 2017 年度の海外建設受

注実績の動向を，（一社）海外建設協会のホームページ（以下「海

建協」という。）を用いて紹介する。この受注実績は，同協会会員

企業 50 社が受注した海外建設工事（1 件 1,000 万以上）をとりまと

めたものである。なお，集計は会員各社間（海外法人を含む）及び

自社の本邦と海外法人間の契約案件（元請・下請による重複分）は

除外されており，また共同企業体（JV）による受注については各

社の出資比率分を計上している。

2．2017年度の海外受注について

（1）受注全体の動向

2017 年度の海外建設受注実績は 1 兆 8,510 億円であり，2016 年

度の 1 兆 5,464 億円と比べ約 3,046 億円の増加となった。受注件数

においても，1,958 件となり 2016 年度の 1,694 件と比べ 264 件増加

しており，受注件数，受注額ともに増加する結果となった（表─ 1

参照）。

2015 年度に大幅に減少したが，2016 年度から 2 年連続で増加す

ることとなった。この結果，2014 年度に記録した受注額の 1 兆 8,153

億円を超え，過去最高の記録となった（図─ 1 参照）。

資金源別にみると，発注者の自己資金案件は 1 兆 4,905 億円であっ

た。ODA無償資金案件は462億円，有償資金案件は2,911億円となっ

た。ODA 全体（無償資金案件，有償資金案件の合計）は，3,373 億

円で，2016 年度の 1,015 億円より 2,358 億円の増加となった。また，

国際協力銀行（JABIC）融資案件その他（PPP）などは，2016 年

度受注がなかったが，2017 年度は合計 232 億円の受注があった。

世界銀行融資案件及びアジア開発銀行融資案件は，2016 年度に引

き続き受注しなかった。

発注者別にみると，公共機関案件は 7,136 億円，民間案件 1 兆 1,374

億円となった。

契約形態別では，施工のみの案件は 1 兆 490 億円，設計施工案件

は 7,971 億円，PM/CM 案件は 30 億円，技術指導案件は 2 億円，

その他案件は 18 億円となっている。2017 年度は，ターンキー案件

の受注はなかった。

表─ 1　2016，2017 年度の海外建設受注額の対比「海建協調べ」

法人種別
2017 年度 2016 年度 対前年度比：増減件数・額

（件数）
（金額：億円）

構成比（％）
（件数）

（金額：億円）
構成比（％）

（件数）
（金額：億円）

2016 年度比（％）

本邦法人 478
8,133

（43.9％）
405

3,952
（25.6％）

73
4,181

（105.8％）

現地法人 1,480
10,377

（56.1％）
1,289

11,512
（74.4％）

191
－1,135

（－9.9％）

計 1,958
18,510

（100.0％）
1,694

15,464
（100.0％）

264
（15.6％）

3,046
（19.7％）
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（2）本邦・現地法人海外受注状況

法人別にみると，本邦法人の受注は 478 件で 8,133 億円となり，

2016 年度に比し件数は 73 件増加し，金額も 4,181 億円増加した。

本邦法人の受注を地域別にみると，アジアは 6,482 億円，中東 ･

北アフリカは 73 億円，アフリカは 645 億円，北米は 77 億円，中南

米は 322 億円，欧州は 13 億円，東欧は 212 億円及び大洋州は 309

億円となった。

一方，現地法人の受注は，1,480 件で 1 兆 377 億円となり，2016

年度に比し件数は 191 件増加したが，金額は 1,135 億円の減少となっ

た。

現地法人の受注を地域別にみると，アジアは 4,580 億円，北米は

3,652 億円，中南米は 91 億円，欧州は 114 億円，東欧は 661 億円及

び大洋州は 1,279 億円となった。また，2017 年度は中東・北アフリ

カ及びアフリカでの受注がなかった。

この結果，本邦法人と現地法人の比率は 44：56 で，2016 年度（26：

74）に比し本邦の比率が増加し，現法の比率は減少した（表─ 2 参

照）。

（3）地域別の動向

地域別にみると，アジア地域における受注は 1,417 件で 1 兆 1,062

億円となり，2016 年度に比し件数では 209 件増加，金額でも 3,998

億円増加した。同地域の受注を発注者別にみると，公共機関は 3,518

億円増加し 5,023 億円に，民間は 480 億円増加し 6,039 億円となった。

中東 ･ 北アフリカにおける受注は，17 件で 73 億円となり 2016

年度に比し件数では 1 件減少し，金額でも 74 億円減少した。同地

域の受注を発注者別にみると，公共機関は 54 億円減少し 58 億円に，

民間は 20 億円減少し 15 億円となった。

アフリカにおける受注は，16 件で 645 億円となり，2016 年度に

比し件数では 1 件減少したが金額は 383 億円増加した。同地域の受

注を発注者別にみると，公共機関は 386 億円増加し 644 億円となり，

民間は 3 億円減少し 0.6 億円となった。

北米における受注は，196 件で 3,729 億円となり，2016 年度に比

し件数では 4 件増加したが金額は 2,755 億円減少した。同地域の受

注を発注者別にみると，公共機関は 396 億円減少し 973 億円に，民

間では 2,359 億円減少し 2,756 億円となった。

中南米における受注は，150 件で 414 億円となり，2016 年度に比

し件数は 34 件増加し金額も 75 億円増加した。同地域の受注を発注

者別にみると，公共機関は 2016 年度の受注がなかったが 75 億円に，

図─ 1　海外建受注額の推移（1967 年度～ 2017 年度）「海建協調べ」

表─ 2　2017 年度本邦・現地法人別受注状況「海建協調べ」
� （単位：億円）

地域別
本邦法人 現地法人

受注額 構成比 受注額 構成比
アジア 6,482 79.7％ 4,580 44.1％
中東

北アフリカ
73 0.9％ 0 0.0％

アフリカ
（サブサハラ）

645 7.9％ 0 0.0％

北米 77 0.9％ 3,652 35.2％
中南米 322 4.0％ 91 0.9％
欧州 13 0.2％ 114 1.1％
東欧 212 2.6％ 661 6.4％

大洋州 309 3.8％ 1,279 12.3％
合計 8,133 100.0％ 10,377 100.0％
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民間では 2016 年度と同じく 339 億円となった。

欧州における受注は，25 件で 127 億円となり，2016 年度に比し

件数は 8 件減少したが，金額は 41 億円増加した。同地域の受注を

発注者別にみると，公共機関の受注はなく，民間は 42 億円増加し

127 億円となった。

東欧における受注は，52 件で 873 億円となり，2016 年度に比し

件数は同じであったが，金額は 482 億円増加した。同地域の受注を

発注者別にみると，公共機関は 2016 年度の受注がなく 208 億円に，

民間は，74 億円増加し 665 億円となった。

大洋州における受注は，85 件で 1,588 億円となり，2016 年度に

比し件数は 27 件増加し，金額でも 898 億円増加した。同地域の受

注を発注者別にみると，公共機関は 44 億円減少し 157 億円となり，

民間は 941 億円増加し 1,431 億円となった（表─ 3，図─ 2 参照）。

3．おわりに

国内建設投資は，東京オリンピック・パラリンピック開催に係る

関連施設工事大規模マンション建設工事等により，東京をはじめと

する一部地域，またリニア新幹線建設工事，リニア新幹線建設によ

る都市再開発等一部業種においては仕事量が増加することが予想さ

れるものの，長期的に見れば人口の減少，少子高齢社会の進展等の

要因も重なり，新規案件の工事量は減少していくと予測されている。

一方，海外の建設市場に目を向けると，新興国をはじめとして膨

大なインフラ需要が存在する。特に，開削を要せず下水道の埋設を

可能にする推進工法，電力不足の発展途上国等にとって重要な太陽

光発電設置工事等，わが国の建設技術に関しては世界から関心を集

めている。

図─ 2　海外建設受注額の地域別推移（1985 年度～ 2017 年度）「海建協調べ」

表─ 3　2016，2017 年度の地域別受注額の対比「海建協調べ」
� （単位：億円）

地域
2017 年度 2016 年度

増減額
件数 受注額 件数 受注額

アジア 1,417 11,062（59.7％） 1,208 7,064（45.7％） 3,998（56.6％）
中　東

北アフリカ
17 73（0.4％） 18 148（1.0％） ▲ 75（▲ 50.7％）

アフリカ 16 645（3.5％） 17 262（1.7％） 383（146.0％）
北　米 196 3,729（20.1％） 192 6,484（41.9％） ▲ 2,755（▲ 42.5％）
中南米 150 414（2.2％） 116 339（2.2％） 75（22.1％）
欧州 25 127（0.7％） 33 86（0.6％） 41（47.7％）
東欧 52 873（4.7％） 52 391（2.5％） 482（123.1％）

大洋州 85 1,587（85.6％） 58 690（4.54％） 897（130.0％）
総合計 1,958 18,510（100.0％） 1,694 15,464（100.0％） 3,046（19.7％）
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海外建設市場への進出は，大きなチャンスであるとともに，政治

経済状況，取引慣行など，環境が異なるため様々なリスクを伴うこ

とを忘れてはいけない。現地通貨の為替レートの変動に伴い生じる

「為替リスク」，政治状況，経済状況等の現地国の状況に起因する「カ

ントリーリスク」，この他にも法令，商習慣，文化の違いや当初契

約の取り決めが曖昧であった等の理由による追加変更契約の長期化

リスク等がある。

今後，国内の建設市場が縮小していくことと予測されることから，

海外建設市場へ進出していく企業が増えていくことが見込まれるこ

とから，これらの企業は，海外進出に伴うリスクを十分に考慮した

上で，日本企業の高い技術・ノウハウを活かしてほしい。

� （文責：清水）
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建設工事受注動態統計調査（大手 50 社） （単位：億円）

年　　月 総　　計

受　　　注　　　者　　　別 工　事　種　類　別
未消化 
工事高 施工高民　　　間

官 公 庁 そ の 他 海　　外 建　　築 土　　木
計 製 造 業 非製造業

2011 年 106,577 73,257 15,618 57,640 22,806 4,835 5,680 73,983 32,596 112,078 105,059
2012 年 110,000 73,979 14,845 59,133 26,192 4,896 4,933 76,625 33,374 113,146 111,076
2013 年 132,378 89,133 14,681 74,453 31,155 4660 7,127 90,614 41,463 129,076 120,941
2014 年 139,286 80,477 16,175 64,302 43,103 4822 10,887 86,537 52,748 138,286 125,978
2015 年 141,240 96,068 19,836 76,235 35,633 4993 4,546 95,959 45,281 141,461 141,136
2016 年 146,991 99,541 17,618 81,923 38,894 5247 3,309 98,626 48,366 151,269 134,037
2017 年 147,828 101,211 20,519 80,690 36,650 5183 4,787 99,312 48,514 165,446 137,220

2017 年� 5 月 10,970 7,014 1,613 5,401 3,075 364 517 6,896 4,074 158,899 9,766
6 月 13,289 8,796 1,424 7,371 3,779 510 205 8,527 4,761 159,386 12,772
7 月 10,407 7,374 1,477 5,898 2,471 402 160 7,487 2,920 161,416 9,378
8 月 9,339 6,346 1,566 4,780 2,543 341 110 6,715 2,624 161,441 10,088
9 月 14,762 10,547 1,941 8,606 2,752 640 823 10,104 4,658 161,902 13,482

10 月 10,757 6,941 1,246 5,695 2,719 815 282 6,898 3,859 163,724 9,897
11 月 11,379 8,357 1,883 6,474 2,018 423 582 7,580 3,800 163,423 12,380
12 月 13,789 10,120 2,613 7,507 3,265 －4 407 10,202 3,586 165,446 14,276

2018 年� 1 月 9,256 6,082 1,439 4,644 2,213 491 469 6,269 2,987 165,251 9,284
2 月 12,479 8,030 2,160 5,870 3,428 383 638 7,722 4,757 159,835 20,576
3 月 22,717 15,428 3,004 12,424 5,894 556 839 14,500 8,216 171,191 22,294
4 月 10,212 7,007 1,473 5,534 2,473 438 293 5,763 4,448 171,322 11,334
5 月 8,921 6,449 2,271 4,178 1,940 330 202 6,091 2,830 － －

建　設　機　械　受　注　実　績 （単位：億円）

年　  　月 11 年 12 年 13 年 14 年 15 年 16 年 17 年 17 年
5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 18 年

1 月 2 月 3 月 4 月 5 月

総　     　 額 19,520 17,343 17,152 18,346 17,416 17,478 21,535 1,485 2,067 1,674 1,785 1,785 1,542 1,757 1,936 1,617 1,770 2,237 1,784 1,906
海 外 需 要 15,163 12,357 10,682 11,949 10,712 10,875 14,912 1,039 1,484 1,189 1,281 1,336 1,103 1,273 1,474 1,185 1,206 1,654 1,309 1,313
海外需要を除く 4,357 4,986 6,470 6,397 6,704 6,603 6,623 446 583 485 504 449 439 484 462 432 564 583 475 593

（注））2011 ～ 2013 年は年平均で，2014 ～ 2017 年は四半期ごとの平均値で図示した。
2017 年 5 月以降は月ごとの値を図示した。

出典：国土交通省建設工事受注動態統計調査
　　　内閣府経済社会総合研究所機械受注統計調査
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機械部会

■油脂技術委員会　
月　日：6 月 1 日（金）
出席者：豊岡司委員長ほか 27 名
議　題：①燃料エンジン油分科会…

BDF について直近の学会で報告され
た内容を要約して紹介　②高効率作動
油分科会…省エネ且つ信頼性の高い高
効率作動油として規格制定の議論　　
③規格普及促進分科会…1）オンファ
イル維持費用について，2）JAMA エ
ンジンオイルセミナー 2018 の報告等
④油脂技術委員会…1）運営委員会の
構成について議論，2）JCMAS 規格
の改訂について　⑤日本建設機械要覧
の見直しについて

■ダンプトラック技術委員会
月　日：6 月 5 日（火）
出席者：田中哲委員長ほか 5 名
議　題：①トピックス…樹木粉砕機につ

いて　②日本建設機械要覧の見直しに
ついて　③安全装置／システム…眠気
検知システム等　④ホームページ改訂
について議論　⑤協会よりの事務連絡

■基礎工事用機械技術委員会 デンカ㈱青
海工場見学会
月　日：6 月 13 日（水）
出席者：遠藤智委員長ほか 12 名
議　題：①石灰石採掘場と青海工場全容

の見学　②机上にて…1）デンカ青海
工場の説明，2）石灰石から各種製品
への製造工程の説明等

■トラクタ技術委員会　
月　日：6 月 15 日（金）
出席者：椎名徹委員長ほか 9 名
議　題：①日本建設機械要覧の内容見直

しについて　②製品トピックス紹介　
③次期燃費基準設定について　④その
他

標準部会

■ ISO/TC 127土工機械委員会 SC 2/JWG 

28衝突気付き及び回避 国内有志会合
月　日：6 月 4 日（月）
出席者：岡ゆかり主査（コマツ）ほか 6

名（+Web 参加 1 名）
場　所：協会会議室
議　題：前回ベルリン国際 WG 会議結

標　準　部　会

（2018 年 6 月 1 日～ 30 日）

行 事 一覧
果フォロー及び次回カルガリー国際
WG 会議対応…1）ISO 21815-1（土工
機械 - 衝突気付き及び回避─第 1 部：
性能要求事項及び試験）案文検討，2）
ISO 21815-3（同第 3 部：露天掘り鉱
山で使用される機械の性能要求事項）
案文検討，3）今後の方針確認

製造業部会

■製造業部会 幹事会
月　日：6 月 7 日（木）
出席者：小林真人部会長代理ほか 14 名
議　題：①出席者の自己紹介と部会長，

主査の交代について　②平成 29 年度
事業報告・平成 30 年度事業計画　　
③ i-Construction システム学の状況説
明　④ i-Construction の国交省，協会
の取組みについて　⑤その他

建設業部会

■機電 i-Con現場WG

月　日：6 月 4 日（月）
出席者：宮内良和主査ほか 8 名
議　題：① 5/23 修正〆切の「i-Con 事例」

のアンケート様式確認　② 5/23 修正
〆切の「ICT 安全の事例」アンケー
ト様式確認　③アンケート依頼文の確
認　④建災防の会議の報告　⑤その他

■クレーン安全情報WG

月　日：6 月 19 日（火）
出席者：久松栄一主査ほか 9 名
議　題：①クレーン休業姿勢 アンケー

ト結果報告書の骨子検討　②教本改訂
に向けての検討　③ 8/5 クレーン安全
衛生教育の視察出席の確認　④災害事
例報告　⑤その他

■三役会
月　日：6 月 26 日（火）
出席者：植木睦央部会長ほか 5 名
議　題：①各 WG 報告・機電 i-Con 現場

WG のアンケート配信について・ク
レーン安全情報 WG の報告・機電交
流企画 WG 第 22 回機電技術者意見交
換会の実施に向けて　②現場見学会に
ついて・8/23 ～ 24 夏季現場見学会に
ついて・9/14 第 1 回若手現場見学会
について　③その他

レンタル業部会

■コンプライアンス分科会
月　日：6 月 5 日（火）
出席者：藤沼匡彦分科会長代理ほか 8 名
議　題：①平成 29 年度事業報告　②レ

ンタル機器納入・引取時における諸問
題について　③その他

■レンタル業部会
月　日：6 月 7 日（木）
出席者：平清二郎部会長ほか 17 名
議　題：①部会長挨拶　②平成 29 年度

事業報告　③分科会活動状況報告　　
④各社の取組事項，部会員共通の問題，
課題について　⑤その他

広報業部会

■建設施工研修会
月　日：6 月 21 日（木）
出席者：事務局 松本寛子ほか 80 名
議　題：【映画会】①フロート式プラス

チ ッ ク ボ ー ド ド レ ー ン 工 法「PDF
（ピーディーエフ）工法」　②改良率セ
メントコラム工法「ALiCC（アリック）
工法」　③地盤切削 JES 工法　④外環
自動車道田尻工事の概要　⑤斜材保護
管点検ロボット「コロコロチェッカー」
⑥自動追従台車“かもーん”　⑦荒瀬
ダム撤去　日本初の本格的コンクリー
トダム撤去工事　⑧ Grade Assist 機
能付きショベルと標準仕様との施工比
較　⑨ CAT アシストのご紹介　⑩次
世代油圧ショベル Technology Cat ペ
イロード /Cat E-fence　⑪効率的なコ
ンクリートのクーリング技術 注水併
用エアクーリング工法　⑫不整地運搬
車（クローラーキャリア）の自動走行
技術　⑬沖縄西海岸道路 牧港高架橋 
鋼桁架設（施工記録）　⑭ AR-Eye 埋
設ビュー　⑮配筋アシストロボ　　　
⑯ i-Construction における 3 次元デー
タ作成の流れ　⑰ VERSATILE BOX
工法 都市部の矩形断面トンネルを非
開削工法で施工　⑱未来へつなぐ 武
蔵野の森総合スポーツプラザ メイン
アリーナ棟 建設記録

各種委員会等

■機関誌編集委員会
月　日：6 月 6 日（水）
出席者：見波潔委員長ほか 13 名
議　題：①平成 30 年 9 月号（第 823 号）

の計画の審議・検討　②平成 30 年 10
月号（第 824 号）の素案の審議・検討
③平成 30 年 11 月号（第 825 号）の編
集方針の審議・検討　④平成 30 年 6
月 号 ～ 平 成 30 年 8 月 号（ 第 820 ～
822 号）の進捗状況報告・確認

■建設経済調査分科会
月　日：6 月 20 日（水）

広　報　部　会
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出席者：山名至考分科会長ほか 3 名
議　題：①主要建設資材価格の動向　　

②その他
■新機種調査分科会

月　日：6 月 27 日（水）
出席者：江本平分科会長ほか 3 名
議　題：①新機種情報の持ち寄り検討　

②新機種紹介データまとめ　③その他

支部行事一覧

北海道支部

■第 1回施工技術検定委員会
月　日：6 月 13 日（水）
場　所：さつけんビル 6 階会議室
出席者：加藤信二施工技術検定委員長ほ

か 33 名
議　題：建設機械施工技術検定学科試験

の実施要領と監督要領の打合せ
■北海道開発局 i-Consutruction説明会

月　日：6 月 15 日（金）
場　所：札幌第 1 合同庁舎 2 階講堂
主　催：北海道開発局
共　催：北海道支部
受講者：約 400 名
内　 容： ① 北 海 道 開 発 局 に お け る

i-Consutruction の取組　② ICT の全
面的な活用の最新情報　③ ICT 活用
工事の実施内容と留意点

■建設機械施工技術検定学科試験
月　日：6 月 17 日（日）
場　所：北広島市（星槎道都大学）
受検者：1 級 306 名，2 級 732 名（延 872

名）
■建設技術担い手育成プロジェクト（苫小
牧工業高等専門学校出前授業（座学））
月　日：6 月 22 日（金）
場　所：苫小牧工業高等専門学校　
受講者：環境都市工学科 5 年生約 44 名
内　容：①従来の道路施工と ICT 施工
（座学）　②行政が取組む ICT 活用工
事（i-Construction）（座学）

講師等：鈴木勇治プロジェクトリーダー
■建設技術担い手育成プロジェクト（札幌
工業高校出前授業）
月　日：6 月 27 日（水）
場　所：札幌工業高校　
受講者：土木科 2 年生約 80 名
内　容：①行政が取組む ICT 活用工事
（i-Construction）（ 座 学 ）　 ② 3 次 元
レーザスキャナー（実習）　③ 3 次元
測量（実習）　④ ICT 建機（実習）　
⑤建設 VR 体験　⑥ UAV 空中写真測
量（実習）

支部行事一覧

講師等：鈴木勇治プロジェクトリーダー
ほか

■平成 30年度除雪機械技術講習会（第 1

回）
月　日：6 月 28 日（木）
場　所：旭川市（道北経済センター）
受講者：214 名
内　容：①除雪計画　②除雪の施工方法

　③冬の交通安全　④除雪の安全施工
　⑤除雪機械の取り扱い

■建設技術担い手育成プロジェクト（苫小
牧工業高等専門学校出前授業（実習））
月　日：6 月 29 日（金）
場　所：苫小牧工業高等専門学校　
受講者：環境都市工学科 5 年生約 44 名
内　容：① 3 次元レーザスキャナー（実

習）　② 3 次元測量（実習）　③ ICT 建
機（実習）　④建設 VR 体験　⑤ UAV
空中写真測量（実習）

講師等：鈴木勇治プロジェクトリーダー
ほか

東北支部

■ i-Construction（ICT活用工事）セミナー
内　容：① i-Construction 東北地方整備

局の取組　② ICT 土工の手引　③ H30
年度 ICT 活用工事　④ H30 年度技術
の出来形管理要領　⑤ ICT 活用工事
の要点（土工・舗装工）H29　⑥点群
処理，設計データ作成ソフトウェアの
解説

①秋田会場
月　日：6 月 1 日（金）
場　所：秋田市 秋田県市町村会館
受講者：54 名
②仙台会場
月　日：6 月 19 日（火）
場　所：仙台市 フォレスト仙台
受講者：121 名
■橋梁架設・大口径岩盤削孔の施工技術と
積算，及び建設機械等損料講習会
月　日：6 月 5 日（火）
場　所：仙台市 ハーネル仙台
受講者：74 名
内　容：①大口径岩盤削孔の施工技術と

積算　②建設機械等損料の積算　③鋼
橋架設の施工技術と積算　④ PC 橋架
設の施工技術と積算

■ EE東北’18

月　日：6 月 6 日（水）～ 7 日（木）
場　所：仙台市 夢メッセみやぎ
キャッチコピー：「広げよう新技術 つな

げよう未来へ」
来場者：16,300 人
内　容：出展技術数：295 社，889 技術（う

ち支部会員 18 社，75 技術），新技術
プレゼンテーション：64 題（うち支
部会員 5 社），UAV（ドローン）競技
会：総合技術部門 5 チーム，一般参加
部門 10 チーム

■「ゆきみらい 2019 in 新庄」実行委員会
月　日：6 月 15 日（金）
場　所：新庄市 新庄市民文化会館 小

ホール
出席者：津田修一東北地方整備局長ほか

21 名（JCMA：渡辺和弘業務執行理
事ほか 2 名出席）

内　容：①雪みらい 2019 in 新庄事業内
容（案）について　②実行委員会体制
･ 予算（案）について

■建設機械施工技術検定学科試験
月　日：6 月 17 日（日）
場　所：滝沢市 アピオ（岩手産業文化

センター）
受検者：�1 級　　296 名�  

2 級　　945 名
種別毎	 1 種	 121 名
		  2 種	 692 名
		  3 種	 45 名
		  4 種	 79 名
		  5 種	 5 名
		  6 種	 3 名
		  1・2 級	 合計 1,241 名

■石巻工業高校 出前授業（座学）
月　日：6 月 26 日（火）
場　所：石巻市 石巻工業高等学校
受講生：土木システム科 2 年生 40 名
出席者：鈴木勇治 情報化施工技術委員

会委員長ほか 1 名
内　容：① ICT を活用した建設技術　

②国が進める建設業の施策　③ ICT
施工の測位

■石巻工業高校 出前授業（実習）
月　日：6 月 27 日（水）
場　所：石巻市 石巻工業高等学校
受講生：土木システム科 2 年生 40 名
出席者：岩田好正 情報化施工技術委員

会副委員長ほか 10 名
内　容：① 3 次元レーザースキャナ デ

モンストレーション　② ICT バック
ホウ，建設 VR 実習　③自動追尾 TS，
GNSS ローバー実習

■チャレンジ型 ICT活用工事説明会
月　日：6 月 28 日（木）
場　所：東北地方整備局 会議室
出席者：亀井督悦 東北地方整備局 技術

管理課長ほか 14 名
内　容：①チャレンジ型 ICT 活用工事

の施行について　②意見交換
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北陸支部

■建設技術報告会第 1回実行委員会
月　日：6 月 12 日（火）
場　所：新潟国道事務所会議室
出席者：坪内昭雄普及部会担当委員　
議　題：①「建設技術報告会」実行委員

会規約に確認　②平成 30 年度実施計
画について　③平成 30 年度予算につ
いて　④その他

■第 1回普及部会
月　日：6 月 22 日（金）
場　所：新潟県建設会館
出席者：柴澤一嘉普及部会長ほか 8 名　
議　題：①平成 29 年度支部事業報告及

び平成 30 年度事業計画について　　
②除雪機械管理施工技術講習会につい
て　③ ICT 戦略推進研究会 講習会・
研修等の計画について　④平成 30 年
度現場見学会開催について　⑤平成
30 年度建設技術報告会について　　
⑥その他

中部支部

■ i-Construction中部ブロック推進本部第
3回会議
月　日：6 月 7 日（木）
場　所：KKR 名古屋
出席者：所輝雄支部長，永江豊事務局長

出席
内　容：i-Construction の取り組み状況・

活動方針等の報告
■広報部会

月　日：6 月 8 日（金）
出席者：濱地仁ほか 3 名
議　題：平成 30 年度の部会活動及び「中

部支部ニュース」第 37 号について
■建設機械施工技術検定学科試験

月　日：6 月 17 日（日）
場　所：愛知学院大学日進キャンパス
受験者：1 級 304 名，2 級 630 名

■平成 30年度大規模津波防災総合訓練第
1回部会
月　日：6 月 26 日（火）
出席者：原一儀災害対策部会長
内　容：11 月 3 日実施の大規模津波防

災総合訓練打合せ
■愛知県ブロック前期災害対策用機械操作
訓練
月　日：6 月 27 日（水）～ 28 日（木）
出席者：会員企業 16 社 18 人出席
内　容：無線操縦バックホウ，排水ポン

プ車，照明車等の災害対策機械の操作
訓練

関西支部

■建設業部会，リース・レンタル業部会 

合同幹事会
月　日：6 月 4 日（月）
場　所：関西支部 会議室
出席者：的場建設業部会長，山本リース・

レンタル業部会長以下 5 名
議　題：合同見学会の開催について
■平成 30年度 1･2級建設機械施工技術検
定試験（学科）試験監督者打合せ
月　日：6 月 5 日（火）
場　所：関西支部 会議室
議　題：①学科試験監督要領について　

②その他留意事項
■平成 30年度 1･2級建設機械施工技術検
定試験（学科）
月　日：6 月 17 日（日）
場　所：大阪工業大学 大宮キャンパス
受 検 者：1 級 539 名，2 級 919 名（1 種

67 名，2 種 893 名，3 種 1 名，4 種 56 名，
5 種 14 名，6 種 8 名）

■「損料・橋梁・大口径」積算技術講習会
月　日：6 月 28 日（木）
場　所：大阪府立男女共同参画・青少年

センター
参加者：32 名
内　容：①大口径岩盤削孔の施工技術と

積算　②建設機械等損料の積算　③鋼
橋架設の施工技術と積算　④ PC 橋架
設の施工技術と積算

中国支部

■第 2回施工技術部会
月　日：6 月 7 日（木）
場　所：中国支部事務所
出席者：齊藤実部会長ほか 7 名
議　題：①平成 30 年度部会事業実施計

画について　② i-Con（情報化施工）
関係行事（案）について　③平成 30
年度道路除雪講習会（案）の企画につ
いて　④その他懸案事項

■平成 30年度 1級・2級建設機械施工技
術検定（学科）試験
月　日：6 月 17 日（日）
場　所：広島工業大学
受検者：1 級 127 名，2 級 366 名
■「建設機械等損料・橋梁架設・大口径岩
盤削孔の施工技術と積算」講習会
月　日：6 月 20 日（水）
場　所：広島 YMCA 会議室
参加者：11 名
内　容：①大口径岩盤削孔の施工技術と

積算…（一社）日本建設機械施工協会

大口径岩盤削孔委員会委員　渡辺元二
氏　②建設機械等損料の積算…（一社）
日本建設機械施工協会中国支部企画部
会幹事　大石静夫氏　③ PC 橋架設の
施工技術と積算…（一社）日本建設機
械施工協会橋梁架設工事委員会委員　
石田真将氏　④鋼橋架設の施工技術と
積算…（一社）日本建設機械施工協会
橋梁架設工事委員会委員　山川隆治氏

■第 1回広報部会
月　日：6 月 22 日（金）
場　所：中国支部事務所
出席者：錦織豊部会長ほか 3 名
議　題：①平成 30 年度広報部会の活動

計画（案）について　②広報誌（CMnavi）
49 号の編集について　③支部ホーム
ページの管理について　④その他懸案
事項

四国支部

■協賛事業「四国建設広報協議会WG」
月　日：6 月 6 日（水）
場　所：高松サンポート合同庁舎南 103

中会議室（高松市）
出席者：協議会を構成する 27 の団体・

組織のうち 21 団体・組織から 23 名が
出席。JCMA 四国支部からは山下事
務局長が出席

内　容：①平成 29 年度収支報告と監査
②建設フェア四国 2018 in 高松につい
て　③その他

■平成 30年度建設機械施工技術検定【学
科】試験
月　日：6 月 17 日（日）
場　所：英明高等学校（高松市）
受検者：1 級：246 名，2 級：432 名，計

678 名
■共催事業「ドローン操作訓練」

月　日：6 月 19 日（火）
場　所：国営讃岐まんのう公園（多目的

広場）
共催者：（一社）建設コンサルタンツ協

会 四国支部，（一社）四国クリエイト
協会，（一社）日本建設機械施工協会 
四国支部，（一社）日本補償コンサル
タント協会 四国支部，㈱建設マネジ
メント四国

参加者：共催団体から 9 社 47 名，ドロー
ン 14 機　JCMA 四国支部会員会社か
ら 4 社 8 名参加，支部からは事務局長
が参加

内　容：公園休園日を利用して，災害発
生時に迅速に対応するため，各社所有
のドローンを用いて訓練を実施
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九州支部

■ i-Construction講習会
月　日：6 月 8 日（金）
場　所：久留米リサーチ・パーク 2F 研

修室 A
出席者：81 名
議　題：①国土交通省の取組み　②熊本

震災と i-Construction　③ 3 次元設計
データの作成と点群処理について　　
④最新の ICT 技術

■平成 30年度建設機械施工技術検定学科
試験
月　日：6 月 17 日（日）
場　所：1 級　九州大学伊都キャンパス
（福岡市），2 級　豊国学園高等学校（北
九州市）

受験者：1 級 539 名，2 級 1,177 名
■企画委員会

月　日：6 月 20 日（水）
出席者：原尻克己企画委員長ほか 10 名
議　題：① i-Construction 関連講演会に

ついて　②建設機械施工技術検定試験

（学科試験）について　③平成 29 年度
決算結果について　④支部団体会員の
入会について　⑤その他

■橋梁架設・大口径岩盤削孔の積算及び建
設機械等損料講習会
月　日：6 月 27 日（水）
場　所：福岡建設会館
受講者：33 名
内　容：①大口径岩盤削孔の施工技術と

積算　②建設機械等損料の積算　③鋼
橋架設の施工技術と積算　④ PC 橋架
設の施工技術と積算



126

コンクリート工事，コンクリート構造　特集

平成 28 年 7月号（第 797 号）

▪巻頭言　プレキャスト技術による耐久性の向上
▪技術報文
・場所打ち UFC による PC 道路橋　デンカ小滝川橋
・外ケーブルを合理化配置した有ヒンジ橋の多径間連続化技術

淙徳橋上部工連続化工事
・プレキャスト工法を活用したサッカー専用スタジアムの設計施工
・火災時におけるコンクリートの爆裂評価方法
・場所打ち函渠における品質確保の取組み

丹波綾部道路瑞穂 IC 函渠他工事における SEC 工法，ND-WALL
工法の事例

・‌�設計基準強度 300 N/mm2 の超高強度プレキャスト RC 長柱の開
発と適用

・‌�スラグ骨材を用いた舗装用コンクリートの特性
・‌�後施工六角ナット定着型せん断補強鉄筋による耐震補強工法
・電子制御式コンクリートミキサー車の紹介
・中性子遮蔽コンクリートの技術改良

普通コンクリートの 1.7 倍の中性子の遮蔽性能を有するコンク
リートの生産性を向上

▪投稿論文
・環境に優しく豪雨と地震に強い新しい補強土壁工法の研究開発
▪ CMI 報告　油圧ショベルの省エネ施工　省エネ効果の検証試験
▪部会報告　除雪機械の変遷（その 20）　小形除雪車（2）
▪統計　建設企業の海外展開

i-Construction　特集

平成 28 年 8月号（第 798 号）

▪巻頭言　イノベーションを取り込むための建設生産システム革命
▪行政情報
・i-Construction　　ICT 土工の全面展開に向けた技術基準の紹介
▪技術報文
・‌�IoT で建設現場の生産性向上　ソリューションを一元管理するク

ラウド型プラットホーム「KomConnect」
・ドローンを用いた空撮測量の実工事への適用
・MMS 点群データを活用したインフラマネジメント

InfraDoctor によるスマートインフラマネジメント
・‌�重力式コンクリートダム取水塔施工での 4D モデル・3D 模型の

活用

・‌�無線発信機を活用した作業所内の高所作業車・作業所員の位置把
握システム

・掘進中にシールド機外周部の介在砂層をリアルタイム探査
比抵抗センサーを用いた介在砂層探査技術

・‌�VR による安全管理　ゴーグル型ディスプレイによる安全の可視化
・ブルドーザーマシンコントロールシステムの最新技術の紹介

マストレスタイプ MC システム　3D-MC MAX

・‌�複雑な地形形状における覆工設置工事への 3 次元地形データの適用
▪‌�投稿論文
・‌�無人化施工による破砕・解体作業時における触知覚情報の必要性

と実態　～媒体を通じた人の触知覚の実態～
▪交流の広場
・ICT を活用した精密農業の取り組み

農業における IoT を実現する新たな取り組み
▪ CMI 報告
・‌�情報化施工研修会の取り組みと i-Construction へ対応した研修会に向けて
▪部会報告　除雪機械の変遷（その 21）　小形除雪車（3）

道路　特集

平成 28 年 9月号（第 799 号）

▪巻頭言　道路事業の今後と課題
▪行政情報
・‌�「凸部，狭窄部及び屈曲部の設置に関する技術基準」の制定
・大規模災害時における道路交通情報提供の役割と高度化
▪技術報文
・コンクリート床版上面補強工法の確立　PCM 舗装施工機械開発
・‌�供用中の二層式高速道路高架橋における上下層拡幅工事
・路面滞水処理作業における新規機械の開発

自走式路面乾燥機の開発
・舗装工事における CIM の試行　CIM 導入による効果と課題
・‌�道路用ボラードの利用状況とテロ対策用ボラードの性能評価
・日本の高速道路における移動式防護柵の初導入

常盤自動車道における試行導入結果
・‌�センサー技術を活用した道路用機械の安全対策技術の開発
・新たな視線誘導灯の開発

帯状ガイドライト設置事例及びドライバーに与える効果
・グレーダ開発の変遷史
・次世代型路床安定処理機械の開発

ディープスタビライザの品質・安全性向上への取り組み
・除雪作業の安全性向上に関する検討
・‌�ペイロードマネジメントによる過積載の防止と生産性の確保
▪交流の広場
・地中レーダの原理・特徴と適切に活用するための留意点
▪ JCMA 報告
・平成 28 年度 日本建設機械施工大賞　受賞業績（その 2）
▪部会報告
・アスファルトプラントの変遷　（その 1）黎明期～昭和 12 年
▪ CMI 報告　吹付けノズルマンの技能評価試験
▪統計　平成 28 年度　建設投資見通し

“建設機械施工”バックナンバー紹介（抜粋）
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800号記念，維持管理・リニューアル　特集

平成 28 年 10 月号（第 800 号）

▪グラビア
・「建設機械施工」誌 表紙の変遷
・‌�「建設機械施工（旧誌名：建設の機械化）」誌創刊第 2 号，第 3 号
▪巻頭言
・‌�インフラ整備への地域住民の協働参画と ICRT の積極的な利活用

～地方の道をだれがいかに守っていくか～
▪記憶に残る工事
　1．‌�黑四の工事と建設機械
　2．‌�名神高速道路　山科工事の土工実績と今後の問題点
　3．東海道新幹線の工事について
　4．青函トンネルの概要について
　5．福島原子力発電所建設の工事概要
　6．新東京国際空港の大土工工事
▪行政情報
・‌�「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）」の概要，インフ

ラ老朽化対策の主な取り組み等
▪技術報文
・‌�多機能橋梁常設足場の開発　耐用年数 100 年の長寿命化を目指して
・高速道路における大規模更新・大規模修繕工事

高速道路リニューアル事業の本格始動
・首都高速道路における更新事業の取り組み
・移動式たわみ測定装置の紹介

舗装の構造的な健全度を点検する技術の開発
・調整池法面改修工事に係るフェーシング機械

定張力ウインチを搭載した自走式ウインチの開発
▪交流の広場
・‌�ドローン等を活用したセキュリティサービスと新たな脅威への対応
▪ CMI 報告
・災害復旧支援に向けた応急橋の開発（続報）
▪部会報告
・アスファルトプラントの変遷　（その 2）昭和 13 年～ 31 年

土工　特集

平成 28 年 11 月号（第 801 号）

▪巻頭言　ICT 導入による建設施工の生産性向上に向けて
▪行政情報
・CM 方式を活用した震災復興事業の現状報告
▪技術報文
・‌�「機械の声を聞く」i-Construction を含有した総合的建機ソリュー

ションの提供　Cat Connect Solution の提案

・i-Construction における重機 ICT コミュニケーション
ライカ アイコン テレマティックス

・加速度応答システムの適用性評価
・マシンコントロール機能を搭載した油圧ショベルの開発

ICT 油圧ショベル「ZX200X-5B」
・‌�セミオートマシンコントロールシステムを搭載した油圧ショベル

の開発　施工効率向上を実現する Cat Ⓡ グレードアシスト
・UAV 搭載レーザ計測システムの開発
・土工用建設ロボットの開発における新たな挑戦

無人化施工機械から地盤探査ロボット開発の概要紹介
・大分川ダム建設工事
・大規模土工事における ICT 施工と CIM 化への対応

陸前高田市震災復興事業での取り組み
・シェル型浸透固化処理工法　新しい注入形態
・ジオシンセティックス補強土構造物による災害復旧対策

剛壁面補強土工法（RRR（スリーアール）工法）による強化復
旧対策

・近頃の土工技術　デジタルアースムービング
▪交流の広場
・海洋探査技術の現状　水中音響計測技術の応用例紹介
▪ CMI 報告
・‌�補強土壁工法の新技術　帯状ジオシンセティックス補強土壁の紹介
▪部会報告
・アスファルトプラントの変遷　（その 3）昭和 32 年～ 36 年
▪統計　平成 28 年度 主要建設資材需要見通し

防災，安全・安心を確保する社会基盤整備　特集

平成 28 年 12 月号（第 802 号）

▪行政情報
・次世代社会インフラ用ロボットの開発・導入

取り組みの紹介と災害調査・応急復旧ロボット分野の検証概要
▪技術報文
・凍土方式による陸側遮水壁の造成

凍結管の削孔・建て込み，凍結設備の設置工事
・工事を支える二つの『見える化』　

山田宮古道路─山田北道路改良工事
・早期復興に応えるために取り組んだ現場運営の紹介

国道 45 号吉浜道路工事の事例
・東京モノレールにおける橋脚基礎の耐震補強
・締固めによる木曽三川下流域堤防基礎耐震化の事例紹介

砂圧入式静的締固め工法（SAVE-SP 工法）
・‌�災害対応ロボット電波を使用した遠隔操縦ロボット用災害対策車

両システムの開発　遠隔操縦ロボットシステム ASAM
▪投稿論文　振動ローラの機械仕様に関する研究
▪交流の広場　防災・災害把握へのドローンの利用
▪ JCMA 報告
・平成 28 年度 日本建設機械施工大賞　受賞業績（その 3）
▪部会報告
・アスファルトプラントの変遷　（その 4）昭和 37 年～ 42 年
▪統計
・インフラシステムの海外展開の動向
・平成 28 年　建設業の業況
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建設機械　特集

平成 29 年 1月号（第 803 号）

▪巻頭言　変化に対応できる生き物が生き残る
▪行政情報
・‌�国土交通省における「建設施工の地球温暖化対策検討分科会」に

おける燃費基準の検討の動向
▪技術報文
・新型振動ローラの紹介　SW654 シリーズ
・最新型ホイールローダ　950MZ
・新型 50 t 吊ラフテレーンクレーン

Rf シリーズラフター SL-500Rf PREMIUM
・‌�2014 年度排出ガス規制適合エンジン搭載 4.9 t 吊クローラクレー

ン開発　CC985S-1 の特長
・ガソリン /LPG エンジン式小型フォークリフト

FOZE 0.9 ～ 3.5 トン
・‌�リチウムイオンバッテリを搭載した新型ハイブリッド油圧ショベル

SK200H-10
・フォークリフト用燃料電池システムの開発と今後の取り組み
・新型高所作業車の開発

スカイボーイ AT-170TG-2，AT-220TG-2
・全回転チュービング装置 RT シリーズ

大口径低空頭・軽量型 RT-250L の紹介
・新世代 350 t つりクローラクレーンの開発　SCX3500-3
・搭乗式スクレーパの開発　HBS-2000「RHINOS」（ライノス）
・大型自航式ポンプ浚渫船　CASSIOPEIA Ⅴ
・鉄道クレーン車　KRC810N
・油圧ショベル　PC138US/PC128US-11
・ショベル系の開発と変遷史
▪交流の広場
・安全の責任について考える

～技術者の身に着けるべきグローバルな安全感覚～
▪部会報告
・アスファルトプラントの変遷（その 5）昭和 43 年～ 50 年
▪統計　建設機械産業の現状と今後の予測について

大深度地下，地下構造物　特集

平成 29 年 2月号（第 804 号）

▪巻頭言　トンネル工事の効率化のために
▪技術報文
・地下鉄建設技術と工事用機械　90 年の歴史を概観する
・倉敷国家石油ガス備蓄基地　LPG 岩盤貯槽建設工事

プロパン 40 万 t を貯蔵する水封式岩盤貯槽
・非開削工法による海底ケーブル陸揚管路敷設　リードドリル工法

・地下ダム工事における SMW 工法の精度管理システム !!
リアルタイムによる施工管理システム

・本体兼用鋼製連壁の地下トンネル築造工事
・3 連揺動型掘進機による地下通路の施工実績

日比谷連絡通路工事　R-SWING Ⓡ工法
・国内最大のシールドマシン 東京外環（関越～東名）事業に使用
・縮径トンネル掘削機の開発

トンネル掘削機外径の縮小・復元が可能な縮径 TBM
・海外のケーブル埋設用掘削機械の実態調査と掘削試験
・‌�情報化施工を活用した大口径・大深度立坑における効率的な水中

掘削技術　自動化オープンケーソン工法による大口径・大深度
オープンケーソンの施工

・大型埋設物を切り回し地下鉄直上に短期間で通路を築造
東京メトロ東西線・パレスホテル東京　地下通路

・大水深構造物の点検用水中調査ロボット
・トンネル等屋内工事現場における位置把握システムの開発

屋内空間でのヒト・モノの位置をリアルタイムに把握
▪投稿論文
・振動ローラの加速度計測を利用した地盤剛性値の算出について
▪部会報告
・アスファルトプラントの変遷（その 6）昭和 51 年～ 58 年
▪統計　建設業における労働災害の発生状況

地球温暖化対策，環境対策　特集

平成 29 年 3月号（第 805 号）

▪巻頭言　自動車及び建設機械の排ガス浄化・低燃費化施策
▪技術報文
・‌�二酸化炭素（CO2）排出量を 6 割削減できる高炉スラグ高含有セ

メントを用いたコンクリートの実工事への適用
ECM（エネルギー・CO2 ミニマム）セメント・コンクリートシステム

・CO2 排出量削減に向けた IoT 技術の活用事例
IoT 技術で取得した建設機械稼働データの分析　KenkiNavi

・水素社会を実現する具体的提言
産業廃棄物処理の現場から水素社会を実現する技術

・土木機械設備における LCA 適用の考え方に関する一考察
・山岳トンネル工事のエネルギーマネジメントシステム

TUNNEL EYE
・自動粉じん低減システム　粉じん見張り番
・帯電ミストによる浮遊粉塵除去システムの開発

マイクロ EC ミストⓇ

・グラブ浚渫の効率化と精度向上を実現したトータルシステム
浚渫施工管理システムに三次元データを導入したグラブ浚渫トー
タル施工システム

・凝集効果が長期間持続する凝集剤による濁水処理方法の紹介
徐放性凝集剤「J フロック」

・自然由来ヒ素汚染土壌の分離浄化処理工法の開発
・高性能ボーリングマシンの低騒音化・自動化

再生可能エネルギー熱の普及に向けた取組み
・トンネル工事の発破に伴う低周波音の低減装置

サイレンスチューブ
・おもりを用いた工事振動低減工法の概要　地盤環境振動低減工法

GMD 工法
▪交流の広場
・‌�VR による BIM と建築環境シミュレーションの同時可視化シス

テム
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▪部会報告　アスファルトプラントの変遷（その 7）

建設業の海外展開，海外における建設施工　特集

平成 29 年 4月号（第 806 号）

▪巻頭言　建設業のインフラ海外展開
▪行政情報
・建設業の海外展開と ODA
▪技術報文
・ラックフェン国際港アクセス道路・橋梁工事

ベトナム国内最大の海上橋
・既設営業線直下での圧気併用開放型矩形シールド機による施工

シンガポール地下鉄トムソン線マリーナベイ新駅
・シンガポール MRT

トムソン－イーストコーストライン T207 工区
・台北市における大深度圧入ケーソンの施工実績

台湾・大安電力シールド工事
・‌�スマラン総合水資源・洪水管理事業ジャティバランダム建設工事

JICA Loan IP-534
・ケニア　モンバサ港コンテナターミナル開発工事

JICA Loan Agreement No. KE-P25
・‌�シンガポール・チュアスフィンガーワンコンテナターミナル埋立

工事
大型自航式ポンプ浚渫船〈CASSIOPEIA V〉による埋立浚渫工事

・シンガポール・トゥアス地区でのグラブ浚渫
トゥアスコンテナターミナル建設プロジェクト

・ソロモン諸島ホニアラ港施設改善計画工事
▪交流の広場
・日本企業による水ビジネスの海外展開
▪部会報告　アスファルトプラントの変遷（その 8）

解体とリサイクル，廃棄物処理　特集

平成 29 年 5月号（第 807 号）

▪巻頭言　建設系廃棄物のリサイクルの今後の展望
▪技術報文
・環境負荷を大幅に削減した解体工法を本格適用

シミズ・クールカット工法
・最新の超大型建物解体機　SK2200D
・各種技術を駆使したダム撤去工事
・解体コンクリートの現場内有効利用の多様化

ガランダム工法の適用範囲・施工法の拡充
・大規模土工事における岩塊の有効活用と搬送設備のリユース

東松島市野蒜北部丘陵地区震災復興事業における取組み
・‌�震災コンクリートがらを利用した海水練りコンクリートの製造・

施工

・産業用ロボットを応用した建設廃棄物選別システム
・植物廃材を活用した「バイオマスガス発電」
・‌�汚染土壌対策　戦略的な土地活用を支援する「サステナブルレメ

ディエーション」に基づく評価ツールの開発　SGRT-T
・新東名高速道路における建設時の重金属含有土対策
・‌�簡易破砕方式によるベントナイト混合土を用いた遮水層の効率的

施工技術
T-Combination クレイライナー工法による現地発生土の有効利用

・港湾内放射性汚染物質の被覆・封じ込め
1F 港湾内海底土被覆工事の概要

・放射能汚染土の分級減容化と再生利用に関する検討
▪交流の広場　新幹線地震対策技術の進化を振り返る
▪部会報告　アスファルトプラントの変遷（その 9）
▪統計　平成 29 年度 公共事業関係予算

都市環境，都市基盤整備，自然再生等　特集

平成 29 年 6月号（第 808 号）

▪グラビア　時代の建層（ときのけんそう）
▪巻頭言　育てる
▪技術報文
・整備新幹線の軌道・電気工事用機械
・地下水流動を妨げずに事業継続できる汚染地下水の拡散防止技術

原位置で多様な複合汚染地下水に対応可能なマルチバリア工法
・硬質粘土塊を対象とした自然由来砒素の浄化技術
・微生物を利用した水銀汚染土壌の浄化技術
・‌�礫間接触酸化槽と植生浮島を適用した小規模閉鎖性湖沼の水質浄

化事例
・集中豪雨時の道路冠水対策・河川氾濫対策

樹脂製雨水貯留浸透槽の道路下への適用「セキスイ　アクアロー
ド」の開発

・多発する集中豪雨に対応した高機能雨水貯留施設の開発
ハイブリッド雨水貯留システム

・建設工事における生物多様性保全および環境創造技術
・‌�敷地の潜在的な力を引き出す自然再生による「六花の森」プロジェ

クト
・「再生の杜」ビオトープ竣工後 10 年目の生物生息状況

都市域における生物多様性向上を目指して
・転炉系製鋼スラグ資材を用いた海域環境造成技術の開発
・樹木対応型壁面緑化システムの開発

バーティカルフォレストⓇ

・時代の建層（ときのけんそう）
建設残土を利用した，時代を積み重ねる都市更新の提案

▪交流の広場
・‌�セメント製造工程を活用した車載リチウムイオン電池のリサイク

ル技術
▪ CMI 報告　ブルドーザの燃費評価値から実作業燃費への換算
▪部会報告　アスファルトプラントの変遷（その 10）
▪統計　主要建設資材価格の動向
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基礎工，地盤改良　特集

平成 29 年 7月号（第 809 号）

▪巻頭言　大規模災害で発生する災害廃棄物対策にむけて
▪技術報文
・‌�高機能，施工の省力化，省資材化を達成した防潮堤の開発

ハイブリッド防潮堤の開発施工事例
・ニューマチックケーソンによる深さ 70 m 大深度立坑築造工事
・狭隘空間でも施工可能な場所打ち杭工法の概要と施工事例

超低空頭場所打ち杭工法　C-JET18
・地中障害物撤去の新技術・新工法の開発　A-CR 工法
・‌�都市高速道路における ASR 劣化が生じた橋脚梁部の再構築施工

阪神高速道路　西船場ジャンクション改築事業における事例紹介
・空頭制限 2.0 m 以下で施工可能な小口径鋼管杭工法の開発

ST マイクロパイル工法
・地盤改良体方式斜め土留め工法の適用事例

富山新港火力発電所 LNG1 号機新設工事
・廃棄物最終処分場の減容化技術の開発と施工事例

リフューズプレス工法
・大口径相対攪拌工法の概要と施工事例　KS-S･MIX 工法
・‌�地盤改良分野の ICT 活用技術　ジェットグラウト施工管理シス

テム，GNSS ステアリングシステム，3D-ViMa システム
・大口径拡底杭工法対応のアースドリル開発　SDX612
・三点式杭打機フェニックスシリーズ　「DH758-160M」の紹介
・低空頭，狭隘地で活躍する軽量小型の地中連続壁掘削機の開発

MPD-TMX 工法
・地盤改良工事を全自動で施工管理

ICT を導入した全自動施工管理制御システムの開発　Y-LINK
・木造住宅の耐震性　ビッグフレーム構法とマルチバランス構法
▪ JCMA 報告　‌�平成 29 年度 日本建設機械施工大賞 受賞業績（その 1）
▪部会報告　ISO/TC 127 国際作業グループ会議報告

歴史的遺産・建造物の修復　特集

平成 29 年 8月号（第 810 号）

▪グラビア
・3D 技術を用いた軍艦島のデジタルアーカイブ

過去，現在そして未来へ
▪巻頭言　歴史遺産感動の 3 要素
▪技術報文
・魅せる素屋根の技術と見せる保存修理

近代ニッポンを支えた世界遺産　旧富岡製糸場
・伝統建築における設計施工一貫 BIM

薬師寺食堂（じきどう）復興事業
・熊本城の櫓を鉄の腕で支える

飯田丸五階櫓倒壊防止緊急対策工事
・経年が 100 年を超える鉄道土木構造物の維持管理

・国重要文化財の永代橋，清洲橋の長寿命化
・大規模シェル構造ラジアルゲート建設への取り組み

大河津可動堰改築ゲート設備工事
・新橋駅の改良とレンガアーチの補強・保存
・狭山池の改修とその技術の変遷
・歴史的鋼橋の補修補強工事

土木遺産である晩翠橋の補修補強工事の紹介
・3D 技術を用いた軍艦島のデジタルアーカイブ

過去，現在そして未来へ
・歴史的建造物の移動（曳家），免震化（レトロフィット）工事
・消えた建設機械遺産群　わが国の建設機械の始祖
▪交流の広場　博物館明治村
▪ JCMA 報告　‌�平成29年度　日本建設機械施工大賞 受賞業績（その2）
▪ CMI 報告　放置車両等を移動する道路啓開機材の開発検討
▪部会報告
・アスファルトプラントの変遷（その 11）
・ISO/TC 127 国際作業グループ会議報告
▪統計　建設企業の海外展開

維持管理・老朽化対策・リニューアル　特集

平成 29 年 9月号（第 811 号）

▪巻頭言　社会インフラの老朽化，これは JAPAN IN RUINS ですか
▪行政情報
・ダム再生　既設ダムの有効活用
・道路の老朽化対策の取り組み
▪技術報文
・‌�車線供用下での東名高速道路リニューアル事業の施工

用宗高架橋（下り線）の床版取替え工事
・PC ゲルバー橋の連続化　首都高速 1 号羽田線　勝島地区橋梁
・短工期を実現した天井板撤去の取組み

神戸長田トンネル天井板撤去工事
・走行型高速 3D トンネル点検システム　MIMM-R（ミーム・アール）

画像・レーザー・レーダー技術による点検・調査・診断支援技術
・武蔵水路『安全・安心な施設へのリニューアル』

水路改築工事におけるプレキャスト工法の施工実績
・福岡空港における高強度 PRC 版による老朽化対策
・港湾構造物の維持管理への ICT の活用

無線操作式ボートを用いた港湾構造物の点検・診断システム
・鉄道構造物の維持管理と検査・診断技術
・鉄道構造物の延命化・リニューアル技術
・高強度かつ高耐久性のセメント系繊維補強材料

タフショットクリートⓇ

・‌�産業遺産である老朽化した水力発電所の改修と立坑掘削時におけ
る地山の変位と対策

・歴史的建造物（レンガ建屋）の曳家工法による保存
蹴上浄水場第 1 高区配水池改良工事

・船場センタービル外壁改修工事
大規模商業施設における外壁改修

▪ JCMA 報告　‌�平成 29 年度 日本建設機械施工大賞 受賞業績（その 3）
▪ CMI 報告
・構造物の耐衝撃性評価に関する試験・研究

鋼製台車とレールを用いた衝突試験装置の紹介
▪部会報告　アスファルトプラントの変遷（その 12）
▪統計　平成 29 年度　建設投資見通し
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建築　特集

平成 29 年 10 月号（第 812 号）

▪巻頭言　人工技能研究のすすめ
▪行政情報
・「適正な施工確保のための技術者制度検討会」とりまとめ
・建築物省エネ法の概要
▪技術報文
・ホール舞台スノコ天井リフトアップ工事
・既存建物の不快な床振動を低減する制振技術

SPADA（スパーダ）－ Floor
・VR 技術を活用した教育システムの開発と運用

施工技術者向け VR 教育システム
・�地上躯体に適用可能な中品質再生骨材を用いたコンクリートの実

用化
・外側耐震補強構法『KG 構法』の新たな展開

完全外部施工方法の開発
・杭頭接合部の耐震性能向上および施工の省力化技術

鋼板補強型杭頭接合工法　TO-SPCap 工法の開発
・スマートデバイスを活用した『杭施工記録システム』の開発
「KOCo チェックシステム」アプリケーションの紹介

・ロボット溶接による建築現場溶接施工法の開発と適用
・自律型清掃ロボットを開発　T-iROBO Ⓡ Cleaner
・建物の安全性即時診断システム

1 ヶ所の地震計で地震後即時に建物の安全性を自動診断
・ハイブリッド架構による耐火木造建築の技術開発
▪交流の広場
・デザイン思考でデジタル活用　労働安全分野への適用
▪ JCMA 報告
・平成 29 年度　日本建設機械施工大賞　受賞業績（その 4）
▪部会報告　ISO/TC 127 国際作業グループ会議報告

防災，安全／安心を確保する社会基盤整備　特集

平成 29 年 11 月号（第 813 号）

▪巻頭言　社会資本整備を考える
▪行政情報
・L アラート：防災情報共有システムの現状
▪技術報文
・�平成 28 年熊本地震における阿蘇大橋地区斜面防災対策工事での

分解組立型バックホウの活用
・国内初大型ニューマチックケーソン 2 函同時沈設施工
・サイフォンと水中ポンプの機能を併用した排水システムの開発

ハイブリッド・山辰サイフォン排水システム
・熱赤外線サーモグラフィによる斜面調査

・�地下鉄トンネル覆工のはく離・浮きの可視化による検出システム
の検討

・無排泥粘土遮水壁工法の開発　エコクレイウォールⅡ工法
・老朽化した狭小導水路トンネルリニューアルの機械化施工
・超音波振動を併用した薬液注入工法　UVG 工法
・石積み擁壁耐震補強工事における鉄道営業線近接施工
▪交流の広場
・�非常食の循環システム付き宅配ロッカー「イーパルボックス」ソ

リューションによる，ローリングストック実現にむけて
▪ JCMA 報告
・平成 29 年度　日本建設機械施工大賞　受賞業績（その 5）
▪部会報告
・�ISO/TC 127 土工機械広島総会及び ISO/TC 127/SC 3/WG 12ISO 

6405 土工機械―操縦装置などの識別記号 国際 WG 会議報告
▪統計　平成 29 年　建設業の業況

先進建設技術　特集

平成 29 年 12 月号（第 814 号）

▪巻頭言
・建設産業がけん引する「第 4 次産業革命」　具体化への期待
▪行政情報
・i-Construction 推進の取組み状況　普及促進事業の進捗
・国土交通省における CIM の導入・推進
▪技術報文
・�ImPACT タフ・ロボティクス・チャレンジにおける災害対応建

設ロボット
・総合的な i-Construction による緊急災害対応

阿蘇大橋地区斜面防災対策工事における無人化施工
・油圧ショベル用遠隔操縦装置の開発

災害現場への適応性を向上させた新型簡易遠隔操縦装置ロボ QS
・自律移動ロボットによる盛土締固め度及び水分量測定の自動化
・�次世代建設生産システムの現場適用と生産性向上への展望　ロッ

クフィルダムへの適用紹介とインフラ無線システム
・大水深対応型水中作業ロボットの開発　DEEP CRAWLER
・ドリル NAVI における新機能の開発
・AI を活用したコンクリート表層品質評価システムの開発
・�建設機械の改造が不要で着脱可能な装置による無人化施工技術の

開発　熊本城崩落石撤去へ汎用遠隔操縦装置「サロゲート」の適
用事例

・�次世代型ビーコンを利用した屋内作業員の可視化による現場管理
システムの開発　EXBeacon プラットフォーム現場管理システム

・�IoT を活用した建設機械用アタッチメントの稼動管理システム
（TO-MS）の開発　AI で故障予知・稼動監視を実現，未来型ア
フターサービスの提供によるランニングコストの低減

・�移動体多点計測技術（MMS）を用いた出来形管理に向けた基礎
的研究

▪交流の広場
・パワーアシストスーツを活用した作業者の負担軽減
▪部会報告
・�ISO/TC 127/SC 2/JWG 28 国際ジョイント作業グループ会議報告
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梅雨が明けてから非常に厳しい暑
さが続いております。読者の皆様は
いかがお過ごしでしょうか？

7 月には，西日本全体が広域で豪
雨災害に見舞われました。年々極端
化する気象現象とその猛威に懸念が
増しています。異常気象現象は，世
界的にみれば，台風や竜巻の巨大化，
温暖化による海水面の上昇，大規模
な干ばつ，集中豪雨などを引き起こ
し，ゆくゆくは難民の増加，また食
料不足や水不足などの発生により内
戦や戦争にまで発展するのではない
かと懸念されており，私どもも引き
続き注視する必要がある問題だと思
います。

さて，8 月号のテーマは「地域交
通，スマートシティ，自動運転」で
す。

本号の巻頭言は，東京工業大学の
柏木先生にお願いしました。
「超スマート社会 Society 5.0 によ

るスマートシティ」と題し，「技術
革新の著しい IoT，ビッグデータ，
AI 層のサイバー層と燃料電池・蓄
電池・太陽光や風力発電，EVや次
世代型家電などを高度に制御し，
IoS（サービスのインターネット化）
を実現する社会について」ご提言を
賜りました。

技術報文は，エネルギー管理のシ
ステム，新交通システムの構築，自
動運転車システムの開発を中心にご
執筆いただきました。

日本は今後も少子高齢化社会，ま
た，全国的には過疎化が進行してい
くといわれている中で，社会システ
ムが徐々にかつ確実に変化していく
ことに気づかされます。また，この
ようなインフラの変化は社会全体に
かかるコストの軽減につながりま
す。コストとは，主にエネルギーと
人件費です。無人化運転は人件費の
抑制につながりますし，新交通シス
テムや街のコンパクト化はエネル
ギーの削減につながります。

一方で，東京など都市では人口の
過密化が進んでいます。今後ますま
す建物の省エネ，すなわちエネル
ギー管理の課題解決が重要となって
いくものと思われます。

こう鑑みますと，私たちは今，時
代の大きな転換点（パラダイムシフ
ト）に位置しているものと痛感しま
す。今月号の各技術報文から，読者
の皆様にはその変化を感じ取ってい
ただければ幸いと存じます。

最後になりますが，ご多忙の中，
快く執筆を引き受けてくださった皆
様と仲介の労をとって下さった皆様
に厚く御礼申し上げます。ありがと
うございました。

� （中川・岡田）

9 月号「維持管理・長寿命化・リニューアル特集」予告
・Society5.0 の具現化により水害の犠牲者ゼロを目指す河川情報最前線　・インフラ維持管理の
データサイエンス /AI 活用　・GNSS と維持管理　・社会インフラ維持管理の情報プラットフォー
ム化 スマートインフラセンサポータルの構築　・コンクリートポンプ車を活用したインフラ点検
ロボットの開発　・光ファイバセンサによる維持管理のためのモニタリング技術　・コッター式
継手を用いた橋梁用プレキャスト PC 床版の開発　・速硬軽量無収縮モルタルを利用した鋼板巻
き立て工法　・築 60 年を超える既設ダムリニューアル工事　・高欄の更新技術　・壁やスラブ
のせん断補強を効率的に行う T プレート工法　・炭素繊維複合パネルを用いたコンクリート構造
物の補修・補強工法　・プレキャストを利用した老朽化桟橋のリニューアル技術
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雑誌 03435－8
一般社団法人 日本建設機械施工協会

巻頭言　超スマート社会Society5.0によるスマートシティ

建設企業の海外展開統　　計

● 鉄道廃線敷を活用した新交通（BRT）の導入
● スマートにエネルギーマネジメントするマイクログリッド技術
● 首都高速道路のスマートインフラマネジメントシステムi-DREAMsⓇ

● 都市交通の領域的整備に向けて
● 都市交通課題への交通シミュレーションの適用　他

技術報文 ● 地域公共交通活性化再生法に基づく取組と課題
● コンパクト・プラス・ネットワークの取組に関する最近の動向
● 水素基本戦略の決定

行政情報 

ICTの活用による地盤改良工事の施工管理技術と施工機械のモータ電流値に基づくN値の推定投稿論文

交通空間の地下化が都市に価値を生む交流の広場

2018

普及が期待される新たな公共交通機関

特集特集
地域交通，スマートシティ，自動運転地域交通，スマートシティ，自動運転
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